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要 旨 
 

 本研究では，統合解析システムの開発に資するため，第２次取りま

れてきた設計・安全評価の体系を整理し，多種・多様な技術情報の網

した上で体系化を図り，これらを知識ベースとしてシステム化する

 
(1) これまでの性能評価レポートで採用されている手法を参考に，技
するのに適した形態を整理した上で，設計・性能評価の両分野に

（ワーク項目）に基づく情報整理と，安全評価で対象とする現象

項目）に基づく情報整理を行い，技術情報の体系化を行った。 
 
(2) 地層処分の研究３分野間の技術情報およびデータセットとの関連
確保するため，技術情報の体系化の検討結果に基づき，システム

要なデータベース構造およびシステム機能を明確にした。 
 
(3) 設計および性能・安全評価の解析作業を支援していくため，解析
種多様なコードを対象に，統合解析システム上で統一的に使用・

て調査し，実現可能性を整理した。 
 
 
本報告書は，三菱重工業株式会社が核燃料サイクル開発機構との委託研究契約に

するものである。 
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ABSTRACT 

 
  The present study was carried out relating to basic design of the “Geological Disposal 
Technology Integration System” that will be systematized as knowledge base for design 
analysis and safety assessment of HLW geological disposal system by integrating 
organically and hierarchically various technical information in three study field.  The key 
conclusions are summarized as follows: 
 
 
(1) As referring to the current performance assessment report, the technical 

information for R&D program of HLW geological disposal system was systematized 
hierarchically based on summarized information in a suitable form between the 
work flow (work item) and processes/characteristic flow (process item). 

 
 
(2) As the result of the systematized technical information, database structure and 

system functions necessary for development and construction to the computer 
system were clarified in order to secure the relation between technical information 
and data set for assessment of HLW geological disposal system. 

 
 
(3) The control procedure for execution of various analysis code used by design and 

safety assessment in HLW geological disposal study was arranged possibility in 
construction of “Geological Disposal Technology Integration System” after 
investigating the distributed computing technology. 
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１．はじめに 

 サイトを特定しない第２次取りまとめにおいては，仮想的な地質環境に例示的な処分シス

テムが構築され，これが所期の安全機能をすべて発揮することを前提に性能・安全評価を行

ってきた。今後は，処分事業の進展に伴って，処分地（候補地等を含む）が持つ具体的な地

質環境条件を適切に考慮した設計・シナリオに基づいて評価モデルおよびパラメータを設定

し，安全評価が実施可能な環境を整備していくことが重要となる。このため，サイクル機構

に対しては，第２次取りまとめまでの研究成果ならびに今後 ENTRY，Qualityおよび深地

層の研究施設等で得られる新たな研究成果を活用して，地層処分技術の信頼性の確認や安全

評価手法の高度化に向けた研究開発が求められている。 

 
 地層処分システムの長期の安全性は，シナリオで表現される長期間の複合的な現象を考慮

して処分システム全体の性能を定量化することによって示される。特に，安全評価の基本と

なる地下水移行シナリオに関しては，今後進められる個別詳細研究の成果を取り込みつつ，

シナリオの成立性（例えば，ニアフィールドに関連するものとして，緩衝材の幾何形状，温

度変化，完全飽和の達成，還元条件の回復，拡散場の形成，変質・劣化など）を確認し，こ

れを安全評価に適切に反映していくことが重要である。このためには，地層処分システムの

設計（長期健全性評価含む）で得られる知見を組み合わせた適切なシナリオに基づく条件設

定と，これに応じた一連の安全評価において必要となる技術情報を統合する統合解析システ

ムの開発が必要である。 

 
 本研究では，統合解析システムの開発に資するため，第２次取りまとめに向けて構築され

てきた設計・安全評価の体系を整理し，今後の研究開発で得られる成果も考慮した上で，こ

れらを知識ベースとしてシステム化するための検討を行う。 
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２．技術情報の体系化 

 地層処分システムの研究開発における多種・多様な技術情報（現象理解，データ取得，処

理，判断，解析結果，ノウハウ等）の体系化においては，網羅性と詳細度に十分配慮して進

める必要がある。網羅的な情報の体系化を進めても，個別研究で得られる詳細な情報を取り

扱うことができず，一方，個別事象に対する詳細度のみを追求すると情報の流れ・連携が複

雑になり，全体像の把握が困難となる。このような観点を踏まえて，昨年度に作成したワー

クフロー（石原ほか，2002）を参考として，各分野間の情報，特に性能評価の実施を支援

することに重点を置いたデータの連携・相関を，網羅性と詳細度を考慮して整理する。ここ

では，これまでの性能評価レポートで採用されている下記の手法を参考に，これらの技術情

報を知識ベースとしてシステム化するのに適した形態を検討した上で，体系化を行う。 

・第２次取りまとめ（サイクル機構，1999）で採用されている FEP (Feature Event 

Process)／PID (Process Influence Diagram) に基づく相互関係の整理手法。 

・SITE-94（SKI，1996）や TRU概念レポート（サイクル機構・電気事業連合会，2000）

で採用された AMF (Assessment Model Flowchart)，あるいは SR97（SKB，1999）

で採用された THMCダイアグラムなどに基づく相互関係の整理手法。 

・第２次取りまとめにおける生物圏評価で採用された RESマトリクスによる相関関係の

整理方法。 

 なお，ここでは，第 2次取りまとめで蓄積された知見を出発点とし，今後 ENTRY，Quality

および東濃や幌延の深地層の研究施設を活用した研究から得られる情報およびその流れが

取り込み可能となるよう，より汎用的なワークフローへの体系化を検討する。 

 
２．１ 既存手法の調査 

 技術情報の整理方法ならびに相関関係の図示方法については，これまでの性能評価レポー

トで採用されている手法として，下記が挙げられる。 

①PID（プロセス・インフルエンス・ダイアグラム） 

②RESマトリクス 

③THMCダイアグラム 

 
・PIDの例としては，第２次取りまとめ（図 2-1参照）や SITE-94等がある。FEPをイン

フルエンスにより繋ぎ合わせて因果関係を示す方法であり，上流／下流の関係が明示され

るため全体を俯瞰し網羅性を確保するのに適した手法と考えられる。しかし，FEP の数

が多くなると複雑になること，繋ぎ合わせの矢印の意味を別途定義し明確に示す必要があ

る。 

 
・RES マトリクスの例としては，第２次取りまとめの生物圏評価（図 2-2 参照）がある。

 -2-
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対角要素間の相互作用が非対角要素（ODE）に置かれ，ODE は少なくとも一つの FEP

が一致することが要求される。本マトリクスは，各要素間の相互作用は分かり易いが，そ

の生起の時間的順列は表現しておらず，現象の最初と最後（流れ）が分かり難い。また，

特性が，熱，水理，化学，力学，物質移行，放射線影響と複数あることから，１枚のマト

リクスで表現することは困難である。（構成要素と特性の 2軸があり，対角要素にどちら

を選択しても，1枚のマトリクスに収めることは困難と考えられる。） 

 

・THMCダイアグラムは SR97で用いられた手法（図 2-3参照）で，熱，水理，化学，力

学，物質移行，放射線影響ごとに，特性（システムの状態を表す変数）と現象（プロセス）

の関係を図示したものである。ただし，THMC ダイアグラムは関係を記述する一手段に

過ぎず，SR97 では現象毎に別途詳細な記述を準備している（Process Report）。また，

構成要素（サブシステム）毎に THMCダイアグラムを作成している。 

 

 このように，技術情報の整理方法ならびに相関関係の図示方法としては，どれも一長一短

がある。 

 
 一方，第２次取りまとめの安全評価においては，解析対象とするレファレンスケースで考

慮している現象をまとめた現象・特性フローを整理している（図 2-4参照）。本フローは FEP

に拘わらず現象をフローで図示したものであり，PID よりも簡潔に整理されているため，

安全評価を実際に行うときには，非常に参考になる。このような現象・特性フローを整理し

ておくことは，「モデルありき」を前提として作成された昨年度のワークフローを補間する

とともに，第２次取りまとめ以降の研究開発におけるワーク項目（例えば，新規モデル開発）

への対応に有効であると考えられる。 
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図２－１ 第２次取りまとめレファレンスケースの PID
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図２－２ 第２次取りまとめ生物圏評価の RES マトリクス 

 



JNC TJ8400 2003-037 

 

 

 
図２－３ SR97 の THMC ダイアグラム（緩衝材／埋め戻し材） 
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図２－４ 安全評価解析に関係する現象・特性フロー 
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２．２ 体系化の方針 

 地層処分研究開発 3 分野の連携において重要となる技術情報（現象理解，データ取得，

処理，判断，解析結果，ノウハウ等）は，サイクル機構殿の各ユーザの立場により，その

活用の視点が異なる。技術情報の体系化は，その活用スタイルから「個別研究」と「評価」

の二面性を考慮して進める必要がる。サイクル機構殿が考えられている統合解析システム

としては，各ユーザの目的に応じて，次の 3 つの視点から利用可能なシステムを構築する

ことにある。 

 
①個別研究での技術情報の管理・活用 

主に，調査・実験・モデル化研究を行う研究者の視点（個別研究作業実施の視点）か

らの運用で，例えば以下の作業の支援に利用することが挙げられる。 

・サイト特性調査を中心とした知識の蓄積，活用 

・データの収集，記録作業 

・データの品質保証（トレーサビリティ確保） 

・自身の作業の上流／下流の把握（例えば，データ取得者が下流のモデル化作業を

把握する，あるいは，モデル化作業者がデータ取得作業を把握する，など） 

・自身の研究が次項②の評価のどの項目に反映されるかの把握 

 
②評価・取りまとめでの技術情報の管理・活用 

主に，解析・評価研究を行う研究者の視点（評価・取りまとめ作業実施の視点）から

の運用で，例えば以下の作業の支援に利用することが挙げられる。 

・設計・性能評価を中心とした知識の活用 

・データを利用した解析・評価作業 

・自身の評価作業の上流／下流の把握 

・利用データの整合性，トレーサビリティの確保 

 
③プロジェクトマネージメントでの技術情報の管理・活用 

主に，プロジェクトマネージャーの視点からの運用で，例えば以下の作業の支援に利

用することが挙げられる。 

・研究全体の進捗状況の把握 

・課題の抽出，優先度の判断 

 
 以上のようなサイクル機構殿のニーズに基づき，3つの視点からの技術情報の管理・運用

を目指して，技術情報の体系化を以下の観点で実施する。 
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 作業の観点：ワークフローと技術情報（ワークシート） 

 実際に試験（観測含む），解析・評価等の作業を行う観点から，昨年度のワークフロー

に基づき，各ワーク項目に対する技術情報をワークシートの形で整理する。ここで整理

する技術情報は，基本的に試験／解析等で設定されるデータと，その設定根拠（条件含

む）とする。これらのデータ項目の伝播はワークフローで示される。 

 
 評価の観点：現象・特性フローと技術情報（総括的 FEP辞書） 

 性能評価（全体性能評価に重点）の観点からは，評価対象とする現象を中心とした情

報の流れ（現象の連関）が必要となる。理想的には，Full PIDに基づいて，どの現象を

対象としているかを把握しながら評価することが望ましいが，PID が複雑になるため実

用性には疑問が残る。このため，より現実的な現象の連関のみを整理した現象・特性フ

ローを作成し，このフローの各項目に対する技術情報を整理する。ここで整理する技術

情報は，解析・評価における現象の取扱に焦点をあてた内容とする。（幾つかの FEP 項

目を纏めた総括的 FEP辞書に相当するもので，実際の解析ケースが陽に想定し得る内容

とする。） 

 現象・特性フローにおける技術情報の基礎となる知識・知見は，実際の作業（ワーク）

から得られたものであり，現象・特性フローの項目とワークフローのワーク項目の対応

関係を定義しておく。 

 

 プロジェクトマネージメント 

 プロジェクトマネージメントは，評価に取り込んだ現象とその結果を見て，研究の重

要度・優先度を決定することであり，ワークフローおよび現象・特性フローに関連する

技術情報，ならびに処分場モデル上に表示された評価結果を基に，マネージャーが判断

する。システムは判断に資する情報を提供するため，例えば，ワーク項目や現象項目に

関する技術情報のステータス等を表示する。なお，対象とする現象はシナリオ分析と関

連し，シナリオ分析の結果から対象とした FEP項目（特にプロセス）を現象・特性フロ

ーに反映することで，評価の全体体系を把握することができる。 

 
 以上の観点から，ワークフローに基づく情報整理と，現象・特性フローに基づく情報整

理を纏めた体系化の概念図を図 2-5に示す。 

 

 ワークフローの各ワーク項目は，技術情報の登録や検索などの操作性を考慮し，ワーク

ツリーとして表示する（Windowsの Explorerのフォルダ表示と同様）。これは，ワーク項

目の管理の観点からも望ましく，ワーク項目の追加等の対応がシステム的にも容易である。

（詳細は，2.3項にて後述。） 
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 ワーク項目に対する技術情報（ワークシート）は，各ワーク項目に対して整理すること

で，容易に情報を取り出すことができる。また，上流／下流のワーク項目への関連（リン

ク）付けを図り，このリンクを辿ることで関連するワークシートに簡単にアクセスできる

ようにする。さらに，ユーザによる関連ワークの全体的な把握に資するために，ワークフ

ローの表示機能を付加する。ただし，CADツールのようなワークフロー作成機能の実装は

システム製作上時間を要するため，当面は静的な画面の表示機能とする。（詳細は，2.4 項

で後述。） 

 
 ワーク項目で設定されるデータは基本的に評価・解析の入力データとして活用されるも

のであり，パラメータセット・データベースでのデジタル値管理を行う。このため，ワー

ク項目とパラメータ項目のリンク付けを行い，データとそれに関連する技術情報の追跡性

を担保する。（詳細は，3.1項で後述。） 

 
 現象・特性フローは，第２次取りまとめのレファレンスケースを参考に，安全評価（核

種移行評価）と密接に関連する現象（FEPリストのプロセスではなく，生起する事象）を，

熱・水理・化学・放射線・物質移行の各特性に大まかに分類して作成する。この現象・特

性フローに基づき，各現象（ボックス）に対する技術情報を，SR97（Process Report）の

記述（項目）を参考にして整理する。これは，幾つかの FEP項目を纏めたもので，ある種

の大括りな FEP 辞書に相当するものである。ここでは，現象に関連する FEP 項目を付加

しておくことで，FEP辞書からより詳細な情報を得ることも可能になる。（詳細は，2.5項

で後述。） 

 
 現象・特性フローの項目とワークツリー（ワークフロー）のワーク項目の対応付けに関

しては，システム化を念頭に，網羅的（重複を含む）に整理する。（詳細は，2.6項で後述。） 

 
 以上の方法により，作業に即したワークフローと技術情報（ワークシート），評価に即し

た現象フローと技術情報，ならびにパラメータセットの対応付けを行い，技術情報の体系

化を図る。 
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（各ワーク項目毎） 

・ワーク項目の追加 

・ワークシートの編集 

技術情報（ワークシート） 

①項目名 

②概要 

③設定パラメータ 

④データセット 

⑤設定方法 

⑥設定根拠 

⑦設定条件 

（熱／水理／力学／化学／ 

 放射線／物質移行／他） 

⑧参考文献 

⑨上流側項目 

⑩下流側項目 

技術情報（ワークシート） 

①項目名 

②概要 

③設定パラメータ 

④データセット 

⑤設定方法 

⑥設定根拠 

⑦設定条件 

（熱／水理／力学／化学／ 

 放射線／物質移行／他） 

⑧参考文献 

⑨上流側項目 

⑩下流側項目 

技術情報（ワークシート） 

①項目名 

②概要 

③設定パラメータ 

④データセット 

⑤設定方法 

⑥設定根拠 

⑦設定条件 

（熱／水理／力学／化学／ 

 放射線／物質移行／他） 

⑧参考文献 

⑨上流側項目 

⑩下流側項目 

基本特性値設定

厚さ・密度設定 
（施工時）

製作／施工性

ケイ砂混合率

・コロイドろ過性 
・ガス透気性 
・継ぎ目特性

バリア性能 
（線量）

人工バリア設計：緩衝材設計

上部遮へい厚さ設定

定置方式（竪置）

放射線量

ベントナイト組成

締め固め特性試験

熱特性試験

水理特性試験

力学特性試験

膨潤特性試験

化学特性試験

諸特性試験

厚さ・密度設定 
（膨潤後）

施設設計（熱解析）

処分深度

地下水組成評価

定置方式

地質環境条件

・コロイドろ過性 
・自己シール性 
・応力緩衝性

・熱伝導性 
・強度 
・製作性

ＯＰ腐食厚さ設定

施設設計（熱解析）

ＯＰ仕様設定

施設設計（熱解析）

地下水組成評価

製作／施工性

岩盤クリープ評価

インベントリ解析

定置方式

施設設計（熱解析）

ＯＰ設計

施設設計

長期健全性評価

移行データ取得

人工バリア中 
核種移行評価

腐食試験

ＯＰ仕様設定耐圧厚さ設定

遮へい厚さ設定

製作／施工性

設計寿命

腐食生成物

ＯＰ厚

吸収線量

腐食シナリオ

残存酸素量

・有機物 
・微生物

・膨潤圧 
・圧密反力

不働態保持電流密度

規格評価式 
有限要素コード

放射線分解データ

・地圧 
・静水圧

ＯＰ破損時

ガラス固化体寸法

人工バリア設計：オーバーパック設計

形状設定

間隙水組成評価

施設設計（熱解析）

地質環境条件

腐食厚さ設定

施設設計（坑道）

温度

組成

材料選定

・強度 
・熱伝導性 
・耐放射線性 
・製作性

緩衝材設計
・組成 
・空隙率

緩衝材設計

処分深度

緩衝材設計

間隙水組成評価

インベントリ評価

・腐食代 
・腐食膨張率 
（腐食膨張厚）

緩衝材設計

放射線場評価

酸化性化学種発生量

施設設計

長期健全性評価

人工バリア中 
核種移行評価

線量当量

処分場モデル パラメータセット 

評価・解析 

全体性能評価の観

点での現象相関図 
技術情報 

①現象名称 

②概要 

③メカニズム 

④時間変化 

⑤研究成果 

⑥現状の不確実性 

⑦特性への影響 

⑧原因となる影響 

⑨解析における取扱 

⑩設定データ 

⑪参考文献 

⑫関連ＦＥＰ項目 

技術情報 

①現象名称 

②概要 

③メカニズム 

④時間変化 

⑤研究成果 

⑥現状の不確実性 

⑦特性への影響 

⑧原因となる影響 

⑨解析における取扱 

⑩設定データ 

⑪参考文献 

⑫関連ＦＥＰ項目 

静止画表示（ユーザ

作成フローの登録は

可能とする） 

現象・特性フローに

関する技術情報（各

現象毎） 

ワークフローの各ワーク

項目に対する技術情報

（設定値・根拠等） 

・レファレンスデータ 

・解析入力データ 

ＦＥＰ辞書 

（ＦＥＰ番号による参照） 

（ワーク項目と現象項

目の対応付け） 

（ワーク項目とワークフ

ローの対応付け） 

（各現象項目毎） 

（ワーク項目とパラメー

タの対応付け） 

 

Work Tree 

現象・特性フロー 

ワークフロー 

技術情報 

ワークシート 

図２－５ 技術情報の体系化概念図
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２．３ ワーク項目（ワークツリー）の設定 

 ワークフローの作成および技術情報（ワークシート）を纏めるための単位としてワーク

項目を選定する。昨年度のワークフローを参考として設定したワーク項目を，処分技術（設

計）および性能・安全評価に分けて，表 2-1および表 2-2にそれぞれ示す。これらのワーク

項目は，CAPASA（石原ほか，1999）における PLANの概念と同様に，関連する種々の情

報（ワークフロー，ワークシート，現象項目，技術情報等）を一元管理するための主要オ

ブジェクトとしてシステム化する。 

 
 設定したワーク項目は，技術情報の登録や検索などの操作性を考慮し，ワークツリーと

して表示するとともに，管理を行う（Windowsの Explorerによるフォルダ／ファイルの管

理・表示と同様）。これは，将来の研究の進展に伴ってワーク項目の追加・削除・再分類が

行われることを想定し，ユーザによるワーク項目管理の観点で有効な方法であり，ワーク

項目の追加等への対応がシステム製作の面からも容易に実現可能である。 
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表２－１ 設計（Repository Design）作業のワークツリー 

ワーク項目 備考 
RD-1.1 
対象固化体選定 

   

RD-1.2 
定置方式選定 

   

RD-1 
設計条件 

RD-1.3 
処分深度設定 

   

RD-2.1.1.1 
材料選定 

 

RD-2.1.1.2 
腐食シナリオ 

 

RD-2.1.1 
腐食評価 

RD-2.1.1.3 
腐食厚さ設定 

 

RD-2.1.2.1 
形状設定 

 RD-2.1.2 
耐圧評価 

RD-2.1.2.2 
耐圧厚さ設定 

 

RD-2.1.3.1 
酸化性化学種発生量 

 RD-2.1.3 
放射線遮へい性 

RD-2.1.3.2 
遮へい厚さ設定 

 

RD-2.1.4 
OP仕様設定 

  

RD-2.1 
オーバーパック設計 

RD-2.1.5 
製作・施工性 

  

RD-2.2.1.1 
ベントナイト組成 

 

RD-2.2.1.2 
締固め特性試験 

 

RD-2.2.1.3 
熱特性試験 

 

RD-2.2.1.4 
水理特性試験 

 

RD-2.2.1.5 
力学特性試験 

 

RD-2.2.1.6 
膨潤特性試験 

 

RD-2.2.1.7 
化学特性試験 

 

RD-2.2.18 
物質移行特性試験 

 

RD-2.2.1 
基本特性設定 

RD-2.2.1.9 
諸特性試験 

 

RD-2.2.2.1 
応力緩衝性検討 

 

RD-2.2.2.2 
施工時仕様設定 

 

RD-2 
人工バリア設計 

RD-2.2 
緩衝材設計 

RD-2.2.2 
緩衝材仕様設定 

RD-2.2.2.3 
膨潤後仕様設定 
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ワーク項目 備考 
RD-2.2.3 
放射線遮へい性 

RD-2.2.3.1 
上部遮へい厚さ設定 

 RD-2（続き） RD-2.2（続き） 

RD-2.2.4 
製作・施工性 

  

RD-3.1.1 
断面形状設定 

 

RD-3.1.2.1 
支保工材選定 

RD-3.1.2 
支保工設計 

RD-3.1.2.2 
支保工厚概略検討 

処分孔，処分坑

道，主要・連絡

坑道，アクセス

坑道に対して，

ワーク有り 

RD-3.1 
坑道設計 

RD-3.1.3 (RD-3.2) 
空洞安定性評価 

 RD-3.2で展開 

RD-3.2.1 
自重解析 

  

RD-3.2.2 
坑道掘削解析 

  

RD-3.2.3 
処分孔掘削解析 

  

RD-3.2 
空洞安定性評価 

RD-3.2.4 
坑道交差部強度 

  

RD-3.3.1.1 
自由地盤応答解析 

 

RD-3.3.1.2 
水平応答深度 

 

RD-3.2.1 
自重解析 

RD-3.2 のワー
ク項目 

RD-3.3.1 
想定荷重設定 

RD-3.2.2 
坑道掘削解析 

RD-3.2 のワー
ク項目 

RD-3.3 
坑道耐震安定性 

RD-3.3.2 
耐震安定性解析 

  

RD-3.4.1 
熱解析 

  RD-3.4 
坑道配置（熱解析） 

RD-3.4.2 
占有面積設定 

  

RD-3.5.1.1 
パネル形状検討 

 

RD-3.5.1.2 
規模・数の検討 

 

RD-3.5.1 
パネル配置 

RD-3.5.1.3 
方向・配置検討 

 

RD-3.5.2.1 
アクセス方式検討 

 

RD-3.5.2.2 
本数検討 

 

RD-3.5.2 
アクセス坑道配置 

RD-3.5.2.3 
配置検討 

 

RD-3 
処分施設設計 

RD-3.5 
レイアウト検討 

RD-3.5.3 
主要・連絡坑道配置 
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ワーク項目 備考 
RD-3.6.1 
プラグ設計 

  

RD-3.6.2 
製作・施工性（プラグ） 

  

RD-3.6.3 
グラウト設計 

  

RD-3.6.4 
製作・施工性（グラウト） 

  

RD-3.6.5.1 
埋戻し材組成 

 

RD-3.6.5.2 
締固め特性試験 

 

RD-3.6.5.3 
熱特性試験 

 

RD-3.6.5.4 
水理特性試験 

 

RD-3.6.5.5 
力学特性試験 

 

RD-3.6.5 
基本特性（埋戻し材） 

RD-3.6.5.6 
膨潤特性試験 

 

RD-3.6.6 
埋戻し材設計 

  

RD-3（続き） RD-3.6 
プラグ／グラウト／

埋戻し材設計 

RD-3.6.7 
製作・施工性（埋戻し材） 

  

RD-4.1 
熱・水理特性評価 

RD-4.1.1 
熱－水－応力連成解析 

  

RD-4.2.1 
パラメータ設定 

  

RD-4.2.2 
岩盤クリープ解析 

  

RD-4.2.3 
OP沈下解析 

  

RD-4.2.4 
OP腐食膨張解析 

  

RD-4.2 
構造力学安定性評価 

RD-4.2.5 
緩衝材流出解析 

  

RD-4.3.1.1 
溶存水素移行解析 

 RD-4.3 
化学特性評価 

RD-4.3.1 
OP腐食生成ガス評価 

RD-4.3.1.2 
ガス移行解析 

 

RD-4.1.1 
岩盤初期応力解析 

  

RD-4.4.2 
人工バリア自重解析 

  

RD-4.4.3 
人工バリア固有値解析 

  

RD-4 
長期健全性評価 

RD-4.4 
人工バリア耐震評価 

RD-4.4.4 
地震応答解析 
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ワーク項目 備考 
RD-5.1 
建設 

   

RD-5.2 
操業 

   

RD-5 
建設・操業・閉

鎖 

RD-5.3 
閉鎖 
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表２－２ 性能評価（Performance Assessment）作業のワークツリー 

ワーク項目 備考 
PA-1.1 
FEPリスト作成 

   

PA-1.2 
FEP取捨選択 

   

PA-1.3 
PID作成 

   

PA-1 
シナリオ分析 

PA-1.4 
シナリオ作成 

   

PA-2.1.1 
ガラス固化体評価 

  

PA-2.1.2 
対象核種選定 

  

PA-2.1 
インベントリ評価 

PA-2.1.3 
核種インベントリ 

  

PA-2 
放射線特性評価 

PA-2.2 
放射線場評価 

   

PA-3.1.1 
亀裂パラメータ設定 

  

PA-3.1.2 
ネットワークモデル構築 

  

PA-3.1.3 
EDZモデル化 

  

PA-3.1.4 
水理解析 

  

PA-3.1 
亀裂ネットワークモ

デル構築 

PA-3.1.5 (PA-3.2) 
移行経路抽出 

 PA-3.2で展開 

PA-3.2.1 
パイプネットワーク変換 

  PA-3.2 
パイプネットワーク

モデル構築 PA-3.2.2 
水理解析 

  

PA-3.3.1 
水理パラメータ設定 

  

PA-3.3.2 
連続体モデル構築 

  

PA-3.3.3 
EDZモデル化 

  

PA-3.3.4 
水理解析 

  

PA-3 
水理特性評価 

PA-3.3 
連続体モデル構築 

PA-3.3.5 
移行経路抽出 

  

PA-4.1.1 
地下水分類 

  

PA-4.1.2 
地下水形成反応モデル 

  

PA-4.1.3 
熱力学データ整備 

  

PA-4 
化学特性評価 

PA-4.1 
地下水組成評価 

PA-4.1.4 
地下水組成評価 
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ワーク項目 備考 
PA-4.2.1 
緩衝材中地球化学モデル 

  

PA-4.2.2 
熱力学データ整備 

 PA-4.1.3 とは対
象反応が相違 

PA-4.2 
間隙水組成評価 

PA-4.2.3 
間隙水組成評価 

  

PA-4.3.1 
溶解度試験 

  

PA-4.3.2 
熱力学データ整備 

 放射性元素対

象 
PA-4.3.3 
溶解度評価 

  

PA-4.3.4 
共沈モデル評価 

  

PA-4（続き） 

PA-4.3 
溶解度評価 

PA-4.3.5 
溶解度設定 

  

PA-5.1.1 
ガラス溶解速度設定 

PA-5.1.1.1 
ガラス溶解試験 

 

PA-5.1.2.1 
バッチ収着試験 

 PA-5.1.2 
分配係数設定 

PA-5.1.2.2 
拡散試験 

PA-5.1.3.1 と
同じ 

PA-5.1 
人工バリア中移行特

性データ取得 

PA-5.1.3 
拡散係数設定 

PA-5.1.3.1 
拡散試験 

 

PA-5.2.1 
分散係数設定 

PA-5.2.1.1 
分散試験 

 

PA-5.2.2 
分配係数設定 

PA-5.2.2.1 
バッチ収着試験 

 

PA-5.2.3 
拡散深さ設定 

  

PA-5.2.4 
拡散寄与面積率設定 

  

PA-5.2 
天然バリア中移行特

性データ取得 

PA-5.2.5 
拡散係数設定 

PA-5.2.5.1 
拡散試験 

 

PA-5.3 
人工バリア中核種移

行評価 

PA-5.3.1 
人工バリア中核種移

行解析 

  

PA-5.4.1 
亀裂媒体中移行評価 

PA-5.4.1.1 
亀裂媒体中核種移

行解析 

 

PA-5.4.2 
多孔質媒体中移行評価 

PA-5.4.2.1 
多孔質媒体中核種

移行解析 

 

PA-5.4 
天然バリア中核種移

行評価 

PA-5.4.3 
断層中移行評価 

PA-5.4.3.1 
断層中核種移行解析 

 

PA-5.5.1 
移行プロセス設定 

  

PA-5 
物質移行特性評

価 

PA-5.5 
生物圏評価 

PA-5.5.2 
被ばくプロセス設定 
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ワーク項目 備考 
PA-5.5.3 
対象核種選定 

  

PA-5.5.4 
評価モデル構築 

  

PA-5.5.5 
データ設定 

  

PA-5.5（続き） 

PA-5.5.6 
移行・線量評価 

  

PA-5.6.1 
総合安全性評価 

  

PA-5（続き） 

PA-5.6 
全体性能評価 

PA-5.6.2 
不確実性解析 

  

PA-6.1 
隆起／侵食 

   

PA-6.2 
気候海水準変動 

   

PA-6.3 
火山／火成活動 

   

PA-6.4 
地震／断層活動 

   

PA-6.5 
工学的欠陥 

   

PA-6 
変動シナリオ評

価 

PA-6.6 
人間活動（侵入） 
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２．４ ワーク項目に基づく技術情報の整理 

 実際に試験（観測含む），解析・評価等の作業を行う観点から，前記 2.3 項で設定した各

ワーク項目に対する技術情報をワークシートの形で整理する。ここで整理する技術情報は，

基本的に試験／解析等で設定されるデータと，その設定根拠（条件含む）とする。これらの

データ項目の伝播はワークフローで示される。 

 
 ワーク項目に対する技術情報の整理項目を表 2-3に示す。また，個々のワーク項目に対す

る技術情報（ワークシート）を付録１にまとめる。 

 
表２－３ ワーク項目に関する技術情報（ワークシート）の整理項目 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 識別名称 
2. ワーク項目 項目名 
3. 概要 当該ワークの概要 
4. 設定パラメータ 当該ワークで設定されるパラメータの種類 
5. データセット 当該ワークで設定されたデータセット（デジタル値，分

布，テーブル形式） 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 データ設定に係わる設定根拠（判断内容等） 
8. 設定条件（熱的条件） 試験条件，解析条件等の記述（文書，グラフ等） 
9. 設定条件（水理学的条件） 同上 

10. 設定条件（力学的条件） 同上 
11. 設定条件（化学的条件） 同上 
12. 設定条件（放射線学的条件） 同上 
13. 設定条件（物質移行条件） 同上 
14. 設定条件（その他） 同上 
15. 参考文献 参考文献名称（あるいは文献番号） 
16. 上流側ワーク項目 当該ワークの上流側のワーク項目名（入力先） 
17. 下流側ワーク項目 当該ワークの下流側のワーク項目名（出力先） 

 

 
 また，ワーク項目（ツリー表示），技術情報（ワークシート），およびワークフローの対応

関係を，図 2-6（設計）および図 2-7（安全評価）に示す。ワーク項目とワークシートの関

係は，付録１に記述したワークシートがどのワーク項目に対応しているかを表している。ま

た，ワーク項目とワークフローは複数の対応関係が定義されるが，表示が煩雑になるため，

代表的な項目に対するリンク関係を示した。 
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RD-0 処分技術（設計） 

RD-1 設計条件 

PA-0 性能・安全評価 

RD-2 人工バリア設計 

RD-2.1 オーバーパック設計 

RD-1.1 対象固化体選定  

RD-1.2 定置方式  

RD-1.3 処分深度  

RD-2.1.3 放射線遮へい性 

RD-2.1.1 腐食評価 

RD-2.1.2 耐圧評価 

RD-2.1.1.1 材料選定 

RD-2.1.1.2 腐食シナリオ 

RD-2.1.1.3 腐食厚さ設定 

RD-2.1.2.1 形状設定 

RD-2.1.2.2 耐圧厚さ設定 

RD-2.1.3.1 酸化性化学種発生量 

RD-2.1.3.2 遮へい厚さ設定 

ワークフロー 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

RD-2.1.4 ＯＰ仕様設定 

RD-2.1.5 製作・施工性 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークフロー 

RD-2.2 緩衝材設計 ワークフロー 

GS-0 地質環境条件 ワークシート 

 
図２－６ 処分技術（設計）分野のワークツーリー・ワークシート・ワークフロー相関図（１） 
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RD-0 処分技術（設計） 

PA-0 性能・安全評価 

RD-2 人工バリア設計 

RD-2.2.1 基本特性設定 

RD-2.2.2 緩衝材仕様設定 

RD-2.2.1.1 ベントナイト組成 

RD-2.2.1.2 締固め特性試験 

RD-2.2.1.3 熱特性試験 

RD-2.2.2.1 応力緩衝性検討 

RD-2.2.2.2 施工時仕様設定 

RD-2.2.2.3 膨潤後仕様設定 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

RD-2.2 緩衝材設計 ワークフロー 

RD-2.2.1.4 水理特性試験 

RD-2.2.1.5 力学特性試験 

RD-2.2.1.6 膨潤特性試験 

RD-2.2.1.7 化学特性試験 

RD-2.2.1.8 物質移行特性試験 

RD-2.2.1.9 諸特性試験 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

GS-0 地質環境条件 

RD-2.2.3 放射線遮へい性 

RD-2.2.4.1 上部遮へい厚さ設定 

RD-2.2.4 製作・施工性 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

 
図２－６ 処分技術（設計）分野のワークツーリー・ワークシート・ワークフロー相関図（２） 
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RD-0 処分技術（設計） 

PA-0 性能・安全評価 

ワークシート GS-0 地質環境条件 

RD-3 処分施設設計 

RD-3.1 坑道設計 

RD-3.1.1 断面形状設定 

RD-3.1.2 支保工設計 

RD-3.1.2.1 支保工材選定 

RD-3.1.2.2 支保工厚概略検討 

RD-3.1.3 空洞安定性評価 

RD-3.2 空洞安定性評価 

ワークフロー 

ワークフロー 

RD-3.2.1 自重解析 

RD-3.2.2 坑道掘削解析 

RD-3.2.3 処分孔掘削解析 

RD-3.2.4 坑道交差部強度 

RD-3.3 坑道耐震安定性 

RD-3.3.1 想定荷重設定 

RD-3.3.2 耐震安定性解析 

RD-3.3.1.1 自由地盤応答解析 

RD-3.3.1.2 水平応答震度 

RD-3.3.1.3 自重解析 

RD-3.3.1.4 坑道掘削解析 

ワークフロー 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 
 

図２－６ 処分技術（設計）分野のワークツーリー・ワークシート・ワークフロー相関図（３） 
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RD-0 処分技術（設計） 

PA-0 性能・安全評価 

GS-0 地質環境条件 

RD-3 処分施設設計 

RD-3.5 レイアウト検討 

RD-3.4 坑道配置（熱解析） 

RD-3.4.1 熱解析 

RD-3.4.2 占有面積設定 

ワークフロー 

ワークシート 

RD-3.5.1 パネル配置 

RD-3.5.1.1 パネル形状検討 

RD-3.5.1.2 規模・数の検討 

RD-3.5.1.3 方向・配置検討 

RD-3.5.2.1 アクセス方式の検討 

RD-3.5.2.2 本数検討 

RD-3.5.2.3 配置検討 

RD-3.5.2 アクセス坑道検討 

RD-3.5.3 主要・連絡坑道配置 

ワークフロー 

RD-3.6 プラグ／グラウト／埋戻し材設計 

RD-3.6.1 プラグ設計 

RD-3.6.2 製作・施工（プラグ） 

RD-3.6.3 グラウト設計 

RD-3.6.4 製作・施工（グラウト） 

ワークフロー 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

 
図２－６ 処分技術（設計）分野のワークツーリー・ワークシート・ワークフロー相関図（４） 
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RD-0 処分技術（設計） 

PA-0 性能・安全評価 

RD-4 長期健全性評価 

GS-0 地質環境条件 

RD-3 処分施設設計 

ワークシート 

RD-3.6 プラグ／グラウト／埋戻し材設計 ワークフロー 

RD-3.6.5 埋戻し材基本特性 

RD-3.6.5.1 埋戻し材組成 

RD-3.6.5.2 締固め特性試験 

RD-3.6.5.3 熱特性試験 

RD-3.6.5.4 水理特性試験 

RD-3.6.5.5 力学特性試験 

RD-3.6.5.6 膨潤特性試験 

RD-3.6.6 埋戻し材設計 

RD-3.6.7 製作・施工性（埋戻し材） 

RD-4.1 熱・水理特性評価 

RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 

RD-4.2 構造力学安定性評価 

RD-4.2.1 パラメータ設定 

RD-4.2.2 岩盤クリープ解析 

RD-4.2.3 ＯＰ沈下解析 

RD-4.2.4 ＯＰ腐食膨張解析 

RD-4.2.5 緩衝材流出解析 

ワークフロー 

ワークフロー 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート  
図２－６ 処分技術（設計）分野のワークツーリー・ワークシート・ワークフロー相関図（５） 
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RD-0 処分技術（設計） 

PA-0 性能・安全評価 

RD-4 長期健全性評価 

GS-0 地質環境条件 

RD-4.3 化学特性評価 ワークフロー 

RD-4.4 人工バリア耐震評価 ワークフロー 

ワークシート 

RD-5.1 建設 

ワークフロー 

RD-4.3.1 腐食生成ガス評価 

RD-4.4.1 岩盤初期応力解析 

RD-4.4.2 人工バリア自重解析 

RD-4.4.3 人工バリア固有値解析 

RD-5.3 閉鎖 

RD-4.3.1.1 溶存水素移行 

RD-4.3.1.2 ガス移行解析 

RD-4.4.4 地震応答解析 

RD-5 建設・操業・閉鎖 

RD-5.2 操業 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

 
図２－６ 処分技術（設計）分野のワークツーリー・ワークシート・ワークフロー相関図（６） 
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RD-0 処分技術（設計） 

PA-0 性能・安全評価 

PA-2 放射線特性評価 

PA-2.1 インベントリ評価 

ＰＡ-1.1 ＦＥＰリスト作成 

ＰＡ-1.2 ＦＥＰ取捨選択 

ＰＡ-1.3 ＰＩＤ作成 

PA-2.1.1 ガラス固化体評価 

PA-2.2 放射線場評価 

PA-3.1.1 亀裂パラメータ設定 

PA-3.1.2 ネットワークモデル構築 

ワークフロー 

ワークシート 

ワークフロー 

GS-0 地質環境条件 

PA-1 シナリオ分析 

ＰＡ-1.4 シナリオ作成 

PA-2.1.2 対象核種選定 

PA-2.1.3 核種インベントリ 

PA-3 水理特性評価 

PA-3.1 亀裂ネットワークモデル構築 

PA-3.1.3 ＥＤＺモデル化 

PA-3.1.4 水理解析 

PA-3.1.5 移行経路抽出 

PA-3.2 パイプネットワークモデル構築 

ワークフロー 

ワークフロー 

ワークフロー 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 

ワークシート 
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図２－７ 性能評価分野のワークツーリー・ワークシート・ワークフロー相関図（１） 
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図２－７ 性能評価分野のワークツーリー・ワークシート・ワークフロー相関図（２） 
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図２－７ 性能評価分野のワークツーリー・ワークシート・ワークフロー相関図（３） 
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図２－７ 性能評価分野のワークツーリー・ワークシート・ワークフロー相関図（４） 
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図２－７ 性能評価分野のワークツーリー・ワークシート・ワークフロー相関図（５） 
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２．５ 現象フローに基づく技術情報の整理 

 性能評価（全体性能評価に重点）の観点からは，評価対象とする現象を中心とした情報の

流れ（現象の連関）が必要となる。理想的には，Full PIDに基づいて，どの現象を対象と

しているかを把握しながら評価することが望ましいが，PID が複雑になるため実用性には

疑問が残る。このため，より現実的な現象の連関のみを整理した現象・特性フローを作成し，

このフローの各項目に対する技術情報を整理する。ここで整理する技術情報は，解析・評価

における現象の取扱に焦点をあてた内容とする。（幾つかの FEP項目を纏めた総括的 FEP

辞書に相当するもので，実際の解析ケースが陽に想定し得る内容とする。） 

 
 現象・特性フローは，第２次取りまとめのレファレンスケースを参考に，安全評価（核種

移行評価）と密接に関連する現象（FEP リストのプロセスではなく，生起する事象）を，

熱・水理・化学・放射線・物質移行の各特性に大まかに分類して作成する。第２次取りまと

めにおける，レファレンスケースの現象フロー（図 2-4参照）ならびに FEPリストに基づ

いて作成した，安全評価に関連する現象／特性フローを図 2-8に示す。 

 
 図 2-8 に示した現象／特性フローに基づき，各現象（ボックス）に対する技術情報を，

SR97（Process Report）の記述（項目）を参考にして，表 2-4に示す項目に関して整理す

る（相関関係の整理含む）。これは，幾つかの FEP 項目をまとめたもので，ある種の大括

りな FEP 辞書に相当すると考えられる。ここでは，現象に関連する FEP 項目を付加して

おくことで，FEP 辞書からより詳細な情報を得ることも可能になる。なお，整理する技術

情報の記載内容は，第２次取りまとめベースの記述とする。 
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図２－８ 安全評価に係わる現象・特性フロー 
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表２－４ 現象・特性フローに関する技術情報（総括的 FEP 辞書）の整理項目 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 識別名称 
2. 現象名称 項目名 
3. 概要（Description） 当該現象の一般的概要の記述 
4. 現象のメカニズム 当該現象のメカニズムに関する科学的記述 
5. 時間変化 当該現象の経時変化に関する記述（判断情報

が含まれる場合もある） 
6. 研究（成果） 当該現象に対する研究状況（試験，モデル化，

データ取得，解析，ナチュラルアナログ等） 
7. 現状の不確実性 当該現象の不確実性に関する記述（判断情報

が含まれる場合もある） 
8. 特性への影響（下流側現象） 当該現象の影響が伝播する下流側の現象項目

（識別番号，複数の場合あり） 
9. 原因となる影響（上流側現象） 当該現象に影響を及ぼす上流側の現象項目

（識別番号，複数の場合あり） 
10. 解析における取り扱い 当該現象の解析上の取り扱いに関する記述

（判断情報含む，設定データと関連） 
11. 設定データ パラメータセット・データベースへのリンク

情報（例えばデータ ID番号等） 
12. 参考文献 参考文献名称（文献のうち，サイクル機構殿

作成資料の場合は文書データ登録が可能なこ

とが望ましい） 
13. 関連 FEP項目 関連する FEP項目（番号・名称） 

 

 
 図 2-6のフローに示した現象に対して，表 2-4の項目を整理した技術情報を，表 2-5～表

2-26にそれぞれ示す。 
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表２－５ 現象・特性フローに関する技術情報（発熱） 

No. 項目 内容 

1. 識別番号 PF-1 

2. 現象名称 発熱 

3. 概要 (Description)  ガラス固化体内の放射性核種の放射性崩壊が原因で発熱す

る。この熱を崩壊熱と呼ぶ。その発熱量はガラス固化体内に

含まれている核種の種類および量に依存する。また，この発

熱量は時間とともに放射性核種の量が減少するに従い減少す

る。一方，ガラス固化体の温度は，発熱により徐々に上昇し，

数年～数十年程度で埋設後の最高温度に達し，約千年後には

地温と同等になると予想されている。 

4. 現象のメカニズム  放射性核種が放射性崩壊の際に放出する放射線が周囲の物

質に吸収され熱エネルギーに変換される。この熱エネルギー

によりガラス固化体は発熱する。一方，ガラス固化体の温度

は，ガラス固化体周囲の間隙幅およびオーバーパックの熱伝

導率等の境界条件によって決まる。 

5. 時間変化  第２次取りまとめでは，ORIGEN2.1を用いてガラス固化体

の発熱量を評価した。再処理までの期間が長い程，アクチニ

ド核種の発熱量が大きくなるので総発熱量が大きくなる傾向

を示す。再処理までの期間を 4年，中間貯蔵期間を 50年とし

た場合のガラス固化体の発熱量は約 350 W/本となる。一方，

ガラス固化体処分後のニアフィールドの時間的な変化は，水

および応力との連成を考慮しない有限要素法を用いた熱伝導

解析により評価した。この評価では，ガラス固化体の発熱量

として中間貯蔵期間 50年後の発熱量を仮定した。ガラス固化

体の温度は，発熱により徐々に上昇し，数年～数十年程度で

埋設後の最高温度に達し，約千年後には地温と同等になると

予想されている。 

6. 研究（成果） － 

7. 現状の不確実性  発熱量を評価する際に必要な物理データ（崩壊定数，崩壊

熱）には処分に重大な影響を与える不確実性はない。一方，

ガラス固化体温度については，処分場周辺環境の不確実性が

ガラス固化体温度に影響を与える。 
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No. 項目 内容 

8. 特性への影響 

（下流側現象） 

 ガラス固化体の発熱は，オーバーパックおよび緩衝材内に

温度勾配を発生させ，緩衝材の再冠水挙動に影響を与える。

また，極度の高温状態はガラス固化体および緩衝材の変質を

誘引することから，適切な温度範囲内に納まるように人工バ

リアの設計が行われる。 

9. 原因となる影響 

（上流側現象） 

－ 

 

10. 解析における取扱  ガラス固化体の発熱量予測では，燃焼･崩壊解析コード

ORIGEN2.1を利用できる。このコードは，比出力，フラック

ス等の情報を基にした燃料の燃焼および，その後の冷却を含

めて核種の崩壊を計算できる。一方，ニアフィールド温度分

布の時間的な変化は，水および応力との連成を考慮しない有

限要素法を用いた熱伝導解析により評価可能である。第２次

取りまとめの熱伝導解析では，ガラス固化体の発熱量として

主に中間貯蔵期間 30～50 年後の値を使用して処分場の規模

に及ぼす設計上の影響を把握した。 

11. 設定データ （第２次取りまとめ参照） 

12. 参考文献 － 

13. 関連 FEP項目 G-1.1 ガラス固化体の熱物性 

G-1.2 ガラス固化体の温度 

G-1.3 ガラス固化体の熱膨張 

G-1.4 崩壊熱の発生 

G-4.1 ガラス固化体の化学特性 

G-4.3 ガラス固化体の溶解 

G-4.8 ガラス固化体の化学的変質 

G-6.3.2 沈殿／溶解 

G-5.1 ガラス固化体中での核種の放射性崩壊 

OP-1.2 オーバーパックの温度 
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表２－６ 現象・特性フローに関する技術情報（伝熱） 

No. 項目 内容 

1. 識別番号 PF-2 

2. 現象名称 伝熱（オーバーパック，緩衝材，プラグ／グラウト，支保，

埋め戻し材，母岩） 

3. 概要 (Description)  ガラス固化体中の放射性核種の崩壊熱による発熱が，オー

バーパック，緩衝材，プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材，

母岩へと伝播する。伝熱の程度はそれぞれの領域の物性値と，

地下水流動による除熱によって決まる。 

4. 現象のメカニズム  熱は高温側から低温側へ伝播する。したがって，高温側の

ガラス固化体から，低温側の母岩へ向って熱は伝播する。そ

の伝熱の程度は，オーバーパック，緩衝材および母岩の物性

値（熱伝導率，密度，比熱）と，地下水流動による除熱の影

響を受ける。 

 熱の伝播によってそれぞれの媒体の温度が変化する。それ

にともなって，それぞれの媒体の物性値（密度，比熱）の変

化が起こる。また，緩衝材や母岩では，比熱や熱伝導率は含

水率に依存している。したがって，それぞれの領域で熱の伝

播の程度を明らかにするためには，伝熱のみの評価だけでは

なく，伝熱の評価と水理の評価を連成させる必要がある。 

5. 時間変化  第２次取りまとめでは，ニアフィールドの温度の時間的な

変化は，水および応力との連成を考慮しない熱伝導解析によ

り評価されている。解析には有限要素法汎用解析コード

FINAS [1] が用いられている。 

 このコードを用いて，緩衝材と母岩，ガラス固化体との間

に隙間を考慮した隙間モデルと隙間なく均一に施工された状

態の均一モデルの解析を行った。 

 均一モデルの場合，オーバーパックおよび緩衝材の温度は

埋設後数十年で最高に達し，それぞれ，150℃，100℃を下回

ることが示された。隙間モデルで隙間に空気を用いた場合で

も，最高温度に達するまでには数十年を要し，オーバーパッ

クの最高温度は均一モデルと比較して 10℃程度増大し，緩衝

材については，100℃を超える可能性があることが示された。 
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No. 項目 内容 

6. 研究（成果）  第２次取りまとめでは，水および応力を連成させないモデ

ルを用いた解析ではあるが，以下のことを確認した。 

・伝熱解析の結果，ガラス固化体が変質を起こす温度であ

る 500℃，緩衝材がイライト化やセメンテーションを起

こす温度である 100℃を，それぞれの領域で超えないよ

うな設計が実施できること。 

・伝熱によりオーバーパックの温度が上昇した場合，オー

バーパックが熱膨張してガラス固化体を破壊する可能性

があるが，オーバーパックの腐食による体積膨張と比較

すると無視できるほど小さいこと。 

・緩衝材温度がオーバーパック周りで過度に上昇した場合，

緩衝材が収縮してひび割れを起こす可能性もあるが，乾

燥収縮が発生してもオーバーパック周辺の緩衝材に限ら

れること。 

7. 現状の不確実性  ガラス固化体，オーバーパック，緩衝材および母岩で，そ

れぞれの境界に隙間が存在すると熱の伝播が悪くなり，特に

緩衝材でイライト化あるいはセメンテーションを発生させ得

る温度（100℃）を超える可能性がある。したがって，熱伝達

率の悪い隙間の発生を不確実性として考慮する必要がある。 

8. 特性への影響 

（下流側現象） 

 緩衝材の冠水および地下水流動，プラグ／グラウト，支保，

埋め戻し材，母岩の地下水流動，緩衝材の化学的劣化に影響

がある。 

9. 原因となる影響 

（上流側現象） 

 ガラス固化体の発熱が原因となる影響である。 

 

10. 解析における取扱  第２次取りまとめの安全評価ではオーバーパック破損以後

の評価をすることから，オーバーパック，緩衝材および母岩

の温度は周辺地質の温度と同等で完全飽和と考え，伝熱の影

響を考慮した評価を実施していない。しかし，水および応力

との連成を考慮しない熱伝導解析を実施して，伝熱による影

響を把握した。 

11. 設定データ （第２次取りまとめ参照） 

12. 参考文献 [1] 動力炉・核燃料開発事業団（1992）：汎用非線形構造解

析システム FINAS,V.12 使用説明書，PNC TN520 92- 006. 
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No. 項目 内容 

13. 関連 FEP項目 OP -1.1 オーバーパックの熱物性 

OP-1.2 オーバーパックの温度 

OP-1.3 オーバーパックの熱膨張 

OP-3.2 オーバーパックの応力 

OP-4.3 オーバーパックと地下水の反応 

OP-6.2 幾何形状／間隙形状 

OP -7.1 オーバーパックの製作不良 

G-1.2 ガラス固化体の温度 

B-1.1 緩衝材の熱物性 

B-1.2 緩衝材の温度 

B-1.3 緩衝材の熱膨張 

B-2.2 緩衝材の飽和 

B-3.2 緩衝材の応力 

B-3.3 緩衝材の体積変化 

B-4.8 緩衝材の化学的変質 

B-4.9 塩の蓄積 

B-6.2 幾何形状／間隙形状 

B-6.3.4 沈殿／溶解 

B-7.1 緩衝材の製作不良 

B-7.2 緩衝材の施工不良 

D-1.1 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の熱物性 

D-1.2 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の温度 

D-1.3 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の熱膨張 

D-2.2 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の飽和 

D-3.2 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の応力 

D-3.3 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の体積変化 

D-4.8 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の化学的変質 

D-6.2 幾何形状／間隙形状 

D-6.3.4 沈殿／溶解 

D-7.1 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の製作不良 

D-7.2 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の施工不良 

H-1.1 母岩の熱物性 

H-1.2 母岩の温度 
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No. 項目 内容 

H-1.3 母岩の熱膨張 

H-2.2 母岩の飽和 

H-3.2 母岩の応力 

H-3.3 母岩の体積変化 

H-4.8 母岩の化学的変質 

H-6.2 幾何形状，間隙／亀裂の形状 

H-6.3.4 沈殿／溶解 

H-7.1 ボーリング孔，トンネルのシール不良／変質 
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表２－７ 現象・特性フローに関する技術情報（母岩の地下水流動） 

No. 項目 内容 

1. 識別番号 PF-3 

2. 現象名称 母岩の地下水流動 

3. 概要 (Description)  母岩中の地下水移行経路としては亀裂，母岩自体の連続し

た空隙，およびこれらの複合体が考えられる。亀裂はその連

続性や流速によっては支配的な地下水移行経路となる。 

 流動場としての地下水移行速度は，当該領域の動水勾配と

透水係数により定まるが，ガラス固化体の発熱が優位な期間

においては熱対流が母岩の地下水流動に影響を与える。 

 地下深部では，その直上の地表付近と比較して，動水勾配，

透水係数ともに小さくなる傾向にある。 

 掘削影響領域では，応力開放の結果として透水性が向上す

る。 

 また，透水性の断層や高透水性破砕帯では特に大きな地下

水移行速度となる。 

 連絡坑道や処分坑道を掘削した場合，掘削範囲の外側に分

布する応力開放岩盤近傍部分の透水性向上が懸念される。ま

た，坑道掘削にともなう排水と換気により，坑道内壁部が不

飽和状態となる可能性があり，健全な母岩と比較して水理特

性が変化する。 

 腐食生成ガスの蓄積と急激な放出も地下水流速の急激な上

昇につながる可能性がある。 

4. 現象のメカニズム  母岩の地下水流動は，基本的に動水ポテンシャルと透水係

数により表現することができる。水理解析を実施する場合に

は，系の領域と境界条件を定めた上で動水勾配および透水係

数の分布を定めて，解析を実施する。系の中で透水性の大き

な断層や破砕帯が存在する場合，その部分が特異的に大きな

流速を有する。 

 長期的な地下水流動系は，力学的影響による亀裂の閉鎖や

生成，さらには母岩自体の圧縮（圧密）による空隙率の変化

により変化する。また，母岩の化学的特性と地下水化学の組

み合わせによっては，岩が水理特性の異なるものに変質する

可能性がある。 
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No. 項目 内容 

 ガラス固化体の発熱が有意な期間は，処分坑道の近傍では

熱対流による移流促進効果が見られる。また，空洞を開放し

た状態での水理場には，飽和不飽和境界のポテンシャルの差

を駆動力とする水分移動が行われる。 

5. 時間変化  前項において記述したように，長期的な力学場の変化によ

り水理学的特性の変化が進む可能性がある。極端な場合，水

理場自体が長期的に変化し動水勾配（水流の方向）が逆転す

る可能性もある。 

6. 研究（成果）  第２次取りまとめでは，国内の複数のデータをもとに天然

バリアと掘削影響領域の水理場を作成し，亀裂ネットワーク

モデルの統計的水理解析結果から掘削影響領域を通過する地

下水流量を求めている。また，東濃地域の地質／水理に関す

るデータをもとにモデル（水理地質構造モデル）を作成し水

理解析を実施している。 

7. 現状の不確実性  坑道周辺の水理解析については，その外側の処分場近傍の，

より広い領域の水理的な影響を受ける。 

 母岩は元来空間的な透水係数（ならびに動水ポテンシャル）

の不均一性を有しており，限られた本数のボーリングデータ

から広域的な水理モデルを作成する場合には，データを直接

取得していない地点についても地質学的な知識をもとにデー

タを設定する必要がある。さらに，安全評価に必要な長期的

時間にわたり解析を実施するためには，水理場の時間的な変

化に関する不確実性も存在する。 

8. 特性への影響 

（下流側現象） 

 母岩の水理解析結果は，核種移行解析の基本となる水理場

を提供する。地下水流速の大小は天然バリアにおける核種移

行量に大きな影響を与える。 

9. 原因となる影響 

（上流側現象） 

 母岩の長期力学的影響により，水理場の透水性の微視的分

布が影響を受ける。また，ガラス固化体が有意な発熱量を有

する期間では，主として坑道近傍で熱対流の効果が現れる。 

 坑道周辺部の掘削影響領域や支保，プラグ，埋め戻し材の

劣化領域では透水性が上昇し，選択的水理移行経路となる可

能性がある。 

 坑道周辺の領域で，オーバーパック等の腐食によるガスが
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No. 項目 内容 

蓄積した場合，ガス圧が上昇し，急激に移行することにより，

周辺母岩の急激な流速上昇につながる可能性がある。 

10. 解析における取扱  天然バリアの空間的不均質性や長期にわたる水理場の時間

的変遷に付随する不確実性を考えた場合，母岩および周辺母

岩の水理場の長期的解析を実施することは難しい。現状では，

限られたデータをもとに地質モデルおよび坑道周辺の水理学

的モデルを作成し，地質の特徴を表すデータを利用して統計

的に多くの水理場を作成し，各水理場毎の解析を行い，平均

的な水理場の水理特性を求めている。このような水理場に対

して，掘削影響領域および処分坑道の水理学的モデルを作成

し，感度解析を行い，これらの有効性をある程度検討できる。

これらの効果を，信頼性をもって判断するためには，天然バ

リア中の破砕帯や母岩の透水性分布等の詳細データが必要と

なる。 

11. 設定データ （第２次取りまとめ参照） 

12. 参考文献 － 

13. 関連 FEP項目 H-1.1 母岩の熱物性 

H-1.2 母岩の温度 

H-2.1 母岩の水理特性 

H-2.2 母岩の飽和 

H-3.1 母岩の力学特性 

H-4.1 母岩の化学特性 

H-4.2 母岩の地下水化学 

H-4.8 母岩の化学的変質 

H-7.1 ボーリング孔，トンネルのシール不良／変質 

D-1.1 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の熱物性 

D-1.2 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の温度 

D-7.2 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の施工不良 
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表２－８ 現象・特性フローに関する技術情報（プラグ，埋戻し材等の地下水流動） 

No. 項目 内容 

1. 識別番号 PF-4 

2. 現象名称 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材中の地下水流動 

3. 概要 (Description)  通常，埋め戻し材には，母岩と同等の水理学的，力学的安

定性が求められる。（竪置きの場合，処分孔の緩衝材の膨出防

止を力学的安定性に加える場合もある。）また，プラグ／グラ

ウトは坑道を中心とする処分場全体の堅牢性を保証し，放射

性核種の選択的移行経路の形成を阻止する機能が求められ

る。支保は，主として，建設から閉鎖までの期間における坑

道等の空洞安定性が求められる。さらに，支保が将来，放射

性核種の選択的移行経路とならないことも求められる。 

 力学的強度を必要とする部分のプラグ／グラウト，支保に

はコンクリート系料が有望視されている。ただし，これらは，

より長期の安全評価の観点から，アルカリ供給源としての他

のバリア材への悪影響の防止も要求される。 

 また，止水性を必要とする部分のプラグ／グラウト，埋め

戻し材には，ズリとベントナイトの混合物もしくはベントナ

イトと他の配合材を使用することが考えられる 

 埋め戻し材およびプラグ／グラウトについては，その仕様

を選定する際に低透水性材料とすることができるが，長期的

な透水性能の低下や施行範囲の外側に分布する応力開放岩盤

近傍部分の透水性向上が懸念される。 

 ガラス固化体の発熱が有意な期間においては，熱対流がプ

ラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の地下水流動に影響を与

える。 

4. 現象のメカニズム  力学的安定性を求められる支保，埋め戻し材およびプラグ

／グラウトは，クリープ変形等により坑道形状や幾何学的配

置が変化していく。また，支保，埋め戻し材およびプラグ／

グラウトの長期的な力学的変形と化学劣化の結果として，処

分システム上の透水性能も変化する。 

 長期的には，コンクリート系材料で製作された支保，およ

びプラグ／グラウトからは，ポルトランダイトが浸出し，材

料強度の低下と空隙率の上昇が生じる。また，浸出したポル
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No. 項目 内容 

トランダイトは，周囲の埋め戻し材／緩衝材や周辺岩盤に拡

散し，アルカリ変質反応を起す可能性がある。このため，コ

ンクリート材料部位およびベントナイト材料部位での強度低

下と透水性上昇が生じる可能性がある。 

5. 時間変化  前項において記述したように，長期的な力学特性と水理学

的性能の低下が進む可能性がある。坑道周辺の力学的安定性

については，少なくとも，処分場の建設から閉鎖までの約 100

年間における空洞部の安定性解析を行い，その健全性を担保

する。 

 坑道を含む周辺の低透水性については，コンクリートとベ

ントナイトの相互作用によるベントナイト系止水材料の変質

とそれに伴う性能劣化を考慮する。ベントナイトを多く配合

した材料の方が，低透水性が長期にわたり維持される。 

 なお，熱対流の影響は，処分後初期の 1,000 年程度に限定

される。 

6. 研究（成果）  第２次取りまとめでは，埋め戻し材材料の透水性，締固め

特性（施工性），膨潤特性，強度について試験データを取得し

た上で，緩衝材の膨出抑制の観点から埋め戻し材の設計を実

施している。 

7. 現状の不確実性  支保，埋め戻し材およびプラグ／グラウトの長期的力学変

形を予想することは困難である。岩盤のクリープ変形により

これらのシステムが変形していく可能性がある。 

 同様に，支保，埋め戻し材およびプラグ／グラウトの長期

的な力学的変形と化学劣化の結果として，処分システム上の

透水性能を評価することも困難である。長期的には，支保，

埋め戻し材およびプラグ／グラウトが全般的に劣化し，これ

らの部分の透水性が増大する。支保，埋め戻し材およびプラ

グ／グラウトの各々の材料が異なるため，長期間経過後の水

理学的特性も異なるものとなる。 

8. 特性への影響 

（下流側現象） 

 支保，埋め戻し材の水理学的劣化は，選択的核種移行経路

となる可能性がある。止水プラグが，これらの性能低下に関

する安全対策として施行されるが，その効果は周辺母岩の透

水性や処分坑道レベルでの幾何学的配置により，大きく異な
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No. 項目 内容 

る。 

9. 原因となる影響 

（上流側現象） 

 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の施工材料毎の初期

特性とその力学および化学的挙動の変遷による経時的劣化が

考えられる。不適切な施行については，施工方法の検討およ

び品質管理による回避されるものと考えられる。 

10. 解析における取扱  プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の施工材料毎の初期

特性とその力学および化学的挙動の変遷を定量的に評価する

ことは難しい。埋め戻し材やプラグの水理学的特性をパラメ

トリックに扱って感度解析を行い，これらの有効性を検討で

きるが，さらに，下流側透水性破砕帯との位置関係や母岩の

透水性の高低や不均一の透水特性を踏まえると，解析結果は

異なるものとなる。これらの効果を判断するためには，天然

バリア中の破砕帯や母岩の透水性分布等の詳細データが必要

となる。 

11. 設定データ （緩衝材の膨出抑制の観点から埋め戻し材の設計に関して

は，第２次取りまとめ参照） 

12. 参考文献 － 

13. 関連 FEP項目 D-1.1 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の熱物性 

D-1.2 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の温度 

D-2.1 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の水理特性 

D-2.2 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の飽和 

D-3.1 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の力学特性 

D-3.4 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の変形 

D-4.1 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の化学特性 

D-4.2 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の地下水化学 

D-4.8 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の化学的変質 

D-7.2 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の施工不良 

H-1.1 母岩の熱物性 

H-1.2 母岩の温度 

H-2.3 母岩の地下水流動 
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表２－９ 現象・特性フローに関する技術情報（緩衝材中水理） 

No. 項目 内容 

1. 識別番号 PF-5 

2. 現象名称 緩衝材中の水理 

3. 概要 (Description)  緩衝材定置後，地下水の浸透により緩衝材は水分を吸収し

飽和する。飽和後，緩衝材周囲の動水勾配および緩衝材の透

水係数にしたがって緩衝材中に地下水流動が発生するが，一

般に緩衝材の透水係数が小さいため，核種移行の観点からは

地下水流動の寄与は分子拡散に比べて有意でない。ただし，

緩衝材の初期欠陥，緩衝材の変質，流失等の現象が発生した

場合，地下水流動が影響を及ぼす可能性がある。なお，緩衝

材中の水理は周囲の温度勾配に影響される。 

 緩衝材の飽和に伴いオーバーパックの腐食が進展すると考

えられる。 

4. 現象のメカニズム  緩衝材の不飽和時の湿潤（冠水）挙動は，水理，伝熱，膨

潤挙動が同時にかつ相互に関連して起こる連成挙動である。

すなわち，水分の移動は水と水蒸気の２層により起こるが，

緩衝材の主成分であるベントナイトは水分の浸入により膨潤

して応力状態を変化させ，さらに温度勾配があることにより

水分が蒸発し，２層のバランスは絶えず変化する。なお，等

温下での単純化したモデルでは，緩衝材の湿潤は水分拡散係

数と体積含水率から求めることができる。 

 なお，湿潤下においては，ダルシーの法則が適用できる。 

5. 時間変化  第２次取りまとめでは，熱－水－応力連成コード THAMES

により再冠水挙動の感度解析を実施した結果，再冠水までの

時間は概ね 20年以内であるが，極端なケースでは 1,000年経

過しても再冠水しなかった。 

6. 研究（成果）  不飽和時の連成解析については，国際共同研究

DECOVALEXおよび Prototype Repository Projectにより，

試験結果と解析結果の比較が行われている。また，連成挙動

に化学反応を加えた４連成問題についても検討が開始され

た。 

7. 現状の不確実性  ニアフィールド条件が明確でないこと，モデルの妥当性が

完全に得られていないことから，緩衝材の再冠水時間は厳密
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No. 項目 内容 

に設定できないのが現状である。しかしながら，極端な状況

を除けば 1,000 年以内に緩衝材は冠水することが予想される

ことから，現状の知見でも性能評価は十分可能である。ただ

し，オーバーパックの寿命をより現実的に把握するためには，

より確からしい冠水時間が必要である。 

8. 特性への影響 

（下流側現象） 

 緩衝材の水理により，オーバーパックの腐食条件が決まる。

また，緩衝材中の間隙水化学および核種移行条件が決まる。 

9. 原因となる影響 

（上流側現象） 

 周辺母岩の水理条件（動水勾配，地下水組成），およびニア

フィールドの熱勾配に影響を受ける。 

10. 解析における取扱  第２次取りまとめでは，熱－水－応力連成解析コード

THAMES（Ohnishi et al，1985）を用いて，緩衝材の冠水挙

動を解析した。これは，不飽和粘土中の水分移動，温度勾配

による水分移動，湿潤に伴う膨潤圧を考慮した連成モデルで，

地下水の連続の式，エネルギー保存則，応力の釣り合いの式

から成り立っている。 

 また，核種移行解析時の水理条件はダルシーの法則により

求められる。 

11. 設定データ （第２次取りまとめ参照） 

12. 参考文献 Ohnishi et al. (1985)：Development of Finite Element Code 

for the Analysis of Coupled Thermo-Hydro-Mechanical 

Behaviors of a Saturated-Unsaturated Medium, Proc. of 

Int. Symp. on Coupled Process Affecting the Performance of 

a Nuclear Waste Repository, Berkeley, pp.263-268. 

13. 関連 FEP項目 B-1.2 緩衝材の温度 

B-2.1 緩衝材の水理特性 

B-2.2 緩衝材の飽和 

B-2.3 緩衝材中での地下水流動 

B-3.2 緩衝材の応力  

B-3.3 緩衝材の膨潤 
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表２－１０ 現象・特性フローに関する技術情報（緩衝材膨潤） 

No. 項目 内容 

1. 識別番号 PF-6 

2. 現象名称 緩衝材の膨潤 

3. 概要 (Description)  地下水の浸透により緩衝材が膨潤する。緩衝材はベントナ

イトを主成分とする圧縮物が一般的であり，圧縮ベントナイ

トは体積を拘束しない場合には，膨潤により体積が増加し，

緩衝材内外の空間が充填される。緩衝材が膨潤すると，オー

バーパックと周辺岩盤の間の空間を充填し，そこに極めて低

透水性であり，かつ拡散支配が維持される領域を形成する。 

 緩衝材の膨潤において体積拘束がある場合には，膨潤応力

が発生する。この膨潤応力はオーバーパックおよび岩盤への

反力として作用する。地下水の浸透が不均一な場合には緩衝

材の膨潤も不均一となる。体積拘束がない場合の膨潤体積の

程度および体積拘束がある場合の膨潤応力の程度は緩衝材の

材質（モンモリロナイト比率），密度，飽和度に依存する。 

 熱履歴を受けた場合やイオン強度の高い地下水では，緩衝

材の膨潤性能が低下することが知られている。さらに，緩衝

材の変質や流出に伴う膨潤性能，さらにはシール性能の変化

が考えられる。 

 再冠水前に緩衝材中の水分がガラス固化体からの熱により

乾燥すると，緩衝材体積は減少し，ひび（割れ）が発生する

可能性もある。 

4. 現象のメカニズム  緩衝材に配合されたベントナイト中のモンモリロナイトの

層状結晶層間中への地下水の浸透に伴い，モンモリロナイト

の層間に水分子が取り込まれ，層間距離が広がっていく。 

 層状構造を持つモンモリロナイト粒子が発生する膨潤圧

は，層間に入る水の化学ポテンシャルの低下量と等価である

と考えられているが，ベントナイト内部において膨潤圧が発

生したときの拘束境界面に作用する応力は，ベントナイトの

微視的構造による影響などにより，必ずしも膨潤圧と等しく

ない。 

 また，ベントナイトの産地・性状が同じものであれば，ベ

ントナイト・ケイ砂混合の緩衝材の膨潤圧力は，ケイ砂の体
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No. 項目 内容 

積を除いたベントナイトの有効粘土密度と相関して，指数的

に増大する。 

5. 時間変化  第２次取りまとめでは，長期間経過した後も，緩衝材の性

能が変化しないことを性能評価のレファレンスとしている。

また，熱－水－応力連成解析結果によれば，例示された処分

システムの系において，緩衝材の完全飽和時間が約 50年とな

った。条件の変更により，飽和時間の変更はあるものの，緩

衝材設置後，比較的早期に緩衝材の飽和が実現すると考えら

れる。緩衝材の化学的変質による膨潤性の低下は，その反応

速度から考えて，緩衝材の飽和に伴う廃棄体定置後初期に発

生することは考えられないが，緩衝材の温度上昇による膨潤

性能の低下は，廃棄体定置後初期にも発生する可能性がある。 

6. 研究（成果）  緩衝材の膨潤に関しては，ベントナイトと砂の配合比，ベ

ントナイト自体の種類，ベントナイト中の陽イオンの種類，

浸透液の組成等をパラメータとした種々の試験が実施されデ

ータが蓄積されている。 

 モデル化に関しては，緩衝材中のベントナイトと砂の配合

比およびベントナイト中の陽イオンの種類や地下水中のイオ

ン強度を考慮した膨潤評価モデルが開発されている。これは，

粘土鉱物結晶間の反発力を評価できる拡散二重層理論式と，

結晶間の引力である Van de Waals力を評価できる理論式と，

「モンモリロナイトの膨潤体積ひずみ」の算出式を組み合わ

せてモデル化を行い，試験結果との整合性を見ている。 

7. 現状の不確実性  ベントナイトの膨潤に係るメカニズムについては，かなり

解明が進められているが，長期的な経時変化による長期の膨

潤性能の変遷については大きな不確実性がある。このため，

間隙水水質による化学的変化を考慮した時間的変遷を検討す

る必要がある。また，地下水組成として，塩濃度の高低や特

定のイオン濃度が高い場合の地下水組成についても考慮する

必要がある。 

 さらに，ガラス固化体定置後初期の熱影響が緩衝材の膨潤

性能に及ぼす影響も，試験結果を蓄積しメカニズムを解明す

る必要があると考えられる。 
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No. 項目 内容 

8. 特性への影響 

（下流側現象） 

 緩衝材が膨潤し飽和すると，緩衝材内外のオーバーパック

や周辺岩盤との間の空間を充填する。緩衝材は周辺岩盤の亀

裂も充填することが予想される。すべての空間を充填すると

緩衝材の体積拘束が生じ，その際，緩衝材の材質，密度等に

応じた膨潤応力が発生する。緩衝材の内部は水が非常に移動

しにくくなり，内部のケイ酸塩濃度が飽和に達し，ガラスマ

トリクスの溶解速度を極めて小さくする。また，ガラス固化

体中の放射性核種が溶け出した場合にも，溶解度の小さな核

種は，緩衝材の内側で沈殿を生じる。 

9. 原因となる影響 

（上流側現象） 

 周辺岩盤中の地下水流動，地下水化学により緩衝材の飽和

速度が異なると考えられる。この飽和速度は，ガラス固化体

の発熱量，定置間隔および岩の地温により定まる緩衝材自体

の温度の影響も受ける。緩衝材の膨潤圧については，周辺母

岩の地圧変化やクリープ，後にはオーバーパックの腐食膨張

圧の影響も受ける。 

10. 解析における取扱  第２次取りまとめの設定では，地下水の浸入にともない，

緩衝材が十分な膨潤性能により緩衝材内外の空間を充填す

る。さらに再冠水した後に，乾燥密度 1.6 Mg/m3の一様な緩

衝材が飽和する。これにより，オーバーパック周りに拡散支

配領域が形成される。 

 低 pHセメントの使用により，アルカリ間隙水が緩衝材の化

学変質へ及ぼす影響は除外する。もしくは，アルカリ間隙水

やその他の特定イオンの影響による膨潤性の変化や緩衝材自

体の変質を検討する。 

11. 設定データ （第２次取りまとめ参照） 

12. 参考文献 － 

13. 関連 FEP項目 B-1.2 緩衝材の温度 

B-2.1 緩衝材の水理特性 

B-2.2 緩衝材の飽和 

B-2.3 緩衝材の地下水流動 

B-3.1 緩衝材の力学特性 

B-3.2 緩衝材の応力 

B-3.3 緩衝材の体積変化 
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No. 項目 内容 

B-4.1 緩衝材の化学特性 

B-4.2 緩衝材の地下水化学 

B-4.8 緩衝材の化学的変質 

B-6.2 幾何形状／構造 
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表２－１１ 現象・特性フローに関する技術情報（オーバーパック腐食） 

No. 項目 内容 

1. 識別番号 PF-7 

2. 現象名称 腐食 

3. 概要 (Description)  炭素鋼オーバーパックは，設計耐用年数として 1,000 年が

期待されており，耐圧性・放射線遮へい性とならんで，その

耐食性はオーバーパックの設計要件のひとつとなっている。

核種移行評価においては，核種漏洩が開始するまでの時間遅

れを決める上で腐食挙動は重要である。少なくとも 1,000 年

を経過することで，短半減期核種は減衰し，熱影響も除外可

能である。 

4. 現象のメカニズム  潜在的には局部腐食，応力腐食割れ等，様々な腐食モード

があり得るが，圧縮ベントナイトの効果により不動態化する

ことはなく，比較的均一な全面腐食により腐食が進行すると

考えられている。 

 有酸素条件下では，下記反応により腐食が進行する。 

 Fe + 1/2 O2 + H2O = Fe(OH)2 
また，酸素が消費された後では，以下の反応により腐食が進

行する。 

 2 Fe + 4 H2O = 2 Fe(OH)2 + 2 H2 

5. 時間変化  閉鎖後初期の有酸素条件下では酸素消費型の腐食が，その

後酸素が消費された後は水の還元による水素発生型の腐食が

進行する。 

6. 研究（成果）  圧縮ベントナイトによって不動態化が阻害されること [1]，

例え不動態化したとしても不動態皮膜破壊型の局部腐食は起

こらないこと [2]，などが実験によって確認されている。 

7. 現状の不確実性 ①閉鎖後初期，再冠水挙動が空間的に不均一に生じ得る状況

下での腐食挙動の空間的不均質性の可能性 

②オーバーパック開口のランダム性（1,000年で 4万本が同時

に開口することは考えにくい） 

8. 特性への影響 

（下流側現象） 

①核種漏洩の開始 

②腐食生成物の効果（レドックス，吸着サイトの提供等） 

9. 原因となる影響 

（上流側現象） 

①酸素による鉄の酸化作用（有酸素条件下） 

②水による鉄の酸化作用（無酸素条件下，水素ガス発生） 
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No. 項目 内容 

 また，腐食に係わるその他の影響因子としては，温度，共

存イオン（塩素イオン，炭酸など）が挙げられる。 

10. 解析における取扱  核種移行解析上は，1,000年で全てのオーバーパックが開口

するとして評価している。 

11. 設定データ  第２次とりまとめでは，①酸素による腐食深さ 11.8 mm，

②水の還元による腐食深さ 20 mm（20 µm/yで 1,000年間）

より，両者を合算し，さらに保守性を含めて腐食代を 40 mm

と評価。 

12. 参考文献 [1] N.Taniguchi, A.Honda and H.Ishikawa (1998) ：

Experimental Investigation of Passivation Behavior and 

Corrosion Rate of Carbon Steel in Compacted Bentonite, 

Mat.Res.Soc.Symp., Proc., vol.506. 

[2] A.Honda, N.Taniguchi, H.Ishikawa, A.R.Hoch, 
F.M.Porter and S.M.Sharland (1995)：A Modeliing Study for 

Long-Term Life Prediction of Carbon Steel Overpack for 

Geological Isolation of High-Level Radioactive Waste, Proc. 

of Int. Sym. on Plant Aging and Life prediction of 

Corrodible Structure. 

13. 関連 FEP項目 【上流側】 

OP-4.1 オーバーパックの化学特性 

B-4.2 緩衝材の中の地下水化学 

OP-3.2 オーバーパックの応力 

OP-3.3 オーバーパックの破損 

OP-4.2 オーバーパックの地下水化学 

OP-4.7 微生物の影響 

OP-4.8 有機物の影響 

OP-5.3 腐食性生物の放射線損傷 

【下流側】 

B-4.2 緩衝材の中の地下水化学 

OP-3.2 オーバーパックの応力 

OP-3.3 オーバーパックの破損 

OP-4.2 オーバーパックの地下水化学 

OP-4.5 腐食生成物の生成 
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OP-4.6 ガスの発生/影響 

OP-4.9 コロイドの形成 

G-4.4 ガスの発生／影響 

B-4.4 ガスの発生／影響 
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表２－１２ 現象・特性フローに関する技術情報（オーバーパック破損） 

No. 項目 内容 

1. 識別番号 PF-8 

2. 現象名称 オーバーパックの破損 

3. 概要 (Description)  通常オーバーパックの腐食が進行して，構造材の強度が外

圧に耐えられなくなった段階で破損が生じると考えられてい

る。耐食厚みは耐圧厚みと独立して検討されており，岩の地

圧，周辺母岩のクリープ変形，緩衝材の膨潤圧およびオーバ

ーパック自体の腐食生成物の膨張に伴なう緩衝材の圧密反力

の合成応力がオーバーパックの耐圧強度を上回った場合に，

オーバーパックが破損する。オーバーパック破損の結果とし

て，ガラス固化体と地下水が接触しガラス固化体の溶解が開

始される。 

 オーバーパックは，その閉じ込めを期待される期間にわた

り，上記の合成応力を上回る耐圧強度が要求される。そのた

め，オーバーパック材料選定と耐圧厚み設定がなされる。第

２次取りまとめでは，閉じ込め期間を 1,000 年以上とし，腐

食寿命を 1,000年としている。 

 オーバーパックの耐食性は，間隙水組成と温度の影響を受

ける。オーバーパックの耐圧強度は厳密には温度の影響を受

ける。 

 オーバーパックの破損が早期に生じた場合，核種の放出挙

動に関して高温条件下での核種の溶解挙動（溶解度），収着挙

動（分配係数）のように，不確実な挙動を評価しなければな

らない。 

4. 現象のメカニズム  腐食のメカニズムについては，「オーバーパックの腐食」で

示した腐食形態毎のメカニズムを示す。腐食形態として酸化

性，還元性での全面腐食，局部腐食（孔食，すき間腐食，水

素脆化），微生物腐食が挙げられる。 

 オーバーパック破損現象は，耐食代全域にわたる腐食が進

行し，さらに腐食が進行して耐圧代の強度を上回る外圧が構

造材に作用した段階で発生する。この腐食現象はオーバーパ

ックの全表面で一様に生じるとは考えにくく，孔食係数や全

面腐食における平均腐食深さと最大腐食深さの比を使用して
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腐食代を設定している。また，炭素鋼の場合，オーバーパッ

ク表面では腐食生成物が腐食の進行を阻害するため，長期的

腐食速度は低下する。 

 構造材に影響する外圧としては，地圧，緩衝材膨潤圧，腐

食生成物膨張圧の 3 種が考えられるが，これらのうち，地圧

については，サイト特有のクリープ現象と静水圧の関与を考

慮する必要がある。 

5. 時間変化  腐食速度については，オーバーパックの候補材料ごとに，

種々の腐食形態を考慮した保守的な設定がなされている。こ

れらの設定から腐食寿命を 1,000 年とし，第２次取りまとめ

のレファレンスケースでは，オーバーパックからの核種漏洩

を定置後 1,000年からとしている。 

 オーバーパックの長期腐食速度，および緩衝材の膨潤圧に

ついては試験結果に基づく保守的な外挿が可能と考えられ

る。地圧の時間的変化に関しては，保守性を考慮しているが，

サイトが特定できない現状では設定は難しい。 

6. 研究（成果）  第２次取りまとめでは，オーバーパックの破損を考慮した

設計として，最初に耐圧計算を実施している。オーバーパッ

クに作用する外圧として，硬岩系では「地下水静水圧とオー

バーパックの腐食膨張により生じる緩衝材の圧密反力」を，

軟岩系では「地下水静水圧，岩盤クリープ変形により生じる

緩衝材の圧密反力，およびオーバーパックの腐食膨張により

生じる緩衝材の圧密反力増加分」を考慮している。これらの

外圧に対してオーバーパック耐圧厚さを検討し，これが現行

の緩衝材厚さとオーバーパック厚さで整合するかどうかを確

認し，整合しない場合は，オーバーパック耐圧厚さを変えて

整合するまで反復計算を行っている。 

 次に，この耐圧厚さと放射線遮へい性から求められる厚さ

を比較して厚い方を選定する。 

 最後に，この厚さに炭素鋼耐食厚さを加えて，オーバーパ

ックの 1,000 年以上の閉じ込め性を担保する厚さを設定して

いる。 

 耐食性材料としては，炭素鋼以外にチタン鋼や銅鋼が考え
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られる。この場合，各々の材料に要求される耐食厚さと放射

線遮へい上必要な厚さを設定することにより，必要な複合材

料厚さが求められる。 

7. 現状の不確実性  クリープ等の長期的な経時変化による地圧の変動を長期に

わたり推定することは，不確実性の観点から困難であるもの

の，1,000年程度の期間については，保守的な設定が可能と考

えられる。 

 腐食速度および形態については，間隙水水質，温度による

腐食反応速度変化を考慮した時間的変遷を検討する必要があ

る。 

8. 特性への影響 

（下流側現象） 

 オーバーパックが破損すると，ガラス固化体と間隙水の接

触が始まり（キャニスターのバリア機能は保守的に無視す

る），ガラス固化体中の核種が放出される。設計上は，耐食，

耐圧双方の観点から 1,000年以上の閉じ込め機能を有するが，

万一，早期にオーバーパックが破損した場合，核種移行抑制

に有効な溶解度や分配係数等への高温影響が不確かな期間で

の評価を考慮しなければならない。 

9. 原因となる影響 

（上流側現象） 

 炭素鋼の腐食による破損の早期化に関しては，硫化物や塩

化物を多く含むような地下水組成，炭酸塩と pHの複合効果と

しての局部腐食，および微生物による局部腐食等の腐食の大

幅な進展が考えられる。また，耐食材料として銅を使用する

場合にも，硫化物や塩化物による腐食促進効果が考えられる。 

 耐圧性については，地圧，緩衝材の膨潤応力，腐食生成物

の膨潤応力（緩衝材の圧密反力）が外圧として考えられる。

地圧は静水圧や岩盤の変形圧（クリープ圧）の複合的な圧力

であり，偏圧を含めてサイト特有の環境によって定まる要素

が強い。 

10. 解析における取扱  第２次取りまとめでは，オーバーパックに作用する外圧を

考慮した上で，炭素鋼の耐圧厚さを検討し，これと放射線遮

へい性の厚さを比較し，より厚い方を選定する。この厚みに，

炭素鋼の耐食厚さを付加してオーバーパック材料の厚みを設

定している。この厚みを設定したことにより，安全評価の基

本シナリオでは，処分後 1,000 年間はオーバーパックからの
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核種の漏洩が起こらないものとしている。 

11. 設定データ （第２次取りまとめ参照） 

12. 参考文献 － 

13. 関連 FEP項目 OP-3.1 オーバーパックの力学特性 

OP-3.2 オーバーパックの応力 

OP-3.4 オーバーパックの腐食膨張 

OP-4.2 オーバーパックの地下水化学 

OP-4.4 オーバーパックの腐食 

G-3.3 ガラス固化体の割れ 
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表２－１３ 現象・特性フローに関する技術情報（ガラス破損） 

No. 項目 内容 

1. 識別番号 PF-9 

2. 現象名称 ガラス破損 

3. 概要 (Description)  ガラス固化体の割れが生じる原因としては，製造時の冷却

にともなう熱応力，オーバーパックの腐食膨張時の応力，ハ

ンドリング過程における衝撃が考えられる。割れの発生はガ

ラス固化体自体の強度を低下させ，割れを加速させる恐れが

ある。 

 ガラス固化体の割れは，表面積を増大させることを通じて，

固化体からの核種放出率に影響を及ぼす可能性がある。 

4. 現象のメカニズム  ガラス固化体の割れが生じる原因としては，製造時の冷却

にともなう熱応力，オーバーパックの腐食膨張時の応力，ハ

ンドリング過程における衝撃が考えられる。冷却過程におい

てはガラス固化体中に温度分布が生じることで，固化体内部

に応力が生じ亀裂が生成される。オーバーパックが腐食する

とその体積が膨張する。オーバーパックは外側を緩衝材およ

び岩盤（母岩），内側をガラス固化体で固定されているので，

膨張した体積による圧力がガラス固化体にかかり，ガラスが

破砕する。 

 オーバーパック破損後では，上記の他に，緩衝材の膨潤圧

や地圧がガラス固化体に直接作用するので，その応力により

破損する。 

 ガラス固化体の割れはその表面積を増大させ，核種の放出

率増大につながる。しかし，この影響を顕著に受ける核種は

Csのような可溶性の核種に限られていて，難溶性を示すアク

チニド核種は固化体近傍で沈殿するため顕著な放出率増大に

は直接結びつかない。 

5. 時間変化  ガラス固化体製造後の冷却においてガラス中に生成される

亀裂およびハンドリング過程における衝撃による亀裂につい

ては，オーバーパックの腐食膨張と比較すると非常に短い時

間で発生するものであるため，それらによる亀裂の時間変化

は無いものと考えられる。温度変化によるガラス固化体の割

れは，中間貯蔵期間により発生し 10倍程度表面積を増大させ
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ると考えられている [1]。また，施設高さを想定した落下高さ

9 mからのからの落下試験では，表面積が 90%増大した結果

がある [2]。 

 一方，腐食による膨張はオーパーパックが健全な期間中と

破損後に分けて考えられる。オーバーパックは 1,000 年間健

全であるように設計されていて，その間は外力による影響は

ほとんどないと考えられるが，オーバーパック自体の体積が

腐食膨張により 3 倍程度になるといった仮定をおくと，それ

によってガラス固化体の表面積は 30～50 倍になるといった

解析結果がある [3]。オーバーパック破損後は，腐食生成物お

よび緩衝材からの外力が，ガラス固化体に直接伝わると考え

られ，それによってガラス固化体が破損すると考えられる。 

6. 研究（成果）  熱応力によるガラス表面積増大時の核種の浸出率に関する

研究 [1]，衝撃における表面積増大試験 [2] が実施されてい

る。一方，オーバーパック腐食膨張時のガラス固化体の割れ

による表面積増大については実験研究の例が少ない。 

7. 現状の不確実性  現象理解の観点からは，オーバーパックの腐食生成物の膨

張率についての知見，亀裂が発生する際の生成エネルギーに

ついての知見が乏しいことが割れの程度に関する主要な不確

実性である。一方，核種移行解析の観点からは，ガラス溶解

速度と表面積の関係についての理論的な理解と実験事実との

不整合が主要な不確実性であると考えられる。この不確実性

のため，ガラス固化体の割れによる表面積の増大が生じた場

合に固化体全体の溶解速度を比例的に増大させるという最も

保守的な仮定を採るか，あるいは，より現実的な仮定を採る

かの判断が一意には定まらない。 

8. 特性への影響 

（下流側現象） 

 ガラス固化体の表面積が増大することにより，ガラス溶解

に影響を与え，さらに核種の溶出に影響を与える。 

9. 原因となる影響 

（上流側現象） 

 廃棄体定置後にガラスが破損する主要な原因は，オーバー

パックの腐食膨張による応力，オーバーパック破損後の緩衝

材の膨張圧による応力である。 

10. 解析における取扱  第２次取りまとめでは，ガラス固化体の割れは温度変化が

大きい中間貯蔵期間において発生し，表面積が 10倍程度増加
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するとし，埋設後において割れは発生しないとして安全評価

を実施している。 

11. 設定データ 解析における取扱と同じ。 

12. 参考文献 [1] 動力炉･核燃料開発事業団（1991）：地層処分研究開発の

現状，PNC TN1410 91-009，pp.44-46. 

[2] 高レベルガラス固化体貯蔵関連研究成果の要約（1986）：

動燃配布限定技術資料，PNC SN8410 86-09. 

[3] 日本原子力学会：「2000年春の学会予稿集」pp956. 

13. 関連 FEP項目 G-1.3 ガラス固化体の熱膨張 

G-3.1 ガラス固化体の力学特性 

G-3.2 ガラス固化体の応力 

G-3.3 ガラス固化体の割れ 

G-6.2 幾何形状／間隙構造 

G-7.1 ガラス固化体の組成不良 

OP-3.2 オーバーパックの応力 

OP-3.3 オーバーパックの破損 

OP-3.4 オーバーパックの腐食膨張 
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表２－１４ 現象・特性フローに関する技術情報（地下水化学） 

No. 項目 内容 

1. 識別番号 PF-10 

2. 現象名称 地下水化学（母岩での地下水化学） 

3. 概要 (Description)  基本的には，人工バリア内での地下水化学の時間変遷・空

間分布を考慮する場合の，所与の環境条件として与えられる

ものであり，特にことわりのない限り，対象とする母岩ある

いはその部分的領域において，経時変化しないものとみなさ

れる。しかしながら，長期的にはテクトニクスムーブメント

あるいは気候変動などによって広域的な変化が生じ得ると同

時に，人工バリア材に使用される材質（特に支保にセメント

系材料が用いられる場合）によっては，その影響を受けて，

局所的かつ一時的な変化を生じる可能性がある。 

4. 現象のメカニズム  地質学的な時間スケールで考える場合，母岩の地下水化学

を決定する要因は，起源となる地下水の種類（降水系地下水

／海水系地下水）と，当該地層が経てきた地質学的履歴とも

重なる様々な地球化学的プロセス（熱水変質，続成作用等）

である。特に当該地下水性状を形成するに至るまでの地球化

学的プロセスは当該地質に固有のものであり，その詳細をサ

イトジェネリックに一般化することは困難である。 

 しかしながら，地下深部数百ｍ以深に処分場が建設される

ことを考慮すれば，溶存酸素は浅層の有機物堆積層で消費さ

れてしまっていると考えられるため，そのような深部での地

下水はおそらく還元性になっていることが予想される。還元

性の地下水環境下では，オーバーパックの腐食速度が遅く，

また多くの放射性元素では沈殿を生じやすい，より低次の酸

化状態を取ることになるため，「還元性地下水」という条件は，

処分の包括的な安全性にとって非常に重要な要因のひとつと

なっている。 

5. 時間変化  地質学的な長期の時間スケールで考えた場合，当該サイト

におけるテクトニクスムーブメント（隆起・侵食等）や，周

期的な気候変動（地下水涵養量，海水準変動等）の影響を受

けて，母岩の地下水性状も変動する可能性がある。 

 また，より短期的かつ局所的な影響としては，処分場の存
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在による擾乱が考えられる。処分場近傍の母岩では，坑道掘

削および支保に用いられる可能性のあるセメント系材料の影

響によって次のような経時変化のパターンが生じて最終的に

は初期の地下水性状（例えば還元性，中性程度）に回復する

ことが予想される。 

①建設・操業時に導入された酸素による過渡的な酸化性雰

囲気 

②還元性に復帰，セメント影響による高アルカリ状態 

③初期状態（還元性，中性程度の pH） 

6. 研究（成果）  深部地下水性状については，既存文献データに加えて，原

位置での実測データが東濃地域 [1]，釜石鉱山 [2]，茂原地域 

[3] および幌延地域 [4] で得られている。 

7. 現状の不確実性 【遷移的現象１】 

 坑道掘削時に導入された酸素によって形成されるであろう

酸化性雰囲気とその消失（還元性への復帰）に関する空間的

時間的挙動の定量的理解 

【遷移的現象２】 

 セメント系材料によって形成されるであろう高アルカリ領

域とその消失に関する空間的時間的挙動の定量的理解 

【長期的現象】 

 テクトニクスあるいは気候変動に起因する広域的な地下水

性状の変動予測（過去の履歴および将来変動） 

8. 特性への影響 

（下流側現象） 

 人工バリア内の各領域での間隙水組成および，その変遷を

検討する上での，境界条件を提供する。 

9. 原因となる影響 

（上流側現象） 

【広域的プロセス】 

 全体的な場の地質学的特性（地質層序，鉱物組成等），水理

学的特性（地形，空隙特性，透水係数等）および，それらの

長期的な時間スケールでの変動 

【処分場近傍の局所的プロセス】 

 支保の化学的特性とその変化（材料の組成，変質等），支保・

掘削影響領域等での物質移動特性とその変化 

10. 解析における取扱  日本の多くの地形パターンや岩種にあてはまり，地球化学

的根拠も多く，実測地下水や多変量解析結果からもその妥当
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性が支持される地下水として，降水系高 pH型地下水および海

水系高 pH型地下水が選定されている。 

11. 設定データ （第２次とりまとめ参照） 

12. 参考文献 [1] 例えば，T.Seo, Y.Ochiai, S.Takeda and N.Nakashima 

(1989)：A natural analogue study on Tono sand-stone 

uranium deposit in Japan, Proc. Joint Int. Waste 

Management Conf. 
[2] 例えば，笹本，瀬尾，油井，佐々木（1996）：釜石鉱山に

おける地下水の地球化学的研究（I），動燃事業団技術報告書，

PNC TN 8410 96-203. 

[3] 例えば，亀井（1997）：ベントナイトに包まれた廃棄物ガ

ラスのナチュラルアナログ，動燃事業団技術報告書，PNC TN 

8410 97-035. 
[4] H.Ii, Y.Horie, T.Ishi and J.Shimada (1997)：Development 

of an apparatus to measure groundwater qualities In situ 

and to sample groundwater using boreholes, 

Environmental Geology. 

13. 関連 FEP項目 【上流側】 

H-4.1 母岩の化学特性 

H-4.3 母岩と地下水の反応 

D-4.2 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材中の地下水化学 

H-4.5 微生物の影響 

H-4.6 有機物の影響 

H-5.2 母岩中の間隙水の放射線分解 

【下流側】 

D-4.2 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材中の地下水化学 

H-4.3 母岩と地下水の反応 
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表２－１５ 現象・特性フローに関する技術情報（支保間隙水） 

No. 項目 内容 

1. 識別番号 PF-11 

2. 現象名称 支保間隙水の化学 

3. 概要 (Description)  支保に用いられる可能性のあるセメント系材料は化学的に

不安定であり，自律的にその性状を変化させつつ，一般に高

アルカリ環境を形成する。また，同時に用いられる可能性の

ある鉄筋・鉄骨などに起因する鉄鉱物（腐食生成物を含む）

は，還元剤として還元性雰囲気形成に寄与するとともに，吸

着媒体としても機能する。 

4. 現象のメカニズム  セメント系材料に含まれる鉱物の多くは，地下水との溶解

平衡によって地下水性状をアルカリにシフトさせる。pHの時

変化を決定する上で重要と考えられているセメント鉱物は，

NaOH／KOH, portlandite (Ca(OH)2), CSH ゲル，calcite 

(CaCO3)である。 

5. 時間変化  Atkinson [1] によれば，セメント系材料の間隙水の pHは，

溶解平衡が成立する鉱物の変化に応じて，次のような変遷パ

ターンを有する。 

① pH>12.5 : NaOH + KOH 

② pH=12.5 : Ca(OH)2 

③ 12.5>pH>10 : CSH (1.7>C/S>0.85) 

④ pH=10 : CSH (C/S=0.85) + CaCO3 

各パターンの継続期間は，地下水の交換時間から決まる。 

6. 研究（成果）  上記 Atkinson [1] 以外にも，Berner [2], Reardon [3] らセ

メント間隙水については多くの研究事例がある。 

7. 現状の不確実性  セメント系材料は骨材の種類・配合等，複雑な鉱物組成を

有しており，その間隙水性状や２次鉱物の生成・消滅の経時

変化については，なお多くの不確実性を含んでいる。 

8. 特性への影響 

（下流側現象） 

 緩衝材に用いられるスメクタイトはセメント系材料に比べ

れば化学的に安定であるが，アルカリ条件下では不安定であ

り，溶解してゼオライトに変質するなどの現象が発生する可

能性がある。 

 また，周辺母岩も支保のアルカリ影響によって，空隙構造

の変化，造岩鉱物の変質などの可能性がある。 
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No. 項目 内容 

9. 原因となる影響 

（上流側現象） 

 支保間隙水の性状については，支保の化学的特性（どのよ

うなセメント系材料が用いられるのか等）が最も支配的な要

因となる。またその経時変化については，支保周辺の水理環

境が重要な要因となる。 

10. 解析における取扱  第２次とりまとめでは，支保に低アルカリセメントを用い

ることを前提に，レファレンスケースでは，支保によるアル

カリ影響は評価されていない。しかしながら，地質環境変更

ケースでは，支保工によって緩衝材間隙水が変化した場合の

溶解度，分配係数，拡散係数変化を想定した解析を行ってい

る。 

11. 設定データ （第２次とりまとめ 分冊３ 表 6.1.3.2-3参照） 

12. 参考文献 [1] A.Atkinson (1985) : The time dependence of pH within a 

repository for radioactive waste disposal, UKAEA Report 

AERE-R11777. 

[2] U.Berner (1987) : Modelling porewater chemistry in 

hydrated portland cement. In Scientific Basis for Nuclear 

Waste Management vol.X. 

[3] E.J.Reardon (1992) : Problems and approaches to the 

prediction of the chemical composition in cement/water 

system, Waste Management 12. 

13. 関連 FEP項目 【上流側】 

D-4.1 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材の化学特性 

D-4.3 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材と地下水の反応 

H-4.2 母岩中の地下水化学 

B-4.2 緩衝材中の地下水化学 

D-4.5 微生物の影響 

D-4.6 有機物の影響 

D-5.2 母岩中の間隙水の放射線分解 

【下流側】 

H-4.2 母岩中の地下水化学 

B-4.2 緩衝材中の地下水化学 

D-4.3 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材と地下水の反応 
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表２－１６ 現象・特性フローに関する技術情報（緩衝材間隙水） 

No. 項目 内容 

1. 識別番号 PF-12 

2. 現象名称 緩衝材間隙水の化学 

3. 概要 (Description)  緩衝材に用いられるベントナイト系材料は，セメント系材

料ほどではないにしても，地下水との反応に対する活性を有

しており，経時的にはその間隙水性状を変化させる。 

 緩衝材間隙水の性状は，放射性核種の speciation（化学種

分配）を決定付けるとともに，オーバーパックの腐食挙動に

も大きな影響を及ぼし得る。 

4. 現象のメカニズム  ベントナイト系材料と地下水との反応は複雑であるが，次

のような反応が考えられる [1]。 

①速い反応：アルカリ金属，アルカリ土類の陽イオン交換 

②比較的緩慢な反応：随伴鉱物（炭酸塩，硫酸塩，有機物）

の溶解 

③緩慢な反応：モンモリロナイト及び他のケイ酸塩の溶解

沈殿 

 通常，モンモリロナイトとしては Naを主要な交換性カチオ

ンとする Na型モンモリロナイトが用いられるが，層間の Na+

イオンは，溶液中の Ca2+イオンと容易に交換して Ca 型モン

モリロナイトに変化する。また，ベントナイト系材料に微量成

分として含有される随伴鉱物は，微量ではあっても間隙水性状

を特徴付ける上では重要であり，特に calciteは，緩衝材間隙

水の pHを決定する上で重要である。 

5. 時間変化  閉鎖後初期に観測されるであろう坑道掘削時の大気導入に

よる過渡的な酸化性雰囲気の形成を除けば，以下のような経

時変化が考えられる。 

①交換性カチオンの交換による溶液中の Naイオン増大と

Caイオン減少（Na型モンモリロナイトから Ca型モン

モリロナイトへの変遷） 

②随伴鉱物の溶解平衡による pHの緩衝 

 支保によるアルカリ影響が顕著な場合には，経時変化挙動

はより複雑なものとなる。 

 -68-



JNC TJ8400 2003-037 

No. 項目 内容 

6. 研究（成果）  ベントナイト系材料での間隙水予測については，Wanner 

[2] がある。 

7. 現状の不確実性  緩衝材は圧縮されたベントナイト系材料であり，その間隙

水中の水分子は自由水中のそれとは異なり，スメクタイト層

間に拘束された状態にあることが予想される。そのような溶

液系において自由水を前提とした熱力学的予測手法がどこま

で適用できるかについては，なお議論が多い。 

8. 特性への影響 

（下流側現象） 

 緩衝材間隙水性状は，放射性核種の speciation を決定する

支配要因であり，その結果として溶解度・分配係数などに影

響を及ぼす。また，隣接するオーバーパックの腐食挙動にお

いても，最も重要な影響因子のひとつとなる。 

9. 原因となる影響 

（上流側現象） 

①緩衝材領域に流入する地下水の性状（支保あるいはオーバ

ーパック） 

②緩衝材の化学特性（スメクタイトおよび随伴鉱物の種類と

含有量） 

10. 解析における取扱  緩衝材間隙水中での放射性核種の speciation，溶解度，分

配係数などを検討・設定する上での前提条件として用いられ

る。 

11. 設定データ （第２次とりまとめ 分冊３ 表 5.3.1-3参照） 

12. 参考文献 [1] D.Savage (ed.) (1995) : The scientific and regulatory 

Basis for the geological disposal of radioactive waste. John 

Wiley & Sons Ltd. 

[2] H.Wanner, P.Wersin, N.Sierro (1992) : Thermodynamic 

modeling of bentonite - groundwater interaction and 

implications for near field chemistry in a repository for 

spent fuel. SKB TR 92-37. 

13. 関連 FEP項目 【上流側】 

B-4.1 緩衝材の化学特性 

OP-4.2 オーバーパックの地下水化学 

B-4.3 緩衝材と地下水の反応 

G-4.2 ガラス固化体の周囲の地下水化学 

OP-4.4.1 全面腐食 

OP-4.4.2 孔食 
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No. 項目 内容 

OP-4.4.3 すきま腐食 

OP-4.4.4 応力腐食割れ 

B-4.5 微生物の影響 

B-4.6 有機物の影響 

B-4.9 塩の蓄積 

B-4.2 緩衝材中の間隙水の放射線分解 

【下流側】 

OP-4.2 オーバーパックの地下水化学 

B-4.3 緩衝材と地下水の反応 

G-4.2 ガラス固化体の周囲の地下水化学 

OP-4.4.1 全面腐食 

OP-4.4.2 孔食 

OP-4.4.3 すきま腐食 

OP-4.4.4 応力腐食割れ 

B-6.3.2 拡散 

B-6.3.3 収着 

B-6.3.4 沈澱/溶解 

B-2.1 緩衝材の水理特性 

B-3.2 緩衝材の応力 

B-4.8 緩衝材の化学的変質 
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表２－１７ 現象・特性フローに関する技術情報（緩衝材の化学的劣化） 

No. 項目 内容 

1. 識別番号 PF-13 

2. 現象名称 緩衝材の化学的劣化 

3. 概要 (Description)  緩衝材の主成分であるベントナイトは，温度，接触する地

下水成分（陽イオン，海水），地下水の pH等により化学的に

変質する可能性がある。その結果，緩衝材に期待される膨潤

性，低透水性，核種収着性，化学的緩衝性，応力緩衝性，オ

ーバーパック保持性等が変化する恐れがある。 

4. 現象のメカニズム  化学的劣化の原因としては以下があげられる。 

・地下水－粘土鉱物間のイオン交換 

・主要構成鉱物（スメクタイト）の鉱物学的な変化 

・随伴鉱物（方解石等）の溶解消失 

・二次鉱物の生成（沈殿） 

5. 時間変化  劣化の原因のうち，イオン交換については非常に速い反応

であるが，イオンの物質移動が律速となるため，見かけのイ

オン交換反応速度は遅いと考えられている。一方，鉱物学的

な変化並びに二次鉱物の沈殿はイオン交換より遅い反応であ

り，性能評価における取扱は今後の課題と考えられる。 

6. 研究（成果）  高温時に発生するイライト化については研究が進んでお

り，100℃以上の環境では発現の可能性は小さいと考えられ

る。セメント間隙水によるCaとNaのイオン交換については，

実験的解明が進んでおり，定量的な解析も行われている。高

pHによるベントナイトの溶解，二次鉱物の沈殿については試

験が進められており，今後定量的な解析が行われることが期

待される。 

7. 現状の不確実性  イオン交換については，解析によりその変質速度が大きく

異なることから，モデルおよびデータの見直しが必要である。

鉱物学的変質については，生起している反応の同定，モデル，

データ取得等課題が残されており，性能評価において何処ま

で考慮すべきであるか明確でない。 

8. 特性への影響 

（下流側現象） 

 変質により緩衝材の水理特性（透水係数），膨潤性，核種移

行特性（分配係数，拡散係数），あるいは緩衝材の形状の変化

が予想される。 
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No. 項目 内容 

9. 原因となる影響 

（上流側現象） 

 緩衝材の温度，間隙水（pH，地下水成分）が影響する。 

 

10. 解析における取扱  第２次取りまとめでは，緩衝材の変質は生起しても十分な

厚さが確保されていることから機能の劣化はないとして，定

量的には取り扱っていないが，コンクリート製支保を使用す

る場合には，アルカリ影響によりオーバーパックの不動態化

が懸念されるため，低アルカリ性コンクリートの使用が唱わ

れている。 

11. 設定データ － 

12. 参考文献 － 

13. 関連 FEP項目 B-1.2 緩衝材の温度 

B-2.1 緩衝材の水理特性 

B-2.3 緩衝材中での地下水流動 

B-4.1 緩衝材の化学特性 

B-4.2 緩衝材の地下水化学 

B-4.3 緩衝材と地下水の反応 

B-4.8 緩衝材の化学的変質 

B-6.1 緩衝材の物質移動特性 
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表２－１８ 現象・特性フローに関する技術情報（放射線分解） 

No. 項目 内容 

1. 識別番号 PF-14 

2. 現象名称 放射線分解 

3. 概要 (Description)  ガラス固化体中あるいはガラス固化体から溶出した核種に

よる水の放射線分解により，ガラス固化体周囲の間隙水の化

学特性が変わる可能性がある。特に，放射性分解により発生

する酸化種の残存による局部的な酸化性雰囲気の発生が考え

られる。 

4. 現象のメカニズム  放射性核種からの放射線によって，ガラス固化体周囲の間

隙水が放射線分解し，H2O2等の酸化剤を生成し間隙水の酸化

還元状態に影響を与える。放射性分解において，水素と酸化

種が等量ずつ生成されるが，処分環境の温度条件下では水素

は相対的に反応が鈍く，さらに酸素などの酸化種よりも高い

拡散性を有している。この水素が気体として，あるいは水に

溶けて拡散することにより，過酸化水素などの酸化種よりも

速く失われることが想定され，正味の酸化性雰囲気が生じる。

また，地下水に溶存している窒素や二酸化炭素が放射線分解

し，pHを大きく減少させる結果となる。このことから，放射

線分解が及ぼす化学環境変化が，酸化還元反応に鋭敏な放射

性核種の溶解度を増加させる可能性が考えられる [1]。 

 また，酸化フロントが緩衝材中を進展すると，緩衝材中で

の溶解度あるいは分配係数などにも影響を与える。 

5. 時間変化  オーバーパックの核種閉じ込め機能が維持されている期間

においては，オーバーパックを透過してくるγ線による放射

線分解の影響が考えられる。この期間では，オーバーパック

の遮へい効果によって，放射線の強度は低い強度で推移する

ことが示されている [1]。このため，放射線分解によって生成

される酸化種と還元種の量は限られており，これらは再結合

しやすく [2, 3]，オーバーパックの腐食により形成された還元

雰囲気の状態では，新たな酸化性領域は生じにくいと考えら

れる。 

 オーバーパックの核種閉じ込め機能が喪失した後では，地

下水がガラス固化体に接触した段階で，α線およびβ線によ

 -73-



JNC TJ8400 2003-037 

No. 項目 内容 

る放射線分解が重要である [4]。しかし，処分後約 500年以降

でのβ線量はα粒子のものと比較して相対的に小さくなって

いることが示されており [5]，α線による放射線分解が対象と

なる。 

6. 研究（成果）  Mckinleyによる評価手法 [4] を参考にして，放射線分解に

よる酸化種がオーバーパックの腐食生成物によって緩衝され

るか否かを評価した結果，水の放射線分解により発生する正

味の酸化種の発生量は 106年後には約 1E+3 mol，107年後に

は約 4E+3 mol となることが示されている。この酸化種を緩

衝するものとしては，オーバーパック材料である炭素鋼や腐

食生成物が考えられるが，腐食生成物のみを考慮しても，約

3.4E+4 mol分だけ緩衝する能力を有している。したがって，

還元状態は維持される。 

 また，Kristallin-I [6] では，放射線分解により発生する酸

化種 O2と還元種 H2を考慮してガラス固化体周囲の間隙水の

化学を評価している。その評価では，H2は化学的に不活性で

あるのでニアフィールド周辺からなくなり，O2は反応性が高

いのでキャニスター表面で反応し Fe2O3等の安定な固相を形

成するとしている。その結果，酸化状態は進展しない。 

7. 現状の不確実性  現象の理解に関しては，放射線分解に関する実測データが

不足していることが定量評価を実施する際の不確実性となっ

ている。一方，核種移行を評価する観点からは，放射線分解

によってガラス固化体周囲の間隙水化学特性が変化したとし

ても，還元能力は維持されると考えられることから不確実性

はない。 

8. 特性への影響 

（下流側現象） 

 放射線分解は，ガラス固化体周囲の間隙水を放射線分解す

ることで酸化種を発生させ，緩衝材間隙水の化学，オーバー

パックの腐食に影響を与える。 

9. 原因となる影響 

（上流側現象） 

－ 

10. 解析における取扱  第２次取りまとめでは，研究成果で示されているように，

放射線分解による影響は非常に小さいものとして，間隙水の

放射線分解が核種移行にあたえる影響は考慮しない。しかし，
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No. 項目 内容 

放射線分解の影響をより正確に議論するためには，放射線分

解に関する実測データの蓄積，速度論的な解析モデルの構築，

準安定腐食生成物の同定が必要となる。 

11. 設定データ － 

12. 参考文献 [1] 動燃事業団（1992）：高レベル放射性廃棄物地層処分研究

開発の技術報告書－平成３年度－，PNC TN1410 92-081. 

[2] Christensen and Bjergbakke (1982)： Radiolysis of 

Groundwater from HLW Stored in Copper Canisters, KBS 

82-02. 
[3] Christensen and Bjergbakke (1982)： Radiolysis of 

Groundwater from HLW Spent Fuel, KBS 82-18. 
[4] Mckinley (1985)：The Geochemistry of the Near-field, 

Nagra NTB 84-48. 
[5] Burns, Hughs, Marples, Nelson and Stoneham (1982)：

Radiation Effects and the Leach Rates of Vitrified 

Radioactive Waste, Nature, 295, pp.218-227. 

[6] Kristallin-I (1994)：Safety Assessment Report, NAGRA 

TR, NTB 93-22E. 

13. 関連 FEP項目 G-4.8 ガラス固化体の化学的変質 

G-5.1 ガラス固化体中での核種の放射性崩壊 

G-5.2 ガラス固化体周囲の地下水の放射線分解 
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表２－１９ 現象・特性フローに関する技術情報（ガラス溶解） 

No. 項目 内容 

1. 識別番号 PF-15 

2. 現象名称 ガラスの溶解 

3. 概要 (Description)  オーバーパックの局部的破損，腐食等により貫通部分が発

生した後，地下水が侵入し，ガラス固化体に接触し，微量で

はあるがガラス固化体が溶解・変質する。それに伴い，放射

性核種が溶解し，地下水に移行する。オーバーパック内部へ

の地下水の侵入量，温度および水質，ならびに間隙水と接触

するガラスの表面積および組成（化学特性）に応じて，ガラ

ス固化体の溶解速度は異なるものとなる。特に間隙水の pHが

高くなると溶性ケイ酸塩の飽和濃度も上昇する。また，ガラ

ス固化体の表面積は，製作時と比較して，保管冷却時の体積

変化や処分時の応力場の変化により増大する。この際の割れ

による表面積増大の程度は，ガラス固化体の力学特性もしく

は熱膨張率と，これに加えられる応力もしくは温度変化によ

り定まる。 

 ガラス固化体の溶解初期は，地下水中の溶性ケイ酸塩飽和

濃度との濃度差に応じて溶解速度が決定するが，地下水中の

溶性ケイ酸塩濃度が飽和に達した後も，わずかながらガラス

固化体の溶解が進行する。 

4. 現象のメカニズム  ガラス固化体の溶解挙動は，地下水中の溶性ケイ酸塩濃度

が飽和に達する前の初期溶解速度（1次溶解速度）と，ほぼ飽

和に達した後の長期溶解速度（2次溶解速度）に大別される。 

 ガラスマトリクスの溶解速度は，ガラス表面近傍での間隙

水中の溶性ケイ酸塩濃度に対する一次溶解反応で表現され

る。また，ガラスマトリクスの溶解反応が抑制されるような

溶性ケイ酸に富む条件においては，ガラスマトリクスの水和

変質が卓越し，これがアルカリ金属元素等の可溶性元素の溶

出を律速することが報告されている。このガラスマトリクス

の水和変質による溶出量や水和層厚さの時間変化は，時間の

平方根に比例すると考えられている。水和変質層により，ガ

ラス表面が保護されガラス溶解が抑制されることが考えられ

る。 
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 処分場では，ガラス固化体の周囲に拡散支配場を形成する

緩衝材が存在することから，ガラス固化体周囲の溶性ケイ酸

塩濃度は，溶性ケイ酸の拡散散逸の程度に影響を受けると考

えられる。ただし，緩衝材内側の拡散支配領域でも，ケイ酸

塩沈殿物生成による水中の溶性ケイ酸塩濃度の低下が起こる

可能性もある。 

 ガラス固化体の溶解にともなう表面積の減少は，モデルに

反映する場合と，安全上の保守性とモデルの簡便性を考慮し

て反映しない場合がある。 

5. 時間変化  第２次取りまとめでは，オーバーパックが 1,000 年で破損

することを性能評価のレファレンスとしている。また，ガラ

ス固化体の一次溶解反応と溶性ケイ酸の緩衝材中への拡散散

逸を連成したモデルによる評価から，ガラス固化体近傍の間

隙水中の溶性ケイ酸濃度は，1,000 年程度でほぼ飽和に達す

る。 

 オーバーパック表面積の経時的増大については，その一部

が溶解量増加に寄与する。 

6. 研究（成果）  ガラスの初期溶解モデル，長期溶解モデルおよびそれらの

溶解速度データに関する試験結果が示されている。ガラス組

成，溶液組成，試験温度等をパラメータとする試験が実施さ

れている。また，緩衝材中の拡散散逸がガラス溶解に及ぼす

影響，二次鉱物析出によるガラス溶解の促進効果や初期のガ

ラスの割れによる表面積増大がガラスの溶解速度に及ぼす影

響に関するデータも得られている。 

 天然ガラスの変質速度を対象とするナチュラルアナログに

関する研究成果からは，ガラス固化体の溶解速度が非常に小

さなものとなる可能性が示唆される。 

7. 現状の不確実性  ガラス固化体の溶解に係るメカニズムについては，かなり

解明が進められているが，地質環境等の変化による長期のニ

アフィールド環境の変遷については大きな不確実性があるた

め，間隙水水質等の経時的変化を考慮した長期溶解速度の時

間的変遷を検討する必要がある。地下水組成として塩濃度の

高低や特定のイオン濃度が高い場合の地下水組成について
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も，さらに考慮する必要がある。 

8. 特性への影響 

（下流側現象） 

 ガラス固化体の溶解に伴い，ガラスマトリクス中の放射性

核種が間隙水中に溶出し移行する。ただし，各核種は固有の

溶解度を有するため，核種濃度が溶解度を超えた場合，核種

はガラス固化体の近傍で沈殿する。ここでの現象は緩衝材内

側の核種移行の境界条件を与える。 

9. 原因となる影響 

（上流側現象） 

 緩衝材中の地下水流動，緩衝材間隙水の化学，オーバーパ

ックの破損，ガラス固化体の発熱（温度），が影響を与える。 

10. 解析における取扱  第２次取りまとめでは，ガラス固化体溶解速度の温度依存

性を考慮した長期浸出試験結果に基づき，処分場温度での溶

解速度を設定している。ガラス固化体の表面積増大効果は，

試験結果を参考として製造時（幾何学的表面積）の 10倍に設

定している。長期浸出試験結果から考えられる水和変質の進

行に伴うガラス固化体溶解速度の経時的減少は，保守的に無

視している。 

 設計思想として，低 pHセメントの使用により，アルカリ間

隙水の効果は除外されている。 

11. 設定データ （第２次取りまとめ参照） 

12. － 

13. 関連 FEP項目 G-1.1 ガラス固化体の熱物性 

G-1.2 ガラス固化体の温度 

G-1.3 ガラス固化体の熱膨張 

G-3.1 ガラス固化体の力学特性 

G-3.2 ガラス固化体の応力 

G-3.3 ガラス固化体の割れ 

G-4.1 ガラス固化体の化学特性 

G-4.2 ガラス固化体周囲の地下水化学 

G-4.3 ガラス固化体の溶解 

G-4.8 ガラス固化体の化学的変質 

G-6.1 ガラス固化体周辺の物質移動特性 

G-6.2 ガラス固化体からの核種の溶出 

G-6.2.1 核種の調和的な溶出 

G-6.2.2 沈殿／溶解 

参考文献 
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B-4.2 緩衝材の地下水化学（OP-4.2 オーバーパックの地下

水化学） 

OP-3.2 オーバーパックの応力 

OP-3.3 オーバーパックの破損 

OP-3.4 オーバーパックの腐食膨張 
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表２－２０ 現象・特性フローに関する技術情報（核種溶出） 

No. 項目 内容 

1. 識別番号 PF-16 

2. 現象名称 核種の溶出 

3. 概要 (Description)  オーバーパックが破損した後，地下水がガラス固化体に接

触し，ガラスマトリクスの溶解に伴って放射性核種が地下水

中に溶出する。地下水に溶出した核種のうち，可溶性の元素

は沈澱を形成することなく緩衝材領域に移行する。一方，非

可溶性の元素は溶解度を超えた濃度に達するとガラス固化体

周辺で沈殿する。沈殿した元素は，濃度の低下にともない液

相側に溶解し，緩衝材側へ移行する。 

4. 現象のメカニズム  オーバーパックが健全な期間は，核種は固化体中に閉じ込

められており，放射性崩壊によって減衰するが，オーバーパ

ックの健全性が失われ，地下水がガラス固化体に到達すると，

ガラスの溶解が始まる。固化体中に残存する核種はガラスマ

トリクスの溶解に伴って，溶解したガラス中に含まれる核種

の量だけ調和的に浸出する。溶解後は，それぞれの核種の特

性に従って地下水中を移行する。可溶性の核種は，Si(OH)4(aq) 

が SiO2(am) に対する飽和濃度に達するまでは，ほぼ Siと調和

溶解し，飽和後は Siの濃度には関係なくガラスの長期溶解速

度に従って溶解する。難溶性の核種は，ガラス母層の変質に

よりガラス表面に固相（酸化物，水酸化物，炭酸塩）を形成

し，それらの溶解反応によって元素の溶出が支配される。 

5. 時間変化  オーバーパックの腐食寿命は 1,000 年と設定されており，

オーバーパックが健全な期間は，核種は固化体中に封じ込め

られており，放射性崩壊によって減衰する。オーバーパック

の破損後，ガラス固化体が地下水と接触して，ガラス固化体

が溶解し，核種もゆっくりと溶出される。第２次とりまとめ

では，ガラス固化体の全量が溶解するには約 7 万年を要する

とされている。ガラスの溶解はガラスの割れによる表面積増

大の影響を受け，割れの存在により全量溶解までの時間は短

くなる。 

6. 研究（成果） － 
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7. 現状の不確実性  現象の理解に対しては，以下の点で不確実性が残る。 

・難溶性の核種についての安定な析出固相 

・可溶性の核種の二次鉱物への取り込み等による溶出遅延 

 また，核種移行上の観点からは，ガラスの表面積に対する

不確実性が挙げられる。 

8. 特性への影響 

（下流側現象） 

 ガラス固化体近傍での沈殿･溶解，緩衝材中の核種移行に影

響がある。 

9. 原因となる影響 

（上流側現象） 

 核種はガラスの溶解に調和して地下水中に移行するので，

ガラスの溶解が原因となる影響である。 

10. 解析における取扱  第２次取りまとめでは，核種はガラスマトリクスの溶解と

調和的に溶出するとして評価している。この際のガラスの溶

解速度は，ケイ酸濃度にしたがって経時的に変化することに

なるが，現時点では十分なデータが得られていないので，経

時的な変化は保守的に無視した評価を実施している。 

11. 設定データ  第２次取りまとめでは，ガラス溶解速度を長期浸出試験で

取得されているデータをもとに，処分場温度を考慮して設定

している（1×10-3 g/m2/d）。また，ガラス固化体の割れによ

る表面積の増大を保守的に10倍程度として設定している。（詳

細は第２次とりまとめ参照） 

12. 参考文献 － 

13. 関連 FEP項目 G-4.3 ガラス固化体の溶解 

G-5.1 ガラス固化体中での核種の放射性崩壊 

G-5.3 ガラス固化体の放射線損傷 

G-6.1 ガラス固化体周囲の物質移動特性 

G-6.3.2 沈殿／溶解 

OP-5.1 腐食生成物中での核種の放射性崩壊 

OP-6.3.1 移流／分散 

OP-6.3.2 拡散 

OP-6.3.3 吸着 

OP-6.3.4 沈殿／溶解 

OP-6.3.5 コロイドによる移行 

OP-6.3.6 ガスによる移行 
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表２－２１ 現象・特性フローに関する技術情報（溶解・沈殿） 

No. 項目 内容 

1. 識別番号 PF-17 

2. 現象名称 溶解・沈殿 

3. 概要 (Description)  ガラス固化体から放出された放射性核種は，一般に，①移

動性成分（通常は溶解性核種だが，揮発性を有する核種では

ガス状もあり得る）と，非移動性の②沈殿成分，③吸着（収

着）成分に分配される。 

 間隙水中の核種濃度の上限値が溶解度であり，これを越え

た場合，最終的には化学平衡が成立して核種の沈殿固相を形

成する。移流あるいは拡散によって核種が移動し，液相の核

種濃度が減少した場合，ひとたび形成された沈殿が再溶解す

る。 

 移動性の液相核種濃度の上限値を制限する点において，溶

解度は性能評価上重要なパラメータのひとつとなり得る。特

に，廃棄体周囲での物質移動が拡散によって支配される場合，

移動の駆動力となる濃度勾配をより小さく保つことができる

ので，核種の沈殿現象は物質移行抑制機能としても重要であ

る。 

4. 現象のメカニズム  沈殿・溶解プロセスの駆動力となっているものは，当該元

素の固液２相間での熱力学エネルギーの不均衡である。沈

殿・溶解の化学反応両辺におけるギブス自由エネルギーG の

大小関係によって，沈殿反応あるいは溶解反応が卓越するこ

ととなる。通常は，反応自由エネルギー⊿G がゼロとなるよ

うな状態，すなわち沈殿速度と溶解速度が見かけ上均衡した

化学平衡の状態を仮定する。しかしながら，実際には，平衡

状態に達するまでに多くの時間を要する場合もあり得る。 

 アクチニド等の元素では，溶液中に存在するよりは固相と

して存在する方が化学的に安定であり，難溶性の沈殿を容易

に生成するが，一方，セシウム等の可溶性元素では，イオン

形態として液相中に存在する方がより安定であり，沈殿を生

成しない。 

5. 時間変化  溶解度の経時変化は，間隙水性状の変化にほぼ置き換えて

考えることができる。 
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 初期段階では，高温かつ酸化性雰囲気の間隙水性状となる

ことが予想される。その後は，還元性雰囲気に終息するまで

の時間遅れとの長短によって， 

・高温，還元性の間隙水性状 

・地温，酸化性の間隙水性状 

のいずれかのパターンを示した後，地温かつ還元性の間隙水

性状に終息する。溶解度への影響要因としては，温度よりは

酸化・還元雰囲気の影響の方がより顕著である。しかしなが

ら，これらの過渡的な地下水性状変遷は，極端な設定を行わ

ない限りは，オーバーパックの設計寿命である 1,000 年まで

には終息しているものと考えられる。 

 地温・還元性の準安定的な性状に落ち着いた後は，ガラス

固化体近傍の間隙水性状の変化は，より緩やかなものとなる

ことが予想される。ガラス固化体近傍の間隙水性状は，オー

バーパック近傍の間隙水性状および緩衝材間隙水性状の変化

に追随することが予想される。このような準安定領域におけ

る間隙水性状変化の要因としては，例えば，緩衝材中の随伴

鉱物である calciteの溶解に伴う pH変化などが想定される。 

 支保等にセメント系材料が用いられる場合には，高アルカ

リの影響が顕著となる可能性がある。使用されるセメント系

材料の仕様にも依存するが，一般にセメント系鉱物の自律的

変遷に応じて，間隙水の pHも高アルカリ性から中性領域に経

時的に変化することが指摘されており，この pH 変化に応じ

て，放射性元素の溶解度も変化する可能性がある。 

6. 研究（成果）  主要な放射性元素のうち，Csなどの溶解性核種を除く，多

くの核種は地下水や緩衝材間隙水中で考えられる還元条件で

難溶性である。放射性元素は，ガラス固化体からの溶出ある

いは親核種からの崩壊に基づく濃度の変化により，ある濃度

を超えると沈澱により放射性核種を含む固相を形成し，最終

的には沈澱固相と間隙水とが化学平衡に達すると考えられ

る。このとき，この固相の溶解度が間隙水に対する放射性元

素の濃度を与える。ガラス固化体から溶出した難溶性元素の

濃度が溶解度により制限されることについては，室内試験 

 -83-



JNC TJ8400 2003-037 

No. 項目 内容 

[1,2,3] により確認されている。 

7. 現状の不確実性  概念的な不確実性としては以下が指摘できる。 

・溶解・沈殿平衡が成立しているか（不可逆反応の可能性，

over saturation / under saturation） 

・溶解度制限固相が適切に選定されているか 

・液相化学種が適切に選定されているか 

 また，特に溶解度評価に用いられる熱力学データセットに

ついては，なお以下のような不確実性が残っていると考えら

れる。 

・高イオン強度補正（高イオン強度の地下水性状の場合，

適切に活量補正できるデータがあるか） 

・温度補正（25℃での熱力学データ取得が多く，実際の 50

～60℃での溶解度補正が可能か） 

・アルカリ条件下（高アルカリ条件での熱力学データには

なお不明な点が多い） 

8. 特性への影響 

（下流側現象） 

 沈殿量・溶解量が著しい場合には，空隙を閉塞・開放する

などの物質移行特性への影響が想定され得るが，ここで取り

扱う放射性元素の沈殿量・溶解量は非放射性元素のそれらに

比べればわずかであり，特性すなわち場への影響はない。む

しろ重要な点は，沈殿・溶解現象が液相中に存在し得る核種

量の上限を規定する点で，それに引き続く一連のプロセス（緩

衝材中での拡散，収着等）に影響を与えるという点である。 

9. 原因となる影響 

（上流側現象） 

 溶解度を規定する上で重要となるのは，温度，間隙水性状

およびそこでの物質移動特性である。 

10. 解析における取扱  人工バリア中の緩衝材間隙水に対する放射性元素の溶解度

は，安全評価の解析で考慮する核種として示された元素のう

ち，可溶性である Csを除き，各元素について間隙水の環境条

件で適切と考えられる溶解度制限固相を選定し，熱力学デー

タおよび地球化学計算コード PHREEQE [4] を用いた溶解度

計算によって設定されている。また，この場合，溶解度実測

値のあるものについては，溶解度計算値と比べて安全評価上

保守的となる場合に実測値を採用した。溶解度計算に用いた

熱力学データには，核燃料サイクル開発機構において開発さ
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No. 項目 内容 

れた地層処分性能評価用熱力学データベース JNC-TDB を用

いた [5]。 

11. 設定データ  降水系地下水に対応する間隙水中での放射性元素の溶解度

設定値を下表に示す [6]。 

表 レファレンスケースにおける放射性元素の溶解度 

 
 
 溶解度の設定においては，熱力学データが充実している

25℃の値を用いることとしている [6]。なお，溶解度の温度依

存性については，それが顕著ではないことを示す研究例 [7, 8] 

や，温度の上昇が溶解度制限固相の変遷を加速し溶解度を減

少させる可能性などの報告がある [9]。 

12. 参考文献 [1] Rai,D., Felmy,A.R., Fulton,R.W. and Ryan,J.L. (1992)：

Aqueous Chemistry of Nd in Borosilicate-Glass/Waste 

Systems, Radiochimica Acta, 58/59, pp.9-16. 
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No. 項目 内容 

[2] Ashida, T., Kohara, Y. and Yui, M. (1994)：Migration 

Behavior of Pu Released from Pu-doped Glass in 

Compacted Bentonite, Radiochimica Acta, 66/67, 

pp.359-362. 
[3] 黒羽光彦，澁谷朝紀，岡崎充宏，乾真一，山田一夫，油井

三和（1998）：プルトニウム含有ガラス固化体からのプルト

ニウムの溶解挙動に関する研究，JNC TN8410 98-001. 

[4] Parkhurst,D.L., Thorstnsen,D.C. and Plummer,L.H. 

(1980)：PHREEQE - A Computer Program for Geochemical 

Calculations, U.S. Geological Survey, Water-Resources 

Investigations 80-96. 
[5] Yui,M., Azuma,J. and Shibata,M. (1999) ： JNC 

Thermodynamic Database for Performance Assessment of 

High-level Radioactive Waste Disposal System, JNC 

TN8400 99-070. 
[6] 東侍郎，柴田雅博，油井三和，澁谷朝紀，能登屋信，吉田

泰（1999）：地層処分研究開発第 2 次とりまとめにおける放

射性元素の溶解度評価，JNC TN8400 99-071. 

[7] Nitsche (1987)：Effect of Temperature on the Solubility 

and Speciation of Selected Actinides in Near-neutral 

Solution, Inorganica Chimica Acta, 127, pp.121-128. 
[8] Rao,L., Rai,D. and Felmy,A.R. (1996)：Solubility of 

Nd(OH)3 (c) in 0.1M NaCl Aqueous Solution at 25 ℃ and 

90 ℃, Radiochim. Acta, 72, pp.151-155. 

[9] Rai,D., Moore,D.A., Yui,M. and Oakes,C. (1999)：A 

thermodynamic model for the solubility of thorium dioxide 

in the Na+-Cl--OH--H2O system, Radiochimca Acta (to be 

submited). 

13. 関連 FEP項目 G-1.2 ガラス固化体の温度 （上流側）

G-4.2 ガラス固化体周囲の地下水化学 （上流側）

G-6.1 ガラス固化体周辺の物質移動特性 （上流側）

G-6.2 幾何形状／間隙構造 （上流側）

G-6.3 核種の調和的な溶出 （上流側）
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No. 項目 内容 

OP-5.1 腐食生成物中での核種の放射性崩壊 （下流側）

OP-6.3.1 移流／分散 （下流側）

OP-6.3.2 拡散 （下流側）

OP-6.3.3 収着 （下流側）

OP-6.3.4 沈澱／溶解 （下流側）

OP-6.3.5 コロイドによる移行 （下流側）

OP-6.3.6 ガスによる移行 （下流側）
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表２－２２ 現象・特性フローに関する技術情報（緩衝材中核種移行） 

No. 項目 内容 

1. 識別番号 PF-18 

2. 現象名称 緩衝材中の核種移行 

3. 概要 (Description)  オーバーパックの破損後，ガラス固化体は地下水と接触し

微量ではあるが放射性核種が溶解し，オーバーパックの破

損・腐食部分を通過して緩衝材に達する。すでに緩衝材は冠

水していると考えられるから，放射性核種は緩衝材中の間隙

水に溶解し，移動する。移動は極めて遅い速度であり，大部

分の放射性核種は緩衝材に収着され，一部は溶解度制限に応

じて沈殿することにより緩衝材を通過するのに膨大な時間が

経過し，結果として崩壊の効果により間隙水中の放射性核種

の濃度は低減される。 

4. 現象のメカニズム  緩衝材中は地下水の移動速度が小さく，放射性核種も含め

物質は拡散により移動する。しかしながら，周囲の動水勾配

が極端に大きい場合，あるいは緩衝材の機能が喪失した場合，

地下水速度が上昇し，物質移動は分散・移流支配になる可能

性は否定できない。また，ガラス固化体，オーバーパック周

辺でコロイドが発生し，放射性核種がコロイドとして移動す

ることも考えられるが，緩衝材が健全であればコロイドはろ

過されることが期待される。一方，オーバーパックの腐食，

あるいは放射線分解等によりガスが発生し，ガスが緩衝材層

を通過する際に放射性核種がガスに溶解して，あるいは間隙

水がガスに押し出されて移動することも考えられる。 

 緩衝材は主要鉱物であるスメクタイトが陽イオン交換性を

持ち，陽イオンはイオン交換により収着され，さらにスメク

タイトの結晶端にはエッジサイトとよばれる水酸基があり，

ここへの物質の収着の可能性も示唆されている。また，緩衝

材中の間隙水において，溶解度制限により放射性核種が沈殿

することが予想される。 

 このように，緩衝材中の放射性核種の移動には様々なメカ

ニズムが関与していることから，第２次取りまとめでは以下

のサブ FEP（現象）を設定している。 

・移流／分散，拡散，収着，沈殿／溶解，コロイドによる
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No. 項目 内容 

移行，ガスによる移行 

5. 時間変化  第２次取りまとめでは，一部の極端なケースを除き緩衝材

は百年以内に冠水することが示唆されており，オーバーパッ

クも 1,000 年で破損することを性能評価のレファレンスとし

ている。したがって放射性核種の漏洩が 1,000 年以降であれ

ば，移行は拡散により生起・継続するが，収着および溶解・

沈殿効果があるため，ニアフィールドの環境が大きく変わら

ない限り移行は百万年以上継続すると考えられる。なお，第

２次取りまとめにおけるオーバーパックの寿命，オーバーパ

ックの破損形態および核種移行挙動は保守的に設定されてお

り，実際の挙動は 1,000 年よりさらに遅れて発生することが

予想される。 

6. 研究（成果）  緩衝材中の拡散係数，分配係数が，例えば緩衝材の乾燥密

度，あるいはケイ砂の混合率，温度等をパラメータとして取

得され，データベースとして整理されつつある。また緩衝材

のガス透気挙動，コロイドのろ過挙動についても研究が進め

られている。 

7. 現状の不確実性  地質環境等の変化による，長期のニアフィールド環境の変

遷については大きな不確実性があるため，緩衝材近傍の地下

水流速・動水勾配，地下水化学（pH，Eh等），応力状態等に

大きな不確実性がある。しかしながら，物質移動に係るメカ

ニズムについては解明が進められており，残された不確実性

は緩衝材中のミクロな現象である。例えば，間隙水中の地下

水化学は通常の水溶液の化学と異なると考えられるが，収着

や沈殿／溶解メカニズムは解明途中であり，今後の進展が期

待される。同様に，緩衝材中の拡散挙動は陽イオンと陰イオ

ンにより異なるが，そのメカニズムも解明途中である。デー

タベースの整備も進行中であるが，全てのパラメータを実験

的に取得することは多大な時間と費用を費やすことになり，

現象の解明並びにモデル化が必要である。 

8. 特性への影響 

（下流側現象） 

 緩衝材を通過した放射性核種は周辺岩盤に移行するため，

ここでの現象は母岩中核種移行の境界条件を与える。 
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No. 項目 内容 

9. 原因となる影響 

（上流側現象） 

 緩衝材中の地下水流動，間隙水の化学，化学的劣化，ガラ

ス固化体からの核種の溶出，溶解／沈殿が，影響を与える。 

10. 解析における取扱  第２次取りまとめでは，緩衝材中の放射性核種の移行は拡

散によるとして評価している。ただし，地下水組成の多様性

を考慮して，分配係数および溶解度データは複数のデータセ

ットを使用している。また，変動シナリオとして，設計の合

理化を想定して緩衝材の厚さを 70 cmから 40 cmに変更した

ケースを評価している。 

11. 設定データ （第２次取りまとめ参照） 

12. 参考文献  

13. 関連 FEP項目 B-2.3 緩衝材中での地下水流動 

B-4.2 緩衝材中の地下水化学 

B-4.4 ガスの発生／影響 

B-4.7 コロイドの形成 

B-4.8 緩衝材の化学的変質 

B-6.1 緩衝材の物質移動特性 

B-6.2 幾何形状／間隙構造 

B-6.3 緩衝材中での核種の移行 

B-6.3.1 移流／分散 

B-6.3.2 拡散 

B-6.3.3 収着 

B-6.3.4 沈殿／溶解 

B-6.3.5 コロイドによる移行 

B-6.3.6 ガスによる移行 

G-6.2 ガラス固化体からの核種の溶出 

OP-6.3 腐食生成物中での核種の移行 

D-6.3 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材中での核種の移

行 

H-6.3 母岩中での核種の移行 
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表２－２３ 現象・特性フローに関する技術情報（母岩中核種移行） 

No. 項目 内容 

1. 識別番号 PF-19 

2. 現象名称 母岩中の核種移行 

3. 概要 (Description)  緩衝材を通過した放射性核種は周辺母岩へ浸入し，地下水

により生物圏に移行する。地下水および放射性核種の移行経

路となるのは岩盤中の間隙であるが，わが国の場合，岩盤の

間隙構造は亀裂が主流であり，一部の新第三紀堆積岩につい

ては，亀裂だけでなく多孔質も間隙を形成する。一般に天然

バリアでは地下水流速が有意なため，放射性核種は移流およ

び分散により移行し，その過程で核種の収着効果による減衰

並びに希釈効果が期待される。地下水流速が遅い場合は拡散

が移行の駆動力となる。移行の形態としては，コロイドに吸

着して地下水と共に移行，ガス状での移行，ガス流動を駆動

力とした地下水の移行も考えられる。また，微生物および天

然有機物が岩盤中の放射性核種に影響することがある。 

4. 現象のメカニズム  亀裂媒体と多孔質媒体を明確に区別することは難しいが，

移行モデルは次のように考えられる。 

・亀裂媒体は地下水の流速が相対的に大きい亀裂と岩石基

質に分類され，前者は移流分散，後者は拡散（マトリク

ス拡散）により核種が移行するものとする。その過程で

核種は岩盤に収着される。また，亀裂中には充填鉱物が

存在するケースもあり，吸着媒体となり得る。亀裂はネ

ットワーク構造を呈すると考えられ，それに起因する機

械的分散効果は巨視的分散長により表現する。 

・多孔質媒体の場合地下水は媒体間隙を流れ，それに伴い

放射性核種は移流により移行する。また，移行の過程で

放射性核種が拡がる現象は，機械的分散として表現する。 

 モデル上は亀裂媒体と多孔質媒体を区別して評価するが，

現実的には両者は混在しており，モデル化にあたっては両方

を考慮する等の対応が必要となる。 

 なお，天然バリア中に存在するコロイドに核種が吸着され，

特異な挙動を示す可能性がある。また，天然有機物と錯体を

形成し，岩盤への収着能力が減少することが懸念されている。 
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No. 項目 内容 

5. 時間変化  第２次取りまとめにおける亀裂媒体中の核種移行評価結果

によれば，母岩からの核種移行率の様相は核種毎に異なり，

ピークを迎える時間帯は Cs-135 および Se-79 が処分後約 10

万年以降，Zr-93，Tc-99が約 100万年以降，アクチニドおよ

び Pd-107は 1000万年後以降である。この値は亀裂中の地下

水速度，分配係数，核種の半減期等に依存するが，人間社会

に回帰する時間は現在よりはるか後の時間帯であり，かつ，

その量も僅かである。 

6. 研究（成果）  亀裂中の核種移行モデルの改良・高度化，および信頼性向

上のため核種移行に関して室内試験との比較を行っている。

また，原位置トレーサ試験を行い，解析結果との比較を行っ

ている。同様に，多孔質媒体中の物質移行評価についても不

均質場生成について感度解析が行われている。 

 天然地下水中のコロイドの事例調査，コロイドへの核種収

着性に関する検討，コロイド移行評価，原位置試験が行われ

ている [1]。 

7. 現状の不確実性  岩盤中の核種移行のメカニズムに関する不確実性は小さい

が，評価のための場の設定に大きな不確実性がある。すなわ

ち，亀裂媒体として評価する場合，亀裂の分布並びに幅，地

下水流速を支配する透水量係数等については，ボーリング等

の調査により十分な情報を得ることが困難である。マトリク

ス拡散深さについても不確実性がある。また場の不均質性に

より，核種の収着能力を表す分配係数についても不確実性が

ある。第２次取りまとめでは亀裂媒体を異なる透水量係数を

もつ48本の亀裂中の核種移行結果を重ね合わせることにより

評価を行ったが，計算としては煩雑である。地質調査結果に

則したモデル化の方法が必要である。なお，分配係数は地下

水化学に依存するため，その不均質性も不確実性の要因とな

る。 

8. 特性への影響 

（下流側現象） 

 第２次取りまとめでは岩盤中の移行の後，核種は大規模な

破砕帯を伴う断層に流入して，その後生物圏に流入すること

になっている。つまり，岩盤中の核種移行は断層中核種移行

の境界条件を与える。 
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No. 項目 内容 

9. 原因となる影響 

（上流側現象） 

 緩衝材からの核種の流入量が境界条件となる。その他，岩

盤中の地下水流動，地下水化学が影響を与える。なお，処分

場の形態および地下水流動条件によっては，プラグ／グラウ

ト，支保，埋め戻し材での核種移行が影響を与える。 

10. 解析における取扱  第２次取りまとめでは亀裂媒体をレファレンスとし，多孔

質媒体を代替ケースとして評価している。亀裂媒体について

は 1 本の平行平板亀裂について評価し，透水量係数の分布に

従い 48本の亀裂中の移行を重ね合わせて，全体の核種移行を

評価した。一方，亀裂ネットワークを発生させて，そこでの

核種移行を評価する方法もあるが，ネットワークの発生は統

計論に従うため，多数のネットワークを発生させる統計解析

となり，計算に要する時間が増大する特徴がある。つまり，

解析方法は統計論的扱いと，確定的な扱いの 2種類がある。 

11. 設定データ （第２次取りまとめ参照） 

12. 参考文献 [1] 核燃料サイクル機構（2002）：高レベル放射性廃棄物の地

層処分技術に関する研究開発－平成１３年度報告－，JNC 

TN1400 2002-003. 

13. 関連 FEP項目 B-6.3 緩衝材中での核種の移行 

B-6.3.1 移流／分散 

B-6.3.2 拡散 

B-6.3.3 収着 

B-6.3.4 沈殿／溶解 

B-6.3.5 コロイドによる移行 

B-6.3.6 ガスによる移行 

D-6.3 プラグ／グラウト，支保，埋め戻し材中での核種の移

行 

D-6.3.1 移流／分散 

D-6.3.2 拡散 

D-6.3.3 収着 

D-6.3.4 沈殿／溶解 

D-6.3.5 コロイドによる移行 

D-6.3.6 ガスによる移行 

H-2.3 母岩中での地下水流動 
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No. 項目 内容 

H-4.2 母岩中の地下水化学 

H-4.4 ガスの発生／影響 

H-4.5 微生物の影響 

H-4.6 有機物の影響 

H-4.7 コロイドの形成 

H-5.1 母岩中での核種の放射性崩壊 

H-6.1 母岩の物質移動特性 

H-6.2 幾何学形状，間隙／亀裂の構造 

H-6.3 母岩中での核種の移行 

H-6.3.1 移流／分散 

H-6.3.2 拡散 

H-6.3.3 収着 

H-6.3.4 沈殿／溶解 

H-6.3.5 コロイドによる移行 

H-6.3.6 ガスによる移行 
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表２－２４ 現象・特性フローに関する技術情報（断層破砕帯中核種移行） 

No. 項目 内容 

1. 識別番号 PF-20 

2. 現象名称 大規模な断層破砕帯中の核種移行 

3. 概要 (Description)  第２次取りまとめでは複雑な地質構造を考慮しないことと

し，処分場が透水性の高い大規模な破砕帯を伴う主要な断層

から 100 m離して配置されるとした。処分場から地下水によ

って母岩中を運ばれてきた核種は，処分場下流側にある断層

内を上向きに流れて最短距離で帯水層に至ると仮定した。つ

まり，破砕帯の存在および，そこでの核種移行は評価のため

の仮定である。 

4. 現象のメカニズム  断層破砕帯中の間隙構造は既往の研究事例が少ないため，

第２次取りまとめでは亀裂媒体をレファレンスとし多孔質媒

体を代替ケースとした。そこでの移行モデルは母岩中と同様，

以下のように考えられる。 

・亀裂媒体は地下水の流速が相対的に大きい亀裂と岩石基

質に分類され，前者は移流分散，後者は拡散（マトリク

ス拡散）により核種が移行するものとする。その過程で

核種は岩盤に収着される。また，亀裂中には充填鉱物が

存在するケースもある。亀裂はネットワーク構造を呈す

ると考えられ，それに起因する機械的分散効果は巨視的

分散長により表現する。 

・多孔質媒体の場合地下水は媒体間隙を流れ，それに伴い

放射性核種は移流により移行する。また，移行の過程で

放射性核種が拡がる現象は，機械的分散として表現する。 

 なお，モデル上は亀裂媒体と多孔質媒体を区別するが，現

実的には両者が混在する場が存在する。 

 天然バリア中に存在するコロイドに核種が吸着され，特異

な挙動を示す可能性がある。また，天然有機物と錯体を形成

し，岩盤への収着能力が減少することが懸念されている。 

5. 時間変化  第２次取りまとめにおける亀裂媒体中の核種移行評価結果

によれば，断層破砕帯からの核種移行率の様相は核種毎に異

なり，ピークを迎える時間帯は母岩からのピーク時間帯から

さらに時間遅れが見られるものの，Cs-135および Se-79が約
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No. 項目 内容 

10万年後，Zr-93が約 100万年後である。ただし，分配係数

が比較的大きなアクチニドはピークを迎える時間帯に大きな

時間遅れが見られる。核種移行は亀裂中の地下水速度に大き

く依存するが，人間社会に回帰する時間は現在よりはるか後

の時間帯であり，かつ，その量も僅かである。 

6. 研究（成果）  断層破砕帯に特定した研究事例は少ないが，核種移行の観

点からは，母岩中の核種移行の研究が一部参考になると考え

られる 

7. 現状の不確実性  岩盤中の核種移行と同様に，核種移行のメカニズムに関す

る不確実性は小さいが，評価のための場の設定に大きな不確

実性がある。すなわち，亀裂媒体として評価する場合，亀裂

幅の分布，地下水流速を支配する透水量係数等については，

ボーリング等の調査により十分な情報を得ることが困難であ

る。また，場の不均質性により核種の収着能力を表す分配係

数についても不確実性がある。第２次取りまとめでは 1 本の

平行平板亀裂により評価を行ったが，調査結果に則したモデ

ル化の方法が必要である。なお，分配係数は地下水化学に依

存するため，その不均質性も不確実性の要因となる。 

8. 特性への影響 

（下流側現象） 

 第２次取りまとめでは核種は大規模な破砕帯を伴う断層に

流入して，その後生物圏に流入することになっている。その

観点からいうと，断層中核種移行は生物圏の境界条件を与え

る。 

9. 原因となる影響 

（上流側現象） 

 母岩からの核種の流入量が境界条件となる。その他，断層

破砕帯中の地下水流動，地下水化学が影響を与える。 

10. 解析における取扱  第２次取りまとめでは亀裂媒体をレファレンスとし，多孔

質媒体を代替ケースとして評価している。亀裂媒体について

は，1本の平行平板亀裂について評価している。 

11. 設定データ （第２次取りまとめ参照） 

12. 参考文献 － 

13. 関連 FEP項目 H-2.3 母岩中での地下水流動 

H-4.2 母岩中の地下水化学 

H-4.4 ガスの発生／影響 

H-4.5 微生物の影響 
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No. 項目 内容 

H-4.6 有機物の影響 

H-4.7 コロイドの形成 

H-5.1 母岩中での核種の放射性崩壊 

H-6.1 母岩の物質移動特性 

H-6.2 幾何学形状，間隙／亀裂の構造 

H-6.3 母岩中での核種の移行 

H-6.3.1 移流／分散 

H-6.3.2 拡散 

H-6.3.3 収着 

H-6.3.4 沈殿／溶解 

H-6.3.5 コロイドによる移行 

H-6.3.6 ガスによる移行 
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表２－２５ 現象・特性フローに関する技術情報（生物圏核種移行） 

No. 項目 内容 

1. 識別番号 PF-21 

2. 現象名称 生物圏での核種移行 

3. 概要 (Description)  放射性核種が天然バリアから人間が生活している生物圏に

流入し，生物圏内で移行し，その一部は人間の被ばくの原因

となる。将来の人間生活の環境や様式を予測することは困難

であり，その評価は地質環境等に比べて不確実性が大きいた

め，生物圏を，「人間生活の環境や様式の仮定を安全評価の目

的に沿って整合性をとりながら合理的に設定し，適切な評価

指標に変換するための道具」としてとらえるレファレンスバ

イオスフィアの考え方が検討されており，第２次取りまとめ

でもその考え方が適用された。 

4. 現象のメカニズム  第２次取りまとめでは，地下水や地形の特徴に応じて放射

性核種が生物圏に流入すると想定される場所を GBI 

(Geosphere Biosphere Interface)として設定し，GBIから生

物圏内の核種移行を想定した。GBIの例としては表層水系（河

川，湖沼など），井戸，海等があげられる。GBIからの移行は，

例えば灌漑，洪水，浸食，浮遊，浸透，沈殿，海洋拡散等に

よりもたらされる。それらの移動において，核種は媒体に吸

着あるいは沈殿し，生物には濃縮される。 

5. 時間変化  第２次取りまとめでは生物圏内の核種移行はコンパートメ

ントモデルを用いて，コンパートメント間の移動により評価

しているが，各コンパートメント内での核種濃度の推移は，

一定量の流入では数年から長くても数千年内に定常に達す

る。コンパートメント内濃度を律するのは核種の崩壊定数，

分配係数，生物への移行係数・濃縮係数である。 

6. 研究（成果）  生物圏については気候変動の影響検討，GBI 設定手法の検

討が行われている。また BIOMASS（レファレンスバイオス

フィアの検討），BIOCLIM（気候変動）等の国際プロジェク

トが進行している。 

7. 現状の不確実性  前述の通り，将来の生物圏あるいは人間生活の様式を予測

することは困難であるため，生物圏を人間生活の環境や様式

の仮定を安全評価の目的に沿って整合性をとりながら合理的
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No. 項目 内容 

に設定し，適切な評価指標に変換するための道具としてとら

える考え方が一般的である。そのため，現在の生物圏を基本

として評価を行うことが通例であるが，気候変動を想定した

評価も行われている。気候変動のような将来の変動には大き

な不確実性が伴うが，様式化されたアプローチの採用が提唱

されている。また，生物圏における放射性核種濃度の定量評

価に必要な希釈水量，コンパートメントの大きさ，表層水流

量，分配係数，移行係数，濃縮係数についても不均質であり，

不確実性を排除できない。 

8. 特性への影響 

（下流側現象） 

 各コンパートメント中の放射能濃度が決まれば，その後は

被ばくグループおよびその生活様式を設定し，被ばく量の算

出となる。 

9. 原因となる影響 

（上流側現象） 

 天然バリアから GBIへの核種の流入量が境界条件となる。 

10. 解析における取扱  第２次取りまとめでは，レファレンスバイオスフィアの手

順に則り，評価の条件を設定し，生物圏の条件をまとめた FEP

を用いてコンパートメントを設定した。コンパートメント間

の関係を定量化して，その中での水中，土壌中あるいは食物

中の放射能濃度が算定される。 

11. 設定データ （第２次取りまとめ参照） 

12. 参考文献 － 

13. 関連 FEP項目 H-2.3 母岩中での地下水流動 

H-6.3 母岩中での核種の移行 
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表２－２６ 現象・特性フローに関する技術情報（被ばく） 

No. 項目 内容 

1. 識別番号 PF-22 

2. 現象名称 被ばく 

3. 概要 (Description)  生物圏内の構成員をモデル化することにより被ばくグルー

プを設定し，各被ばくグループの被ばく量を算出する。被ば

くグループとしては，例えば農作業従事者，淡水漁業従事者，

海洋漁業従事者が挙げられる。被ばくグループのメンバーに

対して，被ばくに関連する作業，食事，その他の生活様式が

設定される。安全評価の対象となるグループを決定グループ

と称する。 

4. 現象のメカニズム  被ばくグループの構成員は職業としての作業，例えば農作

業，漁業に従事し，その過程で土壌の摂取，ダストの吸入に

よる内部被ばく，土壌からの外部被ばく，あるいは海洋エア

ロゾルの吸入，水からの外部被ばくを被る。また，汚染され

た土壌，灌漑，あるいは海洋等で栽培・取得された飲用水，

農作物，水産物等を摂取することにより被ばくする。 

5. 時間変化  コンパートメント内の放射性核種濃度の変動に応じて，被

ばく量は変動する。核種移行評価結果で明らかなように，生

物圏に放射性核種が到達するのは 10万年以降である。 

6. 研究（成果） （追記） 

7. 現状の不確実性  前述の通り将来の生物圏あるいは人間生活の様式を予測す

ることは困難であるため，生物圏を人間生活の環境や様式の

仮定を安全評価の目的に沿って整合性をとりながら合理的に

設定し，適切な評価指標に変換するための道具としてとらえ

る考え方が一般的である。そのため，現在の生物圏を基本と

して評価を行うことが通例であるが，気候変動を想定した評

価も行われている。気候変動のような将来の変動には大きな

不確実性が伴うが，様式化されたアプローチの採用が提唱さ

れている。また，将来の人間生活の不確実性も，地質環境等

の不確実性よりは小さいであろうが，十分考慮する必要があ

る。人間生活の評価に必要な職業（作業）への従事時間，あ

るいは食物摂取量，飲用水摂取量についても不確実性は無視

し得ない。 
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No. 項目 内容 

8. 特性への影響 

（下流側現象） 

特になし。 

9. 原因となる影響 

（上流側現象） 

 コンパートメント内の放射能濃度，例えば河川水・井戸水

の濃度，畜産物内の濃度，農作物の濃度が必要である。 

10. 解析における取扱  第２次取りまとめでは，レファレンスバイオスフィアの手

順に則り評価の条件を設定し，生物圏の条件をまとめた FEP

を用いてコンパートメントを設定した。コンパートメント間

の関係を定量化して，その中での水中，土壌中あるいは食物

中の放射能濃度が算定される。さらに，被ばくグループの構

成員について職業として従事する作業時間および内容，食物

の摂取量，飲用水の摂取量を設定して評価を行う。 

11. 設定データ （第２次取りまとめ参照） 

12. 参考文献 － 

13. 関連 FEP項目 （特になし） 
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２．６ ワーク項目と現象フローの対応整理 

 現象／特性フローの現象項目および FEP項目，ならびにワークツリーのワーク項目の対

応関係（包含関係）について整理する。ここで，各項目間の関連付けの方法として，以下の

方法が考えられる。 

・現象／特性フローの現象項目に対して，関連する FEP項目およびワーク項目の対応を

整理する。この方法では，現象フローの作成時に抽出した現象に対して関連付けを行う

ため，網羅性を保証することはできない。（FEP項目やワーク項目が全て対象になると

は限らない。） 

・ワークツリーのワーク項目に対して，関連する現象項目および FEP項目の対応を整理

する。この方法でも，ワーク項目に抜け落ちがある可能性があり，網羅性を完全には保

証できない。 

・包括的 FEP リストの FEP 項目に対して，関連する現象項目およびワーク項目の対応

を整理する。この方法は，全 FEP項目を対象とすることにより網羅性は保証できるか

もしれないが，シナリオ分析に近い作業となる。また，必ずしも対応するワーク項目が

一対一に存在するとは限らない。 

 
 ここでは，評価・取りまとめ作業の実施を支援することに重点を置き，評価対象とする現

象を中心とした情報の相関関係を整理するため，現象／特性フローで抽出された現象項目お

よび関連する FEP項目（表 2-5～表 2-26参照）に対して，ワークツリーの各ワーク項目（表

2-1，表 2-2参照）の対応を整理した。結果を表 2-27に示す。 
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表２－２７ ワーク項目（ワークツリー）と現象・特性フローの対応表 
（現象フロー） （ワークツリー） 

現象名称 関連 FEP項目 ワーク項目 
備考 

G-1.1 ガラス固化体の熱特性 （追加項目 ガラス固化体物性試験）  
G-1.2 ガラス固化体の温度 RD-3.4.1 熱解析 

RD-4.1.1 熱-水-応力連成解析 
データは G-1.1より。 

G-1.3 ガラス固化体の熱膨張 RD-3.4.1 熱解析 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 

データは G-1.1，G-1.2 よ
り。 

G-1.4 崩壊熱の発生 PA-2.1.1 ガラス固化体評価 
PA-2.1.3 核種インベントリ 

 

G-4.1 ガラス固化体の化学特性 （追加項目 ガラス固化体物性試験）  
G-4.3 ガラス固化体の溶解   PA-5.1.1 ガラス溶解速度設定
G-4.8 ガラス固化体の化学的変質 PA-4.2 間隙水組成評価 

（追加項目 ガラス固化体物性試験） 
 

G-6.3.2 溶解／沈殿 PA-4.3  溶解度評価 
PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 

 

G-5.1 ガラス固化体中での核種の放射性
崩壊 

PA-2.1.1 ガラス固化体評価 
PA-2.1.3 核種インベントリ 
PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 

 

PF-1 
発熱 

OP-1.2 オーバーパックの温度 RD-3.4.1 熱解析 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 

データは OP-1.1より。 

G-1.2 ガラス固化体の温度 RD-3.4.1 熱解析 
RD-4.1.1 熱-水-応力連成解析 

データは G-1.1より。 

OP-1.1 オーバーパックの熱物性   RD-2.1.1.1 材料選定
OP-1.2 オーバーパックの温度 RD-3.4.1 熱解析 データは OP-1.1より。 

PF-2 
伝熱 

OP-1.3 オーバーパックの熱膨張 RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 データは OP-1.1，OP-1.2
より。 
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（現象フロー） （ワークツリー） 
現象名称 関連 FEP項目 ワーク項目 

備考 

OP-3.2 オーバーパックの応力 RD-2.1.1 腐食評価 
RD-2.1.2 耐圧評価 
RD-2.2.1.5 力学特性試験（緩衝材） 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 
RD-4.2.4 OP腐食膨張解析 

 

OP-4.3 オーバーパックと地下水の反応 RD-2.1.1 腐食評価 
PA-4.2  間隙水組成評価  

 

OP-6.2 幾何形状／間隙形状   RD-2.1.2.1 形状設定
OP-7.1 オーバーパックの製作不良   RD-2.1.5 製作／施工性
B-1.1 緩衝材の熱物性 RD-2.2.1.3 熱特性試験  
B-1.2 緩衝材の温度 RD-2.2.1 基本特性試験 

RD-3.4.1 熱解析 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 

 

B-1.3 緩衝材の熱膨張 RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 データは B-1.1，B-1.2 よ
り。 

B-2.2 緩衝材の飽和 RD-2.2.1 基本特性試験 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 

 

B-3.2 緩衝材の応力 RD-2.2.1 基本特性試験 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 
RD-4.2  構造力学安定性評価 

 

B-3.3 緩衝材の体積変化   RD-2.2.1.6 膨潤特性試験
B-4.8 緩衝材の化学的変質 RD-2.2.1.7 化学特性試験 

PA-4.2  間隙水組成評価 
（追加項目 緩衝材変質試験・評価） 

 

PF-2（続き） 

B-4.9 塩の蓄積 RD-2.2.1 基本特性試験 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 
PA-4.2  間隙水組成評価 
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（現象フロー） （ワークツリー） 
現象名称 関連 FEP項目 ワーク項目 

備考 

B-6.2 幾何形状／間隙形状   RD-2.2  緩衝材設計
B-6.3.4 沈殿／溶解 PA-4.2  間隙水組成評価 

PA-4.3  溶解度評価 
 

B-7.1 緩衝材の製作不良   RD-2.2.4 製作／施工性
B-7.2 緩衝材の施工不良   RD-2.2.4 製作／施工性
D-1.1 プラグ・支保等の熱物性 RD-3.1.2.1 支保工材の選定 

RD-3.6.5.3 熱特性試験 
 

D-1.2 プラグ・支保等の温度 RD-3.4.1 熱解析 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 

データは D-1.1より。 

D-1.3 プラグ・支保等の熱膨張 RD-3.6.5 基本特性 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 

データは D-1.1，D-1.2 よ
り。 

D-2.2 プラグ・支保等の飽和 RD-3.6.5 基本特性 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 

 

D-3.2 プラグ・支保等の応力 RD-3.1.3 空洞安定性評価 
RD-3.6.5 基本特性 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 

 

D-3.3 プラグ・支保等の体積変化 RD-3.6.5 基本特性 
RD-3.6.5.6 膨潤特性試験 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 

 

D-4.8 プラグ・支保等の化学的変質 RD-3.6  プラグ／グラウト／埋戻し材設計 
PA-4.1  地下水組成評価 
PA-4.2  間隙水組成評価 
（追加項目 変質試験・評価） 

RD-3.6 には各部材の材質
に関する情報を含む。 

D-6.2 幾何形状／間隙形状   RD-3.6  プラグ／グラウト／埋戻し材設計

PF-2（続き） 

D-6.3.4 沈殿／溶解 PA-4.2 間隙水組成評価 
PA-4.3 溶解度評価 
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（現象フロー） （ワークツリー） 
現象名称 関連 FEP項目 ワーク項目 

備考 

D-7.1 プラグ・支保等の製作不良 RD-3.6.2 製作・施工性（プラグ） 
RD-3.6.4 製作・施工性（グラウト） 
RD-3.6.7 製作・施工性（埋戻し材） 

 

D-7.2 プラグ・支保等の施工不良 RD-3.6.2 製作・施工性（プラグ） 
RD-3.6.4 製作・施工性（グラウト） 
RD-3.6.7 製作・施工性（埋戻し材） 

 

H-1.1 母岩の熱物性   GS-0  地質環境条件（熱特性）
H-1.2 母岩の温度 RD-3.4.1 熱解析 データは H-1.1より。 
H-1.3 母岩の熱膨張 RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 データは H-1.1，H-1.2 よ

り。 
H-2.2 母岩の飽和 GS-0  地質環境条件（物性／水理特性）

RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 
 

H-3.2 母岩の応力 GS-0  地質環境条件（力学特性） 
RD4.2  構造力学安定性評価 

 

H-3.3 母岩の体積変化   GS-0  地質環境条件（物性）
H-4.8 母岩の化学的変質 GS-0  地質環境条件（化学特性） 

PA-4.1  地下水組成評価 
 

H-6.2 幾何形状，間隙／亀裂の形状   PA-3.1  亀裂ネットワークモデル構築
H-6.3.4 沈殿／溶解 PA-4.1  地下水組成評価 

PA-4.3  溶解度評価 
 

PF-2（続き） 

H-7.1 ボーリング孔，トンネルのシール
不良／変質 

RD-3.6  プラグ／グラウト／埋戻し材設計  

H-1.1 母岩の熱物性   GS-0 地質環境条件（熱特性）PF-3 
母岩中の地下水流動 H-1.2 母岩の温度 RD-3.4.1 熱解析 データは H-1.1より。 
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（現象フロー） （ワークツリー） 
現象名称 関連 FEP項目 ワーク項目 

備考 

H-2.1 母岩の水理特性 PA-3.1  亀裂ネットワークモデル構築（亀
裂性媒体） 

PA-3.3  連続体モデル構築（多孔質媒体） 
（追加項目 対流解析） 
（追加項目 塩淡境界解析） 

 

H-2.2 母岩の飽和 GS-0  地質環境条件（物性／水理特性） 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 
PA-3.1.4 水理解析（亀裂性媒体） 
PA-3.3.4 水理解析（多孔質媒体） 

 

H-3.1 母岩の力学特性 GS-0  地質環境条件（力学特性） 
RD-3.2  空洞安定性評価 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 

 

H-4.1 母岩の化学特性   GS-0  地質環境条件（化学特性）
H-4.2 母岩の地下水化学 PA-4.1  地下水組成評価 データは H-4.1より。 
H-4.8 母岩の化学的変質 GS-0  地質環境条件（化学特性） 

PA-4.1  地下水組成評価 
データは H-4.2より。 

H-7.1 ボーリング孔，トンネルのシール
不良／変質 

RD-3.6  プラグ／グラウト／埋戻し材設計  

D-1.1 プラグ・支保等の熱物性 RD-3.1.2.1 支保工材の選定 
RD-3.6.5.3 熱特性試験 

 

D1.2 プラグ・支保等の温度 RD-3.4.1 熱解析 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 

データは D-1.1より。 

PF-3（続き） 

D-7.2 プラグ・支保等の施工不良 RD-3.6.2 製作・施工性（プラグ） 
RD-3.6.4 製作・施工性（グラウト） 
RD-3.6.7 製作・施工性（埋戻し材） 
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（現象フロー） （ワークツリー） 
現象名称 関連 FEP項目 ワーク項目 

備考 

D-1.1 プラグ・支保等の熱物性 RD-3.1.2.1 支保工材の選定 
RD-3.6.5.3 熱特性試験 

 

D-1.2 プラグ・支保等の温度 RD-3.4.1 熱解析 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 

データは D-1.1より。 

D-2.1 プラグ・支保等の水理特性 RD-3.6  プラグ／グラウト／埋戻し材設計 
RD-3.6.5.4 水理特性試験 

 

D-2.2 プラグ・支保等の飽和 RD-3.6  プラグ／グラウト／埋戻し材設計 
RD-3.6.5.4 水理特性試験 
RD-3.6.5.6 膨潤特性試験 

 

D-3.1 プラグ・支保等の力学特性 RD-3.6  プラグ／グラウト／埋戻し材設計 
RD-3.6.5.5 力学特性試験 
RD-4.2  構造力学安定性評価 

 

D-3.4 プラグ・支保等の変形 RD-3.6  プラグ／グラウト／埋戻し材設計 
RD-3.6.5.5 力学特性試験 
RD-4.2  構造力学安定性評価 

 

D-4.1 プラグ・支保等の化学特性 RD-3.1.2 支保工設計 
RD-3.6.1 プラグ設計 
RD-3.6.6 埋め戻し材設計 

 

D-4.2 プラグ・支保等の地下水化学 PA-4.1  地下水組成評価 
PA-4.2  間隙水組成評価 

データは D-4.1から。 

D-4.8 プラグ・支保等の化学的変質 RD-3.6  プラグ／グラウト／埋戻し材設計 
PA-4.1  地下水組成評価 
PA-4.2  間隙水組成評価 
（追加項目 変質試験・評価） 

RD-3.6 には各部材の材質
に関する情報を含む。 

PF-4 
プラグ／グラウト，支保，

埋戻し材中の地下水流動 

D-7.2 プラグ・支保等の施工不良 RD-3.6.2 製作・施工性（プラグ） 
RD-3.6.4 製作・施工性（グラウト） 
RD-3.6.7 製作・施工性（埋戻し材） 
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（現象フロー） （ワークツリー） 
現象名称 関連 FEP項目 ワーク項目 

備考 

H-1.1 母岩の熱特性   GS-0 地質環境条件（熱特性）
H-1.2 母岩の温度 RD-3.4.1 熱解析 データH-1.1はより。 

PF-4（続き） 

H-2.3 母岩の地下水流動 PA-3.1  亀裂ネットワークモデル構築（亀
裂性媒体） 

PA-3.3  連続体モデル構築（多孔質媒体） 

 

B-1.2 緩衝材の温度 RD-2.2.1 基本特性試験 
RD-3.4.1 熱解析 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 

 

B-2.1 緩衝材の水理特性   RD-2.2.1.4 水理特性試験
B-2.2 緩衝材の飽和 RD-2.2.1 基本特性試験 

RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 
 

B-2.3 緩衝材中での地下水流動 RD-2.2.1 基本特性試験 
RD-2.2.2 緩衝材仕様設定 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 
PA-3.3.4 水理解析 

 

B-3.2 緩衝材の応力 RD-2.2.1 基本特性試験 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 
RD-4.2  構造力学安定性評価 

 

PF-5 
緩衝材中の水理（緩衝材の

冠水および地下水流動） 

B-3.3 緩衝材の膨潤   RD-2.2.1.6 膨潤特性試験
B-1.2 緩衝材の温度 RD-2.2.1 基本特性試験 

RD-3.4.1 熱解析 
RD-4.1.1 熱-水-応力連成解析 

 

B-2.1 緩衝材の水理特性   RD-2.2.1.4 水理特性試験
B-2.2 緩衝材の飽和 RD-2.2.1 基本特性試験 

RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 
 

PF-6 
緩衝材の膨潤 

B-2.3 緩衝材の地下水流動 RD-2.2.1 基本特性試験 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 
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（現象フロー） （ワークツリー） 
現象名称 関連 FEP項目 ワーク項目 

備考 

B-3.1 緩衝材の力学特性 RD-2.2.1 基本特性試験 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 

 

B-3.2 緩衝材の応力 RD-2.2.1 基本特性試験 
RD-4.1.1 熱-水-応力連成解析 
RD-4.2  構造力学安定性評価 

 

B-3.3 緩衝材の体積変化   RD-2.2.1.6 膨潤特性試験
B-4.1 緩衝材の化学特性   RD-2.2.1.7 化学特性試験
B-4.2 緩衝材の地下水化学 PA-4.2  間隙水組成評価 データは B-4.1から。 
B-4.8 緩衝材の化学的変質 PA-4.2  間隙水組成評価 

（追加項目 緩衝材変質試験・評価） 
データは B-4.1から。 

PF-6（続き） 

B-6.2 幾何形状／構造  RD-2.2  緩衝材設計 
G-4.4 ガスの発生／影響 PA-2.1.1 ガラス固化体評価 

PA-2.2  放射線場評価 
 

OP-3.2 オーバーパックの応力 RD-2.1.1 腐食評価 
RD-2.1.2 耐圧評価 
RD-2.2.1.5 力学特性試験（緩衝材） 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 
RD-4.2.4 OP腐食膨張解析 

 

OP-3.3 オーバーパックの破損 RD-2.1.1 腐食評価 
RD-2.1.2 耐圧評価 
RD-4.2.4 OP腐食膨張解析 

 

OP-4.1 オーバーパックの化学特性 RD-2.1  オーバーパック設計 
RD-4.3  化学特性評価 

 

OP-4.2 オーバーパックの地下水化学 RD-2.1.4 OP仕様設定 
PA-4.2  間隙水組成評価 

データは OP-4.1から。 

PF-7 
オーバーパックの腐食 

OP-4.5 腐食生成物の生成   RD-2.1.1 腐食評価
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（現象フロー） （ワークツリー） 
現象名称 関連 FEP項目 ワーク項目 

備考 

OP-4.6 ガスの発生／影響 RD-2.1.1 腐食評価 
RD-4.3.1 OP腐食生成ガス評価 

 

OP-4.7 微生物の影響 RD-2.1.1.1 材料選定 
RD-2.1.1.2 腐食シナリオ 

 

OP-4.8 有機物の影響 （追加項目 有機物影響試験・評価）  
OP-4.9 コロイドの形成 RD-2.1.1 腐食評価 

PA-4.2  間隙水組成評価 
 

OP-5.3 腐食生成物の放射線損傷 RD-2.1.1 腐食評価 
PA-2.2  放射線場評価 

本来はさらに試験データ

が必要と考えられるが，追

加項目は特定しない。 
B-4.2 緩衝材の中の地下水化学 RD-2.2.1.7 化学特性試験 

PA-4.2  間隙水組成評価 
 

PF-7（続き） 

B-4.4 ガスの発生／影響 RD-2.1.1 腐食評価 
RD-4.3.1.2 ガス移行解析 

 

G-3.3 ガラス固化体の割れ （追加項目 ガラス固化体物性試験）  
OP-3.1 オーバーパックの力学特性 RD-2.1.2 耐圧評価 

RD-2.1.4 OP仕様設定 
 

OP-3.2 オーバーパックの応力 RD-2.1.1 腐食評価 
RD-2.1.2 耐圧評価 
RD-2.2.1.5 力学特性試験（緩衝材） 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 
RD-4.2.4 OP腐食膨張解析 

 

PF-8 
オーバーパックの破損 

OP-3.4 オーバーパックの腐食膨張 RD-2.1.1 腐食評価 
RD-4.2.4 OP腐食膨張解析 
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（現象フロー） （ワークツリー） 
現象名称 関連 FEP項目 ワーク項目 

備考 

OP-4.2 オーバーパックの地下水化学 RD-2.1  オーバーパック設計 
RD-2.1.4 OP仕様設定 
RD-4.3  化学特性評価 
PA-4.2  間隙水組成評価 

 PF-8（続き） 

OP-4.4 オーバーパックの腐食   RD-2.1.1 腐食評価
G-1.3 ガラス固化体の熱膨張 RD-3.4.1 熱解析 

RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 
（追加項目 ガラス固化体物性試験） 

 

G-3.1 ガラス固化体の力学特性 （追加項目 ガラス固化体物性試験）  
G-3.2 ガラス固化体の応力 （追加項目 ガラス固化体物性試験） 

（追加項目 ガラス固化体応力解析） 
 

G-3.3 ガラス固化体の割れ （追加項目 ガラス固化体物性試験）  
G-6.2 幾何形状／間隙構造 （追加項目 ガラス固化体物性試験）  
G-7.1 ガラス固化体の組成不良 （追加項目 ガラス固化体物性試験）  
OP-3.2 オーバーパックの応力 RD-2.1.1 腐食評価 

RD-2.1.2 耐圧評価 
RD-2.2.1.5 力学特性試験（緩衝材） 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 
RD-4.2.4 OP腐食膨張解析 

 

OP-3.3 オーバーパックの破損 RD-2.1.2 耐圧評価 
RD-2.1.4 OP仕様設定 

 

PF-9 
ガラスの破損 

OP-3.4 オーバーパックの腐食膨張 RD-2.1.1 腐食評価 
RD-4.2.4 OP腐食膨張解析 

 

H-4.1 母岩の化学特性   GS-0  地質環境条件（化学特性）
H-4.3 母岩と地下水の反応   PA-4.1  地下水組成評価
H-4.5 微生物の影響 （追加項目 微生物影響試験・評価）  

PF-10 
地下水化学 

H-4.6 有機物の影響 （追加項目 有機物影響試験・評価）  
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（現象フロー） （ワークツリー） 
現象名称 関連 FEP項目 ワーク項目 

備考 

H-5.2 母岩中の間隙水の放射線分解 （追加項目 放射線分解試験・評価）  PF-10（続き） 
D-4.2 プラグ・支保等の地下水化学 RD-3.1.2 支保工設計 

RD-3.6.1 プラグ設計 
RD-3.6.6 埋め戻し材設計 
PA-4.2  間隙水組成評価 
PA-4.1  地下水組成評価 

 

D-4.1 プラグ・支保等の化学特性 RD-3.1.2 支保工設計 
RD-3.6.1 プラグ設計 
RD-3.6.6 埋め戻し材設計 

 

D-4.3 プラグ・支保等と地下水の反応   PA-4.2  間隙水組成評価
D-4.5 微生物の影響 （追加項目 微生物影響試験・評価）  
D-4.6 有機物の影響 （追加項目 有機物影響試験・評価）  
D-5.2 母岩中の間隙水の放射線分解 （追加項目 放射線分解試験・評価）  
H-4.2 母岩中の地下水化学 GS-0  地質環境条件（化学特性） 

PA-4.1  地下水組成評価 
 

PF-11 
支保間隙水の化学 

B-4.2 緩衝材中の地下水化学 RD-2.2.1.7 化学特性試験 
PA-4.2  間隙水組成評価 

 

B-2.1 緩衝材の水理特性   RD-2.2.1.4 水理特性試験
B-3.2 緩衝材の応力 RD-2.2.1 基本特性試験 

RD-2.2.2.1 応力緩衝性検討 
RD-4.1.1 熱-水-応力連成解析 

 

B-4.1 緩衝材の化学特性   RD-2.2.1.7 化学特性試験
B-4.2 緩衝材中の間隙水の放射線分解 （追加項目 放射線分解試験・評価）  
B-4.3 緩衝材と地下水の反応 PA-4.2  間隙水組成評価  
B-4.5 微生物の影響 （追加項目 微生物影響試験・評価）  

PF-12 
緩衝材間隙水の化学 

B-4.6 有機物の影響 （追加項目 有機物影響試験・評価）  
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（現象フロー） （ワークツリー） 
現象名称 関連 FEP項目 ワーク項目 

備考 

B-4.8 緩衝材の化学的変質 RD-2.2.1.7 化学特性試験 
PA-4.2  間隙水組成評価 
（追加項目 緩衝材変質試験・評価） 

 

B-4.9 塩の蓄積 RD-2.2.1 基本特性試験 
RD-4.1.1 熱-水-応力連成解析 
PA-4.2  間隙水組成評価 

 

B-6.3.2 拡散   PA-5.1  人工バリア中移行特性データ取得
B-6.3.3 収着   PA-5.1  人工バリア中移行特性データ取得
B-6.3.4 沈澱／溶解  PA-4.3  溶解度評価 
OP-4.2 オーバーパックの地下水化学 RD-2.1  オーバーパック設計 

RD-2.1.4 OP仕様設定 
RD-4.3  化学特性評価 
PA-4.2  間隙水組成評価 

 

OP-4.4.1 全面腐食   RD-2.1.1 腐食評価
OP-4.4.2 孔食   RD-2.1.1 腐食評価
OP-4.4.3 すきま腐食   RD-2.1.1 腐食評価
OP-4.4.4 応力腐食割れ RD-2.1.1 腐食評価 

RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 
RD-4.2  構造力学安定性評価 

 

PF-12（続き） 

G-4.2 ガラス固化体の周囲の地下水化学   PA-4.2  間隙水組成評価
B-1.2 緩衝材の温度 RD-2.2.1 基本特性試験 

RD-3.4.1 熱解析 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 

 

B-2.1 緩衝材の水理特性   RD-2.2.1.4 水理特性試験

PF-13 
緩衝材の化学的劣化 

B-2.3 緩衝材中での地下水流動 RD-2.2.1 基本特性試験 
RD-2.2.2 緩衝材仕様設定 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 
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（現象フロー） （ワークツリー） 
現象名称 関連 FEP項目 ワーク項目 

備考 

B-4.1 緩衝材の化学特性   RD-2.2.1.7 化学特性試験
B-4.2 緩衝材の地下水化学 PA-4.2  間隙水組成評価 データは B-4.1から。 
B-4.3 緩衝材と地下水の反応 PA-4.2  間隙水組成評価 データは B-4.1から。 
B-4.8 緩衝材の化学的変質 PA-4.2  間隙水組成評価 

（追加項目 緩衝材変質試験・評価） 
データは B-4.1から。 

PF-13（続き） 

B-6.1 緩衝材の物質移動特性   RD-2.2.1.8 物質移行特性試験
G-4.8 ガラス固化体の化学的変質 RD-3.4.1 熱解析 

RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 
（追加項目 ガラス固化体物性試験） 

 
 

G-5.1 ガラス固化体中での核種の放射性
崩壊 

PA-2.1.1 ガラス固化体評価 
PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 

 

PF-14 
放射線分解 

G-5.2 ガラス固化体周囲の地下水の放射
性分解 

PA-2.2  放射線場評価 
（追加項目 放射線分解試験・評価） 

 

G-1.1 ガラス固化体の熱物性 （追加項目 ガラス固化体物性試験）  
G-1.2 ガラス固化体の温度 RD-3.4.1 熱解析 

（追加項目 ガラス固化体物性試験） 
 

G-1.3 ガラス固化体の熱膨張 RD-3.4.1 熱解析 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 

データは G-1.1より。 

G-3.1 ガラス固化体の力学特性 （追加項目 ガラス固化体物性試験）  
G-3.2 ガラス固化体の応力 （追加項目 ガラス固化体物性試験） 

（追加項目 ガラス固化体応力解析） 
 

G-3.3 ガラス固化体の割れ PA-5.1.1.1 ガラス溶解試験 
（追加項目 ガラス固化体物性試験） 

 

G-4.1 ガラス固化体の化学特性 （追加項目 ガラス固化体物性試験）  

PF-15 
ガラスの溶解 

G-4.2 ガラス固化体周囲の地下水化学 PA-4.2  間隙水組成評価 
PA-5.1.1.1 ガラス溶解試験 
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（現象フロー） （ワークツリー） 
現象名称 関連 FEP項目 ワーク項目 

備考 

G-4.3 ガラス固化体の溶解   PA-5.1.1.1 ガラス溶解試験PF-15（続き） 
G-4.8 ガラス固化体の化学的変質  PA-4.2  間隙水組成評価 

（追加項目 ガラス固化体物性試験） 
G-6.1 ガラス固化体周辺の物質移動特性   PA-5.1  人工バリア中移行特性データ取得
G-6.2 ガラス固化体からの核種の溶出 

G-6.2.1 核種の調和的な溶出 
G-6.2.2 沈殿／溶解 

PA-4.3  溶解度評価 
PA-5.1.1 ガラス溶解速度設定 
PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 

 

B-4.2 緩衝材の地下水化学 
（OP-4.2 オーバーパックの地下水化学） 

RD-2.2.1.7 化学特性試験  

 RD-2.1.1 腐食評価 
RD-2.1.2 耐圧評価 
RD-2.2.1.5 力学特性試験（緩衝材） 

RD-4.2.4 OP腐食膨張解析 

 

OP-3.3 オーバーパックの破損 RD-2.1.1 腐食評価 
RD-2.1.2 耐圧評価 
RD-4.2.4 OP腐食膨張解析 

OP-3.4 オーバーパックの腐食膨張 RD-2.1.1 腐食評価  

PA-5.1.1 ガラス溶解速度設定
G-5.1 ガラス固化体中での核種の放射性
崩壊 

PA-2.1.1 ガラス固化体評価 
PA-2.1.3 核種インベントリ 

 

G-5.3 ガラス固化体の放射線損傷 （追加項目 ガラス固化体物性試験）  

PF-16 
核種の溶出 

PA-4.2  間隙水組成評価 

PA-4.2  間隙水組成評価 
OP-3.2 オーバーパックの応力

RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 

 

RD-4.2.4 OP腐食膨張解析 
G-4.3 ガラス固化体の溶解   

PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 

G-6.1 ガラス固化体周囲の物質移動特性   PA-5.1  人工バリア中移行特性データ取得
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（現象フロー） （ワークツリー） 
現象名称 関連 FEP項目 ワーク項目 

備考 

G-6.3.2 沈殿／溶解 PA-4.3  溶解度評価 
PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 

 

OP-5.1 腐食生成物中での核種の放射性
崩壊 

PA-5.1  人工バリア中移行特性データ取得 
PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 

OP-6.3.1 移流／分散 PA-5.1  人工バリア中移行特性データ取得 
PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 

 

OP-6.3.2 拡散 PA-5.1.3 拡散係数測定 
PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 

 

OP-6.3.3 収着 PA-5.1.2 分配係数測定  

OP-6.3.4 沈殿／溶解
PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 

 

RD-2.2.2 緩衝材仕様設定 
PA-5.3  人工バリア中核種移行評価 
（追加項目 コロイド形成モデル） 

 

OP-6.3.6 ガスによる移行 RD-4.3.1 OP腐食生成ガス評価 
PA-5.3  人工バリア中核種移行評価 

 

G-1.2 ガラス固化体の温度
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 
（追加項目 ガラス固化体物性試験） 

 

G-4.2 ガラス固化体周囲の地下水化学  PA-4.2  間隙水組成評価 
G-6.1 ガラス固化体周辺の物質移動特性   PA-5.1  人工バリア中移行特性データ取得
G-6.2 幾何形状／間隙構造 RD-1.1  対象固化体選定 

RD-2.1.4 OP仕様設定 
RD-2.2.2 緩衝材仕様設定 

 

PF-17 
溶解・沈殿 

腐食生成物中での核種の

拡散／収着データ。 

PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 
 PA-4.3  溶解度評価 

OP-6.3.5 コロイドによる移行 

PF-16（続き） 

 

（追加項目 放射線分解試験・評価） 
 RD-3.4.1 熱解析 

G-6.3 核種の調和的な溶解   PA-4.3  溶解度評価
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（現象フロー） （ワークツリー） 
現象名称 関連 FEP項目 ワーク項目 

備考 

OP-5.1 腐食生成物中での核種の放射性
崩壊 

PA-5.1  人工バリア中移行特性データ取得 
PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 

腐食生成物中での核種の

拡散／収着データ。 
OP-6.3.1 移流／分散 PA-5.1  人工バリア中移行特性データ取得  

PA-5.1.3 拡散係数測定 
PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 

 

OP-6.3.3 収着 PA-5.1.2 分配係数測定 
PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 

 

OP-6.3.4 沈殿／溶解 PA-4.3  溶解度評価 
PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 

OP-6.3.5 コロイドによる移行
PA-5.3  人工バリア中核種移行評価 
（追加項目 コロイド形成モデル） 

 

OP-6.3.6 ガスによる移行 RD-4.3.1 OP腐食生成ガス評価 
PA-5.3  人工バリア中核種移行評価 
（追加項目 放射線分解試験・評価） 

 

B-2.3 緩衝材中での地下水流動 RD-2.2.2 緩衝材仕様設定 
RD-2.2.1 基本特性試験 
RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析 

 

RD-2.2.1.7 化学特性試験 
PA-4.2  間隙水組成評価 

 

PF-18 
緩衝材中の核種移行 

B-4.4 ガスの発生／影響 RD-4.3.1 OP腐食生成ガス評価 
PA-5.3  人工バリア中核種移行評価 

 

PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 
OP-6.3.2 拡散 

 

 RD-2.2.2 緩衝材仕様設定 

PF-17（続き） 

 

PA-3.3.4 水理解析 
B-4.2 緩衝材中の地下水化学 

（追加項目 放射線分解試験・評価） 
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（現象フロー） （ワークツリー） 
現象名称 関連 FEP項目 ワーク項目 

備考 

B-4.7 コロイドの形成 RD-2.2.2 緩衝材仕様設定 
PA-5.3  人工バリア中核種移行評価 
（追加項目 コロイド形成モデル） 

 

B-4.8 緩衝材の化学的変質 RD-2.2.1.7 化学特性試験 
PA-4.2  間隙水組成評価 
（追加項目 緩衝材変質試験・評価） 

 

B-6.1 緩衝材の物質移動特性  RD-2.2.1 基本特性設定 

PF-18（続き） 

B-6.2 幾何形状／間隙構造   RD-2.2  緩衝材設計
B-6.3 緩衝材中での核種の移行 

B-6.3.1 移流／分散 
B-6.3.2 拡散 
B-6.3.3 収着 

B-6.3.5 コロイドによる移行 
B-6.3.6 ガスによる移行 

RD-4.3.1 OP腐食生成ガス評価 

PA-5.1  人工バリア中移行特性データ取得 
PA-5.3  人工バリア中核種移行評価 
（追加項目 コロイド形成モデル） 
（追加項目 放射線分解試験・評価） 

 

G-6.2 ガラス固化体からの核種の溶出 PA-5.1.1 ガラス溶解速度設定 
PA-5.3  人工バリア中核種移行評価 

 

OP-6.3 腐食生成物中での核種の移行 PA-5.1  人工バリア中移行特性データ取得 
PA-5.3  人工バリア中核種移行評価 

腐食生成物中での核種の

拡散／収着データ。 
D-6.3 プラグ・支保等中の核種の移行 PA-5.1  人工バリア中移行特性データ取得 

PA-5.3  人工バリア中核種移行評価 
プラグ，埋め戻し材等での

核種の拡散／収着データ。 
H-6.3 母岩中での核種の移行 PA-5.2  天然バリア中移行特性データ取得 

PA-5.4  天然バリア中核種移行評価 
 

PA-4.3  溶解度評価 

B-6.3.4 沈殿／溶解 
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（現象フロー） （ワークツリー） 
現象名称 関連 FEP項目 ワーク項目 

備考 

B-6.3 緩衝材中での核種の移行 
B-6.3.1 移流／分散 

B-6.3.3 収着 
B-6.3.4 沈殿／溶解 
B-6.3.5 コロイドによる移行 
B-6.3.6 ガスによる移行 

RD-4.3.1 OP腐食生成ガス評価 

PA-5.1  人工バリア中移行特性データ取得 
PA-5.3  人工バリア中核種移行評価 
（追加項目 コロイド形成モデル） 

 

D-6.3.1 移流／分散 
D-6.3.2 拡散 
D-6.3.3 収着 

D-6.3.5 コロイドによる移行 
D-6.3.6 ガスによる移行 

PA-5.1  人工バリア中移行特性データ取得 
PA-5.3  人工バリア中核種移行評価 

プラグ，埋め戻し材等での

核種の拡散／収着データ。 

H-2.3 母岩中での地下水流動

PF-19 
母岩中の核種移行 PA-4.3  溶解度評価 

B-6.3.2 拡散 

（追加項目 放射線分解試験・評価） 

D-6.3 プラグ・支保等中の核種の移行 

D-6.3.4 沈殿／溶解 

  PA-3.1  亀裂ネットワークモデル構築 
PA-3.2  パイプネットワークモデル構築 
PA-3.3  連続体モデル構築 

H-4.2 母岩中の地下水化学 GS-0  地質環境条件（化学特性） 
PA-4.1  地下水組成評価 

 

H-4.4 ガスの発生／影響 RD-4.3.1 OP腐食生成ガス評価  

H-4.5 微生物の影響
（追加項目 微生物影響試験・評価） 

 

H-4.6 有機物の影響
（追加項目 有機物影響試験・評価） 

 

PA-5.4  天然バリア中核種移行評価 
（追加項目 コロイド形成モデル） 

PA-5.4  天然バリア中核種移行評価 
 PA-5.4  天然バリア中核種移行評価 

 PA-5.4  天然バリア中核種移行評価 

H-4.7 コロイドの形成  
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（現象フロー） （ワークツリー） 
現象名称 関連 FEP項目 ワーク項目 

備考 

H-5.1 母岩中での核種の放射性崩壊
H-6.1 母岩の物質移動特性 
H-6.2 幾何学形状，間隙／亀裂の構造

PA-3.1.2 ネットワークモデル構築 
 

PF-19（続き） 

H-6.3 母岩中の核種の移行 
H-6.3.1 移流／分散 
H-6.3.2 拡散 

H-6.3.4 沈殿／溶解 
H-6.3.5 コロイドによる移行 
H-6.3.6 ガスによる移行 

RD-4.3.1 OP腐食生成ガス評価 
PA-4.1  地下水組成評価 

PA-5.2  天然バリア中移行特性データ取得 
PA-5.4  天然バリア中核種移行評価 
（追加項目 コロイド形成モデル） 
（追加項目 放射線分解試験・評価） 

 

H-2.3 母岩中での地下水流動 GS-0  地質環境条件（水理特性） 
PA-3.1  亀裂ネットワークモデル構築 

PF-20 
断層破砕帯中の核種移行 

   PA-5.4  天然バリア中核種移行評価
GS-0  地質環境条件（移行特性）  

 PA-3.1.1 亀裂パラメータ設定 

PA-4.3  溶解度評価 
H-6.3.3 収着 

 

PA-3.2  パイプネットワークモデル構築 
PA-3.3  連続体モデル構築 

H-4.2 母岩中の地下水化学 GS-0  地質環境条件（化学特性） 
PA-4.1  地下水組成評価 

 

H-4.4 ガスの発生／影響 RD-4.3.1 OP腐食生成ガス評価 
PA-5.4  天然バリア中核種移行評価 

 

PA-5.4  天然バリア中核種移行評価 
（追加項目 微生物影響試験・評価） 

 

H-4.6 有機物の影響 PA-5.4  天然バリア中核種移行評価 
（追加項目 有機物影響試験・評価） 

 

H-4.7 コロイドの形成  
（追加項目 コロイド形成モデル） 

 

H-5.1 母岩中での核種の放射性崩壊   PA-5.4  天然バリア中核種移行評価

（追加項目 放射線分解試験・評価） 
H-4.5 微生物の影響 

 PA-5.4  天然バリア中核種移行評価
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（現象フロー） （ワークツリー） 
現象名称 関連 FEP項目 ワーク項目 

備考 

H-6.1 母岩の物質移動特性   GS-0  地質環境条件（移行特性）
H-6.2 幾何学形状，間隙／亀裂の構造 PA-3.1.1 亀裂パラメータ設定  

PF-20（続き） 

H-6.3 母岩中の核種の移行 
H-6.3.1 移流／分散 
H-6.3.2 拡散 
H-6.3.3 収着 

H-6.3.5 コロイドによる移行 
H-6.3.6 ガスによる移行 

RD-4.3.1 OP腐食生成ガス評価 

PA-4.3  溶解度評価 
PA-5.2  天然バリア中移行特性データ取得 
PA-5.4  天然バリア中核種移行評価 

（追加項目 放射線分解試験・評価） 

 

H-2.3 母岩中での地下水流動
PA-3.1  亀裂ネットワークモデル構築 
PA-3.2  パイプネットワークモデル構築 
PA-3.3  連続体モデル構築 

 

H-6.3 母岩中での核種の移行   PA-5.4  天然バリア中核種移行評価

PF-21 
生物圏での核種移行 

（生物圏 FEP）  

PA-3.1.2 ネットワークモデル構築 

PA-4.1  地下水組成評価 

H-6.3.4 沈殿／溶解 
（追加項目 コロイド形成モデル） 

 GS-0  地質環境条件（水理特性） 

PA-5.5  生物圏評価  
PF-22 
被ばく 

（生物圏 FEP） PA-5.5  生物圏評価 
PA-5.6  総合安全性評価 
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３．データ追跡性機能の検討 

 

３．１ 技術情報データベースとパラメータセット・データベースの整合 

 統合解析システムは，ワークツリー（ワーク項目）および現象／特性フローに係わる情報

は技術情報データベースとして構築・管理し，評価に必要な変数項目（デジタル値等）はパ

ラメータセット・データベースとして構築・管理する構成を考えている。このため，データ

の整合性・追跡性等の要求事項に対して，パラメータセット・データベースと技術情報デー

タベースのリンクを確保する必要がある。図 3-1に示すように，技術情報へのアクセスは，

処分場モデルからのアクセスとワークツリー（ワーク項目）からのアクセスの機能が求めら

れる。 

 

図３－１ データの階層構造と管理 

 
①処分場モデルからのアクセス 

 画面上に描画された処分場モデルに対して設定されているパラメータを確認し（属性

表示モジュールで実現），そこから各パラメータの設定根拠をまとめた技術情報へのア

クセスを可能とする。 

②ワークツリーからのアクセス 

 地層処分の研究３分野間の技術情報（データや判断等）のリンクと追跡性を確保するため，

技術情報の体系化の検討結果（前記２章の体系化の成果）を参考に，技術情報の追跡機能に

係わるデータベースの構造設計ならびにシステム機能の設計検討を行う。なお，ここでは，

地質環境条件に関する 3次元データ等も検討対象に含め，処分場の 3D-CADモデルとの親

和性についても検討する。 

 

統合解析システム 知識ベース 

処分場モデル 

現象フロー 

ワークフロー 

ワークシート 

現象項目 技術情報 

構成要素 

解析情報 

パラメータセット 

解析データ 

ワークツリー 

ワーク項目 

技術情報ＤＢ 

パラメータセットＤＢ 
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 ワークツリーとして表示された各ワーク項目から，当該ワーク項目の技術情報をまと

めたワークシートを介して，設定されたパラメータが使用されている処分場モデルにア

クセスし，解析データの作成や解析結果の確認を可能とする。 

 
 このような機能を実現するため，SR97の THMCダイアグラムと同様の形式で，ワーク

ツリーのワーク項目とパラメータセットの対応関係について整理することが有効と考えら

れる。ここでは，表 2-1および表 2-2に示した設計および性能評価のワーク項目とパラメー

タセット（変数項目）の関連付けを検討する。なお，地質環境情報については，変数項目へ

の入力情報を提供するものであり，変数項目を介して関連するワーク項目へ伝播することに

なる。 

 
 変数項目は，パラメータセット・データベースの構造，データ項目と密接に関連する。パ

ラメータセット・データベースについては製作設計で別途検討中であるが，データベース構

造を図 3-2および図 3-3に，変数項目を表 3-1に示す。入力用データ（特性変数）について

は，少なくとも一つ以上のワーク項目との関連付けが必要となる。なお，表 3-1では，状態

変数は場の特性を表す変数で地質環境調査あるいは評価・解析の結果として得られる値，特

性変数は物性値もしくは入力パラメータとして使用される値として，大まかに分類した。（必

ずしも，物理的な意味での分類ではない。） 

 

 表 3-1の変数項目に対して，設計および性能評価のワーク項目との対応を整理するための

マトリクスを表 3-2および表 3-3に示す。 
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処分坑道 

1 

* 
処分場モデル 

母岩 

断層 

パネル 
支保 

処分孔 

緩衝材 

オーバーパック 

ガラス固化体 

岩盤物性 

ｵｰﾊﾞｰﾊﾟｯｸ物性 

支保物性 

緩衝材物性 

ガラス固化体特性 

1 

1 

1..* 

1..* 

1 * 

1 

1..* 

1 

0,1 * 1 

1 * 

* 1 

1 

1 
人工バリア 

1 

1..* 

1 

1 

1 
1 

1 

1 

1 

0,1 

* 

1 

埋め戻し材 

1 

処分坑道 

1 

埋め戻し材物性 
1 

EDZ 

1 

0,1 

EDZ特性 
1 * 

* 

断層特性 
1 * 

* 

* 

* 

* 

処分場特性 
1 

* 

1 

1 

 
図３－２ パラメータセット・データベースのデータ構造（１） 処分場構成要素・物性 
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処分場モデル 解析データ 

解析リレーション 

1 1..* * 

ユーザ情報 

コンフィグレーション 

操作履歴 

* 

1 

1 

* 

地下水組成 核種移行特性 核種特性 

0,1 

* 

解析情報 

* 

1 

* 

1 

* 

岩盤物性 

断層特性 

支保物性 

緩衝材物性 

オーバーパック物性 

ガラス固化体特性 

EDZ物性 

埋め戻し材物性 

解析の種類に応じて物性

／特性データとのリレー

ションを持つ。 

処分場特性 

* 1 

 
図３－３ パラメータセット・データベースのデータ構造（２） 特性・解析情報 
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表３－１ 変数項目リスト 

データ項目 備考 
熱特性  
水理特性 

・地下水流速 
・含水比 
・過剰間隙水圧 

 

・せん断応力 
・せん断ひずみ 
・局所安全率 
・有効平均応力 

 

化学特性 ・地下水／間隙水組成（pH，Eh，
イオン強度，元素濃度；評価値） 
・蓄積ガス圧 
・ガス／間隙水素排出量 

 

物質移行特性 ・核種濃度 
・核種移行率 

 

状態変数 
分類 

・温度 
・不透水係数場 

・EDZ通過流量 
力学特性 

放射線 ・インベントリ（核種量，発熱量，

放射能量，毒性指数） 
・放射線発生量 
・線量への換算係数 
・吸収線量率（線量当量率） 

 

幾何形状 ・長さ（厚さ）／直径（内径） 

・定置方式／深度 
・坑道離間距離 
・廃棄体埋設ピッチ 

基本物性 ・材質／岩種 

・真密度（乾燥密度） 
・飽和密度 
・初期含水比 
・ケイ砂混合率 
・ベントナイト混合率 

 

熱特性 
・比熱 
・線膨張係数（熱膨張係数） 
・地表面温度 
・地温勾配 

 

特性変数 

水理特性 ・透水係数（透水量係数） 
・動水勾配 

・水分拡散係数 
・固有透過度 

 

 
・高さ 

・間隙率 

・熱伝導率 

・飽和透水係数 

 -127-



JNC TJ8400 2003-037 

分類 データ項目 備考 
力学特性 ・一軸圧縮強度 

・弾性係数 

・動ポアソン比 
・弾性波速度（P波／S波） 
・粘着力 
・内部摩擦角 
・引張強度 

・初期鉛直応力 
・初期水平応力 
・圧縮指数 

・限界状態パラメータ 
・２次圧密係数 
・初期体積ひずみ速度 

・せん断弾性係数 

 

・地下水／間隙水組成（pH，Eh，
イオン強度，元素濃度；実測値） 
・腐食速度 
・ガス発生速度 
・初期ガラス溶解速度 
・残存ガラス溶解速度 
・Si濃度（ガラス固化体） 

 

物質移行特性 ・分配係数 
・溶解度 
・実効拡散係数 
・拡散深さ 
・拡散寄与面積率 
・分散係数（分散長） 
・ガラス表面積 

 

 

放射線 ・対象核種 
・半減期 
・経口摂取換算係数 
・吸入摂取換算係数 

 

 

 

・ポアソン比 

・側圧係数 

・膨潤指数 

・膨潤応力 

化学特性 
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JNC TJ8400 2003-037 表３－２　設計ワーク項目とパラメータセットの相関マトリクス

分類

熱
特
性

温
度

水
理
特
性

不
透
水
係
数
場

地
下
水
流
速

含
水
比

過
剰
間
隙
水
圧

E
D
Z
通
過
流
量

力
学
特
性

応
力

ひ
ず
み

局
所
安
全
率

有
効
平
均
応
力

化
学
特
性

地
下
水
・
間
隙
水
組
成

蓄
積
ガ
ス
圧

ガ
ス
・
間
隙
水
排
出
量

物
質
移
行
特
性

核
種
濃
度

核
種
移
行
率

放
射
線

イ
ン
ベ
ン
ト
リ

放
射
線
発
生
量

線
量
へ
の
換
算
係
数

吸
収
線
量
率
（
線
量
当
量
率
）

幾
何
形
状

長
さ
（
厚
さ
）
／
直
径
（
内
径
）

高
さ

定
置
方
式
／
深
度

坑
道
離
間
距
離

廃
棄
体
埋
設
ピ
ッ
チ 基
本
物
性

材
質
／
岩
種

間
隙
率

真
密
度
（
乾
燥
密
度
）

飽
和
密
度

初
期
含
水
比

ケ
イ
砂
混
合
率

ベ
ン
ト
ナ
イ
ト
混
合
率 熱
特
性

熱
伝
導
率

比
熱

線
膨
張
係
数
（
熱
膨
張
係
数
）

地
表
面
温
度

地
温
勾
配

水
理
特
性

透
水
係
数
（
透
水
量
係
数
）

動
水
勾
配

飽
和
透
水
係
数

水
分
拡
散
係
数

固
有
透
過
度

力
学
特
性

一
軸
圧
縮
強
度

弾
性
係
数

ポ
ア
ソ
ン
比

動
ポ
ア
ソ
ン
比

弾
性
波
速
度
（
P
波
／
S
波
）

粘
着
力

内
部
摩
擦
角

引
張
強
度

側
圧
係
数

初
期
鉛
直
応
力

初
期
水
平
応
力

圧
縮
指
数

膨
潤
指
数

限
界
状
態
パ
ラ
メ
ー
タ

２
次
圧
密
係
数

初
期
体
積
ひ
ず
み
速
度

膨
潤
応
力

せ
ん
断
弾
性
係
数 化
学
特
性

地
下
水
・
間
隙
水
組
成

腐
食
速
度

ガ
ス
発
生
速
度

初
期
ガ
ラ
ス
溶
解
速
度

残
存
ガ
ラ
ス
溶
解
速
度

S
i濃
度
（
ガ
ラ
ス
固
化
体
）

物
質
移
行
特
性

分
配
係
数

溶
解
度

実
効
拡
散
係
数

拡
散
深
さ

拡
散
寄
与
面
積
率

分
散
係
数
（
分
散
長
）

ガ
ラ
ス
表
面
積

放
射
線

対
象
核
種

半
減
期

経
口
摂
取
換
算
係
数

吸
入
摂
取
換
算
係
数

設計条件 対象固化体選定

定置方式選定 ●
処分深度設定 ●

OP設計 腐食評価
材料選定 ●
腐食シナリオ
耐食厚さ設定 ● ●

耐圧評価
形状設定
耐圧厚さ設定

放射線遮へい性
酸化性化学種発生量
遮へい厚さ設定

OP仕様設定 ● ● ●
製作／施工性

緩衝材設計 基本特性設定 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
ベントナイト組成 ●
締固め特性試験
熱特性試験 ● ●
水理特性試験 ● ●
力学特性試験 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
膨潤特性試験
化学特性試験
物質移行特性試験

諸特性試験 ● ●
緩衝材仕様設定

応力緩衝性検討 ●
施工時仕様設定 ● ●
膨潤後仕様設定 ● ● ●

放射線遮へい性
上部遮へい厚さ設定 ●

製作／施工性
坑道設計 坑道断面設定 ● ●

支保工設計
支保工材選定 ●
支保工厚概略検討 ●

空洞安定性評価
空洞安定性評価 自重解析

坑道掘削解析 ●
処分孔掘削解析 ● ●
坑道交差部

坑道耐震安定性 想定荷重設定
成層自由地盤応答解析

水平応答深度
自重解析
坑道掘削解析

耐震安定性評価

坑道配置 熱解析
占有面積 ● ●

レイアウト検討 パネル配置

パネル形状検討
数・規模検討
方向・配置検討

アクセス坑道配置

アクセス方式検討
本数検討
配置検討

主要・連絡坑道配置

プラグ等設計 プラグ設計
製作／施工性
グラウト設計
製作／施工性
埋戻し材基本特性 ● ● ● ● ●

埋戻し材組成
締固め特性試験
熱特性試験
水理特性試験
力学特性試験
膨潤特性試験

埋戻し材設計 ●
製作／施工性

再冠水挙動 THM連成解析
構造力学安定性評価 パラメータ設定

岩盤クリープ解析
OP沈下解析
OP腐食膨張解析
緩衝材流出解析

化学特性評価 ＯＰ腐食生成ガス評価

溶存水素移行解析
ガス移行解析

人工バリア耐震評価 岩盤初期応力解析
人工バリア自重解析
人工バリア固有値解析

地震応答解析
建設・操業・閉鎖 建設

操業
閉鎖

状態変数 特性変数

（黄；アウトプット，青；インプット，緑；両者）
（赤丸：データ設定項目）

ワーク項目
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分類

熱
特
性

温
度

水
理
特
性

不
透
水
係
数
場

地
下
水
流
速

含
水
比

過
剰
間
隙
水
圧

E
D
Z
通
過
流
量

力
学
特
性

せ
ん
断
応
力

せ
ん
断
ひ
ず
み

局
所
安
全
率

有
効
平
均
応
力

化
学
特
性

地
下
水
・
間
隙
水
組
成

蓄
積
ガ
ス
圧

ガ
ス
・
間
隙
水
排
出
量

物
質
移
行
特
性

核
種
濃
度

核
種
移
行
率

放
射
線

イ
ン
ベ
ン
ト
リ

放
射
線
発
生
量

線
量
へ
の
換
算
係
数

吸
収
線
量
率
（
線
量
当
量
率
）

幾
何
形
状

長
さ
（
厚
さ
）
／
直
径
（
内
径
）

高
さ

定
置
方
式
／
深
度

坑
道
離
間
距
離

廃
棄
体
埋
設
ピ
ッ
チ 基
本
物
性

材
質
／
岩
種

間
隙
率

真
密
度
（
乾
燥
密
度
）

飽
和
密
度

初
期
含
水
比

ケ
イ
砂
混
合
率

ベ
ン
ト
ナ
イ
ト
混
合
率 熱
特
性

熱
伝
導
率

比
熱

線
膨
張
係
数
（
熱
膨
張
係
数
）

地
表
面
温
度

地
温
勾
配

水
理
特
性

透
水
係
数
（
透
水
量
係
数
）

動
水
勾
配

飽
和
透
水
係
数

水
分
拡
散
係
数

固
有
透
過
度

力
学
特
性

一
軸
圧
縮
強
度

弾
性
係
数

ポ
ア
ソ
ン
比

動
ポ
ア
ソ
ン
比

弾
性
波
速
度
（
P
波
／
S
波
）

粘
着
力

内
部
摩
擦
角

引
張
強
度

側
圧
係
数

初
期
鉛
直
応
力

初
期
水
平
応
力

圧
縮
指
数

膨
潤
指
数

限
界
状
態
パ
ラ
メ
ー
タ

２
次
圧
密
係
数

初
期
体
積
ひ
ず
み
速
度

膨
潤
応
力

せ
ん
断
弾
性
係
数 化
学
特
性

地
下
水
・
間
隙
水
組
成

腐
食
速
度

ガ
ス
発
生
速
度

初
期
ガ
ラ
ス
溶
解
速
度

残
存
ガ
ラ
ス
溶
解
速
度

S
i濃
度
（
ガ
ラ
ス
固
化
体
）

物
質
移
行
特
性

分
配
係
数

溶
解
度

実
効
拡
散
係
数

拡
散
深
さ

拡
散
寄
与
面
積
率

分
散
係
数
（
分
散
長
）

ガ
ラ
ス
表
面
積

放
射
線

対
象
核
種

半
減
期

経
口
摂
取
換
算
係
数

吸
入
摂
取
換
算
係
数

シナリオ分析 FEPリスト作成
FEP取捨選択
PID作成
シナリオ作成

放射線特性評価 インベントリ評価

ガラス固化体評価
対象核種選定 ● ●
核種インベントリ ●

放射線場評価 ●

水理特性評価
亀裂ネットワークモ
デル構築

亀裂パラメータ設定 ● ● ●
ネットワークモデル構築

EDZモデル化 ● ●
水理解析 ●
移行経路抽出

パイプネットワーク
モデル構築

パイプネットワーク変換

水理解析 ●
連続体モデル構築

水理パラメータ設定 ● ● ●
連続体モデル構築 ●
EDZモデル化 ● ●
水理解析 ●
移行経路抽出

化学特性評価 地下水組成評価

地下水分類
地下水形成反応モデル

熱力学データ整備
地下水組成評価 ●

間隙水組成評価
緩衝材中地球化学モデル

熱力学データ整備
間隙水組成評価 ●

溶解度評価
溶解度試験
熱力学データ整備
溶解度評価
共沈モデル評価
溶解度設定 ●

物質移行特性評価
人工バリア中移行特
性データ取得

ガラス溶解速度設定 ● ● ●
分配係数設定 ●
拡散係数設定 ●

天然バリア中移行特
性データ取得

分散係数設定 ●
分配係数設定 ●
拡散深さ設定 ●
拡散寄与面積率設定 ●
拡散係数設定 ●

人工バリア中核種移
行評価

●

天然バリア中核種移
行評価

亀裂媒体中移行評価 ● ●
多孔質媒体中移行評価 ●
断層中移行評価 ● ●

生物圏評価
移行プロセス設定
被ばくプロセス設定

対象核種選定
評価モデル構築
データ設定
移行・線量評価 ●

全体性能評価
総合安全性評価
不確実性解析

変動シナリオ評価 隆起／侵食
気候海水準変動
火山／火成活動
地震／断層活動

工学的欠陥
人間活動（侵入）

地質環境条件 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

状態変数 特性変数

（黄；アウトプット，青；インプット，緑；両者）
（赤丸：データ設定項目）

ワーク項目
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３．２ システム機能の検討 

 
（１） データベース構造 

 技術情報データベースは，ワーク項目に関連したデータ（ワークシート，ワークフロー）

および現象／特性フローに関連したデータ（現象項目，技術情報）から構成される。これの

データは，２章で検討した対応関係に基づいて互いに関係付けられることにより，関連する

データの効率的な参照が可能となる。また，前記 3.1節で検討したパラメータセットとの関

連付けにより，設定データへの効率的なアクセス（もしくは設定データから技術情報へのア

クセス）が可能となる。 

 技術情報データベースのテーブル構造を図 3-4に示す。また，各テーブルで管理するデー

タ項目を表 3-4にまとめる。 

 

図３－４ 技術情報データベースのテーブル構造 

 

* 

* 

* 1 * 1 * 

* 

（パラメータセットＤＢ） 

* 1 

* 

* 

* 

1 

0, 1 

* 

0, 1 1 

ワークシート 

図表（イメージ） 

ワークフロー 

現象項目 技術情報 

図表（イメージ） 

現象フロー 

ワーク項目 

岩盤物性 緩衝材物性 固化体特性 

断層物性 ＯＰ物性 

支保物性 

地下水組成 

ＥＤＺ物性 

核種移行特性 

埋戻し材物性 

処分場特性 

核種特性 
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表３－４ 技術情報データベースのテーブル構成 

テーブル名称 
ワーク項目 ワーク項目全体を管理する。（表 2-1，表 2-2参照。） 

ワークフロー，ワークシート，現象項目とのリレーションを持つ。 
ワークフロー ワークフロー（静的画面）をイメージデータとして管理する。 

ワークシート ワーク項目に対する技術情報を管理する。（付録１参照。） 

現象項目 現象フローに含まれる現象項目を管理する。（図 2-8参照。） 

現象フロー 現象フロー（静的画面）をイメージデータとして管理する。 

技術情報 現象項目に対する技術情報を管理する。（表 2-5～表 2-26参照。） 
現象項目および図表データとのリレーションを持つ。 

図表（イメージ） 図表データをイメージデータとして管理する。 
ワークシートおよび技術情報とのリレーションを持つ。 

 

 表 2-3の形式で纏めたワーク項目に係わる技術情報（ワークシート，詳細は付録１参照）

ならびに表 2-4の形式で纏めた現象に係わる技術情報の登録・運用方法について検討し，デ

ータベースによるデータ管理方法，システム機能について整理する。 

 
 データベースによる技術情報の管理方法として，表 2-3もしくは表 2-4に示した整理表の

形式で一括して管理する方法と，整理表の各項目を分割して管理する方法の 2つがある（図

3-5 参照）。分割して管理するためには，専用の登録画面（GUI）上で項目毎に情報を入力

する必要があり，登録作業が煩雑となることや，GUI の機能的な制約により数式や図表等

の貼り付けが困難となる。また，データベースの構造上も，項目毎にデータ管理することに

なり，テーブル構造が過度に複雑になることや，将来項目が変更された際の対応が困難とな

る。一方，一括して管理する場合は，ユーザがブランクの表に市販ソフトウェア（例えば，

MS-Word等）で情報を入力することが可能で，数式や図表の貼り付け等にも柔軟に対応で

きる。また，管理項目が少なくなるためデータベースの構造も簡素になる。このため，技術

情報の管理は，表 2-3もしくは表 2-4の形式で一括して管理することする。なお，ファイル

を登録する際は，システム（ブラウザ）での表示が容易な PDF形式とする。 

内 容 

ワーク項目とのリレーションを持つ。 

ワーク項目および図表データ，ならびにパラメータセット・デー

タベースの物性／特性テーブルとのリレーションを持つ。 

ワーク項目，現象フロー，技術情報とのリレーションを持つ。 

現象項目とのリレーションを持つ。 

（２） 登録・運用手順の検討 
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データ 

ベース 

技術情報テーブル 

①識別番号 

②現象名称 

③概要 

④メカニズム 

： 

技術情報 

（市 販 の ワ

ープロソフト

等で作成） 

： 

識別番号 

現象名称 

概要 

メカニズム 

登録用ＧＵＩで入力 

技術情報テーブル 

①識別番号 

②現象名称 

③技術情報 

： 

： 

識別番号 

現象名称 

ファイル名 

ＧＵＩでファイル指定 

＜一括管理・登録＞ ＜項目別管理・登録＞ 

 

図３－５ 技術情報の管理・登録方法 

 

 
 現象・特性フローに含まれる現象項目は，ワーク項目と同様に，各項目名称をデータベー

スで管理し，各項目と技術情報，現象フローを関連付ける。各項目は識別番号（表 2-5参照）

を付与することにより，システムによるソート操作を実現する。技術情報の登録は，ワーク

シートの場合と同様に，現象項目を選択した後，技術情報ファイルを指定して登録を行う。

この際，技術情報と現象項目が関連付けられてデータベースに保存される。現象・特性フロ

ーの登録に関しては，フローに含まれる項目から技術情報を呼び出す必要があり，PDF 形

式（あるいはイメージデータ）のままでは，ユーザが画面上で選択した項目をシステムが識

別することができない。このため，システム側でフローを自動作成するなどの方策を講じる

必要がある。このためには，マトリクス形式など，ある程度フローのフォーマットを規定し

ておく必要がある。この場合，ユーザがフローに含める現象項目を指定することで，システ

ムが現象フローに展開することが可能になる。 

 ワークツリーで展開されるワーク項目は，一つ一つの項目名称をデータベースで管理し，

各項目と技術情報（ワークシート），ワークフローを関連付ける。各項目は識別番号（表 2-1，

表 2-2参照）を付与することにより，システムによる昇順／降順のソートが可能になり，項

目の追加や削除を行った際にもツリーの自動展開が可能となる。技術情報（ワークシート，

付録１参照）の登録は，ワーク項目を選択した後，上述したように技術情報ファイルを指定

して登録を行う。この際，技術情報はワーク項目と関連付けられてデータベースに保存され

る。また，ワークフローの登録に関しては，ワークシートと同様に，ユーザが作成したフロ

ーをファイル形式（PDF 形式あるいはイメージデータ）で登録する。この際，フローに関

連する（含まれる）ワーク項目をユーザが一つ一つ指定することになる。 
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（３） 現象・特性フローの表示形態 

 2.5節で述べた安全評価に係わる現象・特性フローのシステム化について検討する。図 2-8

に示したフローは，第２次取りまとめのレファレンスケースを参考に，安全評価（核種移行

評価）と密接に関連すると考えられる現象を，それらの伝播（生起順序）を考慮して作成し

たものである。しかしながら，研究開発の進展に伴って考慮するべき現象（評価に取り込む

現象）が変更された場合，その都度フローを作成する必要があり，ユーザの作業が煩雑にな

る恐れがある。 

 
 一方で，安全評価（核種移行評価）に影響を及ぼすと考えられる現象を，あらかじめ全て

抽出しておき，評価に応じて表示項目を変える方法もある。この方法は Full PID（例えば，

図 2-1 をより複雑にした PID）に該当するもので，現象の伝播（時間的順列）を考えたフ

ローの作成作業が非常に大変で，特に FEP項目が変更（追加等）された場合の対応が困難

となる（フロー作成は基本的にユーザ作業）。一方，時間的順列を考えないで現象リストと

して利用する場合は，マトリクス形式の表示方法が有効となる。一例として，第２次取りま

とめの包括的 FEPから抽出した，安全評価上考慮するべき現象マトリクスを表 3-5に示す。

構成要素毎に，各特性に関する現象を整理したもので，現象項目の変更（追加等）への対応

も容易である。（システム製作の面でも，表示，変更対応に関する処理が容易となる。）なお，

フロー表示の場合とマトリクス表示の場合で，データベース構造（テーブルの属性，リンク）

を変更しなければいけない可能性があり，システム製作上はどちらかの方法を採用すること

が望ましい。 

 

 

 技術情報をプロジェクトマネージメントの視点で活用する場合，進捗状況が迅速に検索・

閲覧できることが望ましい。このため，ワーク項目あるいは現象項目の属性の一つに，ステ

ータス項（簡単なコメント等を入力・管理）を設け，これをデータ項目として管理すること

により，データベースからステータス項だけを抽出・一覧表示する機能を実現する。 
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表３－５ 包括的ＦＥＰリストに基づく現象マトリクス（全体） 

特性 ガラス固化体 オーバーパック 緩衝材 プラグ／グラウト，

支保，埋戻し材 
母岩 大規模な 

断層破砕帯 生物圏 

PF-1 発熱 PF-2 伝熱 PF-2 伝熱 PF-2 伝熱 PF-2 伝熱   
熱 

 PF-** 熱膨張      PF-** 熱膨張 PF-** 熱膨張 PF-** 熱膨張

水理 － － PF-5 冠水および
地下水流動 PF-4 地下水流動 PF-3 地下水流動   PF-** 地下水流動

PF-9 破損（割れ） PF-8 破損 PF-6 膨潤（圧密）     PF-* 膨潤（圧密） PF-** クリープ
 PF-** 腐食膨張   PF-** 流出 PF-** 流出  力学 
      PF-** 沈下 PF-** 変形 PF-** 変形

PF-15 ガラス溶解 PF-7 腐食 PF-11 間隙水化学 PF-11 支保間隙水
の化学 PF-10 地下水化学   PF-** 地下水化学

PF-** 化学的劣化 PF-**  ガスの蓄
積・破過 PF-13 化学的劣化     PF-** 化学的劣化 PF-** 化学的変質

 PF-** 塩の蓄積

化学 

       FP-** ガス破過
PF-14 放射線分解 PF-14 放射線分解 PF-14 放射線分解 PF-14 放射線分解    

放射線 
PF-** 放射線損傷      PF-** 放射線損傷 PF-** 放射線損傷 PF-* 放射線損傷 
PF-16 核種溶出 PF-** 核種移行 PF-18 核種移行 PF-** 核種移行 PF-19 核種移行 PF-20 核種移行 PF-21 核種移行 

PF-17 沈殿・溶解  PF-** コロイド破
過 

PF-** コロイド移
行 

PF-** コロイド移
行 

PF-** コロイド移
行 PF-22 被ばく 移行 

 

PF-** 製作不良     PF-** 製作不良 PF-** 製作不良 PF-** 製作不良 PF-** シール不良
／変質 

PF-** 施工不良 PF-** 施工不良
PF-** 地震・断層活動，PF-** 火山・火成活動，PF-** 隆起・侵食，PF-** 気候・海水準変動，PF-** 隕石の落下 

システ
ム擾乱 

PF-** ボーリング，PF-** 井戸の掘削・採水 

      

    -**   PF  臨界

       

（補足）網掛けは図 2-8で示した現象・特性フローに含まれる項目で，これらの項目に対しては技術情報（表 2-5～表 2-26）を整理している。 
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（４） 地質環境条件に係わる３次元データとの親和性 

 本項では，処分場の設計・安全評価体系に係る統合解析システムと地質環境情報との有機

的な連携手法について検討を行うことにより，3分野の統合化に向けた枠組みの概念を示す。

ここでは，深地層の科学的研究で取り扱われる 3 次元データとの親和性，統合解析システ

ムに格納されている情報との関連（追跡性）について記載する。 

 
(a) 対象とする地質環境条件 

 サイクル機構殿では，地質環境条件に係る統合化の研究が実施されていることや，別途，

委託研究において，地質環境分野を対象とした統合化システムの検討で，生データから加

工データまでの一元管理システムの設計が実施されている。 

 
 東濃地科学センター（Tono Geosciences Center，以下 TGC）で作成された図 3-6に示

す統合化データフローは，主に原位置調査，データ取得から当該流域を対象とした水理地

質構造モデルの構築・シミュレーションまでの考え方や情報の流れを整理したものであり，

解析結果やエンドユーザへのアウトプットに寄与する重要因子を把握することを意図し

たものである。これらは，原位置で取得されたボーリング柱状図，コア観察記録，坑内映

像，電磁気探査，孔間水理試験などの膨大な情報（生データ）に基づき，地質年代にわた

る水理水文学的諸過程を勘案した解釈を試みるプロセスである。したがって，使用する解

析モデルやそれに規制される概念化の相違により，多様な考え方や情報の流れが整理され

ることになる。 

 

 -136-



JNC TJ8400 2003-037 

 

 
図３－６ 超深地層研究分野における統合化データフロー 

（核燃料サイクル開発機構，2002） 

 
 図中で，調査，生データ，解釈／データセットなどの各フェーズを結ぶ関係は，前提と

する解析モデルや実際に概念化，モデリングを実施するモデル開発者（評価者）により異

なるものであり，さらには，調査→解釈→概念化→解析・評価を「繰り返しアプローチ」

の中で相互フィードバックを図る際には，上記の各フェーズ間を結ぶ関係は時間とともに

変化することになる。 

 
 統合解析システムにおいて，これらの全ての情報を管理することは，計算機の負荷の増

加，膨大なデータ登録の観点から現実的でない。処分技術や安全評価の観点からは，対象

とするフィールドから得られる与条件（地質環境条件）とその考え方を正しく捉えること

ができればよく，我々が知り得る情報の蓄積とそれに伴い更新される地質環境条件を速や

かに反映できる枠組みとしての役割が重要な位置づけとなる。 

 
 以上より，本研究で対象とする地質環境に係る 3 次元データは，上述の統合化データ

フローにおける核種移行解析に反映するためのデータセットを基本とする。これらは，図

3-7および図 3-8に示すような 3次元幾何学情報（地層，断層）に加え，水理，力学，地

球化学の解析用データを含んでいることから，設計・安全評価，処分場モデルの可視化や

追跡性の観点からも十分な情報であると判断できる。さらに，安全評価のモデル化に寄与
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する地質環境・解析結果の情報についても検討の対象に含めることとする。 

 
 

 
 

図３－７ 地質構造モデル 

 

 

 

図３－８ 断層モデル 

 
(b) 3次元データと統合解析システムの親和性 

 上記のとおり，統合解析システムで対象とする地質環境条件としては，核種移行解析に

反映するためのデータセットを基本とする。これらのデータセットについては，別途，製
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作中の統合解析プロトタイプシステムで導入予定の岩盤物性テーブルや核種移行特性テ

ーブル等を用いて管理可能である。処分場設計や安全評価結果の追跡性の観点からは，上

記データセットを設定するに至った考え方や前提とした水理地質構造モデルとの連携を

持たせておくことが重要である。データの設定根拠や考え方ついては，上記の物性・特性・

テーブル内の属性として持たせること，あるいは設定根拠をまとめた技術情報（ワークシ

ート）と関連付けることで対応できる。水理地質構造モデルについては，結晶質岩系にお

ける亀裂ネットワークやチャンネルネットワーク型，堆積岩系における多孔質媒体型に大

別することができる。これらのデータは，主に以下に示す情報を融合させた 3 次元デー

タとして管理することができる。 

①地形・断層・地層構造（地層層序・地質区分）等の空間データ 

②地層毎の諸物性（水理定数，力学定数など） 

 
 これまでに TGCで構築された正馬様流域の水理地質構造モデルでは，地形や月吉断層

などの空間データを数万～10 数万規模の格子システムで表現している（サイクル機構，

2002；澤田ほか，2002）。このような大容量データのハンドリングにより，システム運用

の負荷が著しく上昇し，操作性が損なわれる場合は，3次元データの間引き等を併用する

ことにより対処可能である。 

 
(c) 統合解析システムとの連携情報 

 統合化データフローに示された核種移行解析に反映するためのデータセットは，統合解

析システム内でトレースできるようにし，それらのデータの前提となった概念モデル，水

理地質構造モデルとセットにした情報取得ができる必要がある。表 3-6に統合解析システ

ムにおける地質環境データの活用と連携について整理する。例えば，移行経路や移行距離

などの諸情報は，天然バリアおよび生物圏における核種移行解析を行う上でのモデル化に

直結する。これらの地質環境データは，別途，製作中の統合解析プロトタイプシステムで

導入予定の技術情報データベースやパラメータセット・データベースから取得することが

でき，さらに，地質環境評価と性能評価の間で整合性のとれたバックデータとして連携さ

せることが可能である。 

 
 なお，表 3-5に示す連携例では，地質環境評価と性能評価を結ぶインターフェイスとし

て，例えば，パーティクルトラッキング法などの流線抽出ツールや各種リアライゼーショ

ンを生成するためのサンプリングツールが有効となる。 

 
 地質環境評価を通じて提示された水理地質構造モデルから，その流速分布に従ったパー

ティクル移行経路を抽出することにより，核種移行解析を行うためのチャンネルネットワ
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ークを速やかに構築することができる。さらに，チャンネルネットワークを構成する各々

の流路に付随するパラメータ（流速，空隙率など）と対にしたデータセットを作成するこ

とにより，地質環境条件との一貫性を踏まえた核種移行解析を展開することが可能となる。 

 
 また，透水量係数などの確率密度関数として与えられる変量からリサンプリングするた

めのインターフェイスを用意することにより，不確実性解析を行うためのリアライゼーシ

ョンを容易に生成することができ，性能評価に対し，与えられた地質環境条件が有する諸

特性を網羅的かつシステマティックに反映することができる。 
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表３－６ 統合解析システムにおける地質環境データの活用と連携例 

地質環境データ 統合解析システムでの活用内容 

概念モデル 地質環境評価と性能評価との間における概念化，数

学モデル構築の共通データとしての活用 

高透水性部の幾何学的／鉱物学的

特性 

・天然バリア中の核種移行解析における岩石の移行

経路，物質移動パラメータ（空隙率，拡散深さ，

亀裂形状等）の設定 

・地下水組成，溶解度計算における支配固相の設定 

流量 ・掘削影響領域における流量 

（人工バリアからの核種移行率を求める際に瞬時混

合を仮定した一次元核種移行解析で使用）。 

移行経路長 ・天然バリア・生物圏を対象とした核種移行解析に

おける概念化・モデル化 

・分散長のスケール依存性の考慮 

地下水の流入域／流出域 ・生物圏を対象とした核種移行解析における概念

化・モデル化（被爆シナリオ，GBIの設定等） 

・地下水組成，溶解度計算における概念化・モデル

化 

移行経路における流速 天然バリア，断層中の核種移行解析における移流プ

ロセスの概念化・モデル化 

移行時間 地下水の（流入域/流出域を含めた）移行経路と併せ

て，地下水年代を把握するための参考情報 

透水量係数，動水勾配 天然バリア，断層中の核種移行解析における移流プ

ロセスの概念化・モデル化 

高透水性部の収着／拡散特性 天然バリア，断層中の核種移行解析における遅延プ

ロセスの概念化・モデル化 

地下水の地球化学特性 地下水組成，溶解度計算における概念化・モデル化 
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４．解析コード制御機能の検討 

 設計（主として人工バリアの長期健全性評価）および性能・安全評価の解析作業を支援

していくためには，入力データの設定のみならず，統合解析システムと連携しつつ解析コ

ードを実行できることが，品質保証の観点からも望ましい。地層処分システムに係わる解

析作業には多種多様なコードが使用されており，解析対象，次元，プログラム言語，ユー

ザインターフェースの有無，計算機環境（OS）等，様々な形態が存在する。また，地球化

学コードのように位置情報（次元）を明確には持たない解析コードもある。ここでは，こ

れらの多種多様な解析コードの実行制御に係わる方法論を検討するとともに，統合解析シ

ステムの操作環境であるWeb上で統一的に使用する方法について検討し，システム拡張に

対する課題を整理する。 

 
（１） 第２次取りまとめにおける解析コード 

 第２次取りまとめにおいて使用された設計・性能評価ツール（解析コード）を表 4-1にま

とめる。これらのツールは研究開発の進展等に伴い，今後とも継続的に改良されていくも

のと考えられる。統合解析システムで対象とする解析コードは，これらの既存ツールはも

ちろん，これから新規に開発される解析コード等を柔軟に取込めることを想定しておかな

ければならない。ここでは，表 4-1に示した設計・性能評価ツールを例示的に取り上げ，主

として運用環境に着目して整理した。 

 

 表 4-1に整理した設計・性能評価ツール（解析コード）のほとんどは，エンジニアリング・

ワークステーション（以下，EWS）での利用を前提としており，一部でパーソナルコンピ

ュータ（以下，PC）専用のパッケージソフトや EWS／PCの双方で運用できるものがある。

ソースプログラムとして（またはソースレベルで）公開されているコードは，一般にユー

ザによるマシン間の移植が可能であり，運用（解析実行）上の制約は小さい。また，ソー

スレベルで改良可能なコードはデータベースや可視化システムとの連携や並列分散環境で

の運用を見据えた機能拡張が可能となる。一方，汎用アプリケーション（例えば，ABAQUS，

FracMan，GoldSim等）の多くはソースレベルでの入手・利用が困難なため，ブラックボ

ックスとしての利用が前提となる。また，性能評価コードの中には，ORIGENや PHREEQE

のように，専用のライブラリ（核定数，熱力学データ）を必要とするものがある。これら

のライブラリは，入力データの一部としてシステムで管理し，解析コードの実行時にシス

テムを介して自由に選択できることが望ましい。さらに，実行方法については，表 4-1の解

析コードのほぼ全てがコマンドプロンプト上で実行可能であるが，専用の GUIを備えたコ

ードも存在する。この際，GUI を介してのみ実行可能なコードでは，解析コードを起動し

た時点でユーザに入力（あるいはアクション）を要求することになり，システムによる自

動制御（自動実行）は困難となる。 
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表４－１ 第２次取りまとめにおける設計・性能評価ツール（１／２） 
解析内容   コード名 次元 利用環境 ｿｰｽｺｰﾄﾞ ﾗｲﾌﾞﾗﾘ 実行方法* GUI分離 

腐食深さ 簡易式 － －(PC) － － － － 
耐圧厚さ 簡易式 － －(PC) － － － － OP設計 
放射線遮へい性  MCNP 3 EWS／PC 可 有り コマンド － 
自己シール性 簡易式 － －(PC) － － － － 
応力緩衝性 簡易式 － －(PC) － － － － 緩衝材設計 
放射線遮へい性  ANISN 1 EWS／PC 可 有り コマンド － 

空洞力学的安定性評価 弾塑性解析   ABAQUS 2～3 EWS 不可 無 コマンド － 
自重（静的弾性）   ABAQUS EWS 不可 無 コマンド － 
掘削（静的弾性）    ABAQUS EWS 不可 無 コマンド － 
応答震度     SHAKE 1 PC 不可 無 GUI 不可 

坑道耐震安定性評価 

耐震（静的弾性） （FEM）  2 － － － － － 
温度分布解析 非定常伝熱解析    FINAS 3 EWS 不可 無 コマンド － 
再冠水評価 熱－水－応力連成解析    THAMES 2～3 EWS 可 無 コマンド － 

岩盤クリープ （FEM）  2 － － － － － 
オーバーパック腐食膨張    ABAQUS 2 EWS 不可 無 コマンド － 
オーバーパック沈下   DACSAR 2 EWS／PC 可 無 コマンド － 

長期健全性評価 

緩衝材流出  ABAQUS 2 EWS 不可 無 コマンド － 
深部地震波    SHAKE 1 PC 不可 無 GUI 不可 
固有値   NASTRAN 3 EWS 不可 無 ｺﾏﾝﾄﾞ／GUI 可 
緩衝材自重分布    NASTRAN 3 EWS 不可 無 ｺﾏﾝﾄﾞ／GUI 可 
岩盤地圧   NASTRAN 3 EWS 不可 無 ｺﾏﾝﾄﾞ／GUI 可 

人工バリア 
耐震安定性評価 

動的応答 （FEM）   3 EWS 可 無 コマンド － 
ガス移行評価 非定常 2相流  TOUGH2 2 EWS 不可 無 コマンド － 

*コマンド；コマンドプロンプトからの非対話型の実行，GUI；GUIを介しての対話型実行 
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表４－１ 第２次取りまとめにおける設計・性能評価ツール（２／２） 

解析内容   コード名 次元 利用環境 ｿｰｽｺｰﾄﾞ ﾗｲﾌﾞﾗﾘ 実行方法 GUI分離 
インベントリ評価 核種生成・崩壊・発熱   ORIGEN2 － EWS／PC 可 有り コマンド － 

亀裂性媒体 FracMan/MAFIC 3     EWS 不可 無

SGSIM       3水理解析 
多孔質媒体 

TAGSAC   3 EWS 可 無 コマンド － 
地下水組成   PHREEQE60 － EWS／PC 可 有り コマンド － 

地下水化学 
間隙水組成  PHREEQC － EWS／PC 可 有り コマンド － 

溶解度評価 －   PHREEQE60 － EWS／PC 可 有り コマンド － 
人工バリア中 
核種移行評価 

－  MESHNOTE 1 EWS／PC 可 無 コマンド － 

亀裂性媒体      PAWorks/LTG 3 (1) EWS 不可 無

重ね合わせ MATRICS 1 EWS／PC 可 無 コマンド － 
TR3Dinfo      3  無

多孔質媒体 
MATRICS  1 EWS／PC 可 無 コマンド － 

複数廃棄体評価 畑中・安モデル  1  可 無 コマンド － 

天然バリア中 
核種移行評価 

断層破砕帯 MATRICS 1 EWS／PC 可 無 コマンド － 
生物圏評価 －     AMBER 1 PC 不可 無 GUI 不可 
不確実性評価 －      GoldSim 1 PC 不可 無 GUI 不可 

*コマンド；コマンドプロンプトからの非対話型の実行，GUI；GUIを介しての対話型実行 
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（２） 分散計算処理に関する事例調査 

 本事例調査は，複数の計算機による分散計算処理に係わる動向を把握するため，公開情報

に基づく調査を行った。ここでは，下記の検索キーワードを用いてインターネットにより情

報収集を行った。 

・Distributed Computing 

・Object 

・Network 

・Research 

 上記のキーワードに該当したプロジェクトは 100 件近くあり，多くの分散処理プロジェ

クトが実際されていることがわかった。これらのプロジェクトの中から，オブジェクト指向

技術に準拠し，大規模な分散処理や高速化を行っている 5つのプロジェクトの概要を表 4-2

に整理した。これらの事例は，膨大な単純処理を行う際の CPU確保を目的としたプロジェ

クトであり，異質の解析コードのカップリングを実現したものも含まれる。これらは，簡単

な処理プログラムがクライアント計算機上でバックグラウンド処理されており，基本的にユ

ーザのアクションを必要としない構成になっていると考えられる。一方，統合解析システム

の場合は，基本的に完成された解析コードを対象とした分散処理となり，基本的にユーザ・

アクション（入力データ作成等）が伴う構成を考慮しておく必要がある。システムによる自

動処理のためには，解析コードの入出力部と計算処理部（ソルバー）の分離などが必要にな

ると考えられる。 

 
 なお，分散処理と深く関係を持つオブジェックト指向のシステム開発技術については，代

表的な規格として，CORBA（非営利団体 OMG），DCOM （Microsoft 社）および JAVA

／RMI（Sun Microsystems社）が挙げられる。この中で，CORBA規格は科学技術計算に

広く利用されており，DCOMと JAVA／RMIは Proprietaryであるため，主にコマーシャ

ルシステムに広く利用されている。これらの技術を利用することにより，分散処理システム

の構築が可能と考えられる。 
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表４－２ 分散計算処理の事例調査 

事例名称 SETI@Home RC5-64 / DES Cobra IMPRESARIO Linking Biological Databases 
using CORBA 

実施機関 カリフォルニア大学バークレー校，米国 非営利団体 Distributed.net，米国 Institut de Reserche en Informatique et 
Systemes Aleatores (INRIA)，フランス 

Sandia National 
Laboratories，米国 

European Bioinformatics 
Institute (EBI)ほか，欧州 

目的 
インターネットに繋がっているコンピュータの

余った CPUタイムを地球外文明探査（SETI）に
使用する。 

現在インターネットや金融機関で広く使用され

ている 40 ビットまたは 56 ビット暗号化技術は
不十分であることを検証する。 

非均質コンピュータネットワークにおける工

学用分散型数学モデルのシミュレーション 
異なる科学技術解析コード

を CORBA に準拠し，カッ
プリングする。 

ヨーロッパにおける多数の生物

学データベースをカップリング

する。 

概要 

プエルトリコにあるアレシボ電波望遠鏡から観

測された宇宙電波信号の中から，パターンを探査

するために特定の周波数帯を抽出・サンプリング

し，デジタルテープにリアルタイムで記録する。

その後，観測データを切り分けてインターネット

経由で参加者のクライアントマシンに配送し，デ

ータを FFT 分析する。分析結果はまたサーバに
返信・集計・分析される。 

アメリカ政府は冷戦時代，暗号化技術を強くコン

トロールし，比較的解凍し易いアルゴリズムしか

輸出許可をしなかった。現在でも 128 ビット
Strong Encryptionに輸出制限があり，ネットワ
ークセキュリティ技術の発展に歯止めをかけて

いる。それに加え，数多くの金融機関及び産業業

界が現在利用している暗号化技術は明らかに不

完全である。Distributed.net はインターネット
経由で世界中の参加者を募集し，これらの参加者

の CPUを利用して，アメリカ政府のために暗号
化技術を研究・開発をしている機関である RSA 
Data Security Inc.が提案した DES (Data 
Encryption Standard) 及び RC5-64アルゴリズ
ムを解こうとしている。そうすることにより，セ

キュリティの面で DESはどれだけ不十分である
かを検証しようとしている。 

コンピュータによる複雑な自然現象のシミュ

レーションには多数の数学モデルソルバーを

カップリングする必要がある。当プロジェッ

クトはオブジェックト指向規格 CORBA を利
用し，異なるプラットフォームにおいて複数

の異なるプログラミング言語で作られた数学

モデルのカプリングを実現した。 
アプリケーションの例としては，INRIA と
Aerospatiale 社が共同研究を行った電磁波画
像処理（IDAHO）であり，INRIA により構
築された Virtual Parallel Machine（CORBA
準拠の PC ネットワーク）は実験データに２
次元 FFT，フィルタリング及び幾何学変換を
処理し，クライアントマシンに画像を返すシ

ステムである。 

CORBA 準拠のプログラミ
ング環境（IMPRESARIO）
を利用し，Sandia National 
Laboratories 開発の固定力
学解析コード ALEGRA（C
言語）と熱学分析コード

COYOTE（Fortran）のカッ
プリングを行い，非均質ネッ

トワークにおける複数有限

要素コードの連結は可能で

あることを検証した。 

ヨーロッパでは多数の研究機関

より生物学関係のデータベース

が提供されている。これらのデ

ータベースを効率的よく利用す

るために，標準化をする必要が

あった。八つの機関（EMBL 
nucleotide sequence database, 
SwissProt, PIR, MSD, GDB, 
TRANSFAC, P53 and RHdb）
は共同でCORBA規格準拠シス
テムを構築し，個々のデータベ

ースを変更せずに異なるデータ

形式のやり取りを実現した。 

計算機種 
クライアント分析コード：Windows 及び UNIX
ベースのコンピュータ又はMacintosh。 

クライアント分析コード：Windows・Unix・
BeOs・Os/2・DOS・MacOSのコンピュータ。 

Pentium ベース PC または Unix ワークステ
ーション 

未公開 未公開 

分散計算 
手法 

分割された観測データブロックをクライアント

側で FFT 分析し，そのスペックトルをサーバに
返信する。 

分割された Keyspace（DESの場合は 256通りの

鍵）をクライアントマシンにダウンロードし，ク

ライアントソフトは全ての鍵に DESアルゴリズ
ムをかけ，結果を分析する。 

CORBAにより定義されている ORB (Object 
Request Broker) がネットワーク上のオブジ
ェックトコミュニケーションを管理し，プロ

グラマーはネットワークやプラットフォーム

の種類を気にせず，分散型のアプリケーショ

ンを作成することができる。 

同左 同左 

運用方法 

SETI@Home ホームページから無料でダウンロ
ードできるクライアントソフトは観測データを

自動的にダウンロードし，解析後結果をアップロ

ードする。このクライアントソフトはスクリンー

セーバーという形でユーザーがコンピュータを

使用してないときにのみ計算を行う仕組みであ

る。また，セキュリティの面では捏造された解析

結果を検知するメカニズムも考慮されいる。 

Distributed.net のホームページから無料でダウ
ンロードできるクライアントソフトは Keyspace
ブロックを自動的にダウンロードし，解析後結果

をアップロードする。クライアントソフトはバッ

クグラウンドで実行され，CPU 及びメモリ資源
を多く消費しないように設計されている。 

未公開 未公開 未公開 

高速化に 
関する事項 

1999年 5月 17日から開始以来，最初の１ヶ月に
約 60 万人の参加者を募集し，この時点では約
8,000 年相当の CPU 時間を使用し，膨大な観測
データ分析を実現した。現在でも一日に２万人が

新たにプロジェックトに参加し，スパーコンピュ

ータでも実現不可能の成果をあげている。 

DES-IIIは約 10 万人参加者の協力により，わず
か 22 時間で DES 暗号化アルゴリズムの解凍に
成功した。また，RC5-64については現在進行中
であり，約 18万人が参加している。１年間半に，
Keyspace（264個の鍵）の約 10％を分析した。 

異なるプラットフォーム及びプログラミング

言語より構築されたネットワークにおける従

来システムのインテグレーションを実現し，

高速化についてはシステム全体の計算力は

2.2 Gflops を達成した。（参考：300Mhz の
Pentium II は約 0.35 Gflopsである） 

未公開 未公開 

規格 未公開 未公開  COBRA規格準拠 COBRA規格準拠 COBRA規格準拠 

参考 
http://setiathome.ssl.berkeley.edu/ 

home_japanese.html 
http://www.distributed.net http://www.irisa.fr/caps/PROJECTS/Cobra/ http://www.cs.sandia.gov/H

PCCIT/corba/impres.html 
http://sunny.ebi.ac.uk/CORBA

_grant/ 
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（３） 解析コードの制御方法 

 第２次取りまとめにおける性能評価においては，プラットホームとして位置付けられる

解析管理システム「CAPASA」（石原ほか，1999）を用いて，接続解析ならびに解析の品質

管理や作業の効率化を行った。この CAPASAシステムの持つ品質管理の方法や解析コード

の組合わせによる接続解析の概念は，統合解析システムの解析プラットホーム（解析コー

ドの実行制御機能）を構築する際にも，十分参考になると考えられる。 

 

 CAPASA システムにおける解析コードの制御概念を図 4-1 に示す。本システムでは，ま

ず，PLAN と呼ばれる解析コードの実行シーケンス（解析コードの組合せと実行順序）を

表すパスを GUI 上で定義し，各解析コードの入力データを GUI 上で作成すると，データ

ベースに PLAN および入力データが自動で登録される。次に，解析を実行すると，PLAN

で表された解析コードの実行順序に応じて，コードが順次実行される。この際，システム

はデータベースに登録された入力データを OS上に展開し，解析コード実行コマンドを OS

上で自動実行した後，出力ファイルからデータを抽出しデータベースに結果を保存する。

複数の解析コードを実行する場合には，データベースから接続用データを取り出し，これ

を次の解析コードの入力データに反映することで，データを接続しながらコードが順次実

行されていく。全ての解析コードの実行が終了すると，ユーザはデータベース内の結果デ

ータを GUIで確認することができる。このように，解析の品質管理の観点から，解析コー

ドの入出力データは全てシステムが自動で管理している。 

 

ＣＡＰＡＳＡシステム 

データ

ベース 

入力データ 

生成 

解析コード 

実行 

出力データ 

生成 

ＯＳ 

入力データ作成 

ＰＬＡＮ作成 

解析結果表示 

接続データ作成 

処理プログラム 

処理プログラム 

 

図４－１ ＣＡＰＡＳＡシステムにおける解析コードの実行制御の概念 
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 しかしながら，CAPASAシステムは，比較的シンプルな 1次元の性能評価モデルを対象

としていたことから，複数計算機による分散計算処理やプレポスト処理（メッシュ生成や

可視化等）ならびに連成解析への対応等の機能は実現されていない。 

 
 CAPASA システムで実現されていない異機種複数計算機環境における解析コードの実行

制御を検討した例として，数値地層処分システムの検討（房枝ほか，2000）がある。本シ

ステムは，EWSおよび PCを複数台利用した分散計算機環境上で，解析コード等のプロセ

スの実行制御やプロセス間のデータ通信を行いながら，接続解析や連成解析等の解析評価

を目指したシステムである。本システムに関して，開発手法や基盤技術（プログラミング

技術）の適用性を検討した際の，解析コードの制御概念を図 4-2に示す。解析コード等のプ

ロセスの実行制御は，メインコントローラとクライアントコントローラの 2 つのモジュー

ルで行われる。 

 

①メインコントローラ 

 メインコントローラは，ユーザがWWWブラウザ上に提供された GUIを用いて作成

した解析ネットワーク（上述した CAPASAの PLANに相当）に基づき，実行可能なオ

ブジェクトを判定し，その結果をクライアントコントローラに送信する。本モジュー

ルは，クライアントコントローラとの通信を行うメイン通信とオブジェクトの実行判

定を行うサブモジュールより構成されている。 

②クライアントコントローラ 

 クライアントコントローラは，メインコントローラから送信された情報に基づき，

オブジェクト（プレポスト処理プログラム，解析コード）やデータフロー（インター

フェイスプログラム）に関連付けられているソフトウエアを起動する。 

 クライアントコントローラは，コントロールサーバ，クライアントおよび計算サー

バ間に横断的で構築されるプログラムであり，様々な機種上のソフトウエアの起動を

制御するため，JAVA言語およびC言語とMPIライブラリを利用して開発されている。

以下にクライアントコントローラを構成するサブモジュールを示す。 

 
・クライアント通信： クライアント（WindowsPC）上で動作し，メインコントローラ

との通信を行う。JAVA言語により開発されている。 

・起動サーブレット： コントロールサーバ上で動作し，計算サーバ上で起動される外部

プログラムの起動の起点となる。JAVA言語により開発されてい

る。 

注）サーブレット：サーバ上で動作する JAVAプログラム 
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・MPI*)マスター： MPI ライブラリと C 言語を用いて開発されており，コントロー

ルサーバと計算サーバとの連携を行う。 

・MPIスレーブ： MPI ライブラリと C 言語も用いて開発されており，計算サーバ

とコントロールサーバとの連携および外部プログラムの起動を

行う。 

・起動アプレット： クライアントにおける外部プログラムの起動を行う。 

注）アプレット：他のプログラム（Netscape Navigator 等）に

組み込んで動作させる JAVAプログラム 

 
 上記で述べた 2つのコントローラによる解析コード等の実行は以下の手順で行われる。 

①ユーザが，WWWブラウザ上の GUIで解析ネットワークを作成し，解析実行ボタンを

選択する。 

②解析ネットワークの実行要求がクライアント通信に伝えられる。 

③クライアント通信からメイン通信に，実行可能オブジェクトの判定を要求する。 

④オブジェクト実行判定にて実行可能オブジェクトを判定した後，その結果を，クライ

アント通信に送信する。 

⑤オブジェクトを実行する計算機（計算サーバまたはクライアント）に応じてクライア

ント通信が起動要求を行う。 

計算サーバでオブジェクトを実行する場合 

⑥起動サーブレットにて，MPIマスターへ解析オブジェクトの起動要求を行う。 

⑦MPIマスターが，解析オブジェクトを実行する計算サーバのMPIクライアントに，解

析オブジェクトの起動要求を行う。 

⑧MPIクライアントが，ABAQUSや ORIGEN2等の外部プログラムを起動する。 

⑨外部プログラム実行終了後，オブジェクト終了通知が，順次，MPI マスター，起動サ

ーブレット，クライアント通信を通して，メイン通信に送信される。 

クライアントでオブジェクトを実行する場合 

⑩起動アプレットが，FEMAPや EXCEL等の外部プログラムを起動する。 

⑪外部プログラム実行終了後，オブジェクト終了通知が，順次，起動サアプレット，ク

ライアント通信を通して，メイン通信に送信される。 

⑫メイン通信からオブジェクト実行判定に，オブジェクト終了通知が送信される。 

⑬再度，オブジェクト実行判定により，実行可能オブジェクトの判定が行われる。 

 

                                                  
*) Message Passing Interfaceの略。異機種間でのデータ通信やプロセス制御等行うための並列化処
理ライブラリ（関数群）。 
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 以上のように，JAVA 言語や MPI ライブラリ等の基盤技術を適用することにより，異機

種分散環境での解析コード等のプログラム制御が実現可能であることが分かっている。た

だし，複数のプログラミング言語やMPIライブラリを用いているため，プロセスの高速な

起動方法や解析のバックグラウンド処理などに課題はあるが，近年普及しつつある JAVA／

RMI 等の技術を適用して開発言語を統一したり，プログラム構成等の見直しを図ることに

より，統合解析システムで対象とする様々な設計・性能評価コードの制御が実現できると

考えられる。 
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図４－２ 複数分散計算機環境における解析コードの制御概念 
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５．おわりに 

 地層処分システムの長期の安全性は，シナリオで表現される長期間の複合的な現象を考慮

して処分システム全体の性能を定量化することによって示される。特に，安全評価の基本と

なる地下水移行シナリオに関しては，今後進められる個別詳細研究の成果を取り込みつつ，

シナリオの成立性（例えば，ニアフィールドに関連するものとして，緩衝材の幾何形状，温

度変化，完全飽和の達成，還元条件の回復，拡散場の形成，変質・劣化など）を確認し，こ

れを安全評価に適切に反映していくことが重要である。このためには，地層処分システムの

設計（長期健全性評価含む）で得られる知見を組み合わせた適切なシナリオに基づく条件設

定と，これに応じた一連の安全評価において必要となる技術情報を統合する統合解析システ

ムの開発が必要である。 

 
 本研究では，統合解析システムの開発に資するため，第２次取りまとめに向けて構築され

てきた設計・安全評価の体系を整理し，多種・多様な技術情報の網羅性と詳細度を考慮した

上で体系化を図り，これらを知識ベースとしてシステム化するための検討を行った。 

 
(1) 技術情報の体系化 

 これまでの性能評価レポートで採用されている手法を参考に，技術情報をシステム化す

るのに適した形態を整理した上で，設計・性能評価の両分野におけるワークフロー（ワー

ク項目）に基づく情報整理と，安全評価で対象とする現象・特性フロー（現象項目）に基

づく情報整理を行い，技術情報の体系化を行った。 

 
(2) データ追跡性機能の確認 

 地層処分の研究３分野間の技術情報およびデータセットとの関連性ならびに追跡性を

確保するため，技術情報の体系化の検討結果に基づき，システムへの展開・構築に必要な

データベース構造およびシステム機能を明確にした。 

 
(3) 解析コード制御機能の検討 

 設計および性能・安全評価の解析作業を支援していくため，解析作業で使用される多種

多様なコードを対象に，統合解析システム上で統一的に使用・制御する方法について調査

し，実現可能性を整理した。 
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付録１ ワークフローおよび技術情報（ワークシート） 

 
 平成 13年度に作成した設計／性能評価分野のワークフローを参考に，本文表 2-1（設計：

RD）および表 2-2（性能評価：PA）に示したワーク項目に基づき，各ワーク項目に対する

技術情報（ワークシート）をまとまた。 

 
 なお，ワークフローの凡例は付図１－１に示す通りである。 

 

当該フローのワーク項目

他フローのワーク項目

リソース類 
（解析コード等）

制約条件等

入力情報 判断

解析・評価

実験・観測

（１） フローの規約 （２） ボックスの色  
付図１－１ ワークフロー凡例 
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処分技術（設計）地質環境条件

ワークフロー全体構成：処分技術（設計）

性能・安全評価

設計条件 人工バリア設計 処分施設設計 長期健全性評価 建設・操業・閉鎖

ＯＰ設計 緩衝材設計

坑道設計 空洞安定性評価

熱・水理特性評価 構造力学安定性 ＯＰ腐食生成ガス

耐震安定性評価 坑道配置（熱解析） レイアウト検討 プラグ／グラウト／埋め戻し材設計

第一階層

第二階層

第三階層

 
付図１－２ 「処分技術」分野のワークフロー階層構成図
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処分深度設定

定置方式選定

・硬岩系：1000 m 
・軟岩系： 500 m

・処分孔竪置方式 
・処分坑道横置方式

・岩盤熱特性 
・岩盤力学特性

設計条件

対象固化体選定
・対象固化体 
・埋設本数

固化体発生量

・発熱特性 
・放射能特性

・必要支保工厚 
・空洞安定性

・施工性 
・操業性（安全性） 
・経済性（掘削量）

インベントリ評価

処分施設設計

埋設本数

各種設計・評価

地質環境条件

当該フローのワーク項目

他フローのワーク項目

リソース類 
（解析コード等）

制約条件等

入力情報 判断

解析・評価

実験・観測

凡例

 
 

付図１－３ 「処分技術」設計条件に関するワークフロー 

 

 



JNC TJ8400 2003-037 

付表１－１ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-1.1 
2. ワーク項目 対象固化体選定 
3. 概要 インベントリ評価に基づき，人工バリア・処分施設の設

計検討および安全評価解析の対象とするガラス固化体

を設定する。 
4. 設定パラメータ 対象ガラス固化体と本数 
5. データセット モデルガラス固化体（JNFL仕様） 

40,000本 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 今後発生するガラス固化体は国内で製造されるものが

ほとんどを占めるため，JNFL仕様（日本原燃，1992）
を参考にモデル固化体を設定。 
総合エネルギー調査会原子力部会中間報告（1999）か
ら，４万本程度以上であれは処分単価は規模に依存しな

いことから，第２次取りまとめでは 4万本を設定。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） 濃縮度：4.5 wt% 

燃焼度：45,000 MWD/MTU 
比出力：38 MW/MTU 
再処理までの冷却期間：4年 
U移行率：0.422％ 
Pu移行率：0.548％ 
再処理から固化までの冷却期間：0年 
ガラス固化体発生量：1.25本/MTU 
ガラス固化体貯蔵期間：50年 

13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 炉取出し後，再処理までの冷却期間および貯蔵期間の影

響（発熱量／放射能）について感度解析を行い（石原ほ

か，1999），再処理までの冷却期間 4 年，貯蔵期間 50
年（炉取出しから埋設までの総冷却期間 54年）を基本
ケースとして設定。 

15. 参考文献 日本原燃（1992）：六ヶ所再処理・廃棄物事業所 再処
理事業指定申請書. 
総合エネルギー調査会原子力部会（1999）：中間報告－
高レベル放射性廃棄物処分事業の制度のあり方－. 
石原義尚ほか(1999)：高レベル放射性廃棄物ガラス固化
体のインベントリ評価，JNC TN8400 99-085. 

16. 上流側ワーク項目 PA-2.1 インベントリ評価 
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17. 下流側ワーク項目 RD-2 人工バリア設計 
RD-3 処分施設設計 
RD-4 長期健全性評価 
RD-5 建設・操業・閉鎖 
PA-2.2 放射線場評価 
PA-5 物質移行特性評価 
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付表１－２ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-1.2 
2. ワーク項目 定置方式選定 
3. 概要 多重バリアの概念を取り入れている諸外国の例も含め，

処分坑道に直接定置する方式と処分坑道から処分孔を

一定間隔で掘削し定置する方式から定置方式を設定。 
4. 設定パラメータ 定置方式 
5. データセット 処分孔竪置き方式 

処分坑道横置き方式 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 掘削・埋戻し量と操業性の観点で対象的な特徴を有する

方式を検討対象として設定。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 定置レイアウトのバリエーション（図-A 参照）から，

掘削・埋戻し量が少ない①処分坑道横置き方式と人工バ

リアの定置性に優れた④処分孔竪置き方式を採用。 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 GS-0 地質環境条件 

RD-3 処分施設設計 
RD-5 建設・操業・閉鎖 

17. 下流側ワーク項目 RD-3 処分施設設計 
RD-4 長期健全性評価 
RD-5 建設・操業・閉鎖 
PA-3 水理特性評価 
PA-5 物質移行特性評価 
PA-6 変動シナリオ評価 
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図－Ａ 定置レイアウトのバリエーション 
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付表１－３ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-1.3 
2. ワーク項目 処分深度設定 
3. 概要 地層処分の長期安定性，地質環境の特性，現状における

建設技術や調査技術の適用範囲，設計において把握され

る処分深度の範囲の観点から処分深度を設定。 
4. 設定パラメータ 処分深度 
5. データセット 硬岩系岩盤；1,000 m 

軟岩系岩盤：500 m 
6. 設定方法 ■文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 技術的に厳しい条件となる深めの深度を設定し，技術の

適用範囲を幅広く示すという考え方に立ち，処分深度を

設定。 
8. 設定条件（熱的条件） いずれの深度の場合も占有面積を大きくすることによ

り，緩衝材の最高上昇温度は低下するが，占有面積 300 
m2 程度でほぼ収束する（谷口・岩佐，1999）。このた
め，ある深度を超えると，占有面積を大きくしても緩衝

材の制限温度を満たすことが困難になる。 
9. 設定条件（水理学的条件） 記述なし 

10. 設定条件（力学的条件） 硬岩系岩盤においては，1,000 m程度であっても解析上
は無支保で空洞が安定している。一方，軟岩系岩盤にお

いては，500 m 程度を超えると解析上は現実的な支保
工厚さで坑道を建設することが困難になると考えられ

る（黒木ほか，1999）。 
11. 設定条件（化学的条件） 一般的に，岩石中に含まれる鉱物，微生物，有機物など

との反応により，地下深部は還元状態にある。東濃地域

の堆積岩中の地下水は深度160 m付近でEh = -300 mV
程度，花崗岩中の地下水は深度 500～1,000 m 付近で
Eh = -300 mV前後である。 

12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） 放射性核種の隔離，保持・移行遅延機能といった天然バ

リア機能として見込む地層の広がりが，安全性を評価す

る長期間にわたって確保されるような処分深度が必要

となる。 
14. 設定条件（その他） 安全性を評価する期間中は，隆起・沈降・侵食といった

天然現象により，廃棄体が地表に露出しない処分深度と

しておく必要がある。 
現状の地下利用を勘案し，十分な余裕を持った処分深度

とすることが必要である。主要な利用深度は 30 m～50 
mであり，最大でも 100 m程度である。 

15. 参考文献 谷口航・岩佐健吾（1999）：ニアフィールドの熱解析，
JNC TN8400 99-051. 
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黒木繁盛ほか（1999）：地下空洞の力学的安定性評価，
JNC TN8400 99-037. 

16. 上流側ワーク項目 GS-0 地質環境条件 
RD-3 処分施設設計 
RD-5 建設・操業・閉鎖 

17. 下流側ワーク項目 RD-3 処分施設設計 
RD-4 長期健全性評価 
RD-5 建設・操業・閉鎖 
PA-3 水理特性評価 
PA-5 物質移行特性評価 
PA-6 変動シナリオ評価 
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腐食試験

ＯＰ仕様設定耐圧厚さ設定

遮へい厚さ設定

製作／施工性

設計寿命

腐食生成物

ＯＰ厚さ

吸収線量

腐食シナリオ

残存酸素量

・有機物 
・微生物

・膨潤圧 
・圧密反力

不働態保持電流密度

規格評価式 
有限要素コード

放射線分解データ

・地圧 
・静水圧

ＯＰ破損時間

ガラス固化体寸法

人工バリア設計：オーバーパック設計

形状設定

間隙水組成評価

施設設計（熱解析）

地質環境条件

腐食厚さ設定

施設設計（坑道）

温度

組成

材料選定

・強度 
・熱伝導性 
・耐放射線性 
・製作性

緩衝材設計
・組成 
・空隙率

緩衝材設計

処分深度

緩衝材設計

間隙水組成評価

インベントリ評価

・腐食代 
・腐食膨張率 
（腐食膨張厚）

緩衝材設計

放射線場評価

酸化性化学種発生量

施設設計

長期健全性評価

人工バリア中 
核種移行評価

線量当量

当該フローのワーク項目

他フローのワーク項目

リソース類 
（解析コード等）

制約条件等

入力情報 判断

解析・評価

実験・観測

凡例

 
付図１－４ 「処分技術」オーバーパック設計に関するワークフロー
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付表１－４ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.1.1.1 
2. ワーク項目 材料選定 
3. 概要 耐食性，耐圧性，耐放射線性，閉じ込め性，および製作

性の観点から材料を設定。 
4. 設定パラメータ オーバーパック材料（材質） 
5. データセット 炭素鋼，チタン－炭素鋼，銅－炭素鋼 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 構造材や放射線の遮へい材として十分な使用実績を有

し，設計データの充実や成型加工技術が確立している観

点から，炭素鋼を第一候補して選択。 
優れた耐食性を有するチタンおよび銅（石川ほか，

1992）も耐食層の候補材料として選択。 
8. 設定条件（熱的条件） 耐熱性（熱による変態や熱応力による破損の回避）およ

び良好な熱伝導性を有すること（金属等）。 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） 耐圧性を有すること（強度の高い材料）。 
11. 設定条件（化学的条件） 耐食性を有すること。また，人工バリアの機能向上の観

点からは化学的緩衝性（還元性の回復）を有すること。 
12. 設定条件（放射線学的条件） 耐放射線性（照射脆化の感受性の低い材料）および放射

線遮へい性（地下水の放射性分解やベントナイトの照射

劣化の防止）を有すること。 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 製作・施工性を有すること。 

なお，チタンは軟鋼と同等の機械的強度を有するが高価

であり，強度部材として大量に使用することは合理的で

ない。また，銅は炭素鋼やチタンと比較して機械的性質

が劣る。このため，チタンおよび銅を使用する場合は，

強度支持部材として炭素鋼を内側に使用する。 
15. 参考文献 石川博久ほか（1992）：オーバーパック候補材料選定と

炭素鋼オーバーパックの寿命評価，PNC TN8410 
92-139. 

16. 上流側ワーク項目 RD-2.1.5 製作・施工性 
17. 下流側ワーク項目 RD-2.1.1.2 腐食シナリオ 

RD-2.1.2.2 耐圧厚さ設定 
RD-2.1.3.2 遮へい厚さ設定 
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付表１－５（１／３） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.1.1.2 
2. ワーク項目 腐食シナリオ①（炭素鋼） 
3. 概要 隙間水組成，緩衝材設計（組成，空隙率など），施設設

計（坑道残存酸素量，温度など），地質環境条件（有機

物，微生物など）を考慮した腐食シナリオの検討 
4. 設定パラメータ 腐食シナリオ 
5. データセット 全面腐食 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 （設定条件参照） 
8. 設定条件（熱的条件） 緩衝材の変質防止の観点から，オーバーパックの外表面

温度は 100℃以下。 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・地下水組成 

地下水組成評価（PA-4.1）において，日本の代表的
地下水として，降水系高 pH 地下水および海水系高
pH地下水の 2種類に分類（Yui et al., 1999）。 
・溶存酸素濃度 
坑道の掘削，操業および埋戻しの際に，地上から持ち

込まれる酸素を考慮。 
・不動態化挙動 
圧密ベントナイトによる不動態化の阻害反応により，

全面腐食の可能性が高い（Taniguchi et al., 1998）。
また，緩衝材飽和後は物質移動が制限され，不動態保

持電流密度以上のカソード電流密度を与えるのに十

分な酸素の供給は維持されず，不動態皮膜破壊型の局

部腐食は起こらない（Honda et al., 1995）。 
・微生物活動 
ベントナイト中では微生物がほとんど活性を維持で

きず，腐食への寄与も認められないこと（西村ほか，

1999）から影響は小さい。 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 Yui et al.（1999）：Groundwater Evolution Modeling 

for the Second Progress Performance Assessment 
(PA) Repot, JNC TN8400 99-030. 

Taniguchi et al.（1998）：Experimental Investigation 
of Passivation Behavior and Corrosion Rate of 
Carbon Steel in Compacted Bentonite, Mat. Res. 
Soc. Symp. Proc., Vol.506, pp.495-501. 
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Honda et al.（1995）：A Modeling Study for Long-Lerm 
Life Prediction of Carbon Steel Overpack for 
Geological Isolation of High-Level Radioactive 
Waste, Proc. Symp. on Plant Aging and Life 
Prodiction of Corrodible Structures, pp.217-227. 
西村務ほか（1999）：ベントナイト中における炭素鋼の
腐食挙動に及ぼす微生物の影響，JNC TN8400 
99-077. 

16. 上流側ワーク項目 GS-0 地質環境条件 
RD-2.1.1.1 材料選定 
RD-2.2 緩衝材設計 
RD-3.1 坑道設計 
RD-3.4 坑道配置（熱解析） 
PA-4.1 地下水組成評価 

17. 下流側ワーク項目 RD-2.1.1.3 腐食厚さ設定 
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付表１－５（２／３） ワーク項目に関する技術情報 
No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.1.1.2 
2. ワーク項目 腐食シナリオ②（チタン） 
3. 概要 隙間水組成，緩衝材設計（組成，空隙率など），施設設

計（坑道残存酸素量，温度など），地質環境条件（有機

物，微生物など）を考慮した腐食シナリオの検討 
4. 設定パラメータ 腐食シナリオ 
5. データセット 全面腐食と水素脆化 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 （設定条件参照） 
8. 設定条件（熱的条件） 緩衝材の変質防止の観点から，オーバーパックの外表面

温度は 100℃以下。 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・地下水組成 

地下水組成評価（PA-4.1）において，日本の代表的
地下水として，降水系高 pH 地下水および海水系高
pH地下水の 2種類に分類（Yui et al., 1999）。 
・孔食と応力腐食割れ 
純チタンよび低合金チタンは，地層処分の環境では孔

食と応力腐食割れは起こさない（辻川，1993）。 
・すき間腐食 
海水レベルの塩化物濃度で 100℃以下の条件では，
ASTM Grade-17 チタンおよび Grade-7 チタンを使
用すれば，すき間腐食は起こらない（中山ほか，

1999；天野ほか，1995）。 
・不動態化挙動 
すき間腐食が発生しない場合は，不動態保持電流密度

に対応した速度で腐食が進展する。また，不動態保持

電流密度に対応する水素吸収についても考慮する必

要がある。このため，不動態にあるチタンについても

全面腐食として評価する。 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 Yui et al.（1999）：Groundwater Evolution Modeling 

for the Second Progress Performance Assessment 
(PA) Repot, JNC TN8400 99-030. 
辻川茂男（1993）：耐食金属タイプと腐食形態からみた
長期健全性予測の難易，腐食防食 ’93 講演集，
pp.431-434. 
中山元ほか（1999）：高レベル放射性廃棄物処分容器と
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しての Ti 合金のすきま腐食感受性に基づく材料選
定，第 46回材料と環境討論会講演集. 
天野俊明ほか（1995）：高温塩化物水溶液における Ti-Pd
合金のすきま腐食，第 42回腐食防食討論会講演集，
pp.83-86. 

16. 上流側ワーク項目 GS-0 地質環境条件 
RD-2.1.1.1 材料選定 
RD-2.2 緩衝材設計 
RD-3.1 坑道設計 
RD-3.4 坑道配置（熱解析） 
PA-4.1 地下水組成評価 

17. 下流側ワーク項目 RD-2.1.1.3 腐食厚さ設定 
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付表１－５（３／３） ワーク項目に関する技術情報 
No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.1.1.2 
2. ワーク項目 腐食シナリオ③（銅） 
3. 概要 隙間水組成，緩衝材設計（組成，空隙率など），施設設

計（坑道残存酸素量，温度など），地質環境条件（有機

物，微生物など）を考慮した腐食シナリオの検討 
4. 設定パラメータ 腐食シナリオ 
5. データセット 全面腐食と孔食 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 （設定条件参照） 
8. 設定条件（熱的条件） 緩衝材の変質防止の観点から，オーバーパックの外表面

温度は 100℃以下。 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・地下水組成 

地下水組成評価（PA-4.1）において，日本の代表的
地下水として，降水系高 pH 地下水および海水系高
pH地下水の 2種類に分類（Yui et al., 1999）。 
・孔食 
現時点では，銅オーバーパックの孔食発生の可能性を

否定できないことから，寿命評価に含める。 
・応力腐食割れ 
処分環境において，銅オーバーパックが応力腐食割れ

を起こす可能性は低いと考えられるが，評価のための

基礎情報は十分ではない。（ただし，応力腐食割れが

生起・進展する条件での使用は有り得ないため，寿命

評価には含めない。） 
・バクテリア腐食 
ベントナイト中では硫酸還元菌が活性を維持できず

（西村ほか，1999），銅オーバーパックの腐食が加速
される可能性は低い。 
・水素脆化 
無酸素銅とリン脱酸銅を使用すれば，水素病として知

られる脆化現象を防ぐことができる。 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 Yui et al.（1999）：Groundwater Evolution Modeling 

for the Second Progress Performance Assessment 
(PA) Repot, JNC TN8400 99-030. 
西村務ほか（1999）：ベントナイト中における炭素鋼の
腐食挙動に及ぼす微生物の影響，JNC TN8400 
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99-077. 
16. 上流側ワーク項目 GS-0 地質環境条件 

RD-2.1.1.1 材料選定 
RD-2.2 緩衝材設計 
RD-3.1 坑道設計 
RD-3.4 坑道配置（熱解析） 
PA-4.1 地下水組成評価 

17. 下流側ワーク項目 RD-2.1.1.3 腐食厚さ設定 
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付表１－６（１／３） ワーク項目に関する技術情報 
No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.1.1.3 
2. ワーク項目 腐食厚さ設定①（炭素鋼） 
3. 概要 オーバーパックの設計耐用年数 1,000 年間の腐食量を

評価し，耐食厚さを設定。 
4. 設定パラメータ 腐食厚さ 
5. データセット 腐食代：40 mm（レファレンスケース） 

（横置き方式：24.4 mm，硬岩竪置き方式：30.7 mm，
軟岩竪置き方式：31.8 mm） 

6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 酸素による腐食，水の還元による腐食について，1,000

年間の腐食深さを別々に評価し合算。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・酸素による腐食 

人工バリアおよび坑道仕様に基づく残存酸素量から

鉄の腐食量（ 22 )OH(FeO21Fe →+ ）を算出し，平

均腐食深さに換算。その後，平均腐食深さと最大腐食

深さの関係式（次式；石川ほか，1992）から，最大
腐食深さを推定。 

5.0
mm X5.7XP += （Xm：平均腐食深さ [mm]） 

（酸素による最大腐食深さは横置き方式；4.4 mm，硬
岩竪置き方式；10.7 mm，軟岩横置き方式；11.8 mm。） 
・水の還元による腐食 
圧縮ベントナイト中における浸漬試験（2年間）で得
られた腐食速度 5 µm/y（図-A参照；谷口ほか，1999a）
から，環境条件の不確実性を勘案して保守的に平均腐

食速度を 10 µm/yとし，さらに不均一化（谷口ほか，
1999b）を考慮して 2倍の 20 µm/yを設定（1,000年
間の腐食深さ 20 mm）。 

12. 設定条件（放射線学的条件） 水の放射線分解による酸化性化学種については，放射線
遮へい厚さを確保することにより影響を無視。 

13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 石川博久ほか（1992）：オーバーパック候補材料選定と

炭素鋼オーバーパックの寿命評価，PNC TN8410 
92-139. 
谷口直樹ほか（1999a）：圧縮ベントナイト中における
炭素鋼の腐食形態と腐食速度の評価，JNC TN8400 
99-003. 
谷口直樹ほか（1999b）：炭素鋼オーバーパックにおけ
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る腐食の局在化の検討，JNC TN8400 99-067. 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.1.1.2 腐食シナリオ 

RD-2.1.3.2 遮へい厚さの設定 
RD-3.1 坑道設計 

17. 下流側ワーク項目 RD-2.1.4 OP仕様設定 
RD-2.2 緩衝材設計 
PA-2.1 インベントリ評価 
PA-4.2 間隙水組成評価 

 

 
図－Ａ 低溶存酸素濃度下における炭素鋼の平均腐食速度の経時変化 
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付表１－６（２／３） ワーク項目に関する技術情報 
No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.1.1.3 
2. ワーク項目 腐食厚さ設定②（チタン） 
3. 概要 オーバーパックの設計耐用年数 1,000 年間の腐食量を

評価し，耐食厚さを設定。 
4. 設定パラメータ 腐食厚さ 
5. データセット 腐食代：1 mm以下（ただし，製作性の観点から 6～12 

mm程度必要）。 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 すき間腐食は起こらないとし，全面腐食と水素吸収・脆

化評価に基づいて設定。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・全面腐食 

長期試験（6年間）の結果（Mattsson and Olefjord, 
1990）から，結晶粒界によると推定されている大き
な皮膜成長速度に基づき，腐食速度を 2.8×10-3 µm/y
と設定（1,000年間の腐食深さ 2.8 µｍ）。 
・水素脆化 
圧縮ベントナイト中における ASTM Grade-2チタン
および Grade-17 チタンの脆化臨界水素濃度は 500 
ppm（Johnson et al., 1994）である。腐食速度を 2.8
×10-3 µm/yで一定とし，厚さ 6 mmのチタンに吸収
された水素濃度を評価すると，1,000年後の最大水素
濃度は 340 ppm以下となり，脆化の可能性は低い。 

12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 Mattsson and Olefjord (1990) ： Werkstoffe and 

Korrosion, 41, pp.383-390. 
Johnson et al. (1994)：The Disposal of Canada’s 

Nuclear Fuel Waste: The Vault Model for 
Postclosure Assement, AECL-10714, p83. 

16. 上流側ワーク項目 RD-2.1.1.2 腐食シナリオ 
RD-2.1.3.2 遮へい厚さの設定 
RD-3.1 坑道設計 

17. 下流側ワーク項目 RD-2.1.4 OP仕様設定 
RD-2.2 緩衝材設計 
PA-2.1 インベントリ評価 
PA-4.2 間隙水組成評価 
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付表１－６（３／３） ワーク項目に関する技術情報 
No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.1.1.3 
2. ワーク項目 腐食厚さ設定③（銅） 
3. 概要 オーバーパックの設計耐用年数 1,000 年間の腐食量を

評価し，耐食厚さを設定。 
4. 設定パラメータ 腐食厚さ 
5. データセット 腐食代：39 mm以上 

（横置き方式：27 mm，硬岩竪置き方式：36 mm，軟
岩竪置き方式：39 mm） 

6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 酸素による平均腐食深さ，緩衝材中の硫酸イオンによる

平均腐食深さ，地下水から供給される硫化物による平均

腐食深さを合算し，孔食係数を乗じて腐食代を設定。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・酸素による腐食 

緩衝材および埋戻し材に取り込まれた酸素が全て腐

食に寄与するとし，等モルの酸素に対して，より多く

の銅が腐食する 1価への酸化を仮定して評価。 
（酸素による最大腐食深さは，横置き方式；0.6 mm，
硬岩竪置き方式；3.0 mm，軟岩横置き方式；3.6 mm。） 
・緩衝材中の硫酸イオンによる腐食 
硫酸イオンが硫酸還元菌により全て硫化物に還元さ

れ，Cu2Sとして銅を腐食させると仮定して評価。な
お，ベントナイト中に存在する硫酸イオンはベントナ

イトの 0.07 wt%（伊藤ほか，1993）。 
（硫酸イオンによる最大腐食深さは，横置き方式；0.2 

mm，硬岩竪置き方式；0.8 mm，軟岩竪置き方式；
1.1 mm。） 
・地下水に含まれる硫化物による腐食 
人工バリアを中空無限円筒の拡散場で近似し，定常解

から硫化物の供給量を求め，銅の腐食量を評価。地下

水中の硫化物濃度を 0.03 mol/l（海水系の値；Yui et 
al., 1999）と設定すると，1,000年間の平均腐食深さ
は 8.1 mm。 
・孔食係数 
考古学品の調査から孔食係数は 2 から 3 と見積られ
ており（Bresle et al, 1983），保守的に 3を採用。 

12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 

 付－１（-174-）



JNC TJ8400 2003-037 

15. 参考文献 伊藤雅和ほか（1993）；ベントナイトの鉱物組成，PNC 
TN8430 93-003. 

Yui et al.（1999）：Groundwater Evolution Modeling 
for the Second Progress Performance Assessment 
(PA) Repot, JNC TN8400 99-030. 

Bresle et al.（1993）：Studies in Pitting Corrosion on 
Archaeological Bronze, SKB TR 83-05. 

16. 上流側ワーク項目 RD-2.1.1.2 腐食シナリオ 
RD-2.1.3.2 遮へい厚さの設定 
RD-3.1 坑道設計 

17. 下流側ワーク項目 RD-2.1.4 OP仕様設定 
RD-2.2 緩衝材設計 
PA-2.1 インベントリ評価 
PA-4.2 間隙水組成評価 
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付表１－７ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.1.2.1 
2. ワーク項目 形状設定 
3. 概要 オーバーパックの基本形状の決定。 
4. 設定パラメータ オーバーパック形状 
5. データセット 単純円筒形 

（固化体収納部は直径 440 mm×高さ 1,350 mm） 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 収納するガラス固化体の形状・寸法および耐圧性の観点

から形状設定。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） 収容するガラス固化体の形状が円筒形であり，耐圧性，

製作性などの観点から円筒形を採用。 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 収容するガラス固化体（RD-1.1）の寸法（直径 430 mm

×高さ 1,340 mm；日本原燃，1992）から，製作精度
や挿入性を考慮して収納部寸法を設定。 
円筒形の端部については，鏡面状（球形）を採用するこ

とによる板厚低減効果が小さい（電中研・電事連，1999）
こと，製作効率の点で劣ることなどから，平板とする。 

15. 参考文献 日本原燃（1992）：六ヶ所再処理・廃棄物事業所 再処
理事業指定申請書. 
電中研・電事連（1999）：高レベル放射性廃棄物地層処
分の事業化技術. 

16. 上流側ワーク項目 RD-1.1 対象固化体選定 
RD-2.1.5 製作・施工性 
RD-2.2 緩衝材設計 
RD-5 建設・操業・閉鎖 

17. 下流側ワーク項目 RD-2.1.2.2 耐圧厚さ設定 
RD-2.2 緩衝材設計 
RD-5 建設・操業・閉鎖 
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付表１－８ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.1.2.2 
2. ワーク項目 耐圧厚さ設定①（炭素鋼） 
3. 概要 埋設後作用する機械的加重に対して構造健全性を維持

する強度（厚さ）を設定。 
4. 設定パラメータ 耐圧厚さ 
5. データセット 硬岩系岩盤 

・胴部：45.2 mm 
・蓋部：100.1 mm 
軟岩系岩盤 
・胴部：28.2 mm 
・蓋部：79.7 mm 

6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，■判断 
7. 設定根拠 緩衝材の飽和に伴う緩衝材の膨潤応力や地下水静水圧，

岩盤のクリープ変形やオーバーパックの腐食膨張によ

る緩衝材の圧密反力を組み合わせた作用加重に対する

耐圧厚さを設定。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） 緩衝材厚さ 70 cmの場合に，オーバーパックに作用す
る外圧を表-A にまとめる。なお，外圧は全方向から均
一に作用すると想定（偏圧は無視）。 
・地下水静水圧 
処分深度（RD-1.3）に基づき決定。 
・岩盤クリープ変形 
岩盤クリープ解析（RD-4.2.2）から，硬岩系岩盤は
設計上クリープ変形を無視し，軟岩系岩盤は 1,000
年間のクリープ変形量を設計上 20 mmとし，変形量
分，緩衝材が圧密されるとした。 
・オーバーパック腐食膨張 

1,000年間でオーバーパックの腐食代 40 mmが全て
腐食するとし，鉄筋コンクリート構造物の腐食ひび割

れに関する文献（須田ほか，1992）から，腐食膨張
率を３倍と設定した。 
・緩衝材の圧密反力 
緩衝材の圧密試験（高治・鈴木，1999）から導かれ
た間隙比と有効応力の関係に基づき，岩盤クリープ変

形後および腐食膨張後の緩衝材の間隙比から緩衝材

の圧密反力を設定した（図-B参照）。 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
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14. 設定条件（その他） オーバーパックの耐圧強度計算は，「発電用原子力設備

に関する構造等の技術基準」（昭和 55 年通商産業省告
示 501号）の第 2種容器の規定を準用。 

15. 参考文献 須田久美子ほか（1992）：腐食ひび割れ発生限界腐食量
に関する解析的検討，コンクリート工学年次論文報告

集，Vol.14, No.1, pp.751-756. 
高治一彦，鈴木英明(1999)：緩衝材の静的力学特性，JNC 

TN8400 99-041. 
16. 上流側ワーク項目 RD-1.3 処分深度設定 

RD-2.1.1.3 腐食厚さ設定 
RD-2.1.2.1 形状設定 
RD-2.2 緩衝材設計 

17. 下流側ワーク項目 RD-2.1.4 OP仕様設定 
 

表－Ａ オーバーパックに作用する外圧値 

 硬岩系岩盤 軟岩岩盤 
地下水静水圧 9.80 MPa（深度 1,000 m） 4.90 MPa（深度 500 m） 
岩盤クリープ変形および腐食生成

物膨潤圧による緩衝材の圧密反力 
0.86 MPa（岩盤クリープ
は考慮しない） 

1.87 MPa 

合計 10.7 MPa 6.8 MPa 
 

 
図－Ｂ 緩衝材の圧密反力と緩衝材厚さの関係 
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付表１－９ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.1.3.1 
2. ワーク項目 酸化性化学種発生量 
3. 概要 腐食に及ぼす放射線影響を検討するため，水の放射線分

解によって生成される酸化性化学種の供給量を評価（カ

ソード電流密度に換算）。 
4. 設定パラメータ カソード電流密度 
5. データセット オーバーパック厚さとカソード電流密度（図-A参照） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 生成する酸化性化学種が全て 2 価と仮定し，緩衝材で

の吸収線量率に基づいてオーバーパック表面への供給

量を評価。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） 放射性分解によって発生した酸化性化学種は緩衝材に

収着しないものとし，すべてオーバーパック表面に供給

されると仮定し，次式（Marsh et al., 1989）でカソー
ド電流密度を評価。 

av
cath

p
A
EGpFnI

λ
•

•

••
••−=

100
'  

Icath：カソード電流密度 [A/m2] 
n：酸化性化学種の価数（= 2） 
F：ファラデー定数（= 9.65×104 C/mol） 
G’：2価の酸化性化学種に換算した G値（= 2.13 eV-1） 
E：吸収線量率 [eV/m3/s] 
p：緩衝材の間隙率（= 0.41） 
Av：アボガドロ数（= 6.023×1023 mol-1） 
λa：緩衝材半径方向に対する酸化性化学種の生成の減

衰率（= 6.25 m-1） 
12. 設定条件（放射線学的条件） 放射線場評価（PA-2.2）で得られた緩衝材（OP表面）

での吸収線量率（図-B参照）。 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 Marsh et al. (1989)：Corrosion, Vol.45, No.7. 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.2 緩衝材設計 

PA-2.2 放射線場評価 
17. 下流側ワーク項目 RD-2.1.3.2 遮へい厚さ設定 
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図－Ａ 放射線分解によりオーバーパック表面に供給されるカソード電流密度 

 

 
図－Ｂ オーバーパック表面での吸収線量率 
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付表１－１０ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.1.3.2 
2. ワーク項目 遮へい厚さ設定①（炭素鋼） 
3. 概要 水の放射線分解によって生成される酸化性化学種が腐

食に影響を及ぼさないために必要な厚さの設定。 
4. 設定パラメータ 放射線遮へい厚さ 
5. データセット 遮へい厚さ：150 mm 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 局部腐食の進展防止の観点から，オーバーパック表面に

供給されるカソード電流密度が炭素鋼の不動態保持電

流密度を下回るオーバーパック厚さ（130 mm以上）。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） 酸化性化学種発生量（RD-2.1.3.1）の評価で得られたカ

ソード電流密度（図-A参照）。 
炭素鋼の不動態保持電流密度 1.0×10-4 A/m2（谷口ほ

か，1994）。 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） カソード電流密度が不動態保持電流密度を下回れば，局

部腐食は進展しない（Marsh et al., 1989）。 
15. 参考文献 谷口直樹ほか（1994）：圧縮ベントナイト中における炭

素鋼オーバーパックの局部腐食進展期間の評価，第

41回腐食防食討論会講演集，B-315. 
Marsh et al. (1989)：Corrosion, Vol.45, No.7. 

16. 上流側ワーク項目 RD-2.1.3.1 酸化性化学種発生量 
17. 下流側ワーク項目 RD-2.1.4 OP仕様設定 
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図－Ａ 放射線分解によりオーバーパック表面に供給されるカソード電流密度 
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付表１－１１ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.1.4 
2. ワーク項目 OP仕様設定①（炭素鋼単体） 
3. 概要 耐食評価，耐圧評価，および放射線遮へい性評価の結果

から，OP厚さ（仕様）を設定。 
4. 設定パラメータ OP仕様 
5. データセット OP仕様（図-A参照） 

・外径 820 mm，高さ 1730 mm（厚さ 190 mm） 
・収納部：直径 440 mm，高さ 1350 mm 

6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 耐圧上必要な厚さよりも放射線遮へい上必要な厚さが

大きくなることから，放射線遮へい厚さに腐食代を加え

て設定。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） 耐圧厚さ設定（RD-2.1.2.2）に基づく厚さ。 
・硬岩系岩盤：蓋部 110 mm，胴部 50 mm 
・軟岩系岩盤：蓋部 80 mm，胴部 30 mm 

11. 設定条件（化学的条件） 腐食厚さ設定（RD-2.1.1.3）に基づく厚さ（40 mm）。 
遮へい厚さ設定（RD-2.1.3.2）に基づく厚さ（150 mm）。 

12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） オーバーパック周方向の加重の偏り（偏圧）に関しては，

有限要素法による解析で評価（本間ほか，1999）。腐食
代を除いた厚さ 150 mmに，均一加重として想定した
最大荷重（10.7 MPa）の 3倍程度の偏圧が作用する条
件でも過度の変形は生じないことを確認。 

15. 参考文献 本間信之ほか（1999）：オーバーパック設計の考え方，
JNC TN8400 99-047. 

16. 上流側ワーク項目 RD-2.1.1.3 腐食厚さ設定 
RD-2.1.2.2 耐圧厚さ設定 
RD-2.1.3.2 遮へい厚さ設定 

17. 下流側ワーク項目 RD-2.1.5 製作・施工性 
RD-2.2 緩衝材設計 
RD-3 坑道設計 
RD-4 長期健全性評価 
PA-5.3 人工バリア中核種移行評価 
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図－Ａ 炭素鋼オーバーパックの仕様例 
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付表１－１２（１／３） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.1.5 
2. ワーク項目 製作／施工性①（炭素鋼） 
3. 概要 適用し得る製作技術や搬送・定置時のハンドリング方法

を考慮したオーバーパックの詳細構造の検討。 
4. 設定パラメータ － 
5. データセット － 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 実現可能性。（試作により確認。ただし，溶接はしてい

ない。） 
8. 設定条件（熱的条件） 溶接時にガラス固化体に有意な熱影響を与えないこと。 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） 高放射線環境下での遠隔自動化の可否。 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） ・製法（蓋／円筒胴） 

圧延／鋳造／鍛造法の比較から，組織の均質性などの

品質に優れ，軽水炉などの圧力容器材の製法として実

績を有する鍛造法を採用（本田ほか，1992）。 
・溶接方法 
１パス溶接法／多層盛り溶接法の比較から，遠隔自動

化が比較的容易で，かつ高品質の溶接が短時間で可能

な電子ビーム溶接が有力候補。 
・検査方法 
溶接部の健全性確認のためには非破壊試験や濡れ試

験の適用が考えられる。非破壊試験としては，金属材

料の体積検査方法として確立され，厚肉部への適用性

が高い超音波探傷試験が最も有望である。漏れ試験法

としては，サーチガスの導入方法（貫通孔なし）が課

題である。 
・ハンドリング 
ハンドリング機器との取り合い部が頂部にある方が

定置作業上は有利であること，ガラス固化体と同様な

形状とすることにより実績のある遠隔脱着機構が採

用できることから，上部把持方式を採用。 
15. 参考文献 本田明ほか（1992）：炭素鋼オーバーパックの試作，PNC 

TN1410 92-059. 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.1.4 OP仕様設定 
17. 下流側ワーク項目 RD-2.1.1.1 材料選定 

RD-2.1.2.1 形状設定 
RD-5 建設・操業・閉鎖 
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付表１－１２（２／３） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.1.5 
2. ワーク項目 製作／施工性②（チタン－炭素鋼複合） 
3. 概要 チタンの被覆方法に関する現状技術の適用性確認。 
4. 設定パラメータ － 
5. データセット － 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 実現可能性。（試作により確認。チタン，炭素鋼ともに

溶接実施。） 
8. 設定条件（熱的条件） 溶接時にガラス固化体に有意な熱影響を与えないこと。 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） チタン材は圧延材（ASTM B265 Grade-2）を使用し，
厚さは施工上の観点から 6～12 mmとした。 

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） 高放射線環境下での遠隔自動化の可否。 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） ・製法 

チタン円筒は，20 mm厚さの圧延材をロール曲げ加
工し，電子ビーム溶接により長手溶接後，内面を機械

加工して製作。 
・溶接方法 
チタン層と炭素鋼の間の隙間を小さくするため，胴側

面部は焼きばめ法，蓋や底面の平面部は爆発圧着法を

採用。また，内部炭素鋼の蓋板の溶接は，作業効率と

遠隔自動化の観点から，電子ビーム溶接とMAG溶接
の組合せを採用（本間ほか，1999）。 
・検査方法 
浸透探傷試験や磁粉探傷試験を行い，欠陥の有無を確

認した。超音波探傷試験は，境界面で超音波の伝播が

妨げられる（継手近傍の構造が課題）。 
15. 参考文献 本間信之ほか（1999）：チタン－炭素鋼複合オーバーパ

ックの試作，JNC TN8400 99-048. 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.1.4 OP仕様設定 
17. 下流側ワーク項目 RD-2.1.1.1 材料選定 

RD-2.1.2.1 形状設定 
RD-5 建設・操業・閉鎖 
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付表１－１２（３／３） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.1.5 
2. ワーク項目 製作／施工性③（銅－炭素鋼複合） 
3. 概要 適用し得る製作技術の確認。 
4. 設定パラメータ － 
5. データセット － 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 実現可能性。（試作により確認。ただし，銅層のみ。） 
8. 設定条件（熱的条件） 溶接時にガラス固化体に有意な熱影響を与えないこと。 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） 高放射線環境下での遠隔自動化の可否。 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） ・材料 

銅材は金属間化合物の生成に伴う脆化や水素脆化を

回避するため，無酸素銅を選定。 
・製法 
銅円筒部は，鍛造材を後方押し出しして底板と一体成

形し，内外面を機械加工して製作（本間ほか，1999）。
なお，炭素鋼製内容器は製作していない。 
・溶接方法 
電子ビーム溶接により蓋の取り付け実施。 

15. 参考文献 本間信之ほか（1999）：胴－炭素鋼複合オーバーパック
の試作，JNC TN8400 99-049. 

16. 上流側ワーク項目 RD-2.1.4 OP仕様設定 
17. 下流側ワーク項目 RD-2.1.1.1 材料選定 

RD-2.1.2.1 形状設定 
RD-5 建設・操業・閉鎖 
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基本特性値設定

厚さ・密度設定 
（施工時）

製作／施工性

ケイ砂混合率

・コロイドろ過性 
・ガス透気性 
・継ぎ目特性

バリア性能 
（線量）

人工バリア設計：緩衝材設計

上部遮へい厚さ設定

定置方式（竪置）

放射線量

ベントナイト組成

締め固め特性試験

熱特性試験

水理特性試験

力学特性試験

膨潤特性試験

化学特性試験

諸特性試験

厚さ・密度設定 
（膨潤後）

施設設計（熱解析）

処分深度

地下水組成評価

定置方式

地質環境条件

・コロイドろ過性 
・自己シール性 
・応力緩衝性

・熱伝導性 
・強度 
・製作性

ＯＰ腐食厚さ設定

施設設計（熱解析）

ＯＰ仕様設定

施設設計（熱解析）

地下水組成評価

製作／施工性

岩盤クリープ評価

インベントリ解析

定置方式

施設設計（熱解析）

ＯＰ設計

施設設計

長期健全性評価

移行データ取得

人工バリア中 
核種移行評価

当該フローのワーク項目

他フローのワーク項目

リソース類 
（解析コード等）

制約条件等

入力情報 判断

解析・評価

実験・観測

凡例

 
付図１－５ 「処分技術」緩衝材設計に関するワークフロー
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付表１－１３ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.1 
2. ワーク項目 基本特性設定 
3. 概要 緩衝材の設計で必要となる基本的な特性値の設定（設計

用データ）。 
4. 設定パラメータ ケイ砂混合率と緩衝材の基本特性値 
5. データセット 緩衝材の基本特性値（表-A参照） 

ケイ砂混合率：30 wt%（図-D参照） 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 ケイ砂混合率は施工性（締固め特性）や移行特性（コロ

イドろ過性）を考慮して設定。 
8. 設定条件（熱的条件） 熱特性試験（RD-2.2.1.3）に基づき設定。 
9. 設定条件（水理学的条件） 水理特性試験（RD-2.2.1.4）に基づき設定。 

10. 設定条件（力学的条件） 力学特性試験（RD-2.2.1.5）に基づき設定。 
締固め特性試験（RD-2.2.1.2）に基づき設定。 
膨潤特性試験（RD-2.2.1.6）に基づき設定。 

11. 設定条件（化学的条件） 化学特性試験（RD-2.2.1.7）に基づき設定。 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） 物質移行特性試験（RD-2.2.1.8）に基づき設定（コロイ

ドろ過性）。 
14. 設定条件（その他） ベントナイト組成（RD-2.2.1.1）に基づき設定。 

諸特性試験（RD-2.2.1.9）に基づき設定（ガス透気性）。 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.1.1 ベントナイト組成 

RD-2.2.1.2 締固め特性試験 
RD-2.2.1.3 熱特性試験 
RD-2.2.1.4 水理特性試験 
RD-2.2.1.5 力学特性試験 
RD-2.2.1.6 膨潤特性試験 
RD-2.2.1.7 化学特性試験 
RD-2.2.1.8 物質移行特性試験 
RD-2.2.1.9 諸特性試験 
（RD-2.2.2 緩衝材仕様設定） 

17. 下流側ワーク項目 RD-2.2.2 緩衝材仕様設定 
RD-2.2.3 放射線遮へい性 
RD-2.2.4 製作・施工性 
RD-3 処分施設設計 
RD-4 長期健全性評価 
RD-5 建設・操業・閉鎖 
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表－Ａ 緩衝材の基本的な物性 

特
性 パラメータ 

30 wt%ケイ砂混合体 
（3号/5号＝1/1） 

ベントナイト単体 

乾燥密度 ρb [Mg/m3] 1.60 1.80 
初期間隙比 e0 [-] 0.68 0.53 物

理 

初期含水率 ω0 [%] 7 6 
熱伝導率 [W/m/K] 0.78 0.96 

熱 

比熱 [kJ/kg/K] 0.59 0.58 
飽和透水係数 [m/s] 4.5×10-13（25℃） 2.5×10-14（25℃） 
水分特性曲線 図-B参照 図-B参照 水

理 

水分拡散係数 [cm2/s] 図-C参照 1.5×10-6（θ = 0.1，25℃） 

一軸圧縮強度 [MPa] 
0.5（ω = 7 %） 
0.3（ω = 22 %） 

5（ω = 10 %） 
3（ω = 18 %） 

弾性係数 [MPa] 
50（ω = 7 %） 
3（ω = 22 %） 

500（ω = 10 %） 
200（ω = 18 %） 

ポアソン比 [-] 0.4 0.4 
引張強度 [MPa] 0.05（ω = 4.7 %） 0.56（ω = 6.9 %） 
圧縮指数 [-] 0.27 0.21 
膨潤指数 [-] 0.16 0.11 

限界状態パラメータ [-] 0.63 0.58（ρb = 1.6 Mg/m3） 
二次圧密係数 [-] 5.0×10-4 2.2×10-4（ρb = 1.6 Mg/m3） 
初期体積ひずみ速度 [-] 2.0×10-8 3.3×10-9（ρb = 1.6 Mg/m3） 

力
学 

膨潤応力 [MPa] 0.5 3.9 
 

 

図－Ｂ 不飽和ベントナイトの水分ポテンシャルと体積含水率の関係 

 

 付－１（-190-）



JNC TJ8400 2003-037 

 

図－Ｃ 不飽和ベントナイトの水分拡散係数と体積含水率の関係 

 

 
図－Ｄ 緩衝材の特性とケイ砂混合率および乾燥密度との関係 
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付表１－１４ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.1.1 
2. ワーク項目 ベントナイト組成 
3. 概要 緩衝材の主要材料であるベントナイトの組成の把握と

候補材料の選定。 
4. 設定パラメータ ベントナイト組成（国産ベントナイト；クニゲル V1） 
5. データセット ・ベントナイト組成：表-A参照 

・ベントナイト物理特性：表-B参照 
6. 設定方法 ■文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 －（主成分であるモンモリロナイトの含有量は海外産に

比べて低いが，クニゲル V1を採用） 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） 止水性（非常に低い透水係数） 

10. 設定条件（力学的条件） 自己シール性（膨潤性） 
11. 設定条件（化学的条件） 化学的緩衝性（高い陽イオン交換容量） 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） 収着性 

コロイドろ過機能 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 － 
17. 下流側ワーク項目 RD-2.2.1 基本特性設定 

RD-2.2.1.2 締固め特性試験 
RD-2.2.1.3 熱特性試験 
RD-2.2.1.4 水理特性試験 
RD-2.2.1.5 力学特性試験 
RD-2.2.1.6 膨潤特性試験 
RD-2.2.1.7 化学特性試験 
RD-2.2.1.8 物質移行特性試験 
RD-2.2.1.9 諸特性試験 
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表－Ａ ベントナイトの鉱物組成 

 

 
表－Ｂ ベントナイトの物理特性 
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付表１－１５ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.1.2 
2. ワーク項目 締固め特性試験 
3. 概要 締固め特性把握のため，ベントナイトとケイ砂との混合

率等をパラメータとした動的および静的締固め試験。 
4. 設定パラメータ ケイ砂混合率，最大乾燥密度，最適含水比 
5. データセット ・動的締固め特性（図-A参照） 

・静的締固め特性（図-B参照） 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 －（動的試験は現場施工に対応，静的試験は成型加工に

対応） 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） ・動的締固め試験（千々松ほか，1999） 
締固めエネルギー：1Ec（= 5.5 kJ/m3） 
・静的締固め試験（鈴木ほか，1992） 
成型圧力：20 MPa，50 MPa 

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 千々松正和ほか（1999）：緩衝材の製作・施工技術に関

する検討，JNC TN8400 99-035. 
鈴木英明ほか（1992）：緩衝材の特性試験(I)，PNC 

TN8410 92-057. 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.1.1 ベントナイト組成 
17. 下流側ワーク項目 RD-2.2.1 基本特性設定 

RD-2.2.2 緩衝材仕様設定 
RD-2.2.4 製作・施工性 
RD-5 建設・操業・閉鎖 
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図－Ａ ケイ砂混合率の異なる材料の締固め曲線（動的試験） 

 

  

（ａ） 静的圧力 20 MPa （ｂ） 静的圧力 50 MPa 

図－Ｂ 静的締固め試験結果 
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付表１－１６ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.1.3 
2. ワーク項目 熱特性試験 
3. 概要 設計上必要な不飽和状態の緩衝材の熱特性の把握。熱伝

導率は，非定常細線加熱法の原理を利用した迅速熱伝導

率計を用いて測定。比熱は熱拡散率と熱伝導率の測定結

果から算出。 
4. 設定パラメータ 熱伝導率，比熱 
5. データセット ・熱伝導率：0.78 W/m/K 

・比熱：0.59 kJ/kg/K 
（30%ケイ砂混合体，乾燥密度 1.6 Mg/m3，含水比 7%） 

6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 熱伝導率は，温度依存性および含水比依存性に基づいて

設定（図-A，表-B参照）。 
比熱は，温度依存性および含水比依存性に基づいて設定

（図-C，表-D参照）。 
8. 設定条件（熱的条件） 温度：20，60，90℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） 含水比：0%～飽和 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 乾燥密度 

・ベントナイト単体：1.8 Mg/m3 
・30%ケイ砂混合体：1.6 Mg/m3 

15. 参考文献 鈴木英明・谷口航（1999）：緩衝材の熱物性試験(II)，
JNC TN8430 99-006. 

16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.1.1 ベントナイト組成 
17. 下流側ワーク項目 RD-2.2.1 基本特性設定 

RD-3 処分施設設計（RD-3.4 坑道配置） 
RD-4 長期健全性評価 
RD-5 建設・操業・閉鎖 
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（ａ） ベントナイト単体 （ｂ） 30％ケイ砂混合体 

図－Ａ 熱伝導率の温度依存性 

 
表－Ｂ 熱伝導率と含水比の関係式 

供試体 関係式（λ：熱伝導率 [W/m/K]，ω：含水比 [%]） 
ベントナイト単体 
（乾燥密度 1.8 Mg/m3） 

352421 10002.8107576.9100002.6101837.5 ωωωλ −−−− ×−×+×+×=  

30 wt%ケイ砂混合体 
（乾燥密度 1.6 Mg/m3） 

342321 106861.1101395.6103772.1104404.4 ωωωλ −−−− ×−×+×+×=  

 

  
（ａ） ベントナイト単体 （ｂ） 30％ケイ砂混合体 

図－Ｃ 比熱の温度依存性 

 
表－Ｄ 比熱の含水比依存性 

供試体 理論式（c：比熱 [kJ/kg/K]，ω：含水比 [%]） 

ベントナイト単体 
（乾燥密度 1.8 Mg/m3） ω

ω
+

+
=

100
18.43.32

c  

30 wt%ケイ砂混合体 
（乾燥密度 1.6 Mg/m3） ω

ω
+

+
=

100
18.41.34

c  
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付表１－１７（１／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.1.4 
2. ワーク項目 水理特性試験①（飽和水理特性） 
3. 概要 再冠水後（飽和状態）の緩衝材の水理特性の把握。地盤

工学会基準 JGS T 311に準じて透水試験を実施。透水
係数はダルシー則に従った理論式より算出。 

4. 設定パラメータ 飽和透水係数 
5. データセット 飽和透水係数：4.5×10-13 m/s 

（30%ケイ砂混合体，乾燥密度 1.6 Mg/m3，温度 25℃） 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 透水係数の温度依存性に基づいて設定（図-A参照）。 
8. 設定条件（熱的条件） 昇・降温（25→40→60→80→90→80→60→40→25℃） 
9. 設定条件（水理学的条件） 圧縮空気（0.8 MPa）により蒸留水を透過。 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） 蒸留水と人工海水 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 乾燥密度：1.0～1.8 Mg/m3 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.1.1 ベントナイト組成 
17. 下流側ワーク項目 RD-2.2.1 基本特性設定 

RD-4 長期健全性評価 
RD-5 建設・操業・閉鎖 

 

 

  
（ａ） 蒸留水（密度変化） （ｂ） 蒸留水と人工海水の比較 

図－Ａ 透水係数の温度依存性（30 wt% ケイ砂混合体） 
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付表１－１７（２／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.1.4 
2. ワーク項目 水理特性試験②（不飽和水理特性） 
3. 概要 定置時（不飽和状態）の設計検討に必要な緩衝材の水理

特性の把握。 
4. 設定パラメータ 水分拡散係数，水分特性曲線（水分ポテンシャル） 
5. データセット ・水分拡散係数：図-A参照 

・水分ポテンシャル：図-A参照 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） 温度：25，40，60℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 30 wt%ケイ砂混合体（乾燥密度 1.6 Mg/m3） 
15. 参考文献 鈴木英明ほか（1996）：緩衝材の水分ポテンシャルと水

分拡散係数，PNC TN8410 96-117. 
鈴木英明・藤田朝雄（1999）：緩衝材の不飽和水理特性，

JNC TN8400 99-010. 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.1.1 ベントナイト組成 
17. 下流側ワーク項目 RD-2.2.1 基本特性設定 

RD-4 長期健全性評価 
RD-5 建設・操業・閉鎖 

 

  

（ａ） 水分拡散係数 （ｂ） 水分ポテンシャル 

図－Ａ 不飽和ベントナイトの水理特性 
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付表１－１８（１／６） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.1.5 
2. ワーク項目 力学特性試験①（圧裂試験） 
3. 概要 緩衝材の引張特性の把握。岩石の引張強さ試験方法

（JIS M 3030）に準拠して圧裂試験を実施。 
4. 設定パラメータ 引張強度 
5. データセット 引張強度： ( )e

5 84.5exp1063. ρ×1 （図-A参照） 
（ただし，ρe：有効粘土密度 [Mg/m3]） 

6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 ケイ砂混合率および乾燥密度への依存性を有効粘土密

度で整理。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） 含水比：約 7 %（自然含水比） 

10. 設定条件（力学的条件） ひずみ速度：約 1 %/min 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） ・ケイ砂混合率：0，20，30 wt% 

・乾燥密度：約 1.4，1.6，1.8，2.0 Mg/m3 
15. 参考文献 高治一彦・鈴木英明（1999）：緩衝材の静的力学特性，

JNC TN8400 99-041. 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.1.1 ベントナイト組成 
17. 下流側ワーク項目 RD-2.2.1 基本特性設定 

RD-2.2.4 製作・施工性 
RD-4 長期健全性評価 
RD-5 建設・操業・閉鎖 

 

 
図－Ａ 有効粘土密度と引張強度の関係 
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付表１－１８（２／６） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.1.5 
2. ワーク項目 力学特性試験②（一軸圧縮試験） 
3. 概要 緩衝材の圧縮特性の把握。地盤工学会基準（JGS T 511）

に準拠して一軸圧縮試験を実施。 
4. 設定パラメータ 一軸圧縮強度，弾性係数 
5. データセット ・一軸圧縮強度：0  232 1084.11028.799. ωω −− ×+×−

・弾性係数： ω74.334.84 − （ただし，ω：含水比 [%]） 
（30%ケイ砂混合体，乾燥密度 1.6 Mg/m3） 

6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 含水比依存性を近似式で整理（図-A参照）。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） 含水比：自然含水比～飽和 

10. 設定条件（力学的条件） ひずみ速度：約 0.17 %/min 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 乾燥密度 

・ベントナイト単体：1.6，1.8 Mg/m3 
・30 wt%ケイ砂混合体：1.6 Mg/m3 

15. 参考文献 高治一彦・鈴木英明（1999）：緩衝材の静的力学特性，
JNC TN8400 99-041. 

16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.1.1 ベントナイト組成 
17. 下流側ワーク項目 RD-2.2.1 基本特性設定 

RD-2.2.4 製作・施工性 
RD-4 長期健全性評価 
RD-5 建設・操業・閉鎖 

 

  
（ａ） 一軸圧縮強度 （ｂ） 弾性係数 

図－Ａ 一軸圧縮強度および弾性係数の含水比依存性 
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付表１－１８（３／６） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.1.5 
2. ワーク項目 力学特性試験③（一次元圧密試験） 
3. 概要 緩衝材の圧密特性の把握。地盤工学会基準（JGS T 411）

に準拠して一次元圧密試験を実施（載荷応力については

変更）。 
4. 設定パラメータ 初期間隙比，膨潤応力，圧密降伏応力，圧縮指数，膨潤

指数 
5. データセット ・初期間隙比：0.68 [-] 

・膨潤応力：約 0.5 MPa 
・圧密降伏応力：0.8 MPa 
・圧縮指数：0.27 [-] 
・膨潤指数：0.16 [-] 
（30 wt%ケイ砂混合体，乾燥密度 1.6 Mg/m3） 

6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 間隙比と圧密応力の関係（e-logP 曲線，図-A 参照）に

基づき設定。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） 載荷順序 
①膨潤応力が，ほぼ一定となった時点を初期条件 
②19.6 MPaまで 8段階で荷重を載荷 
③初期膨潤応力相当まで 4段階で除荷 
④19.6 MPaまで 4段階で載荷 

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 乾燥密度 

・ベントナイト単体：1.6，1.8 Mg/m3 
・30 wt%ケイ砂混合体：1.6 Mg/m3 

15. 参考文献 並河務・菅野毅（1997）；緩衝材の圧密特性，PNC 
TN8410 97-051. 
高治一彦・鈴木英明（1999）：緩衝材の静的力学特性，

JNC TN8400 99-041. 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.1.1 ベントナイト組成 
17. 下流側ワーク項目 RD-2.2.1 基本特性設定 

RD-2.2.4 製作・施工性 
RD-4 長期健全性評価 
RD-5 建設・操業・閉鎖 
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図－Ａ 一次元圧密試験結果（e-logP 曲線） 
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付表１－１８（４／６） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.1.5 
2. ワーク項目 力学特性試験④（圧密非排水三軸圧縮試験） 
3. 概要 緩衝材の圧密特性の把握。地盤工学会基準（JGS T 523）

に準拠して，圧密非排水三軸圧縮試験を実施。 
4. 設定パラメータ 限界状態パラメータ，内部摩擦角 
5. データセット ・限界状態パラメータ：0.63 

・内部摩擦角：16.6° 
（30 wt%ケイ砂混合体，乾燥密度 1.0 Mg/m3） 

6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） 載荷順序 
①膨潤圧（0.5 MPa）相当から 3 MPaまで 0.5 MPa刻
みで有効拘束圧を載荷。（3t法で圧密終了判断） 
②載荷速度 0.01 mm/min（ひずみ速度：約 0.01 %/min）
で軸ひずみが 15%に達するまでせん断載荷。 

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 乾燥密度：1.6 Mg/m3 

（ベントナイト単体，30wt%ケイ砂混合体の両方） 
15. 参考文献 並河務・菅野毅（1997）；緩衝材のせん断特性 1，PNC 

TN8410 97-074. 
高治一彦・鈴木英明（1999）：緩衝材の静的力学特性，

JNC TN8400 99-041. 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.1.1 ベントナイト組成 
17. 下流側ワーク項目 RD-2.2.1 基本特性設定 

RD-2.2.4 製作・施工性 
RD-4 長期健全性評価 
RD-5 建設・操業・閉鎖 
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付表１－１８（５／６） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.1.5 
2. ワーク項目 力学特性試験⑤（圧密非排水三軸クリープ試験） 
3. 概要 緩衝材のクリープ特性の把握。地盤工学会基準（JGS T 

523）に準拠して，圧密非排水三軸クリープ試験を実施
（せん断過程を除く）。 

4. 設定パラメータ 二次圧密係数，初期体積ひずみ速度 
5. データセット ・二次圧密係数：5.0×10-4 [-] 

・初期体積ひずみ速度：2.0×10-8 h-1 
（30 wt%ケイ砂混合体，乾燥密度 1.6 Mg/m3） 

6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 試験結果（図-A 参照）から，関口－太田モデルの粘塑

性ポテンシャル関数の式をフィッティングしてパラメ

ータを設定。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） ・有効拘束圧：約 3.0 MPa（3t法で圧密終了判断） 
・載荷応力：破壊応力の 30，50，70 % 
・載荷期間：5ヶ月 

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 乾燥密度：1.6 Mg/m3（30 wt%ケイ砂混合体） 
15. 参考文献 高治一彦・鈴木英明（1999）：緩衝材の静的力学特性，

JNC TN8400 99-041. 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.1.1 ベントナイト組成 
17. 下流側ワーク項目 RD-2.2.1 基本特性設定 

RD-2.2.4 製作・施工性 
RD-4 長期健全性評価 
RD-5 建設・操業・閉鎖 
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（ａ） 軸ひずみ，間隙水増分の経時変化 （ｂ） 軸ひずみ速度の経時変化 

図－Ａ 圧密非排水三軸クリープ試験結果 
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付表１－１８（６／６） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.1.5 
2. ワーク項目 力学特性試験⑥（動的三軸試験） 
3. 概要 地震応答解析に必要な緩衝材の動的力学特性の把握。地

盤工学会基準（JGS T 542）に準拠して，動的三軸試験
を実施。 

4. 設定パラメータ 動ポアソン比，せん断剛性，せん断ひずみ，せん断剛性

比，減衰係数，R-Oモデルパラメータ 
5. データセット （分冊２ 表 4.1.2-12参照） 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 Ramberg-Osgoodモデルによる試験結果のモデル化（パ

ラメータ設定）。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） （分冊２ 4.1.2.1.6，p.IV-99参照） 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 高治一彦・谷口航（1999）：緩衝材の動的力学特性，JNC 

TN8400 99-042. 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.1.1 ベントナイト組成 
17. 下流側ワーク項目 RD-2.2.1 基本特性設定 

RD-4 長期健全性評価（RD-4.4 耐震安定性評価） 
RD-5 建設・操業・閉鎖 
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付表１－１９ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.1.6 
2. ワーク項目 膨潤特性試験 
3. 概要 緩衝材の膨潤特性の把握。膨潤量は，蒸気圧法により圧

縮ベントナイトの体積膨張量を測定。膨潤応力は，膨潤

圧とは必ずしも等しくならないため，拘束境界面に作用

する応力を膨潤応力として測定。 
4. 設定パラメータ 膨潤量（体積ひずみ），膨潤応力 
5. データセット ・体積ひずみ：総論では 19 %，分冊２では 25 % 

・膨潤応力：図-B参照（有効粘土密度の関数） 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 膨潤量（図-A）参照。 

膨潤応力は有効粘土密度の関数として整理。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） 膨潤応力試験（浸潤水） 

・蒸留水および人工海水（ASTM D-1141-52基準） 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 膨潤量測定試験 

・ベントナイト単体，30 wt%ケイ砂混合体の両方 
15. 参考文献 鈴木英明・藤田朝雄（1999）：緩衝材の膨潤特性，JNC 

TN8400 99-038. 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.1.1 ベントナイト組成 
17. 下流側ワーク項目 RD-2.2.1 基本特性設定 

RD-4 長期健全性評価 
RD-5 建設・操業・閉鎖 

 

 
図－Ａ 膨潤量（鉛直変位）の経時変化 
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図－Ｂ 膨潤応力の測定結果 
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付表１－２０ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.1.7 
2. ワーク項目 化学特性試験 
3. 概要 緩衝材の化学特性の把握。 
4. 設定パラメータ 緩衝材の化学的緩衝性（間隙水の pH，酸化還元状態） 
5. データセット 圧縮ベントナイト中の間隙水 

・pH：中性～弱アルカリ性が維持。 
・酸化還元条件：還元状態が維持。 

6. 設定方法 ■文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 スメクタイトのイオン交換反応や結晶端の表面水酸基

による酸・塩基解離反応，随伴鉱物の溶解・沈殿反応お

よび酸化還元反応（黄鉄鉱は溶存酸素を消費）。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 谷口直樹ほか (1999)：炭素鋼オーバーパックにおける

腐食の局在化の検討，JNC TN8400 99-067. 
小田治恵・柴田雅博（1999）：ベントナイト－水相互作
用の実験とモデル化，JNC TN8400 99-032. 

Manaka et al. (1999)：Measurement of Effective 
Diffusion Coefficient of Dissolved Oxygen and 
Oxidation Rate of Pyrite by Dissolved Oxygen in 
Compacted Sodium Bentonite, Nuclear Technology. 

16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.1.1 ベントナイト組成 
（詳細は PA-4.2.1 緩衝材中地球化学モデル） 

17. 下流側ワーク項目 （RD-2.2.1 基本特性設定） 
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付表１－２１（１／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.1.8 
2. ワーク項目 物質移行特性試験①（コロイドろ過性） 
3. 概要 緩衝材中のコロイド移行現象の把握。 
4. 設定パラメータ コロイドが透過する緩衝材仕様（有効粘土密度） 
5. データセット 乾燥密度 1.0 Mg/m3／ケイ砂混合率 50 wt%（有効粘土

密度 0.70 Mg/m3以下）でコロイド透過。 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 金コロイド（粒径約 15×10-9 m）によるコロイドフィ

ルトレーション効果の確認（表-A参照）。 
8. 設定条件（熱的条件） 室温 
9. 設定条件（水理学的条件） 約 90 MPaの圧力で溶液透水 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） コロイドの安定性を担保するため界面活性剤とエタノ

ールを添加（溶液の pH 6.6） 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 Kurosawa et al. (1997)：Experimental Study of 

Colloid Filtration by Compacted Bentonite, Mat. 
Res. Soc. Symp. Proc., Vol.465, pp.963-970. 

16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.1.1 ベントナイト組成 
17. 下流側ワーク項目 （RD-2.2.1 基本特性設定） 

RD-2.2.2.2 施工時仕様設定 
RD-2.2.2.3 膨潤後仕様設定 
PA-5.1 人工バリア中移行特性データ取得 
PA-5.3 人工バリア中核種移行評価 

 
表－Ａ コロイド透過試験結果 

乾燥密度 
[Mg/m3] 

ケイ砂混合率 
[%] 

有効粘土密度 
[Mg/m3] コロイド透過 

1.0 0 1.00 × 
1.0 30 0.79 × 
1.0 40 0.70 × 
1.0 50 0.61 ○ 
1.8 50 1.35 × 
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付表１－２１（２／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.1.8 
2. ワーク項目 物質移行特性試験②（拡散効果） 
3. 概要 緩衝材中の拡散移行の把握。 
4. 設定パラメータ ペクレ数（移流効果と拡散効果の比） 
5. データセット ペクレ数：10-4～10-2（有効粘土密度 0.4～1.8 Mg/m3） 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 ペクレ数が 1よりも小さければ，拡散支配。 

De
Lik

De
Lv

Pe ==  

ここで，v：地下水流速 [m/s]，L：地下水の流れの中に
ある物体の代表長さ [m]，De：実効拡散係数 [m2/s]，
k：透水係数 [m/s]，i：動水勾配 [-] 

8. 設定条件（熱的条件） 60℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） 動水勾配：0.07 [-] 

透水係数： ( )2
ee

7 1232.21447.11.42exp100646. ρρ −+−×2
（ρe：有効粘土密度 [Mg/m3]，60℃） 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） 実効拡散係数： ( )e

11 21.1exp107. ρ−× −9  
（ρe：有効粘土密度 [Mg/m3]，60℃） 

14. 設定条件（その他） 代表長さ：0.7 m 
15. 参考文献 松本一浩ほか（1997）：緩衝材の飽和透水特性，PNC 

TN8410 97-296. 
佐藤治夫・渋谷朝紀（1994）：緩衝材および岩盤への核
種の収着・拡散メカニズム，動燃技報，No.91，
pp.71-89. 

16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.1.1 ベントナイト組成 
17. 下流側ワーク項目 （RD-2.2.1 基本特性設定） 

RD-2.2.2.2 施工時仕様設定 
RD-2.2.2.3 膨潤後仕様設定 
PA-5.1 人工バリア中移行特性データ取得 
PA-5.3 人工バリア中核種移行評価 
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付表１－２２（１／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.1.9 
2. ワーク項目 諸特性試験①（ガス透気性） 
3. 概要 オーバーパック（炭素鋼）の腐食に伴って発生する水素

ガスの移行特性の把握。 
4. 設定パラメータ 溶存水素の実効拡散係数，水素ガスの有効透過率 
5. データセット 溶存水素の実効拡散係数：10-10～10-11 m2/s 

ガスの有効浸透率：約 10-17 m2 
（30 wt%ケイ砂混合体，乾燥密度 1.6 Mg/m3） 

6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 実効拡散係数：Through-Diffusion法による溶存水素の

拡散試験結果（図-A参照）。 
ガス有効浸透率：ガス透気試験結果（図-B参照）。 

8. 設定条件（熱的条件） 拡散試験：25，60℃ 
透気試験：室温 

9. 設定条件（水理学的条件） 飽和膨潤状態 
10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 乾燥密度（拡散試験はケイ砂混合体のみ） 

・ベントナイト単体：1.8 Mg/m3 
・30 wt%ケイ砂混合体：1.6，1.8 Mg/m3 

15. 参考文献 棚井憲治ほか（1999）：地層処分場におけるガスの拡
散・移行に関する検討，JNC TN8400 99-045. 

16. 上流側ワーク項目 RD-2.1.1 腐食評価 
RD-2.2.1.1 ベントナイト組成 

17. 下流側ワーク項目 （RD-2.2.1 基本特性設定） 
RD-4.3.1 OP腐食生成ガス評価 

 

  
（ａ） 乾燥密度依存性 （ｂ） 温度依存性 

図－Ａ 溶存水素の実効拡散係数 

 付－１（-213-）



JNC TJ8400 2003-037 

 

  
（ａ） 有効粘土密度とガス有効透過率 （ｂ） 有効粘土密度と破過圧力 

図－Ｂ ガス透気性 
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付表１－２２（２／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.1.9 
2. ワーク項目 諸特性試験②（流出） 
3. 概要 岩盤中の亀裂へのベントナイトの侵入現象とベントナ

イトの浸食現象の把握。侵入は静水試験，浸食は流水試

験を実施。 
4. 設定パラメータ 侵入：拡散現象 

浸食：浸食が生じる最小限界流速 
5. データセット 最小限界流速：2×10-5 m/s 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 侵入：流出距離は時間の平方根に依存（図-A参照） 

浸食：流水試験結果（図-B参照） 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） 亀裂幅：0.3～1.5 mm 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 乾燥密度 

・ベントナイト単体：1.8 Mg/m3 
・30 wt%ケイ砂混合体：1.6，1.8 Mg/m3 

15. 参考文献 菅野毅・松本一浩（1997）：ベントナイト緩衝材の流出
特性の評価(I)，PNC TN8410 97-313. 

16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.1.1 ベントナイト組成 
17. 下流側ワーク項目 （RD-2.2.1 基本特性設定） 

RD-4.2 構造力学安定性評価 
 

 
図－Ａ 流出距離の経時変化（静水試験） 
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表－Ｂ ベントナイトの浸食に関する流水試験結果 
No. 亀裂幅 [mm] 平均流速 [m/s] 浸食の有無 
1 0.3 2.77×10-5 ○ 
2 0.5 1.66×10-5 × 
3 1.0 8.31×10-6 × 
4 1.5 5.54×10-6 × 
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付表１－２３ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.2.1 
2. ワーク項目 応力緩衝性検討 
3. 概要 オーバーパックの腐食生成物の影響を考慮し，オーバー

パックと緩衝材の力学的相互作用に着目して緩衝材の

応力緩衝性（厚さ）を検討。 
4. 設定パラメータ 緩衝材厚さ（乾燥密度） 
5. データセット 緩衝材厚さ：70 cm 

（30 wt%ケイ砂混合体，膨潤後乾燥密度 1.6 Mg/m3） 
（ただし，炭素鋼オーバーパック対象） 

6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，■判断 
7. 設定根拠 緩衝材厚さが 70 cmを超えると応力緩衝性はほとんど

変わらなくなり（図-A参照），オーバーパックへの応力
緩衝効果の観点からは 40～70 cmが合理的。 
オーバーパック腐食量や岩盤クリープ量の変化に対し

て，オーバーパック耐圧厚さの変動幅を小さくすること

を考慮して，70 cmを設定。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） 炭素鋼オーバーパック 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 30 wt%ケイ砂混合体（膨潤後乾燥密度 1.6 Mg/m3） 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.1.2.2 耐圧厚さ設定 

RD-2.2.1 基本特性設定 
RD-2.2.1.5 力学特性試験 

17. 下流側ワーク項目 RD-2.2.2.2 施工時仕様設定 
RD-2.2.2.3 膨潤後仕様設定 
RD-2.2.4 製作・施工性 
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図－Ａ オーバーパック耐圧厚さと緩衝材厚さの関係 
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付表１－２４（１／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.2.2 
2. ワーク項目 施工時仕様設定①現場締固め 
3. 概要 緩衝材の設計要件のうち，製作性を満足する緩衝材仕様

の検討。 
4. 設定パラメータ 施工時の緩衝材厚さと乾燥密度 
5. データセット 緩衝材厚さ：68 cm 

乾燥密度：1.70 Mg/m3 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 膨潤後に応力緩衝性で検討した仕様（厚さ 70 cm，乾燥

密度 1.6 Mg/m3）になるように，施工時の仕様を設定。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 締固め試験により現場の施工で確認された上限密度と

自重のみで緩衝材を積み上げたときの密度（下限密度）

から設定（図-A参照）。 
施工時にオーバーパックと緩衝材の間に 20 mmの隙間
を想定。 

15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.2.1 応力緩衝性検討 

RD-2.2.4 製作・施工性 
17. 下流側ワーク項目 RD-2.2.2.3 膨潤後仕様設定 

 

 
図－Ａ 設計要件を満足する緩衝材厚さと乾燥密度の関係（現場締固め，膨潤前） 
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付表１－２４（２／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.2.2 
2. ワーク項目 施工時仕様設定②ブロック方式 
3. 概要 緩衝材の設計要件のうち，熱伝導性および製作性を満足

する緩衝材仕様の検討 
4. 設定パラメータ 施工時の緩衝材厚さと乾燥密度 
5. データセット 緩衝材厚さ：64 cm 

乾燥密度：1.77 Mg/m3 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，■判断 
7. 設定根拠 膨潤後に応力緩衝性で検討した仕様（厚さ 70 cm，乾燥

密度 1.6 Mg/m3）になるように，施工時の仕様を設定。 
8. 設定条件（熱的条件） 廃棄体 1本あたり 300 m2程度の比較的大きな占有面積

に対して，緩衝材の最高温度が 100℃になるときの厚さ
と密度の関係（図-A参照）。 

9. 設定条件（水理学的条件） － 
10. 設定条件（力学的条件） 周方向 6 分割のブロックが自重に対して強度的に自立

すると考えられる密度の下限を，引張強度に基づき有限

要素法により推定（図-A参照）。 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 製作性に関して，試験で一体型緩衝材の成型が確認され

た密度（図-A参照）。 
施工時にオーバーパックと緩衝材の間に 20 mm，緩衝
材と岩盤の間に 40 mmの隙間（計 60 mm）を想定。 

15. 参考文献 谷口航ほか（1999）：熱的特性の緩衝材仕様に与える影
響，JNC TN8400 99-052. 

16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.1.5 力学特性試験 
RD-2.2.2.1 応力緩衝性検討 
RD-3.4.1 熱解析 
RD-2.2.4 製作・施工性 

17. 下流側ワーク項目 RD-2.2.2.3 膨潤後仕様設定 
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図－Ａ 設計要件を満足する緩衝材厚さと乾燥密度の関係（ブロック方式，膨潤前） 

 

 付－１（-221-）



JNC TJ8400 2003-037 

付表１－２５（１／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.2.3 
2. ワーク項目 膨潤後仕様設定①現場締固め 
3. 概要 応力緩衝性で検討した仕様（厚さ 70 cm，乾燥密度 1.6 

Mg/m3）が，自己シール性やコロイドフィルトレーショ

ン等の緩衝材の設計要件を満たすことを確認。 
4. 設定パラメータ 膨潤後の緩衝材厚さと乾燥密度 
5. データセット 緩衝材厚さ：70 cm 

乾燥密度：1.6 Mg/m3 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，■判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） 炭素鋼オーバーパックの腐食代が全て腐食した際に，耐

圧上必要な厚さが，遮へい上必要な厚さ（15 cm）以内
に収まる緩衝材密度と厚さの範囲（図-A参照）。 

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） コロイド透過試験においてコロイドが透過しなかった

密度（図-A参照）。 
14. 設定条件（その他） 緩衝材が乾燥密度 1.33 Mg/m3 まで膨潤する能力を有

していること（鈴木・藤田，1999）から，施工時の隙
間（20 mm）の 2倍の量，膨潤した後も，乾燥密度が
1.33 Mg/m3 以上となる密度と厚さの範囲（図-A参照）。 

15. 参考文献 鈴木英明・藤田朝雄（1999）：緩衝材の膨潤特性，JNC 
TN8400 99-038. 

16. 上流側ワーク項目 RD-2.1.4 OP仕様設定 
RD-2.2.1.6 膨潤特性試験 
RD-2.2.1.8 物質移行特性試験 
RD-2.2.2.1 応力緩衝性検討 
RD-2.2.2.2 施工時仕様設定 

17. 下流側ワーク項目 RD-2.1.4 OP仕様設定 
RD-2.2.4 製作・施工性 
RD-3 処分施設設計 
RD-4 長期健全性評価 
RD-5 建設・操業・閉鎖 
PA-4.2 間隙水組成評価 
PA-5.1 人工バリア中移行特性データ取得 
PA-5.3 人工バリア中核種移行評価 
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図－Ａ 設計要件を満足する緩衝材厚さと乾燥密度の関係（現場締固め，膨潤後） 
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付表１－２５（２／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.2.3 
2. ワーク項目 膨潤後仕様設定②ブロック方式 
3. 概要 応力緩衝性で検討した仕様（厚さ 70 cm，乾燥密度 1.6 

Mg/m3）が，自己シール性やコロイドフィルトレーショ

ン等の緩衝材の設計要件を満たすことを確認。 
4. 設定パラメータ 膨潤後の緩衝材厚さと乾燥密度 
5. データセット 緩衝材厚さ：70 cm 

乾燥密度：1.6 Mg/m3 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，■判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） 炭素鋼オーバーパックの腐食代が全て腐食した際に，耐

圧上必要な厚さが，遮へい上必要な厚さ（15 cm）以内
に収まる緩衝材密度と厚さの範囲（図-A参照）。 

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） コロイド透過試験においてコロイドが透過しなかった

密度（図-A参照）。 
14. 設定条件（その他） 緩衝材が乾燥密度 1.33 Mg/m3 まで膨潤する能力を有

していること（鈴木・藤田，1999）から，施工時の隙
間（60 mm）の 2倍の量，膨潤した後も，乾燥密度が
1.33 Mg/m3 以上となる密度と厚さの範囲（図-A参照）。 

15. 参考文献 鈴木英明・藤田朝雄（1999）：緩衝材の膨潤特性，JNC 
TN8400 99-038. 

16. 上流側ワーク項目 RD-2.1.4 OP仕様設定 
RD-2.2.1.6 膨潤特性試験 
RD-2.2.1.8 物質移行特性試験 
RD-2.2.2.1 応力緩衝性検討 
RD-2.2.2.2 施工時仕様設定 

17. 下流側ワーク項目 RD-2.1.4 OP仕様設定 
RD-2.2.4 製作・施工性 
RD-3 処分施設設計 
RD-4 長期健全性評価 
RD-5 建設・操業・閉鎖 
PA-4.2 間隙水組成評価 
PA-5.1 人工バリア中移行特性データ取得 
PA-5.3 人工バリア中核種移行評価 
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図－Ａ 設計要件を満足する緩衝材厚さと乾燥密度の関係（ブロック方式，膨潤後） 

 

 付－１（-225-）



JNC TJ8400 2003-037 

付表１－２６ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.3 
2. ワーク項目 放射線遮へい性 
3. 概要 処分孔竪置き方式において，処分坑道内の空間線量率を

管理区域条件以下に遮へいするために必要な OP 上部
の緩衝材（埋戻し材）遮へい厚さを ANISNコードを用
いて検討。 

4. 設定パラメータ 上部緩衝材（埋戻し材）遮へい厚さ 
5. データセット 上部遮へい厚さ：170 cm（内，緩衝材 70 cm） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 管理区域（外部放射線に係わる線量当量が 1 週間につ

き 300 µSv以上）の条件以下となる目標線量当量率（1
週間 7日間，24時間を対象とした場合 1.78 µSv/h）と
するために必要な遮へい厚さ。 

8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） 隣接する廃棄体からの線量寄与を模擬するため，保守的

に無限平板モデルを採用。 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 埋戻し材の組成は緩衝材の組成密度と同じと仮定。 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-1.1 ガラス固化体 

RD-2.1.4 OP仕様設定 
RD-2.2.1.1 ベントナイト組成 
RD-2.2.2 緩衝材仕様設定 

17. 下流側ワーク項目 RD-3.6.7 製作・施工性（埋戻し材） 
RD-5 建設・操業・閉鎖 
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付表１－２７ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-2.2.4 
2. ワーク項目 製作／施工性 
3. 概要 緩衝材の製作・施工性について，現場締固め方式，ブロ

ック方式，一体型方式の 3つの方法を対象として検討。 
4. 設定パラメータ － 
5. データセット － 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 実現可能性。（所定の仕様を満たすことが技術的に可能） 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） ①現場締固め（千々松ほか，1999；杉田ほか，1995） 

・現有技術における 1 層の仕上がり層厚さは，施工性
および品質確保の観点から 10 cm程度が適当。 
・釜石原位置試験場における施工確認試験で，乾燥密度

が管理範囲 1.6～1.7 Mg/m3を満足することを確認。 
・横置き方式では吹付け工法が考えられ，吹付け後の緩

衝材密度は含水比 16～20%において 1.0～1.5 Mg/m3

であり，その後の締固めにより 1.5～1.7 Mg/m3の乾

燥密度が得られた。 
②ブロック方式（千々松ほか，1999） 
・ケイ砂 30 wt%混合体を用いた締固め試験（成型圧力

10 MPa）で，最適含水比13.6%にて最大乾燥密度1.92 
Mg/m3の結果が得られた。 
③一体型方式（電中研・電事連，1999） 
・冷間等方圧プレス（CIP）を用い，成型圧力 100 MPa
で，ケイ砂混合率 20 wt%，乾燥密度 2.0 Mg/m3の緩

衝材が製作可能である。 
15. 参考文献 千々松正和ほか（1999）：緩衝材の製作・施工技術に関

する検討，JNC TN8400 99-035. 
杉田裕ほか（1995）：吹付工法を用いた緩衝材の固着性
能試験，PNC TN8410 95-179. 
電力中央研究所・電気事業連合会（1999）：高レベル放
射性廃棄物地層処分の事業化技術. 

16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.1 基本特性設定 
RD-2.2.2 緩衝材仕様設定 

17. 下流側ワーク項目 RD-5 建設・操業・閉鎖 
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・材料 
・物性

岩盤力学特性

空洞安定性評価

支保工厚の概略検討

支保工材の選定

坑道断面の設定

処分施設設計：坑道設計

・掘削装置仕様 
・搬送定置装置仕様 
・配置スペース 
・人員通路 理論式

・地圧 
・側圧

支保工厚

断面形状ＯＰ設計

緩衝材設計

処分深度

操業

定置方式

間隙水組成評価

・強度 
・施工性

処分深度

地質環境条件

（劣化・変質） 緩衝材設計

建設

処分深度

工法 
（ロックボルト）

当該フローのワーク項目

他フローのワーク項目

リソース類 
（解析コード等）

制約条件等

入力情報 判断

解析・評価

実験・観測

凡例

 

 
付図１－６ 「処分技術」坑道設計に関するワークフロー
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付表１－２８ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.1.1 
2. ワーク項目 坑道断面設定 
3. 概要 断面寸法は必要面積に基づき，断面形状は力学的安定

性，作業性，経済性の観点に基づいて設定。 
4. 設定パラメータ 坑道の断面形状，断面寸法 
5. データセット アクセス坑道：直径 6.5 mの円形（図-A参照）。 

主要・連絡坑道（図-B参照） 
・硬岩系岩盤：幅 5.0 m，高さ 5.0 mの天端部曲率半径

2.5 mの幌形。 
・軟岩系岩盤：曲率半径 2.5 m，4.5 m，5.0 mを組み
合わせた馬蹄形（三心円）。 
処分坑道（図-C参照） 
・横置き方式：直径 2.22 mの円形。 
・竪置き方式：主要・連絡坑道と同形状。 
処分孔：直径 2.22 m，深さ 4.13 mの円形（図-C参照）。 

6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 ・アクセス坑道 

廃棄体，人員，資材の搬送用エレベータの設置スペ

ース，換気ダストや給排水管などの設置スペース，

および坑道の力学的安定性。 
・主要坑道，連絡坑道 
各種運搬機器の走行性や最小寸法，換気ダクトや給

排水管などの設置スペース，人員の通路などの設置

スペース，坑道の力学安定性。 
・処分坑道および処分孔 
竪置き方式の場合は，処分孔掘削機械や廃棄体定置

装置の形状と寸法。横置き方式の場合は基本的に人

工バリアの仕様。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 

RD-1.2 定置方式選定 
RD-2.1 オーバーパック設計 
RD-2.2 緩衝材設計 
RD-3.2 空洞安定性評価 
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（RD-5 建設・操業・閉鎖） 
17. 下流側ワーク項目 RD-3.1.2.2 支保工厚概略検討 

RD-3.2 空洞安定性評価 
 

 

図－Ａ 立坑断面図 

 
図－Ｂ 主要・連絡坑道断面形状 （左：硬岩系岩盤，右：軟岩系岩盤） 

 
図－Ｃ 処分坑道（処分孔）断面形状 （左：硬岩系／竪置き，中：軟岩系／竪置き，右：横置き） 
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付表１－２９ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.1.2.1 
2. ワーク項目 支保工材選定 
3. 概要 岩盤の力学特性などの地質環境条件に応じて，施工方式

の特徴を考慮するとともに，経済性や施工性，ニアフィ

ールドの性能に及ぼす影響を含めて総合的に判断。 
4. 設定パラメータ 支保工材料，（支保工物性） 
5. データセット 支保工材料： 

低アルカリ性コンクリート（必要に応じて H 型鋼など
の鋼製支保の組合せ） 

6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 緩衝材や周辺岩盤への影響（化学的変質）を考慮し，低

アルカリ性コンクリートを採用。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） 低アルカリ性コンクリートの一軸圧縮強度は，材齢 3
日で約 23 MPa，28日で 69 MPa，91日で約 105 MPa
（大和田ほか，1999） 

11. 設定条件（化学的条件） 低アルカリ性コンクリートの浸出液の pH は 10.5～11
程度（三原ほか，1997） 

12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 大和田仁ほか（1999）：放射性廃棄物地層処分システム

におけるセメント系材料の検討－浸出液の pH を低
くしたセメント系材料の施工性と機械的特性，JNC 
TN8400 99-057. 
三原守弘ほか（1997）：シリカフュームを混合したセメ
ントペーストの浸出試験とモデル化，放射性廃棄物研

究，Vol.3, No.2, pp.71-79. 
16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 
17. 下流側ワーク項目 RD-3.1.2.2 支保工圧概略検討 

PA-4.2.3 間隙水組成評価 
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付表１－３０ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.1.2.2 
2. ワーク項目 支保工厚概略検討 
3. 概要 岩盤の力学特性値と深度をパラメータとして，弾塑性理

論解（岡，1977）により，深度と支保工厚の関係を計
算。支保工が必要となる場合には，コンクリートを適用

した時の支保工厚を算出。 
4. 設定パラメータ 支保工厚 
5. データセット 硬岩系岩盤 

・無支保（空洞が力学的に安定）。 
軟岩系岩盤 
・アクセス坑道：45 cm 
・主要・連絡坑道：41 cm 
・処分坑道（竪置き方式）：41 cm 
・処分坑道（横置き方式）：9 cm 

6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） ・硬岩系岩盤データセット（HR）および軟岩系岩盤デ
ータセット（SR-C）の力学特性を使用。 

 （HR） （SR-C） 
飽和密度 2.67 Mg/m3 2.20 Mg/m3 
一軸圧縮強度 115 MPa 15 MPa 
弾性係数 37,000 MPa 3,500 MPa 
ポアソン比 0.25 [-] 0.30 [-] 
粘着力 15 MPa 3.0 MPa 
内部摩擦角 45° 28° 

・深度に応じた土被り圧を設定。 
・側圧係数 K0は深さの関数として設定。 

74.0h/164K0 += （h：深度 [m]） 
・覆工コンクリート物性値 

 吹付け セグメント 
設計基準強度 40 MPa 
弾性係数 4,000 MPa 32,000 MPa 
ポアソン比 0.2 [-]  

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 岡行俊（1977）：NATMにおける支保理論，施工技術，

Vol.10，No.11，pp.6-12. 
16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 

RD-1.3 処分深度設定 
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RD-3.1.1 断面形状設定 
RD-5 建設・操業・閉鎖 

17. 下流側ワーク項目 RD-1.3 処分深度設定 
RD-3.1.3（RD-3.2） 空洞安定性評価 
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付表１－３１（１／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.1.3 
2. ワーク項目 空洞安定性評価①（硬岩系岩盤） 
3. 概要 数値解析を用いて，アクセス坑道を単一空洞，その他の

坑道を連設空洞として，理論解析で求めた支保工仕様の

妥当性を確認するとともに，力学的安定性の観点から必

要となる坑道離間距離，処分孔間隔を検討。また，坑道

交差部の必要補強範囲についても検討。 
4. 設定パラメータ 坑道離間距離，処分孔間隔，交差部の補強範囲 

（レファレンス仕様） 
5. データセット 坑道離間距離 

・処分坑道（横置き方式）：2D (4.44 m) 
・処分坑道（竪置き方式）：2D (10 m) 
・主要・連絡坑道：2D (10 m) 
処分孔間隔 
・処分坑道（竪置き方式）：2d (4.44 m)。 
交差部の補強範囲 
・交差中心から鋭角側 4D，鈍角側 1Dの範囲 
(ただし，D：坑道径，d：処分孔径) 

6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 （RD-3.2参照） 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） （RD-3.2参照） 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 

RD-1.2 定置方式設定 
RD-1.3 処分深度設定 
RD-3.1.1 断面形状設定 
RD-3.1.2.2 支保工厚概略検討 

17. 下流側ワーク項目 RD-1.3 処分深度設定 
RD-3.1.1 断面形状設定 
RD-3.4 坑道配置 
RD-3.5 レイアウト検討 
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付表１－３１（２／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.1.3 
2. ワーク項目 空洞安定性評価②（軟岩系岩盤） 
3. 概要 数値解析を用いて，アクセス坑道を単一空洞，その他の

坑道を連設空洞として，理論解析で求めた支保工仕様の

妥当性を確認するとともに，力学的安定性の観点から必

要となる坑道離間距離，処分孔間隔を検討。また，坑道

交差部の必要補強範囲についても検討。 
4. 設定パラメータ 坑道離間距離，処分孔間隔，交差部の補強範囲 

（レファレンス仕様） 
5. データセット 坑道離間距離 

・処分坑道（横置き方式）：2.5D (5.55 m)， 
・処分坑道（竪置き方式）：2.6D (13 m)， 
・主要・連絡坑道：2.6D (13 m)， 
処分孔間隔は 
・処分坑道（竪置き方式）：3d (6.66 m)。 
交差部の補強範囲 
・交差中心から鋭角側 4D，鈍角側 1Dの範囲 
(ただし，D：坑道径，d：処分孔径) 

6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 （RD-3.2参照） 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） （RD-3.2参照） 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 

RD-1.2 定置方式設定 
RD-1.3 処分深度設定 
RD-3.1.1 断面形状設定 
RD-3.1.2.2 支保工厚概略検討 

17. 下流側ワーク項目 RD-1.3 処分深度設定 
RD-3.1.1 断面形状設定 
RD-3.4 坑道配置 
RD-3.5 レイアウト検討 
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付表１－３３（１／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.2.1 
2. ワーク項目 自重解析①（硬岩系岩盤） 
3. 概要 ABAQUS（有限要素法）を用いた 2次元（横置き方式）

または 3 次元（竪置き方式）の弾塑性解析を実施し，
空洞の力学的安定性から必要となる坑道離間距離，処分

孔間隔を設定。解析ステップ 1 として，岩盤の自重に
より坑道にかかる荷重（地圧）を設定。 

4. 設定パラメータ － 
5. データセット － 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 隣接して設定される坑道相互の力学的な影響は，弾性挙

動する岩盤では中心間隔を掘削径 Dの 2 倍，軟弱な地
盤では 5 倍程度とすれば，ほとんど影響は及ばないと
される（土木学会，1996）。 
硬岩系岩盤においては，1000 m程度であっても解析上
は無支保で空洞が安定している（黒木ほか，1999）。 

8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） ・岩盤物性は硬岩系岩盤データセット（HR）を使用。 
（密度：2670 kg/m3，縦弾性係数：37,000 MPa，ポア
ソン比：0.25） 
・処分深度は 1,000 m。深度に応じた土被り圧を初期応
力として設定。 
・支保は無し。 
・側圧係数 K0は，深さの関数として設定。 

74.0h164K0 +=    （h：深度 m） 
・岩盤の自重を考慮。ただし，解析モデルは地表面から

モデル化するのではなく，解析モデル上面（坑道径中

心から上部 30m程度）に，省略したモデルの該当部
分の重量を等分布荷重として負荷。 

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 使用要素 

・竪置き方式：3次元ソリッド要素（8節点 1次完全積
分要素） 
・横置き方式：平面ひずみ要素（4節点 1次完全積分要
素） 
拘束条件 
・上面：フリー 
・下面：鉛直方向のみ固定（水平方向スライド条件） 
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・側面：法線方向のみ固定（鉛直方向スライド条件） 
判定方法 
・岩盤の局所安全率，最大せん断ひずみに基づき総合的

に判断（ABAQUSユーザ・サブルーチン形式で内部
処理） 
・破壊の判定には Mohr-Coulomb の破壊曲線を適用。
その際，粘着力：15 MPa，内部摩擦角：45 deg，膨
張角：45 degを入力データとして設定。 
解析ステップ 
・Step1：掘削前の自重解析 
・Step2：坑道掘削（掘削解放応力を全て作用） 
・Step3：処分孔掘削（掘削解放応力を全て作用） 

15. 参考文献 土木学会（1996）：トンネル標準示方書「山岳工法偏」・
同解説. 
黒木繁盛ほか（1999）：地下空洞の力学的安定性評価，

JNC TN8400 99-037. 
16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 

RD-1.2 定置方式選定 
RD-1.3 処分深度設定 
RD-3.1.1 断面形状設定 
RD-3.1.2 支保工設計 

17. 下流側ワーク項目 RD-3.2.2 坑道掘削解析 
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付表１－３３（２／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.2.1 
2. ワーク項目 自重解析②（軟岩系岩盤） 
3. 概要 ABAQUS（有限要素法）を用いた 2次元（横置き方式）

または 3 次元（竪置き方式）の弾塑性解析を実施し，
空洞の力学的安定性から必要となる坑道離間距離，処分

孔間隔を設定。岩盤の自重による荷重を設定するため，

次の 2つのステップで解析実施。 
①自重により支保工に該当する部分に作用する節点

荷重を計算（岩盤の自重によって覆工コンクリー

トに生じる荷重を，該当する節点を完全拘束する

ことにより反力として抽出）。 
②掘削前相当の自重解析（①で得られた覆工コンク

リートに該当する節点反力を，節点荷重として設

定し，覆工コンクリート要素を削除）。 
4. 設定パラメータ － 
5. データセット － 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 隣接して設定される坑道相互の力学的な影響は，弾性挙

動する岩盤では中心間隔を掘削径 Dの 2 倍，軟弱な地
盤では 5 倍程度とすれば，ほとんど影響は及ばないと
される（土木学会，1996）。 
軟岩系岩盤においては，500 m を超えると解析上は現
実的な支保工厚で坑道を建設することが難しくなる（黒

木ほか，1999）。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） ・岩盤物性は軟岩系岩盤データセット（SR-C）を使用。 
（密度：2200 kg/m3，縦弾性係数：3500 MPa，ポアソ
ン比：0.3） 
・処分深度は 500 m。深度に応じた土被り圧を初期応
力として設定。 
・覆工コンクリートは，横置き方式の場合はセグメント

厚を 10 cmに設定。竪置き方式の場合は 50 cmと設
定。 
・側圧係数 K0は，深さの関数として設定。 

74.0h164K0 +=    （h：深度 m） 
・岩盤の自重を考慮。ただし，解析モデルは地表面から

モデル化するのではなく，解析モデル上面（坑道径中

心から上部 30m程度）に，省略したモデルの該当部
分の重量を等分布荷重として負荷。 

11. 設定条件（化学的条件） － 
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12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 使用要素 

・竪置き方式：岩盤は 3次元ソリッド要素（8節点 1次
完全積分要素），覆工コンクリートは 3次元シェル要
素（4節点 1次完全積分要素）。 
・横置き方式：岩盤は平面ひずみ要素（4節点 1次完全
積分要素），覆工コンクリートは 2次元ビーム要素（2
節点 1次要素）。 
拘束条件 
・上面：フリー 
・下面：鉛直方向のみ固定（水平方向スライド条件） 
・側面：法線方向のみ固定（鉛直方向スライド条件） 
判定方法 
・岩盤の局所安全率，最大せん断ひずみに基づき総合的

に判断（ABAQUSユーザ・サブルーチン形式で内部
処理） 
・破壊の判定には Mohr-Coulomb の破壊曲線を適用。
その際，粘着力：3 MPa，内部摩擦角：28 deg，膨張
角：28 degを入力データとして設定。 
解析ステップ 
・Step0：自重により坑道に作用する節点荷重計算
（Step2以降で引用） 
・Step1：掘削前の自重解析 
・Step2：坑道掘削 
（竪置き方式：解放率β＝65%の応力を作用） 
（横置き方式：解放率β＝90%の応力を作用） 
・Step3：支保工の設置 
・Step4：坑道掘削による残りの解放応力を全て作用 
・Step5：処分孔掘削（掘削解放応力を全て作用） 

15. 参考文献 土木学会（1996）：トンネル標準示方書「山岳工法偏」・
同解説. 
黒木繁盛ほか（1999）：地下空洞の力学的安定性評価，

JNC TN8400 99-037. 
16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 

RD-1.2 定置方式選定 
RD-1.3 処分深度設定 
RD-3.1.1 断面形状設定 
RD-3.1.2 支保工設計 

17. 下流側ワーク項目 RD-3.2.2 坑道掘削解析 
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付表１－３４（１／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.2.2 
2. ワーク項目 坑道掘削解析①（硬岩系岩盤） 
3. 概要 ABAQUS（有限要素法）を用いた 2次元（横置き方式）

または 3 次元（竪置き方式）の弾塑性解析を実施し，
空洞の力学的安定性から必要となる坑道離間距離，処分

孔間隔を設定。解析ステップ 2 として坑道掘削時の解
析評価（坑道に該当する岩盤の要素を全て削除し，掘削

開放応力を作用）。 
4. 設定パラメータ 坑道離間距離 
5. データセット 処分坑道離間距離 

・竪置き方式： 
2.0D(10m)，2.2D(11m)，2.5D(12.5m)，3.0D(15m)，
4.0D(20m) 

・横置き方式： 
2.0D(4.44m)，2.5D(5.55m)，3.0D(6.66m)， 
4.0D (8.88m)，5.0D(11.1m) 

（*D：坑道径，d：処分孔径，下線：基本ケース） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 隣接して設定される坑道相互の力学的な影響は，弾性挙

動する岩盤では中心間隔を掘削径 Dの 2 倍，軟弱な地
盤では 5 倍程度とすれば，ほとんど影響は及ばないと
される（土木学会，1996）。 
硬岩系岩盤においては，1000 m程度であっても解析上
は無支保で空洞が安定している（黒木ほか，1999）。 

8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） ・岩盤物性は硬岩系岩盤データセット（HR）を使用。 
（密度：2670 kg/m3，縦弾性係数：37,000 MPa，ポア
ソン比：0.25） 
・処分深度は 1,000 m。深度に応じた土被り圧を初期応
力として設定。 
・支保は無し。 
・側圧係数 K0は，深さの関数として設定。 

74.0h164K0 +=    （h：深度 m） 
・岩盤の自重を考慮。ただし，解析モデルは地表面から

モデル化するのではなく，解析モデル上面（坑道径中

心から上部 30m程度）に，省略したモデルの該当部
分の重量を等分布荷重として負荷。 

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
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14. 設定条件（その他） 使用要素 
・竪置き方式：3次元ソリッド要素（8節点 1次完全積
分要素） 
・横置き方式：平面ひずみ要素（4節点 1次完全積分要
素） 
拘束条件 
・上面：フリー 
・下面：鉛直方向のみ固定（水平方向スライド条件） 
・側面：法線方向のみ固定（鉛直方向スライド条件） 
判定方法 
・岩盤の局所安全率，最大せん断ひずみに基づき総合的

に判断（ABAQUSユーザ・サブルーチン形式で内部
処理） 
・破壊の判定には Mohr-Coulomb の破壊曲線を適用。
その際，粘着力：15 MPa，内部摩擦角：45 deg，膨
張角：45 degを入力データとして設定。 
解析ステップ 
・Step1：掘削前の自重解析 
・Step2：坑道掘削（掘削解放応力を全て作用） 
・Step3：処分孔掘削（掘削解放応力を全て作用） 

15. 参考文献 土木学会（1996）：トンネル標準示方書「山岳工法偏」・
同解説. 
黒木繁盛ほか（1999）：地下空洞の力学的安定性評価，

JNC TN8400 99-037. 
16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 

RD-1.2 定置方式選定 
RD-1.3 処分深度設定 
RD-3.1.1 断面形状設定 
RD-3.1.2 支保工設計 
RD-3.2.1 自重解析 

17. 下流側ワーク項目 RD-3.2.3 処分孔掘削解析 
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付表１－３４（２／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.2.2 
2. ワーク項目 坑道掘削解析③（軟岩系岩盤） 
3. 概要 ABAQUS（有限要素法）を用いた 2次元（横置き方式）

または 3 次元（竪置き方式）の弾塑性解析を実施し，
空洞の力学的安定性から必要となる坑道離間距離，処分

孔間隔を設定。次の 2つのステップで解析実施。 
①応力の一部解放 
・竪置き：解放率β=65% の掘削解放応力を作用 
・横置き：解放率β=90% の掘削解放応力を作用 
②支保工設置（支保工に該当するシェル要素を復活） 
③100%応力解放（坑道掘削による残りの掘削解放応
力を全て作用） 

4. 設定パラメータ 坑道離間距離と処分孔間隔 
5. データセット 処分坑道離間距離 

・竪置き方式： 
2.0D(10m)，2.2D(11m)，2.5D(12.5m)，2.6D(13m)， 
3.0D(15m)，4.0D(20m) 

・横置き方式： 
2.0D(4.44m)，2.5D(5.55m)，3.0D(6.66m)， 
4.0D (8.88m)，4.5D(9.99m) 

6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 隣接して設定される坑道相互の力学的な影響は，弾性挙

動する岩盤では中心間隔を掘削径 Dの 2 倍，軟弱な地
盤では 5 倍程度とすれば，ほとんど影響は及ばないと
される（土木学会，1996）。 
軟岩系岩盤においては，500 m を超えると解析上は現
実的な支保工厚で坑道を建設することが難しくなる（黒

木ほか，1999）。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） ・岩盤物性は軟岩系岩盤データセット（SR-C）を使用。 
（密度：2200 kg/m3，縦弾性係数：3500 MPa，ポアソ
ン比：0.3） 
・処分深度は 500 m。深度に応じた土被り圧を初期応
力として設定。 
・覆工コンクリートは，横置き方式の場合はセグメント

厚を 10 cmに設定。竪置き方式の場合は 50 cmと設
定。 
・側圧係数 K0は，深さの関数として設定。 

74.0h164K0 +=    （h：深度 m） 
・岩盤の自重を考慮。ただし，解析モデルは地表面から

モデル化するのではなく，解析モデル上面（坑道径中
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心から上部 30 m程度）に，省略したモデルの該当部
分の重量を等分布荷重として負荷。 

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 使用要素 

・竪置き方式：岩盤は 3次元ソリッド要素（8節点 1次
完全積分要素），覆工コンクリートは 3次元シェル要
素（4節点 1次完全積分要素）。 
・横置き方式：岩盤は平面ひずみ要素（4節点 1次完全
積分要素），覆工コンクリートは 2次元ビーム要素（2
節点 1次要素）。 
拘束条件 
・上面：フリー 
・下面：鉛直方向のみ固定（水平方向スライド条件） 
・側面：法線方向のみ固定（鉛直方向スライド条件） 
判定方法 
・岩盤の局所安全率，最大せん断ひずみに基づき総合的

に判断（ABAQUSユーザ・サブルーチン形式で内部
処理） 
・破壊の判定には Mohr-Coulomb の破壊曲線を適用。
その際，粘着力：3 MPa，内部摩擦角：28 deg，膨張
角：28 degを入力データとして設定。 
解析ステップ 
・Step0：自重により坑道に作用する節点荷重計算
（Step2以降で引用） 
・Step1：掘削前の自重解析 
・Step2：坑道掘削 
（竪置き方式：解放率β＝65%の応力を作用） 
（横置き方式：解放率β＝90%の応力を作用） 
・Step3：支保工の設置 
・Step4：坑道掘削による残りの解放応力を全て作用 
・Step5：処分孔掘削（掘削解放応力を全て作用） 

15. 参考文献 土木学会（1996）：トンネル標準示方書「山岳工法偏」・
同解説. 
黒木繁盛ほか（1999）：地下空洞の力学的安定性評価，

JNC TN8400 99-037. 
16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 

RD-1.2 定置方式選定 
RD-1.3 処分深度設定 
RD-3.1.1 断面形状設定 
RD-3.1.2 支保工設計 
RD-3.2.1 自重解析 

17. 下流側ワーク項目 RD-3.2.3 処分孔掘削解析 
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付表１－３５（１／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.2.3 
2. ワーク項目 処分孔掘削解析①（硬岩系岩盤） 
3. 概要 ABAQUS（有限要素法）を用いた 2次元（横置き方式）

または 3 次元（竪置き方式）の弾塑性解析を実施し，
空洞の力学的安定性から必要となる坑道離間距離，処分

孔間隔を設定。解析ステップ 3 として処分孔掘削時の
解析評価（処分孔に該当する岩盤の要素を全て削除し，

掘削開放応力を作用）。 
4. 設定パラメータ 坑道離間距離と処分孔間隔 
5. データセット 処分坑道離間距離 

・竪置き方式： 
2.0D(10m)，2.2D(11m)，2.5D(12.5m)，3.0D(15m)，
4.0D(20m) 

・横置き方式： 
2.0D(4.44m)，2.5D(5.55m)，3.0D(6.66m)， 
4.0D (8.88m)，5.0D(11.1m) 

処分孔間隔 
・竪置き方式： 

2.0d(4.44m)，2.5d(5.55m)，3.0d(6.66m)， 
4.0d(8.88m) 

（*D：坑道径，d：処分孔径，下線：基本ケース） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 隣接して設定される坑道相互の力学的な影響は，弾性挙

動する岩盤では中心間隔を掘削径 Dの 2 倍，軟弱な地
盤では 5 倍程度とすれば，ほとんど影響は及ばないと
される（土木学会，1996）。 
硬岩系岩盤においては，1000 m程度であっても解析上
は無支保で空洞が安定している（黒木ほか，1999）。 

8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） ・岩盤物性は硬岩系岩盤データセット（HR）を使用。 
（密度：2670 kg/m3，縦弾性係数：37,000 MPa，ポア
ソン比：0.25） 
・処分深度は 1,000 m。深度に応じた土被り圧を初期応
力として設定。 
・支保は無し。 
・側圧係数 K0は，深さの関数として設定。 

74.0h164K0 +=    （h：深度 m） 
・岩盤の自重を考慮。ただし，解析モデルは地表面から

モデル化するのではなく，解析モデル上面（坑道径中

心から上部 30 m程度）に，省略したモデルの該当部
分の重量を等分布荷重として負荷。 
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11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 使用要素 

・竪置き方式：3次元ソリッド要素（8節点 1次完全積
分要素） 
・横置き方式：平面ひずみ要素（4節点 1次完全積分要
素） 
拘束条件 
・上面：フリー 
・下面：鉛直方向のみ固定（水平方向スライド条件） 
・側面：法線方向のみ固定（鉛直方向スライド条件） 
判定方法 
・岩盤の局所安全率，最大せん断ひずみに基づき総合的

に判断（ABAQUSユーザ・サブルーチン形式で内部
処理） 
・破壊の判定には Mohr-Coulomb の破壊曲線を適用。
その際，粘着力：15 MPa，内部摩擦角：45 deg，膨
張角：45 degを入力データとして設定。 
解析ステップ 
・Step1：掘削前の自重解析 
・Step2：坑道掘削（掘削解放応力を全て作用） 
・Step3：処分孔掘削（掘削解放応力を全て作用） 

15. 参考文献 土木学会（1996）：トンネル標準示方書「山岳工法偏」・
同解説. 
黒木繁盛ほか（1999）：地下空洞の力学的安定性評価，

JNC TN8400 99-037. 
16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 

RD-1.2 定置方式選定 
RD-1.3 処分深度設定 
RD-3.1.1 断面形状設定 
RD-3.1.2 支保工設計 
RD-3.2.2 処分坑道掘削解析 

17. 下流側ワーク項目 RD-3.4 坑道配置（熱解析） 
RD-3.5 レイアウト検討 
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付表１－３５（２／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.2.3 
2. ワーク項目 処分孔掘削解析②（軟岩系岩盤） 
3. 概要 ABAQUS（有限要素法）を用いた 2次元（横置き方式）

または 3 次元（竪置き方式）の弾塑性解析を実施し，
空洞の力学的安定性から必要となる坑道離間距離，処分

孔間隔を設定。解析ステップ 3 として処分孔掘削時の
解析評価（処分孔に該当する岩盤の要素を全て削除し，

掘削開放応力を作用）。 
4. 設定パラメータ 坑道離間距離と処分孔間隔 
5. データセット 処分坑道離間距離 

・竪置き方式： 
2.0D(10m)，2.2D(11m)，2.5D(12.5m)，2.6D(13m)， 
3.0D(15m)，4.0D(20m) 

・横置き方式： 
2.0D(4.44m)，2.5D(5.55m)，3.0D(6.66m)， 
4.0D (8.88m)，4.5D(9.99m) 

処分孔間隔 
・竪置き方式： 

2.0d(4.44m)，2.5d(5.55m)，3.0d(6.66m)， 
3.5d(7.77m)，4.0d(8.88m)，4.5d(9.99m) 

（*D：坑道径，d：処分孔径，下線：基本ケース） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 隣接して設定される坑道相互の力学的な影響は，弾性挙

動する岩盤では中心間隔を掘削径 Dの 2 倍，軟弱な地
盤では 5 倍程度とすれば，ほとんど影響は及ばないと
される（土木学会，1996）。 
軟岩系岩盤においては，500 m を超えると解析上は現
実的な支保工厚で坑道を建設することが難しくなる（黒

木ほか，1999）。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） ・岩盤物性は軟岩系岩盤データセット（SR-C）を使用。 
（密度：2200 kg/m3，縦弾性係数：3500 MPa，ポアソ
ン比：0.3） 
・処分深度は 500 m。深度に応じた土被り圧を初期応
力として設定。 
・覆工コンクリートは，横置き方式の場合はセグメント

厚を 10 cmに設定。竪置き方式の場合は 50 cmと設
定。 
・側圧係数 K0は，深さの関数として設定。 

74.0h164K0 +=    （h：深度 m） 
・岩盤の自重を考慮。ただし，解析モデルは地表面から
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モデル化するのではなく，解析モデル上面（坑道径中

心から上部 30m程度）に，省略したモデルの該当部
分の重量を等分布荷重として負荷。 

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 使用要素 

・竪置き方式：岩盤は 3次元ソリッド要素（8節点 1次
完全積分要素），覆工コンクリートは 3次元シェル要
素（4節点 1次完全積分要素）。 
・横置き方式：岩盤は平面ひずみ要素（4節点 1次完全
積分要素），覆工コンクリートは 2次元ビーム要素（2
節点 1次要素）。 
拘束条件 
・上面：フリー 
・下面：鉛直方向のみ固定（水平方向スライド条件） 
・側面：法線方向のみ固定（鉛直方向スライド条件） 
判定方法 
・岩盤の局所安全率，最大せん断ひずみに基づき総合的

に判断（ABAQUSユーザ・サブルーチン形式で内部
処理） 
・破壊の判定には Mohr-Coulomb の破壊曲線を適用。
その際，粘着力：3 MPa，内部摩擦角：28 deg，膨張
角：28 degを入力データとして設定。 
解析ステップ 
・Step0：自重により坑道に作用する節点荷重計算
（Step2以降で引用） 
・Step1：掘削前の自重解析 
・Step2：坑道掘削 
（竪置き方式：解放率β＝65%の応力を作用） 
（横置き方式：解放率β＝90%の応力を作用） 
・Step3：支保工の設置 
・Step4：坑道掘削による残りの解放応力を全て作用 
・Step5：処分孔掘削（掘削解放応力を全て作用） 

15. 参考文献 土木学会（1996）：トンネル標準示方書「山岳工法偏」・
同解説. 
黒木繁盛ほか（1999）：地下空洞の力学的安定性評価，

JNC TN8400 99-037. 
16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 

RD-1.2 定置方式選定 
RD-1.3 処分深度設定 
RD-3.1.1 断面形状設定 
RD-3.1.2 支保工設計 
RD-3.2.2 処分坑道掘削解析 
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17. 下流側ワーク項目 RD-3.4 坑道配置（熱解析） 
RD-3.5 レイアウト検討 
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付表１－３６（１／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.2.4 
2. ワーク項目 坑道交差部強度①（硬岩系岩盤） 
3. 概要 力学的安定性上最も厳しい状態になると予想される処

分孔竪置き方式の処分坑道と主要・連絡坑道の交差部 
4. 設定パラメータ 交差部の補強範囲 
5. データセット 交差中心から鋭角側 4D（20.0 m），鈍角側 1D（5.0 m） 

（ここで，D：坑道径） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件）  
9. 設定条件（水理学的条件）  

10. 設定条件（力学的条件）  
11. 設定条件（化学的条件）  
12. 設定条件（放射線学的条件）  
13. 設定条件（物質移行条件）  
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目  
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付表１－３６（２／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.2.4 
2. ワーク項目 坑道交差部強度②（軟岩系岩盤） 
3. 概要 力学的安定性上最も厳しい状態になると予想される処

分孔竪置き方式の処分坑道と主要・連絡坑道の交差部 
4. 設定パラメータ 交差部の補強範囲 
5. データセット 交差中心から鋭角側 4D（20.0 m），鈍角側 1D（5.0 m） 

（ここで，D：坑道径） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件）  
9. 設定条件（水理学的条件）  

10. 設定条件（力学的条件）  
11. 設定条件（化学的条件）  
12. 設定条件（放射線学的条件）  
13. 設定条件（物質移行条件）  
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目  
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付表１－３７ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.3.1 
2. ワーク項目 想定荷重の設定 
3. 概要 対象システムの線形性を仮定し，掘削時および地震時の

発生荷重を重ね合わせた想定荷重を設定する。掘削解析

の手順は，線形弾性解析とする以外は空洞安定性評価と

同様である。処分坑道の横断方向に載荷する水平震度

は，成層自由地盤の応答解析より得られたせん断応力分

布を解析領域内で細分化・線形補間することにより改め

て応答震度を算定。 
4. 設定パラメータ ・応答震度 

・掘削後の最小主応力分布，最大せん断ひずみ分布，局

所安全率分布 
5. データセット ・処分坑道 

分冊２ 表 4.2.2-24参照。 
・立抗 
分冊２ 表 4.2.2-26参照。 
・掘削後の最小主応力， 
分冊２ 図 4.2.2-82，図 4.2.2-86参照。 
・掘削後の最大せん断ひずみ 
分冊２ 図 4.2.2-83，図 4.2.2-87参照。 
・掘削後の局所安全率 
分冊２ 図 4.2.2-84，図 4.2.2-88参照。 

6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-3.3.1.1 自由地盤応答解析 

RD-3.3.1.2 水平応答震度 
RD-3.3.1.3 自重解析 
RD-3.3.1.4 坑道掘削解析 

17. 下流側ワーク項目 RD-3.3.2 耐震安定性解析 
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付表１－３８ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.3.1.1 
2. ワーク項目 成層自由地盤応答解析 
3. 概要 建設・操業時における空洞安定性評価の一貫として，坑

道掘削前の自由地盤における地震波伝播挙動を把握。解

析は，一次元成層地盤モデルに対して重複反射理論

（SHAKE）を適用。アクセス坑道（立坑）および処分
坑道（横置き方式）を対象とし，坑道掘削後の静的震度

法による耐震解析を行うためのせん断応力分布を求め

る。 
4. 設定パラメータ 自由地盤のせん断応力分布 
5. データセット せん断応力分布：図-A参照（分冊２ 図 4.2.2-77） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） ・モデル化 
成層地盤構造を，硬岩系 59層（深度-1200 m），軟岩
系 53層（-700 m）でモデル化。硬岩系は均質地盤，
軟岩系は深度 -300 m までは砂質岩，深度 -300 
m~-700 mの間を泥質岩の互層構造として考慮。深度
方向に分割する各層厚は，入力地震動の卓越周波数

と岩盤のせん断波速度 Vsを勘案し，１波長あたり 4
要素高で表現できるよう設定。 
・荷重条件 
過去に観測された著名地震より，Imperial Valley地
震（1987）を採用（分冊２ 図 4.2.2-75～図 4.2.2-76
参照）。 
・物性値 
分冊２ 表 4.2.2-23参照。 

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 資源・素材学会（1998）：地震に関する調査・研究. 

構造計画研究所：成層地盤地震応答解析プログラムリフ

ァレンスマニュアル. 
宇津徳治ほか（1987）：地震の辞典. 

16. 上流側ワーク項目 － 
17. 下流側ワーク項目 RD-3.3.1.2 水平応答震度 
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（硬岩系岩盤） （軟岩系岩盤） 

図－Ａ 重複反射理論により求められたせん断応力分布 
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付表１－３９ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.3.1.2 
2. ワーク項目 水平応答震度算定 
3. 概要 建設・操業時における空洞安定性評価の一貫として，成

層自由地盤内のせん断応力分布に基づき応答震度を算

出。応答震度は水平成分のみを考慮し，前提とするせん

断応力分布の時間断面について，以下に示す３ケースを

検討。 
①処分震度におけるせん断ひずみが最大となる時刻 
②地表面におけるせん断ひずみが最大となる時刻 
③時間を考慮しない最大せん断応力分布 

4. 設定パラメータ 応答震度（水平成分） 
5. データセット 応答深度：図-A参照（分冊２ 図 4.2.2-78参照） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） 応答震度は重複反射理論に基づく次式より算出。 

ii

UiLi
Hi h

K
γ
ττ
⋅
−

=  

KHiはｉ層における水平震度， Liτ ， Uiτ はそれぞれｉ
層上下面におけるせん断応力，hiは層厚， iは単位体

積重量。各層の上限面におけるせん断応力は，隣接

する上限層の層厚を基に線形補間で試算する。 

γ

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-3.3.1.1 自由地盤応答解析 
17. 下流側ワーク項目 RD-3.3.1 想定荷重設定 
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（硬岩系岩盤） （軟岩系岩盤） 

図－Ａ せん断応力分布により求められた応答震度（水平成分） 
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付表１－４０ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.3.1.3 
2. ワーク項目 自重解析 
3. 概要 静的力学安定性の評価における自重解析と同じ。 

（RD-3.2.1 自重解析 参照） 
4. 設定パラメータ  
5. データセット  
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件）  
9. 設定条件（水理学的条件）  

10. 設定条件（力学的条件）  
11. 設定条件（化学的条件）  
12. 設定条件（放射線学的条件）  
13. 設定条件（物質移行条件）  
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目 RD-3.3.1 想定荷重設定 
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付表１－４１ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.3.1.4 
2. ワーク項目 坑道掘削解析 
3. 概要 静的力学安定性の評価における坑道掘削解析と同じ。 

（RD-3.2.2 坑道掘削解析 参照） 
4. 設定パラメータ  
5. データセット  
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件）  
9. 設定条件（水理学的条件）  

10. 設定条件（力学的条件）  
11. 設定条件（化学的条件）  
12. 設定条件（放射線学的条件）  
13. 設定条件（物質移行条件）  
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目  
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付表１－４２ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.3.2 
2. ワーク項目 耐震安定性解析 
3. 概要 坑道掘削後の地震発生を想定した耐震安定性解析（静的

弾性解析）を実施。解析コードは，汎用有限要素解析コ

ード ABAQUSを使用。解析モデルは空洞安定性評価と
同様とし，坑道種別，岩種，地震荷重条件（水平震度）

の相違を考慮した下記ケーススタディを実施。 
ケース 坑道種別 岩種 水平震度 

1 硬岩 

2 
処分坑道 

軟岩 

処分震度でのひずみが最大

となる時刻のせん断応力分

布より算出した水平震度 

3 
最大ひずみ分布に基づく水

平震度 

4 
地表面ひずみ最大時のせん

断応力分布より算出した水

平震度 

5 

硬岩 

処分震度（-1000m）でのひ
ずみ最大時のせん断応力分

布より算出した水平震度 

6 
最大ひずみ分布に基づく水

平震度 

7 
地表面ひずみ最大時のせん

断応力分布より算出した水

平震度 

8 

立坑 

軟岩 

処分震度（-1000m）でのひ
ずみ最大時のせん断応力分

布より算出した水平震度  
4. 設定パラメータ ・最小主応力 

・最大せん断ひずみ 
・局所安全率 
・支保工断面力（曲げモーメント，軸力），応力度 

5. データセット ・最小主応力分布 
分冊２ 図 4.2.2-82，図 4.2.2-86参照。 
・最大せん断ひずみ 
分冊２ 図 4.2.2-83，図 4.2.2-87参照。 
・局所安全率 
分冊２ 図 4.2.2-84，図 4.2.2-88参照。 
・支保工断面力 
分冊２ 表 4.2.2-28参照。 
・支保工応力度 
分冊２ 図 4.2.2-90参照。 

6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 （処分場水平坑道，処分場立坑ともに，掘削時の安定性

が確保されていれば，地震に対して安定である。） 
8. 設定条件（熱的条件） － 
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9. 設定条件（水理学的条件） － 
10. 設定条件（力学的条件） ・モデル化 

空洞安定性評価と同様（分冊２ 図 4.2.2-79参照）。 
・境界条件・荷重条件 
境界条件は，硬岩系・軟岩系ともにモデル下端固定，

上端自由境界。側面は水平ローラー境界。地震荷重

は静的物体力として水平方向に載荷。 
・物性値 
岩盤物性については，分冊２ 表 4.2.2-23 を参照。
吹付けコンクリート物性は，同表 4.2.2-27参照。 

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 電気事業連合会（1980）：水封式燃料地下貯蔵施設技術

指針. 
土木学会（1980）：地下貯蔵施設技術指針（案）. 

16. 上流側ワーク項目 RD-3.3.1 想定荷重設定 
17. 下流側ワーク項目 （RD-3.1 坑道設計） 

（RD-3.2 空洞安定性評価） 
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熱解析

廃棄体占有面積の設定

・発熱量 
・熱物性

緩衝材許容温度

FINAS

処分施設設計：坑道配置（熱解析）

・坑道離間距離 
・廃棄体ピッチ

処分深度

ＯＰ仕様

緩衝材仕様

坑道仕様

ガラス固化体仕様

埋戻し材仕様

初期地温

・厚さ 
・熱物性

・断面形状 
・施工時ギャップ

（支保工仕様）

・厚さ 
・熱物性

・厚さ 
・熱物性

・厚さ 
・熱物性

定置方式

空洞安定性評価 長期健全性評価

人工バリア中 
核種移行評価

水理学的特性評価

ＯＰ腐食評価

緩衝材基本特性

地下水組成評価

移行データ取得

間隙水組成評価

溶解度評価

（緩衝材変質）

ガラス遷移温度

当該フローのワーク項目

他フローのワーク項目

リソース類 
（解析コード等）

制約条件等

入力情報 判断

解析・評価

実験・観測

凡例

 
 

付図１－９ 「処分技術」坑道配置（熱解析）に関するワークフロー
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付表１－４３（１／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.4.1 
2. ワーク項目 熱解析①（処分孔竪置き方式） 
3. 概要 緩衝材の最高上昇温度が，人工バリアの性能を損なわな

いとする緩衝材の制限温度を下回るような処分坑道離

間距離と処分孔間隔（廃棄体ピッチ）を検討するため，

ガラス固化体の発熱による人工バリアおよび周辺岩盤

の温度の時間的変化を FINAS（有限要素法）で解析。 
4. 設定パラメータ 緩衝材最高温度 
5. データセット 緩衝材の最高到達温度（空洞安定性から設定された最小

離間距離と最小ピッチの組合せ） 
・硬岩系岩盤：98℃程度 
・軟岩系岩盤：71℃程度 

6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 （緩衝材最高到達温度が 100℃以下） 
8. 設定条件（熱的条件） ・地表面温度は 15℃、地温勾配は 3℃/100mに設定。 

・ガラス固化体は JNFL仕様，貯蔵期間 50年の発熱量
データを使用（図-A参照）。 
・緩衝材／埋め戻し材の熱伝導率は 0.78 W/(m･K)，比
熱は 0.59 kJ/(kg･K) に設定（含水比 7 %，乾燥密度
1.6 Mg/m3の値）。 
・ガラス固化体の熱伝導率は 1.2 W/(m･K)，比熱は 0.96 

kJ/(kg･K) に設定（COGEMA仕様）。 
・オーバーパックの熱伝導率は 51.6 W/(m･K)，比熱は

0.47 kJ/(kg･K) に設定（300 Kでの炭素鋼の値）。 
・岩盤の熱伝導率は硬岩系で 2.8 W/(m･K)，軟岩系で

2.2 W/(m･K) に設定。比熱は硬岩系で1.0 kJ/(kg･K)，
軟岩系で 1.4 kJ/(kg･K) に設定。（表-B参照）。 

9. 設定条件（水理学的条件） － 
10. 設定条件（力学的条件） ・処分深度は，硬岩系岩盤 1,000 m，軟岩系岩盤 500 m。 

・坑道離間距離／処分孔ピッチの組合せ（空洞安定性）。 
－硬岩系：離間距離 2D (10 m)，ピッチ 2d (4.44 m) 
－軟岩系：離間距離 2.6D (13 m)，ピッチ 3d (6.66 m) 

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） ・オーバーパック／緩衝材，緩衝材／岩盤の隙間は基本

的に無視（均一化モデル）。 
・人工バリアに隙間が生じることを考慮したモデル（隙

間モデル）による解析から，隙間が緩衝材の最高上昇

温度に及ぼす影響は小さい（谷口・岩佐，1999）。 
・初期条件： 
地表面温度，地温勾配に基づいて設定。 
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・境界条件： 
上面：地表面温度で固定。 
下面：固化体から 200 mの地点（谷口・藤田，1997）
を初期地温で固定。 

側面：断熱境界（1/4カットモデル）。 
・ガラス固化体発熱量： 
固化体構成要素の各節点に集中発熱として与え，そ

の合計が総発熱量になるように設定。 
15. 参考文献 谷口航・藤田朝雄（1997）：地層処分場設計研究におけ

る熱解析，PNC TN8410 97-212. 
谷口航・岩佐健吾（1999）：ニアフィールドの熱解析，

JNC TN8400 99-051. 
16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 

RD-1.1 対象固化体選定 
RD-1.2 定置方式選定 
RD-1.3 処分深度設定 
RD-2.1.4 OP仕様設定 
RD-2.2.1 基本特性設定（緩衝材） 
RD-2.2.2 緩衝材仕様設定 
RD-3.1.1 坑道断面形状設定 
RD-3.2 空洞安定性評価 
RD-3.6.6 埋戻し材設計 
PA-2.1.1 ガラス固化体評価 

17. 下流側ワーク項目 RD-3.4.2 占有面積設定 
 

 
図－Ａ ガラス固化体５０年貯蔵後の発熱量経時変化 
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表－Ｂ 人工バリア，岩盤の主要物性値 

熱物性 
構成要素 

熱伝導率：λ 
[W/m/K] 

比熱：C 
[kJ/kg/K] 

密度：ρ 
[kg/m3] 

ガラス固化体 1.2 0.96 2800 
オーバーパック 51.6 0.47 7860 
緩衝材 0.78 0.59 1712 
埋め戻し材 0.78 0.59 1712 

硬岩系 2.8 1.0 2670 
岩盤 

軟岩系 2.2 1.4 2200 
 

 付－１（-265-）



JNC TJ8400 2003-037 

付表１－４３（２／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.4.1 
2. ワーク項目 熱解析②（処分坑道横置き方式） 
3. 概要 緩衝材の最高上昇温度が，人工バリアの性能を損なわな

いとする緩衝材の制限温度を下回るような処分坑道離

間距離と処分孔間隔（廃棄体ピッチ）を検討するため，

ガラス固化体の発熱による人工バリアおよび周辺岩盤

の温度の時間的変化を FINAS（有限要素法）で解析。 
4. 設定パラメータ 緩衝材最高温度 
5. データセット 緩衝材の最高到達温度（空洞安定性から設定された最小

離間距離） 
・硬岩系岩盤：約 165℃程度 
・軟岩系岩盤：約 135℃程度 

6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 （緩衝材最高到達温度が 100℃以下） 
8. 設定条件（熱的条件） ・地表面温度は 15℃、地温勾配は 3℃/100mに設定。 

・ガラス固化体は JNFL仕様，貯蔵期間 50年の発熱量
データを使用（図-A参照）。 
・緩衝材／埋め戻し材の熱伝導率は 0.78 W/(m･K)，比
熱は 0.59 kJ/(kg･K) に設定（含水比 7 %，乾燥密度
1.6 Mg/m3の値）。 
・ガラス固化体の熱伝導率は 1.2 W/(m･K)，比熱は 0.96 

kJ/(kg･K) に設定（COGEMA仕様）。 
・オーバーパックの熱伝導率は 51.6 W/(m･K)，比熱は

0.47 kJ/(kg･K) に設定（300 Kでの炭素鋼の値）。 
・岩盤の熱伝導率は硬岩系で 2.8 W/(m･K)，軟岩系で

2.2 W/(m･K) に設定。比熱は硬岩系で1.0 kJ/(kg･K)，
軟岩系で 1.4 kJ/(kg･K) に設定。（表-B参照）。 

9. 設定条件（水理学的条件） － 
10. 設定条件（力学的条件） ・処分深度は，硬岩系岩盤 1,000 m，軟岩系岩盤 500 m。 

・坑道離間距離は，空洞安定性から設定された最小離間

距離以上（ピッチは人工バリア高さから設定）。 
－硬岩系：離間距離 2D (4.44 m)，ピッチ 3.13 m 
－軟岩系：離間距離 2.5D (5.55 m)，ピッチ 3.13 m 

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） ・オーバーパック／緩衝材，緩衝材／岩盤の隙間は基本

的に無視（均一化モデル）。 
・人工バリアに隙間が生じることを考慮したモデル（隙

間モデル）による解析から，隙間が緩衝材の最高上昇

温度に及ぼす影響は小さい（谷口・岩佐，1999）。 
・初期条件： 
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地表面温度，地温勾配に基づいて設定。 
・境界条件： 
上面：地表面温度で固定。 
下面：固化体から 200 mの地点（谷口・藤田，1997）
を初期地温で固定。 
側面：断熱境界（1/4カットモデル）。 
・ガラス固化体発熱量： 
固化体構成要素の各節点に集中発熱として与え，そ

の合計が総発熱量になるように設定。 
15. 参考文献 谷口航・藤田朝雄（1997）：地層処分場設計研究におけ

る熱解析，PNC TN8410 97-212. 
谷口航・岩佐健吾（1999）：ニアフィールドの熱解析，

JNC TN8400 99-051. 
16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 

RD-1.1 対象固化体選定 
RD-1.2 定置方式選定 
RD-1.3 処分深度設定 
RD-2.1.4 OP仕様設定 
RD-2.2.1 基本特性設定（緩衝材） 
RD-2.2.2 緩衝材仕様設定 
RD-3.1.1 坑道断面形状設定 
RD-3.2 空洞安定性評価 
RD-3.6.6 埋戻し材設計 
PA-2.1.1 ガラス固化体評価 

17. 下流側ワーク項目 RD-3.4.2 占有面積設定 
 

 
図－Ａ ガラス固化体５０年貯蔵後の発熱量経時変化 
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表－Ｂ 人工バリア，岩盤の主要物性値 

熱物性 
構成要素 

熱伝導率：λ 
[W/m/K] 

比熱：C 
[kJ/kg/K] 

密度：ρ 
[kg/m3] 

ガラス固化体 1.2 0.96 2800 
オーバーパック 51.6 0.47 7860 
緩衝材 0.78 0.59 1712 
埋め戻し材 0.78 0.59 1712 

硬岩系 2.8 1.0 2670 
岩盤 

軟岩系 2.2 1.4 2200 
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付表１－４４（１／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.4.2 
2. ワーク項目 占有面積設定①（処分孔竪置き方式） 
3. 概要 ニアフィールドの熱解析の結果から，緩衝材の最高上昇

温度が，人工バリアの性能を損なわないとする緩衝材の

制限温度を下回るような処分坑道離間距離と処分孔間

隔（廃棄体ピッチ）を検討。 
4. 設定パラメータ 処分坑道離間距離と廃棄体ピッチ（占有面積） 
5. データセット 坑道離間距離と廃棄体ピッチ（空洞安定性から設定され

る最小離間距離と最小ピッチの組み合わせで，緩衝材の

制限温度以下）。 
・硬岩系岩盤：2D (10 m)，2d (4.44 m) 
・軟岩系岩盤：2.6D (13 m)，3d (6.66 m) 
廃棄体占有面積 
・硬岩系岩盤：44.4 m2/本 
・軟岩系岩盤：86.6 m2/本 
（D：処分坑道径、d：処分孔径）。 

6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 緩衝材最高到達温度が 100℃以下 
8. 設定条件（熱的条件） 緩衝材の最高到達温度（空洞安定性から設定された最小

離間距離と最小ピッチの組合せ） 
・硬岩系岩盤：98℃程度 
・軟岩系岩盤：71℃程度 

9. 設定条件（水理学的条件） － 
10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-3.4.1 熱解析 
17. 下流側ワーク項目  
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付表１－４４（２／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.4.2 
2. ワーク項目 占有面積設定②（処分坑道横置き方式） 
3. 概要 ニアフィールドの熱解析の結果から，緩衝材の最高上昇

温度が，人工バリアの性能を損なわないとする緩衝材の

制限温度を下回るような処分坑道離間距離と処分孔間

隔（廃棄体ピッチ）を検討。 
4. 設定パラメータ 処分坑道離間距離と廃棄体ピッチ（占有面積） 
5. データセット 坑道離間距離と廃棄体ピッチの合理的な組合せ（緩衝材

上昇温度が制限温度：100℃を下回る占有面積） 
・硬岩系岩盤：6D(13.32m)，3.13m（人工バリア高さ） 
・軟岩系岩盤：4.5D(9.99m)，3.13m（人工バリア高さ） 
廃棄体占有面積 
・硬岩系岩盤：41.69 m2/本 
・軟岩系岩盤：31.27 m2/本程度 
（D：処分坑道径）。 

6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，■判断 
7. 設定根拠 緩衝材最高到達温度が 100℃以下。 

総掘削量が最小となる坑道離間距離。 
8. 設定条件（熱的条件） 緩衝材最高温度の解析結果（図-A参照）。 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 坑道離間距離と掘削量の関係（図-B参照） 
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目 RD-3.4.1 熱解析 
17. 下流側ワーク項目  

 

 
図－Ａ 緩衝材最高上昇温度（処分坑道横置き方式） 
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（ａ） 硬岩系岩盤 （ｂ） 軟岩系岩盤 

図－Ｂ 処分坑道離間距離と総掘削量比の関係 
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岩盤分布

アクセス方式の検討 本数の検討 配置の検討

主要・連絡坑道配置

処分施設設計：レイアウト（パネル）検討

・物流経路 
・避難経路 
・作業性

敷地条件（地形/面積）

パネル形状の検討 規模・数の検討
方向・配置・レイアウト
の検討

固化体埋設本数

廃棄体占有面積

坑道交差部

定置方式

・坑道離間距離 
・廃棄体埋設ピッチ

交差角

地質環境条件

地下水流動方向

坑道断面形状

地質環境条件
・岩盤分布 
・割れ目分布

操業

地質環境条件

定置方式

操業 搬送定置装置仕様
・物流経路 
・避難経路 
・作業性

・物流経路 
・避難経路 
・作業性

当該フローのワーク項目

他フローのワーク項目

リソース類 
（解析コード等）

制約条件等

入力情報 判断

解析・評価

実験・観測

凡例

 
付図１－１０ 「処分技術」レイアウト検討に関するワークフロー
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付表１－４５ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.5 
2. ワーク項目 レイアウト検討 
3. 概要 処分パネルの検討，アクセス坑道の検討，主要・連絡坑

道の検討に基づき，処分場レイアウトを作成。 
4. 設定パラメータ 処分場レイアウト 
5. データセット 処分場レイアウト（例示）：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-3.5.1.1 パネル形状検討 

RD-3.5.1.2 規模・数の検討 
RD-3.5.1.3 方向・配置の検討 

17. 下流側ワーク項目 （RD-5 建設・操業・閉鎖） 
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表－Ａ 処分場レイアウト 
岩盤 定置方式 全体鳥瞰図 パネル詳細図 

竪置き 

 

 
硬岩系岩盤 

横置き 

 
 

竪置き 

 

 軟岩系岩盤 

横置き 
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付表１－４６ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.5.1.1 
2. ワーク項目 パネル形状の検討 
3. 概要 地下施設に多数の坑道交差部が存在することを考慮し

てパネル形状を検討。 
4. 設定パラメータ パネル形状 
5. データセット ・処分坑道と主要坑道の接続部の交角：135° 

・パネル形状：平行四辺形 
（硬岩系岩盤／軟岩系岩盤共通） 

6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 ・処分坑道と主要坑道のすりつけ部（図-A 参照）がで

きるだけ短くなるように，接続部の交角を決定。 
・坑道交差部の曲率半径は搬送車両運行の観点から，

40 mを確保。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） 交差部における坑道の力学的安定性に関する設計の基

本的考え方（日本トンネル技術協会，1985） 
①交差部の安定は本質的に地山で得ることになるので，

できるだけ地山の良好な箇所に交差部を選定する必

要がある。 
②交差部における地山応力の集中の度合は，交差角が小

さいほど大きくなるため，交差角はできるだけ直角に

近づけるのが望ましい。 
③地山応力が増加する範囲は，鋭角側 60°の場合 2倍，

30°の場合 4倍で，交差角は大きいほうが望ましい。 
④交差角の覆工の一部はアーチの支持部が切断された

形となるため，軸力部材として働くのではなく，曲げ

部材として働かなければならない部位が生ずる。 
⑤アーチの支持部が切断された部分の荷重は隣接部に

伝達され，接続部の覆工は大きな荷重を受け軸力が増

加する。 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 日本トンネル技術協会（1985）：山岳トンネルの坑内交

差部の設計・施工に関する研究報告書. 
16. 上流側ワーク項目 GS-0 地質環境条件 

RD-3.2 空洞安定性評価 
（RD-5 建設・操業・閉鎖） 

17. 下流側ワーク項目 RD-3.5 レイアウト検討 
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図－Ａ 処分パネルの基本平面形状の例 
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付表１－４７ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.5.1.2 
2. ワーク項目 規模・数の検討（パネル） 
3. 概要 処分本数，坑道離間距離と廃棄体ピッチ，割れ目の位置

などの地質環境条件，工程および避難経路の確保などの

観点から処分パネルの規模・数を検討。 
4. 設定パラメータ パネル数 
5. データセット ・パネル数：6 

（硬岩系岩盤／軟岩系岩盤共通） 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 建設・操業・埋め戻しという３つの主要な作業を専用の

パネルで独立に並行して行うこととし，全体工程への影

響などを総合的に判断して設定。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-1.1 対象固化体選定 

RD-3.4.2 占有面積設定 
（RD-5 建設・操業・閉鎖） 

17. 下流側ワーク項目 RD-3.5 レイアウト検討 
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付表１－４８ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.5.1.3 
2. ワーク項目 方向・配置の検討（パネル） 
3. 概要 建設・操業・埋め戻しの各作業時の安全確保，物流経路

の確保のほか，主応力方向，割れ目方向，地下水流動方

向などの地質環境条件を考慮して検討。 
4. 設定パラメータ 方向・配置 
5. データセット ・処分坑道軸方向：主応力卓越方向 

・配置：処分場の短辺方向を主要地下水流動方向と直交 
（硬岩系岩盤／軟岩系岩盤共通） 

6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 ・他の坑道に比べ，総延長が長く支保工厚さのコストへ

の影響が大きい処分坑道を最大主応力方向に一致さ

せた方が経済的に有利。 
・地下施設の短辺方向が主要地下水流動方向と直交する

方が，地下施設を通過する地下水流量が少なくなり，

核種移行の観点から有利。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） ・主応力方向と坑道方向 
坑道軸方向を最大主応力方向に一致させた方が，坑

道の変形が小さく空洞安定性の面で有利。 
・割れ目方向と坑道方向 
坑道軸方向は割れ目に直交させるように配置するこ

とが空洞の安定性上の望ましい（電力土木技術協会，

1988） 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） ・主要地下水流動方向と坑道方向 

地下水流動方法と坑道が直交する場合は，坑道およ

び掘削影響領域が潜在的に卓越した水みちとなる可

能性を低くでき，核種移行の観点から有利。 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 電力土木技術協会（1988）：電力施設地下構造物の設計

と施工. 
16. 上流側ワーク項目 GS-0 地質環境条件 
17. 下流側ワーク項目 RD-3.5 レイアウト検討 
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付表１－４９ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.5.2.1 
2. ワーク項目 アクセス方式の検討 
3. 概要 物流手段としてエレベータ等を用いる立坑方式と，車両

あるはベルトコンベアを用いる斜坑方式について，国内

での実績，国内外の処分関連施設などを調査・検討。 
4. 設定パラメータ アクセス方式 
5. データセット アクセス方式：立坑方式 

（硬岩系岩盤／軟岩系岩盤共通） 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 立坑方式，斜坑方式ともに長所，短所を有しており，一

義的に決定できないため，検討事例として立坑方式を設

定。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） ・立坑方式 

物流手段はエレベータ方式に限定されるため，物流

は断続的になるが，アクセス坑道延長が最短であり，

大深度地下構造物への採用実績が多い。 
・斜坑方式（直線／緩勾配） 
物流手段としてタイヤ方式が使用できるため物流効

率は良いが，アクセス坑道延長が長くなるので，比

較的震度の浅い場合の採用例が多い。 
・斜坑方式（直線／急勾配） 
物流手段はインクラインによる軌道方式やベルトコ

ンベア方式となり，緩勾配の斜坑方式と比較して物

流効率は低くなるが，アクセス坑道延長は短くなる。 
・斜坑方式（スパイラル／緩勾配） 
緩勾配の斜坑方式と基本的には同じ方式で，スウェ

ーデンの HRL やフィンランドの VLJ 処分場で部分
的に採用されている。 
・斜坑方式（スパイラル／急勾配） 
急勾配の斜坑方式と基本的には同じ方式。 

15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 

（RD-5 建設・操業・閉鎖） 
17. 下流側ワーク項目 RD-3.5 レイアウト検討 
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付表１－５０ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.5.2.2 
2. ワーク項目 本数の検討（アクセス坑道） 
3. 概要 建設・操業・埋め戻し手順および不具合への対応，搬送

能力，物流・換気・排水・非難ルートの確保，ならびに

作業性を考慮して検討。 
4. 設定パラメータ アクセス坑道の本数 
5. データセット ・建設用：2本（1本はずり搬出専用） 

・閉鎖用：2本 
・作業用：3本（1本は換気専用） 
（硬岩系岩盤／軟岩系岩盤共通） 

6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 建設・操業・埋め戻しの各作業が独立に並行して行うこ

とができるように，作業毎に専用のアクセス坑道を設け

ることが合理的である。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 （RD-5 建設・操業・閉鎖） 
17. 下流側ワーク項目 RD-3.5 レイアウト検討 
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付表１－５１ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.5.2.3 
2. ワーク項目 配置の検討（アクセス坑道） 
3. 概要 埋め戻し後，アクセス坑道およびその周辺の掘削影響領

域が核種移行経路となる可能性があり，地下水流動を考

慮して検討。 
4. 設定パラメータ アクセス坑道の配置 
5. データセット アクセス坑道（立坑）の配置：主要地下水流動方向に対

して，処分場の上流側 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 天然バリア中の核種移行の観点から，主要地下水流動方

向に対して処分場の上流側に配置することが有利。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 
17. 下流側ワーク項目 RD-3.5 レイアウト検討 
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付表１－５２ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.5.3 
2. ワーク項目 主要・連絡坑道配置 
3. 概要 作業時の安全確保，物流経路の確保，物流・換気ルート

の観点から検討。 
4. 設定パラメータ 主要・連絡坑道の配置 
5. データセット 主要坑道の配置：全周包囲型 

連絡坑道の配置：作業動線同士が交差しない配置 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 ・全周包囲型は，主要坑道延長が長くなるが，物流や換

気のスムーズなルートの確保が可能。 
・一辺配置型は，主要坑道延長は短くなるが，一方通行

ルートが確保できず，処分坑道内で設備を後退させる

こと必要。 
・各パネルごとの作業の独立性を考慮し，アクセス坑道

→連絡坑道→処分パネル→連絡坑道→アクセス坑道

という作業動線を各作業ごとに閉じる。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-3.5.1 パネル配置 

RD-3.5.2 アクセス坑道配置 
17. 下流側ワーク項目 RD-3.5 レイアウト検討 
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プラグ設計

グラウト設計

埋め戻し材設計

製作／施工性

・地質構造 
・岩盤力学物性

パネル配置

緩衝材膨潤圧

処分施設設計：プラグ／グラウト／埋め戻し材設計

緩衝材仕様

坑道仕様

坑道配置（パネル）

地質環境条件

水理評価 ・亀裂構造 
・地下水流動

坑道仕様

坑道配置（パネル）

水理学的特性評価

パネル配置

・亀裂構造 
・地下水流動

緩衝材仕様

処分深度

定置方式

坑道仕様

坑道配置（パネル）

地質環境条件

岩盤クリープ評価

ずり混合率

埋戻し材組成

締固め特性試験

熱特性試験

水理特性試験

力学特性試験

膨潤特性試験

処分深度

定置方式

地質環境条件

基本特性値設定

製作／施工性

製作／施工性

長期健全性評価

水理評価

天然バリア中 
核種移行評価

水理評価

水理評価

天然バリア中 
核種移行評価

当該フローのワーク項目

他フローのワーク項目

リソース類 
（解析コード等）

制約条件等

入力情報 判断

解析・評価

実験・観測

凡例

 
付図１－１１ 「処分技術」プラグ／グラウト／埋戻し材設計に関するワークフロー
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付表１－５３ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.6.1 
2. ワーク項目 プラグ設計 
3. 概要 緩衝材が膨潤し処分坑道や処分孔から膨出することを

防ぐために設置するプラグ，湧水割れ目による緩衝材・

埋め戻し材の流出防止のために設置するプラグの検討。 
4. 設定パラメータ プラグ材料，プラグ厚さ，場所 
5. データセット 膨出防止用プラグ 

・材料：コンクリート（低アルカリ性セメント） 
・厚さ：図-A参照 
・場所：主要坑道端部 
割れ目処置用プラグ 
・材料：高圧縮粘土ブロック 
・厚さ：－ 
・場所：高透水性割れ目の両側（挟み込み） 

6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 膨出防止用プラグ 

・ベントナイトへの影響を考慮して，低アルカリ性セメ

ントが候補材料。 
・設計基準は土木学会の指針を準用。 
割れ目処置用プラグ 
・止水性能に優れ，長期にわたる変質などが少ない粘土

系材料が有利。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） コンクリートプラグの強度は，全断面に緩衝材からの膨

潤応力がかかることによる押し抜きせん断を仮定して

評価。 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 土木学会（1996）：コンクリート標準示方書「設計編」 
16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 

RD-2.2.2 緩衝材仕様設定 
17. 下流側ワーク項目 RD-3.6.2 製作／施工性 

（RD-5 建設・操業・閉鎖） 
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図－Ａ プラグ長に対するプラグに作用するせん断応力と安全率 

 

 付－１（-285-）



JNC TJ8400 2003-037 

付表１－５４ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.6.2 
2. ワーク項目 製作／施工性（プラグ） 
3. 概要 カナダの URL で AECL と共同でトンネルシーリング

試験を実施。 
4. 設定パラメータ プラグの施工方法 
5. データセット － 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 ・コンクリートプラグ：型枠にコンクリート流し込み，

コンクリート固結後に無収縮モルタル，膨張コンクリ

ートあるいはセメントミルク等を注入し隙間を充て

ん。（図-A参照） 
・粘土プラグ：岩盤との境界を粘土の吹付けにより処理

（平滑）し，フォークリフト等を利用して順次ブロッ

クを積上げ。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 試験条件（粘土プラグ） 

・坑道；幅 4.375 m，幅 3.5 m（楕円形） 
・プラグ：切り欠き深さ 1.0 m，拡幅幅 2.0 m 
・粘土：ケイ砂混合率 30%，乾燥密度 1.8 Mg/m3 
・ブロック：大きさ 35.5×10.5×16.5 cm，重量 11 kg 
・吹付け粘土：乾燥密度 1.4 Mg/m3（最大） 

15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-3.6.1 プラグ設計 
17. 下流側ワーク項目 （RD-5 建設・操業・閉鎖） 

 

 

図－Ａ トンネルシーリング試験におけるコンクリートプラグの施工手順 
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付表１－５５ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.6.3 
2. ワーク項目 グラウト設計 
3. 概要 湧水割れ目による緩衝材・埋め戻し材の流出防止のため

の対策工の検討。 
4. 設定パラメータ グラウト材料 
5. データセット グラウト材料：粘土 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 止水性能に優れ，長期にわたって変質が少ない粘土系材

料が有利。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 
17. 下流側ワーク項目 RD-3.6.4 製作／施工性 

（RD-5 建設・操業・閉鎖） 
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付表１－５６ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.6.4 
2. ワーク項目 製作／施工性（グラウト） 
3. 概要 釜石原位置試験，カナダの URLにおいて粘土グラウト

試験を実施。 
4. 設定パラメータ グラウトの施工方法 
5. データセット － 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 ・釜石原位置試験では，割れ目に岩盤内で交差するよう

にボーリング孔を削孔し，100%ベントナイト溶液を
注入。試験孔の透水係数が最大 2桁低下し，その後 2
年間維持。 
・カナダの URLにおける試験では，プラグの拡幅部へ

100%ベントナイトの粘土グラウトを注入。湧水量低
下を確認。 

8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-3.6.2 グラウド設計 
17. 下流側ワーク項目 （RD-5 建設・操業・閉鎖） 
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付表１－５７ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.6.5 
2. ワーク項目 基本特性（埋め戻し材） 
3. 概要 埋戻し材の設計ならびに長期健全性評価で必要となる

埋戻し材の基本的な物性値の設定。 
4. 設定パラメータ ベントナイト混合率と基本特性値 
5. データセット ・ベントナイト混合率：15wt% 

・乾燥密度：1.8 Mg/m3（有効粘土密度：0.64 Mg/m3） 
・弾性係数：3 MPa 
・ポアソン比：0.4 

6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 締固め特性，水理特性，力学特性，膨潤特性を考慮して

設定。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-3.6.5.2 締固め特性試験 

（RD-3.6.5.3 熱特性試験） 
RD-3.6.5.4 水理特性試験 
RD-3.6.5.5 力学特性試験 
RD-3.6.5.6 膨潤特性 

17. 下流側ワーク項目 RD-3.6.6 埋戻し材設計 
（RD-3.4.1 熱解析） 
（RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析） 
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付表１－５８ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.6.5.1 
2. ワーク項目 埋め戻し材組成 
3. 概要 材料の調達のし易さや経済性の観点から，ずり（岩盤の

破片）の利用を基本として埋め戻し材の材料を検討。 
4. 設定パラメータ 埋め戻し材材料 
5. データセット 埋め戻し材材料：掘削ずりとベントナイトの混合物 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 粒度調整したずりとベントナイトを混合することによ

り，低透水性の実現とベントナイトの膨潤による自己シ

ール機能も期待できる。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 各種特性試験では，掘削ずりを礫およびケイ砂で模擬 

・礫：JIS A 5005の砕石 2005 
・ケイ砂：3号および 5号ケイ砂の組合せ 
・ベントナイト：クニゲル V1 

15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 
17. 下流側ワーク項目 RD-3.6.5.2 締固め試験 

RD-3.6.5.3 熱特性試験 
RD-3.6.5.4 水理特性試験 
RD-3.6.5.5 力学特性 
RD-3.6.5.6 膨潤特性 
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付表１－５９ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.6.5.2 
2. ワーク項目 締固め特性試験 
3. 概要 施工性を判断する指標となる締固め特性把握のため，骨

材混合材を対象として締固め試験を実施。 
4. 設定パラメータ ベントナイト混合率 
5. データセット ベントナイト混合率：（15wt%以上） 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 ・ベントナイト混合率 15wt%のとき，乾燥密度は 2.0 

Mg/m3で最大となり，最適含水比は最小の 8.9%（図
-A参照） 
・透水係数のオーダーが変化しなくなる有効粘土密度

0.9 Mg/m3 以上とするには，ベントナイト混合率

15wt%以上（図-B参照） 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-3.6.5.1 埋戻し材組成 
17. 下流側ワーク項目 RD-3.6.5 基本特性（埋戻し材） 

RD-3.6.7 製作・施工性（埋戻し材） 
 

  
図－Ａ 骨材混合体の締固め曲線 図－Ｂ ベントナイト混合率と密度の関係 
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付表１－６０ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.6.5.3 
2. ワーク項目 熱特性試験 
3. 概要 － 
4. 設定パラメータ 熱伝導率，比熱 
5. データセット － 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 （熱解析では緩衝材の熱物性値を使用） 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-3.6.5.1 埋戻し材組成 
17. 下流側ワーク項目 RD-3.6.5 基本特性（埋戻し材） 

（RD-3.4.1 熱解析） 
（RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析） 
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付表１－６１ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.6.5.4 
2. ワーク項目 水理特性試験 
3. 概要 埋め戻しされた坑道の透水性を把握するため，骨材混合

材を対象として透水試験を実施。 
4. 設定パラメータ 透水係数 
5. データセット 透水係数：－ 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 ベントナイト混合率が 15wt%程度以上（図-A 参照），

有効粘土密度が 0.9 Mg/m3以上（図-B参照）になると，
透水係数のオーダーは大きく変化しない。 

8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-3.6.5.1 埋戻し材組成 
17. 下流側ワーク項目 RD-3.6.5 基本特性（埋戻し材） 

（RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析） 
 

  

図－Ａ ベントナイト混合率と透水係数の関係 図－Ｂ 有効粘土密度と透水係数の関係 
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付表１－６２ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.6.5.5 
2. ワーク項目 力学特性試験 
3. 概要 骨材混合体は地下水の浸潤が進むと強度が低下すると

考えられ，飽和度をパラメータに一軸圧縮試験を実施。 
4. 設定パラメータ 一軸圧縮強度，弾性係数 
5. データセット ・一軸圧縮強度：0.1 MPa 程度（有効粘土密度 0.9 

Mg/m3；図-A参照） 
・弾性係数：－（図-B参照） 

6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-3.6.5.1 埋戻し材組成 
17. 下流側ワーク項目 RD-3.6.5 基本特性（埋戻し材） 

RD-3.6.6 埋戻し材設計 
（RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析） 

 

  

図－Ａ 有効粘土密度と一軸圧縮強度の関係 図－Ｂ 有効粘土密度と弾性係数の関係 
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付表１－６３ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.6.5.6 
2. ワーク項目 膨潤特性試験 
3. 概要 間隙に対する自己シール機能の指標となる膨潤特性把

握のため，骨材混合体の膨潤応力を測定。 
4. 設定パラメータ 膨潤圧 
5. データセット 膨潤圧：0.1～0.2 MPa程度（図-A参照） 

（有効粘土密度：0.9 Mg/m3） 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-3.6.5.1 埋戻し材組成 
17. 下流側ワーク項目 RD-3.6.5 基本特性（埋戻し材） 

RD-3.6.6 埋戻し材設計 
（RD-4.1.1 熱－水－応力連成解析） 

 

 
図－Ａ 有効粘土密度と膨潤応力の関係 

 

 付－１（-295-）



JNC TJ8400 2003-037 

付表１－６４ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.6.6 
2. ワーク項目 埋め戻し材設計 
3. 概要 緩衝材の膨出による緩衝材の乾燥密度の低下とそれに

伴う透水性の変化について検討するため，緩衝材および

埋戻し材の膨出量を解析。 
4. 設定パラメータ 埋戻し材の乾燥密度（有効粘土密度） 
5. データセット 埋戻し材の乾燥密度：（1.8 Mg/m3） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 膨出後の緩衝材物性 

（最終的な膨潤圧 0.38 MPa，膨出量 0.69 m3） 
・乾燥密度：1.53 Mg/m3 
・透水係数：9.18×10-13 m/s 
（緩衝材はわずかに膨出するものの，緩衝材の乾燥密度

や透水係数に及ぼす影響はほとんどない。） 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） ・緩衝材の初期膨潤圧：0.5 MPa（乾燥密度 1.6 Mg/m3

の場合の膨潤圧） 
・埋戻し材の膨潤応力は無視。 

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） ・埋戻し材物性：RD-3.5.1 基本特性（埋戻し材） 

・処分孔竪置き方式を対象とし，時間の影響を無視して，

保守的に弾性係数を設定して解析。 
・緩衝材の膨潤圧を，緩衝材と埋戻し材の境界面に鉛直

上向きに作用（膨潤圧が作用したときの膨出量から密

度低下を計算し，それに応じた膨潤応力を再設定して

繰り返し計算）。 
・オーバーパックの腐食膨張は考慮しない。 

15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.2 緩衝材設計 

RD-3.6.5 基本特性（埋戻し材） 
17. 下流側ワーク項目 （RD-5 建設・操業・閉鎖） 
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付表１－６５ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-3.6.7 
2. ワーク項目 製作／施工性（埋め戻し） 
3. 概要 所定の埋戻し材を用いて，設計された乾燥密度で均一に

施工するための方法を検討 
4. 設定パラメータ 埋め戻しの施工法 
5. データセット  
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 埋め戻しの施工法 

・処分坑道／主要・連絡坑道：まきだし・締固め工法と

横締め工法の組合せ 
・アクセス坑道（斜坑方式）：まきだし・締固め工法と

横締め工法の組合せ 
・アクセス坑道（立坑方式）：下部より順次締固め 

15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-3.6.6 埋戻し材設計 
17. 下流側ワーク項目 （RD-5 建設・操業・閉鎖） 
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熱-水-応力連成解析 
モデルの開発

長期健全性評価：熱的・水理学的評価（再冠水挙動）

熱－水－応力連成解析

THAMES

・岩盤力学特性 
・岩盤熱特性 
・岩盤水理特性

・水理特性 
・膨潤特性 
・熱特性 
・力学特性

・温度 
・含水比 
・再冠水時間

・発熱量 
・熱特性 
・力学特性

ガラス固化体仕様

緩衝材仕様

緩衝材基本特性

ＯＰ仕様

（支保工仕様）

埋戻し材仕様

坑道配置

処分深度

定置方式

地質環境条件

・熱特性 
・力学特性

・地圧 
・初期地温

・熱特性 
・力学特性

・坑道離間距離 
・埋設ピッチ

ＯＰ腐食評価

緩衝材設計

（緩衝材変質）

長期健全性評価

移行データ取得

・ケイ砂混合率 
・空隙率 
・乾燥密度

当該フローのワーク項目

他フローのワーク項目

リソース類 
（解析コード等）

制約条件等

入力情報 判断

解析・評価

実験・観測

凡例

 
付図１－１２ 「処分技術」熱的・水理学的評価（再冠水挙動）に関するワークフロー

 



JNC TJ8400 2003-037 

付表１－６６ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-4.1.1 
2. ワーク項目 熱－水－応力連成解析 
3. 概要 緩衝材の再冠水時間や再冠水に至るまでのニアフィー

ルドの状態変化を把握するために，熱－水－応力連成解

析コード（THAMES）により評価。 
4. 設定パラメータ 緩衝材の再冠水時間，最高到達温度 
5. データセット 再冠水時間：50年程 

最高到達温度：100℃以下 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 ・再冠水時間（表-A参照） 

岩盤の固有透過度が 10-15 m2程度あれば，圧力水頭 0 
mでも 50年程度で再冠水。岩盤の透水性が非常に低
い場合（岩盤基質部の透水性程度）は，極端に遅く

なる。 
・最高温度（図-B参照） 
連成を考慮しない熱解析よりも低い（設計上の熱解

析は保守的な評価）。 
8. 設定条件（熱的条件） ・地表面温度は 15℃，地温勾配は 3℃/100mに設定。 

・ガラス固化体は，JNFL仕様，貯蔵期間 50年の発熱
量データを使用。 
・熱物性値：表-C 参照（緩衝材の熱伝導率，比熱は含
水比の関数）。 

9. 設定条件（水理学的条件） ・緩衝材； 
固有透過度：4.0×10-21 [m2]（有効粘土密度より設定） 
水分拡散係数：温度，体積含水率の関数 
水分特性曲線：van Genuchtenによる関数モデル 
水分移動係数：温度補正 
・岩盤； 
初期間隙水圧と固有透過度：表-A参照。 
・埋戻し材（不飽和透水係数）； 

van Genuchtenによる関数モデルを適用して不飽和
水分特性曲線を同定し，同モデルから設定。 

10. 設定条件（力学的条件） ・緩衝材（膨潤圧） 
膨潤応力と膨潤圧の補正係数は 0.05に設定。 
・力学物性値：表-C参照 

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） ・処分深度：1,000 m（硬岩系岩盤対象） 

・オーバーパック：炭素鋼。 
・緩衝材：30wt%ケイ砂混合体，乾燥密度 1.6 Mg/m3。 
・埋戻し材：骨材混合体（ベントナイト混合率 15wt%） 
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・解析モデル： 
処分孔竪置き方式を対象に，軸対称モデル使用。 
オーバーパック／緩衝材，緩衝材／岩盤の隙間は無

視（均一化モデル）。 
・初期条件 
温度：地表面温度，地温勾配に基づいて設定。 
含水比：緩衝材 7.0%，埋戻し材 10.0%に設定。 
間隙水圧（岩盤）：表-A参照 
・境界条件（温度） 
上面：地表面温度で固定。 
底面：51℃で温度固定境界。 
側面：断熱境界 

15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.1.4 OP仕様設定 

RD-2.2.1 基本特性設定 
RD-2.2.2 緩衝材仕様設定 
RD-3.4 坑道配置 
RD-3.6.5 基本特性（埋戻し材） 
PA-2.1.1 ガラス固化体評価 

17. 下流側ワーク項目 RD-2.1.1.2 腐食シナリオ 
RD-2.2.1 基本特性設定 
（PA-4.2 間隙水組成評価） 
PA-5.1 人工バリア中移行特性データ取得 

 

 
表－Ａ 熱－水－応力連成解析ケースと再冠水時間 

解析ケース Case01-1 Case01-2 Case02 Case03-1 Case03-1 

水理的 
初期条件 

間隙水圧 0.0 MPa 
地表面に地下水

面のある静水圧

状態 

地表面に地下水面がある静水圧

状態において処分坑道および処

分孔の掘削を行い，掘削後 5年後
に廃棄体を定置 

岩盤の固有 
透過度 [m2] 

1.0×10-15 1.0×10-20 1.0×10-15 1.0×10-15 1.0×10-20 

再冠水時間 [y] 50 >1000 5 10 15 
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（ａ） 緩衝材内側 （ｂ） 緩衝材外側 

図－Ｂ 温度の経時変化 

 

 
表－Ｃ 熱－水－応力連成解析に用いた物性値 

 ガラス固化体 オーバーパック 緩衝材 埋戻し材 岩盤 
弾性係数 [MPa] 8.2×104 2.0×105 58.74-1.87ω 30×100 3.7×104 
ポアソン比 [-] 0.3 0.3 0.3 0.4 0.25 
乾燥密度 [Mg/m3] 2.80 7.80 1.60 1.80 2.67 
固有透過度 [m2] 1.0×10-30 1.0×10-30 4.0×10-20 6.0×10-19 1.0×10-15 
熱伝導率 [W/m/K] 1.2 53.0 （関数） （関数） 2.8 
比熱 [kJ/kg/K] 0.96 0.46 （関数） （関数） 1.0 
熱膨張係数 [1/K] 1.0×10-6 1.64×10-6 1.0×10-6 1.0×10-6 1.0×10-6 
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長期健全性評価：構造力学安定性評価

岩盤クリープ解析

OP沈下解析

緩衝材膨出解析

ABAQUS 
静的弾性解析

DACSAR 
粘弾塑性解析(FEM)

弾性解析コード(FEM)

パラメータ設定

・岩盤力学特性 
・岩盤水理特性

・水理特性 
・膨潤特性 
・力学特性

緩衝材仕様

緩衝材基本特性

ＯＰ仕様

（支保工仕様）

埋戻し材仕様

坑道配置

処分深度

定置方式

地質環境条件

・力学特性

・地圧 
・初期地温

・熱特性 
・力学特性

・坑道離間距離 
・埋設ピッチ

・ケイ砂混合率 
・空隙率 
・乾燥密度

再冠水挙動評価
・温度 
・再冠水時間

緩衝材設計

ＯＰ設計

水理評価

移行データ取得

人工バリア中 
核種移行解析

OP腐食膨張解析

ABAQUS 
強制変位解析

当該フローのワーク項目

他フローのワーク項目

リソース類 
（解析コード等）

制約条件等

入力情報 判断

解析・評価

実験・観測

凡例

 
付図１－１３ 「処分技術」構造力学安定性評価に関するワークフロー
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付表１－６７ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-4.2.1 
2. ワーク項目 パラメータ設定 
3. 概要  
4. 設定パラメータ  
5. データセット  
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件）  
9. 設定条件（水理学的条件）  

10. 設定条件（力学的条件）  
11. 設定条件（化学的条件）  
12. 設定条件（放射線学的条件）  
13. 設定条件（物質移行条件）  
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目  

 
表－Ａ 構造力学安定性評価の解析条件一覧 

解析事象 ①岩盤クリープ解析 ②オーバーパック 
腐食膨張解析 

③オーバーパック 
沈下解析 

評価指標 クリープ変形量，応力状

態の経時変化 応力比によるせん断破壊領域 自重沈下量， 
緩衝材の応力比 

対象岩種 硬岩系岩盤ﾃﾞｰﾀｾｯﾄ 
軟岩系岩盤ﾃﾞｰﾀｾｯﾄ 

硬岩系岩盤 
ﾃﾞｰﾀｾｯﾄ 

軟岩系岩盤 
ﾃﾞｰﾀｾｯﾄ － 

岩盤 ○：コンプライアンス可
変型モデル － － 

緩衝材 ○：弾性体 ○：弾塑性体 
（修正 Cam-Clayモデル） 

○：粘弾塑性体 
（関口-太田モデル） 

モデル化

および構

成モデル 
オーバー

パック － ○：弾性体 
（温度ひずみ考慮） ○：弾性体（自重考慮） 

解析コード 上記モデルを組み込ん
だ専用 FEMコード 

ABAQUS（Hibbitt, Karlsson & 
Sorensen, Inc, 1997） 

DACSAR（ Iizuka and 
Ohta, 1987） 

解析次元 ２次元平面ひずみ 軸対称 ２次元 
平面ひずみ 

横置き方式：２次元 
竪置き方式：軸対称 

評価期間 10,000年 

備考 － 

岩盤クリープ変形を・の岩盤クリ

ープ解析結果より設定。自重は考

慮しない。 

岩盤クリープ変形，オー

バーパック腐食膨張変

形を考慮しない（沈下に

対しては保守的な設定

となる）。 
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付表１－６８（１／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.2.2 
2. ワーク項目 岩盤クリープ解析①硬岩系岩盤 
3. 概要 コンプライアンス可変型モデルを組み込んだ専用FEM

コードを用いて，岩盤のクリープ変形挙動による岩盤の

力学的経時変化を評価。 
4. 設定パラメータ クリープ変形量，応力状態の経時変化 
5. データセット 空洞掘削時の弾性変形は 1.50 mm。 

1万年経過後のクリープ変形量は 10-4 mmオーダー。 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 坑道掘削後も長期にわたって周囲の岩盤状態は安定で

ある。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件）  
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目  
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付表１－６８（２／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.2.2 
2. ワーク項目 岩盤クリープ解析②軟岩系岩盤 
3. 概要 コンプライアンス可変型モデルを組み込んだ専用FEM

コードを用いて，岩盤のクリープ変形挙動による岩盤の

力学的経時変化を評価。 
4. 設定パラメータ ・クリープ変形量 

・応力状態の経時変化 
5. データセット 空洞掘削時の弾性変形：天端 7.8 mm，側壁 9.0 mm。 

クリープ変形量 
・1,000年後：天端 15.4 mm，側壁 11.6 mm。 
・10,000年後：天端 21.8 mm，側壁 15.9 mm。 

6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 10,000 年後における影響領域は半径の 3 倍弱まで広が

る結果となり，安全評価ではゆるみ域が広がった場合の

評価が必要。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件）  
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目  
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付表１－６９ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.2.3 
2. ワーク項目 OP沈下解析 
3. 概要 DACSARコードを用いて，オーバーパックの自重によ

る沈下挙動を検討。 
4. 設定パラメータ 緩衝材の沈下量 
5. データセット 処分坑道横置き 

・10,000年経過後の沈下量 2.6 mm 
処分孔竪置き 
・10,000年経過後の沈下量 5.1 mm 

6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 ・過剰間隙水圧は最大で 30 kPa程度であり，静水圧に

比べて非常に小さい。 
・沈下による緩衝材応力比は，10,000経過時において，
最大でも 10-2 オーダー（オーバーパックの腐食膨張

による応力変化に比べ無視し得る）。 
（オーバーパックの沈下は，人工バリアシステムに有意

な影響を与えない。） 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件）  

10. 設定条件（力学的条件）  
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目  

 

 
図－Ａ オーバーパックの沈下量，過剰間隙水圧の経時変化 
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付表１－７０ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.2.4 
2. ワーク項目 OP腐食膨張解析 
3. 概要 緩衝材の構成モデルとして，塑性理論に基づいた粘土の

代表的な構成式である修正Cam-Clayモデルを用いて，
オーバーパック腐食膨張による緩衝材の変形を評価。 

4. 設定パラメータ ・緩衝材の応力分布 
5. データセット 緩衝材の応力比（せん断応力／平均有効応力） 

・硬岩系：10,000年後の最大応力比 0.60（図-A参照） 
・軟岩系：10,000年後の最大応力比 0.49（図-B参照） 

6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 ・応力比は，限界状態（限界応力比：0.63）には達しな

い（緩衝材は破壊状態に至らない）。 
・応力比が特に大きくなっている範囲も，オーバーパッ

ク周辺に限定されている。 
（人工バリアは長期にわたり全体的に比較的安定した

状態） 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件）  
11. 設定条件（化学的条件）  
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 処分坑道横置き 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目  

 

 
図－Ａ 応力比分布（硬岩系岩盤） 
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図－Ｂ 応力比分布（軟岩系岩盤） 
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付表１－７１ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.2.5 
2. ワーク項目 緩衝材膨出解析 
3. 概要 緩衝材の亀裂への侵入現象を，緩衝材の膨潤圧と粘性抵

抗をもとに拡散係数を設定し，拡散モデルとして取り扱

う考え方（Kanno et al. 1999）に基づいて有限要素解
析（ABAQUSコード）を実施し，埋設後の密度低下を
評価。 

4. 設定パラメータ 緩衝材の密度低下 
5. データセット 緩衝材の密度低下 

・10万年後：初期値の約 92%程度 
（乾燥密度 1.5 Mg/m3） 
・100万年後：初期値の約 80%程度 
（乾燥密度 1.3 Mg/m3） 

6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 （緩衝材は長期にわたって大きな密度変化はなく，緩衝

材の特性が維持される。） 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） 亀裂開口幅分布：PA-3.1.1 亀裂パラメータ設定 

・対数平均 -0.43，対数標準偏差 0.54の対数正規分布 
10. 設定条件（力学的条件）  
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 処分孔竪置き方式 
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目  
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長期健全性評価：オーバーパック腐食生成ガス

溶存水素ガス拡散移行

一次元円筒座標系FDMコード

ガス移行解析

TOUGH2 
二相流解析(FDM)

・ガス累積排出量 
・間隙水累積排出量 
・間隙水排水フラックス

処分深度

定置方式

ＯＰ仕様

緩衝材仕様

坑道仕様

地質環境条件

緩衝材基本特性

ガス発生量

核種移行評価

当該フローのワーク項目

他フローのワーク項目

リソース類 
（解析コード等）

制約条件等

入力情報 判断

解析・評価

実験・観測

凡例

 
 

付図１－１４ 「処分技術」オーバーパック腐食生成ガス評価に関するワークフロー 
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付表１－７２ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-4.3.1.1 
2. ワーク項目 溶存水素移行解析 
3. 概要 1次元円筒座標系差分コードを用いて，溶存水素の実効

拡散係数と水素ガス発生速度をパラメータとした感度

解析を行い，緩衝材中における溶存水素の拡散特性を評

価。解析は，硬岩系／軟岩系の両岩盤で，処分坑道横置

き／処分孔竪置きの両方式について検討。 
4. 設定パラメータ ・オーバーパックと緩衝材の界面に蓄積される水素量 

・緩衝材界面に蓄積されるガス圧 
5. データセット ・オーバーパックと緩衝材の界面にガス発生量の 81%

程度が蓄積（図-A参照）。 
・緩衝材界面に蓄積されるガス圧は 16 MPa程度。 

6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 （溶存水素の拡散により移行する量はわずかであり，ほ

とんどがオーバーパックと緩衝材の界面に蓄積） 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） ・処分深度： 
硬岩系岩盤 1,000m，軟岩系岩盤 500m 
・間隙水圧： 

10 MPa（深度 1,000 m），5 MPa（深度 500 m） 
11. 設定条件（化学的条件） ・腐食速度： 

1 µm/y，2 µm/y，5 µm/y， 10 µm/y。 
・ガス発生速度： 
腐食反応（3Fe+4H2O→Fe3O4+4H2）に基づき評価。

（腐食速度 1 µm/yの場合，2.3×10-2 m3/y）。 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） ・緩衝材中の溶存水素の実効拡散係数 

2.0×10-11 m2/sを中心に，±１桁で設定。 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.1.1.3 腐食厚さ設定 

RD-2.2.1 基本特性設定（緩衝材） 
RD-2.2.1.9 諸特性試験 

17. 下流側ワーク項目  
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(a)腐食速度固定（5 µm/y） (b)拡散係数固定（2.0×10-11 m2/s） 

図－Ａ オーバーパックと緩衝材の間に蓄積される水素ガスの割合（横置き，深度 1,000 m） 
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付表１－７３（１／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-4.3.1.2 
2. ワーク項目 ガス移行解析①（硬岩系岩盤） 
3. 概要 気液2相流解析コードTOUGH2を用いてガス－水移行

解析を実施。ニアフィールドにおける水素ガスおよび水

の移行挙動を求め，炭素鋼オーバーパックの腐食によっ

て発生する水素ガスがニアフィールドの性能に及ぼす

影響を検討。解析は，処分坑道横置き方式について軸対

称モデルで評価。 
4. 設定パラメータ ガス累積排出量，間隙水累積排出量，間隙水排水フラッ

クス 
5. データセット ・ガス累積排出量：分冊 2 図 4.3.4-31参照 

・間隙水累積排出量：分冊 2図 4.3.4-28参照 
・間隙水排水フラックス：分冊 2図 4.3.4-29参照 

6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 （ガス発生による人工バリアへの構造力学的影響，更に

は間隙水の排水に伴う核種移行の促進に対する影響

については，ほとんど問題ないと考えられる。） 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） ・初期条件：全て飽和状態。 

10. 設定条件（力学的条件） ・処分深度：1,000m 
・初期間隙圧力：9.5 MPaに設定。 

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） ・炭素鋼オーバーパックの腐食速度：10 µm/yに設定。 
14. 設定条件（その他） ・緩衝材内側 0.01mをガス発生域と設定。 

・ガラス固化体，オーバーパックはガス，水に対して不

透過性材料と設定。 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.1.1.3 腐食厚さ設定 

RD-2.2.1 基本特性設定（緩衝材） 
RD-2.2.1.9 諸特性試験 

17. 下流側ワーク項目  
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付表１－７３（２／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-4.3.1.2 
2. ワーク項目 ガス移行解析②（軟岩系岩盤） 
3. 概要 気液2相流解析コードTOUGH2を用いてガス－水移行

解析を実施。ニアフィールドにおける水素ガスおよび水

の移行挙動を求め，炭素鋼オーバーパックの腐食によっ

て発生する水素ガスがニアフィールドの性能に及ぼす

影響を検討。解析は，処分孔竪置き方式について軸対称

モデルで評価。 
4. 設定パラメータ ガス累積排出量，間隙水累積排出量，間隙水排水フラッ

クス 
5. データセット ・ガス累積排出量：分冊 2 図 4.3.4-26参照 

・間隙水累積排出量：分冊 2 図 4.3.4-20参照 
・間隙水排水フラックス：分冊 2 図 4.3.4-21参照 

6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 （ガス発生による人工バリアへの構造力学的影響，更に

は間隙水の排水に伴う核種移行の促進に対する影響

については，ほとんど問題ないと考えられる。） 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） ・初期条件：全て飽和状態。 

10. 設定条件（力学的条件） ・処分深度：500m 
・初期間隙圧力：5.0 MPaに設定。 

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） ・炭素鋼オーバーパックの腐食速度：10 µm/yに設定。 
14. 設定条件（その他） ・緩衝材内側 0.01mをガス発生域と設定。 

・ガラス固化体，オーバーパックはガス，水に対して不

透過性材料と設定。 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.1.1.3 腐食厚さ設定 

RD-2.2.1 基本特性設定（緩衝材） 
RD-2.2.1.9 諸特性試験 

17. 下流側ワーク項目  
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地震応答解析

人工バリア固有値解析

岩盤初期応力解析

人工バリア自重解析

岩盤応力分布

緩衝材応力分布

三次元有効応力解析コード 
弾性非線形解析(FEM)

NASTRAN

NASTRAN 
静的弾性解析

NASTRAN 
静的弾性解析

長期健全性評価：力学特性評価（人工バリア耐震安定性）

減衰定数

地中地震波

・静水圧 
・緩衝材膨潤圧 
・ＯＰ腐食膨張圧

処分深度

定置方式

ＯＰ仕様

緩衝材仕様

坑道仕様

地質環境条件

空洞耐震安定性

構造力学安定性

核種移行評価 
（変動シナリオ）

当該フローのワーク項目

他フローのワーク項目

リソース類 
（解析コード等）

制約条件等

入力情報 判断

解析・評価

実験・観測

凡例

 
付図１－１５ 「処分技術」力学特性評価（人工バリア耐震安定性）に関するワークフロー
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付表１－７４ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-4.4.1 
2. ワーク項目 岩盤初期応力解析 
3. 概要 動的地震応答解析における岩盤部の初期応力場を算出

するための静的弾性解析を実施。処分坑道の開削前後の

応力場は，無垢の岩盤系に荷重として処分深度相当の土

被り圧および側圧を載荷し，その後，処分坑道該当部の

変位・ひずみをゼロクリアすることにより模擬。岩盤は

線形弾性体として考慮。 
4. 設定パラメータ 岩盤内の初期応力 
5. データセット 岩盤内の初期応力（σX，σY，σZ，τXY，τYZ，τZX） 

（第２次取りまとめには掲載されていない。委託研究報

告書に変形図，応力コンターの記載がある。） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） ・モデル化 
RD-4.4.4 地震応答解析（全応力解析） 参照 
・境界条件・荷重条件 
モデル上面に処分深度相当の土被り圧を鉛直下向き

に載荷。側面には，同荷重値を側圧として考慮（側

圧係数 1.0を加味）。坑道は自立するものと仮定。境
界条件は，以下に示すとおり。 
－モデル底面部   ；完全固定境界 
－モデル上面・側面部 ；フリー 
・物性値 

ヤング率 MPa 4.71×104 
ポアソン比 － 0.315 硬岩 
単位体積重量 Mg/m3 2.67 
ヤング率 MPa 7.60×103 
ポアソン比 － 0.369 軟岩 
単位体積重量 Mg/m3 2.20  

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 谷口航ほか（1999）：深部地下空洞および内部構造物

の振動挙動に関する研究(2)，JNC TN8400 99-054. 
谷口航ほか（1999）：ニアフィールドの耐震安定性評
価，JNC TN8400 99-055. 
森康二ほか（2000）：第２次取りまとめにおける地層
処分の工学技術的検討（その５），H12土木学会全国

 付－１（-316-）



JNC TJ8400 2003-037 

大会予講集. 
谷口航ほか（2000）：第２次取りまとめにおける地層
処分の工学技術的検討（その６），H12土木学会全国
大会予講集. 
森康二ほか：人工バリアシステムの耐震性評価手法の開

発，サイクル機構委託研究報告書（コンピュータソフ

ト開発株式会社）. 
16. 上流側ワーク項目 RD-1.2 定置方式選定 

RD-1.3 処分深度設定 
RD-3.1 坑道設定 
GS-0 地質環境条件 

17. 下流側ワーク項目 RD-4.4.4 地震応答解析 
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付表１－７５ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-4.4.2 
2. ワーク項目 人工バリア自重解析 
3. 概要 動的地震応答解析における緩衝材の初期応力場を算出

するための静的弾性解析を実施。オーバーパック自重に

よる緩衝材内の変形場を算出。ガラス固化体，オーバー

パックの初期応力は考慮しない。本解析で得られる飽和

状態における緩衝材内の静的な自重応力は，別途見積も

られている緩衝材膨潤圧，OP腐食膨張により発生する
応力との重ね合わせとして，地震応答解析（RD-4.4.4）
の初期応力としてセットされる。 

4. 設定パラメータ 緩衝材内に発生する自重応力 
5. データセット 緩衝材内に発生する自重応力 

（σX，σY，σZ，τXY，τYZ，τZX） 
（第２次取りまとめには掲載されていない。委託研究報

告書に変形図，応力コンターの記載がある。） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） ・モデル化 
ガラス固化体，オーバーパックおよび緩衝材から

なる人工バリアシステムを対象。固有値解析と同

様に，全周モデルを採用。緩衝材は乾燥状態，飽

和状態の各々を想定し，緩衝材内の力学特性の不

均質性は考慮しない。定置方式は，処分坑道横置

き，処分孔竪置きの２パターンを考慮。処分孔竪

置きでは，処分孔内の緩衝材に加えて処分坑道内

の埋め戻し材を含めてモデル化。 
・境界条件／荷重条件 
周辺岩盤と接触する周辺境界は，全て完全固定条件。

荷重条件は，ガラス固化体，オーバーパックの自重

のみを載荷。 
・物性値 

ヤング率 MPa 8.04×104 
ポアソン比 － 0.25 ガラス固化体 
単位体積重量 Mg/m3 2.1 
ヤング率 MPa 2.06×105 
ポアソン比 － 0.3 オーバーパック 
単位体積重量 Mg/m3 7.77 
ヤング率 MPa 2.39×102 
ポアソン比 － 0.2 乾燥 
単位体積重量 Mg/m3 1.71 
ヤング率 MPa 1.18×102 
ポアソン比 － 0.49 

緩衝材 

飽和 
単位体積重量 Mg/m3 2.0  
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11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 谷口航ほか（1999）：深部地下空洞および内部構造物

の振動挙動に関する研究(2)，JNC TN8400 99-054. 
谷口航ほか（1999）：ニアフィールドの耐震安定性評
価，JNC TN8400 99-055. 
森康二ほか（2000）：第２次取りまとめにおける地層
処分の工学技術的検討（その５），H12土木学会全国
大会予講集. 
谷口航ほか（2000）：第２次取りまとめにおける地層
処分の工学技術的検討（その６），H12土木学会全国
大会予講集. 
森康二ほか：人工バリアシステムの耐震性評価手法の開

発，サイクル機構委託研究報告書（コンピュータソフ

ト開発株式会社）. 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.1.4 OP仕様設定 

RD-2.2.2 緩衝材仕様設計 
17. 下流側ワーク項目 RD-4.4.4 地震応答解析 
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付表１－７６ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-4.4.3 
2. ワーク項目 人工バリア固有値解析 
3. 概要 人工バリアシステム（岩盤部は考慮しない）の固有周波数，

固有ベクトルを算出し，地震時の３次元的変形モードを確

認。固有周波数については，想定地震動の卓越周波数との

関係性を考察し，人工バリアの振動形態が剛体運動，弾性

振動のいずれが顕著となるかについて見通しを付ける。ま

た，本解析で得られる固有周波数より，動的地震応答解析

におけるレーリー減衰係数を算出。このレーリー減衰係数

は，一次の固有振動モードに対応させたモード減衰として

考慮（高次モードについては考慮しない）。 
4. 設定パラメータ 人工バリアの固有周波数（Hz） 
5. データセット ・乾燥状態；77.4Hz 

・飽和状態；66.1Hz 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） ・モデル化 
系の対称性は考慮せず，全周モデルを採用。緩衝材は乾

燥状態，飽和状態の各々を想定し，緩衝材内の力学特性

（ヤング率，密度，ポアソン比など）の不均質性は考慮

しない。処分坑道横置き方式のみで代表させる。 
・境界条件 
人工バリアは周辺岩盤と剛に接しているものと仮定。緩

衝材周辺の岩盤との接触面は完全拘束条件。 
・物性値 

ヤング率 MPa 8.04×104 
ポアソン比 － 0.25 ガラス固化体 
単位体積重量 Mg/m3 2.1 
ヤング率 MPa 2.06×105 
ポアソン比 － 0.3 オーバーパック 
単位体積重量 Mg/m3 7.77 
ヤング率 MPa 2.39×102 
ポアソン比 － 0.2 乾燥 
単位体積重量 Mg/m3 1.71 
ヤング率 MPa 1.18×102 
ポアソン比 － 0.49 

緩衝材 

飽和 
単位体積重量 Mg/m3 2.0  

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） ・数値解法 

解析コードは NASTRAN，数値解法はランチョス法を
採用。数値解の妥当性は工学スケール振動実験を用いた
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スイープ試験結果との整合性により確認。上記，ランチ

ョス法とサブスペース法（部分空間反復法）とは固有値

に 10 Hz程度の差異が生じることが確認されている。 
15. 参考文献 谷口航ほか（1999）：深部地下空洞および内部構造物の

振動挙動に関する研究(2)，JNC TN8400 99-054. 
谷口航ほか（1999）：ニアフィールドの耐震安定性評価，

JNC TN8400 99-055. 
森康二ほか（2000）：第２次取りまとめにおける地層処
分の工学技術的検討（その５），H12土木学会全国大会
予講集. 
谷口航ほか（2000）：第２次取りまとめにおける地層処
分の工学技術的検討（その６），H12土木学会全国大会
予講集. 
森康二ほか：人工バリアシステムの耐震性評価手法の開

発，サイクル機構委託研究報告書（コンピュータソフト

開発株式会社）. 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.1.4 OP仕様設定 

RD-2.2.2 緩衝材仕様設計 
17. 下流側ワーク項目 RD-4.4.4 地震応答解析 
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付表１－７７（１／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-4.4.4 
2. ワーク項目 地震応答解析①（全応力解析） 
3. 概要 人工バリアと周辺岩盤を含むニアフィールド地震応答解析

を実施。解析コードは，土・水の動的相互作用を考慮した

３次元有効応力解析コード（FEM）を使用。ただし，本解
析では緩衝材，岩盤の土質材料は，固相のみを考慮した全

応力解析（一相系解析）を前提とし，以下のケーススタデ

ィを実施。 
 

初期条件 
ケース 岩種 定置方式 処分深度 緩衝材 

緩衝材 岩盤 
1-1 硬岩 横置き 1000m 
2-1 軟岩 竪置き 500m 乾燥 OP自重 

1-2 硬岩 横置き 1000m 
2-2 軟岩 竪置き 500m 飽和 膨潤圧

静水圧 

土被り 

 

4. 設定パラメータ ・絶対加速度（時刻歴，フーリエスペクトル） 
・相対変位（時刻歴） 
・地震時に最大せん断応力が発生する時間断面における緩

衝材中のせん断応力分布 
・上記の時間断面におけるせん断ひずみ分布 

5. データセット 分冊２「4.3.3.4ニアフィールド耐震安定性解析」参照 
ケース 加速度 変位 せん断応力 せん断ひずみ 

1-1 図 4.3.3-31 図 4.3.3-32 
2-1 図 4.3.3-37 図 4.3.3-38 
1-2 図 4.3.3-35 図 4.3.3-36 
2-2 無し 図 4.3.3-39  

6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） ・モデル化 
処分坑道横置きおよび処分孔竪置きについて，それぞれ

廃棄体１体を取り囲むニアフィールド全周をモデル化。

隣接する廃棄体との相互作用は，後述する境界条件によ

り考慮。深さ方向のモデル化範囲（±7.5 m）は，モデ
ル上面・底面に設ける粘性境界要素を勘案し，人為的に

切断する境界の影響が十分無視できる領域として，感度

解析を通じて設定。メッシュ分割は，想定地震（Imperial 
Valley地震）の卓越周波数より，モデル底面から入射す
る地震波の波長が適切に表現できるよう設定。また，緩

衝材内側のオーバーパックあるいは外側における岩盤と

の材料不連続については，地震時の剥離・せん断すべり

などの不連続変形を表現できるようジョイント要素によ

りモデル化。緩衝材は，Ramberg-Osgood 型（RO モデ
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ル）の構成則を適用した非線形材料としてモデル化。RO
モデルパラメータは，動的三軸試験結果のフィッティン

グより設定。 
・境界条件・荷重条件 
モデル上面・下面は，無限遠方の震源から到達する入射

波が鉛直上方に伝播する過程を表現できるよう無限粘性

境界要素を設定。モデル化する廃棄体が処分パネル中心

付近に位置し，パネル端部における非周期的な影響を受

けないものと仮定。これより，側面境界条件を隣接する

廃棄体と周期的対称性をもたせることのできる多点拘束

条件として設定。 
・物性値 
分冊２「4.3.3.4 ニアフィールド耐震安定性解析」参照 
－全応力解析関連（１相系解析） ；表 4.3.3-7 
－ジョイント要素関連  ；表 4.3.3-8 

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） ・計算時間ステップ ；0.001 sec 

・計算時間  ；3.0 sec 
・非線形解析手法  ；初期剛性法 

15. 参考文献 谷口航ほか（1999）：深部地下空洞および内部構造物の振
動挙動に関する研究(2)，JNC TN8400 99-054. 
谷口航ほか（1999）：ニアフィールドの耐震安定性評価，

JNC TN8400 99-055. 
森康二ほか（2000）：第２次取りまとめにおける地層処分
の工学技術的検討（その５），H12土木学会全国大会予
講集. 
谷口航ほか（2000）：第２次取りまとめにおける地層処分
の工学技術的検討（その６），H12土木学会全国大会予
講集. 
森康二ほか：人工バリアシステムの耐震性評価手法の開発，

サイクル機構委託研究報告書（コンピュータソフト開発

株式会社）. 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.1.5 力学特性試験 

RD-3.3 坑道耐震安定性 
RD-4.2 構造力学安定性評価 
RD-4.4.1 岩盤初期応力解析 
RD-4.4.2 人工バリア自重解析 
RD-4.4.3 人工バリア固有値解析 

17. 下流側ワーク項目 PA-6 変動シナリオ評価 
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付表１－７７（２／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-4.4.4 
2. ワーク項目 地震応答解析②（有効応力解析） 
3. 概要 人工バリアのみを対象とした地震応答解析を実施。解析コ

ードは，土・水の動的相互作用を考慮した３次元有効応力

解析コード（FEM）を使用。緩衝材，岩盤の土質材料は，
土骨格，間隙水として考慮した有効応力解析（二相系解析）

を前提とし，以下のケーススタディを実施。 
 

初期条件 
ケース 岩種 定置方式 処分深度 緩衝材 

土骨格 間隙水 
1-3 硬岩 膨潤圧 静水圧 
1-4 軟岩 横置き 1000m 飽和 

※ ※ 
※ OP 腐食膨張解析結果より得られる初期応力・水圧場を使
用。ただし，同解析結果は軸対称モデルによるものであり，

応力テンソルへの座標変換により３次元応力場を作成。 

地震時の繰返し載荷時の過剰間隙水圧の上昇とそれに伴う

土骨格剛性の低下は，全応力解析に Seed 式に基づいた過
剰間隙水圧の発生・蓄積モデルおよびダルシー則に基づく

消散モデルを組み合わせることにより予測。 
4. 設定パラメータ ・絶対加速度（時刻歴，フーリエスペクトル） 

・相対変位（時刻歴） 
・間隙水圧（地震終了後の緩衝材内の分布） 

5. データセット 分冊２「4.3.3.4ニアフィールド耐震安定性解析」参照 
ケース 加速度 変位 せん断応力 せん断ひずみ 

1-3 図 4.3.3-40 図 4.3.3-40 
1-4 無し  

6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） 間隙水に関する境界条件を設定（下記参照） 

10. 設定条件（力学的条件） ・モデル化 
オーバーパック，緩衝材からなる人工バリアについて対

称性を考慮した 1/8領域をモデル化。ガラス固化体は省
略し，オーバーパックのみでモデル化。 
・境界条件・荷重条件 
土骨格に対する境界条件は，分冊２「4.3.3.3 解析コー
ドの適用性確認」図 4.3.3-12を参照。間隙水に対する境
界条件は以下のとおり。 
－緩衝材外側；排水境界（静水圧 10 MPaに固定） 
－緩衝材内側；非排水境界 
－対称境界面；非排水境界 
・物性値 
－透水係数 ；4.5×10-13 m/s 
－液状化特性 
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液状化応力比 Rl20 ；0.592 
実験定数η  ；-3.11 

11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） ・計算時間ステップ ；0.001 sec 

・計算時間  ；3.0 sec 
・非線形解析手法  ；初期剛性法 

15. 参考文献 谷口航ほか（1999）：深部地下空洞および内部構造物の振
動挙動に関する研究(2)，JNC TN8400 99-054. 
谷口航ほか（1999）：ニアフィールドの耐震安定性評価，

JNC TN8400 99-055. 
森康二ほか（2000）：第２次取りまとめにおける地層処分
の工学技術的検討（その５），H12土木学会全国大会予
講集. 
谷口航ほか（2000）：第２次取りまとめにおける地層処分
の工学技術的検討（その６），H12土木学会全国大会予
講集. 
森康二ほか：人工バリアシステムの耐震性評価手法の開発，

サイクル機構委託研究報告書（コンピュータソフト開発

株式会社）. 
16. 上流側ワーク項目 RD-3.3 坑道耐震安定性 

RD-4.2 構造力学安定性評価 
RD-4.4.1 岩盤初期応力解析 
RD-4.4.2 人工バリア自重解析 
RD-4.4.3 人工バリア固有値解析 

17. 下流側ワーク項目 PA-6 変動シナリオ評価 
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操業

閉鎖

・ＯＰ受入／溶接／検査設備 
・緩衝材製作設備 
・搬送定置装置 
・換気／排水設備 
・物流 
・管理区域 
・プラグ設置 
・対策工法（グラウト）

・主要坑道埋戻し 
・連絡坑道埋戻し 
・アクセス坑道埋戻し 
・ボーリング孔埋戻し 
・地上施設解体 
・モニタリング

建設・操業・閉鎖

建設

・建設手順 
・掘削工法 
・対策工法（グラウト） 
・地上施設 
・換気／排水設備 
・緩衝材置き場 
・掘削ずり置き場

処分深度

定置方式

処分施設設計

レイアウト検討

ＯＰ設計

緩衝材設計

坑道断面形状

坑道交差部

坑道配置

プラグ設計

グラウト設計

埋戻し材設計

地質環境条件

支保工設計

当該フローのワーク項目

他フローのワーク項目

リソース類 
（解析コード等）

制約条件等

入力情報 判断

解析・評価

実験・観測

凡例

 
付図１－１６ 「処分技術」建設・操業・閉鎖に関するワークフロー
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付表１－７８ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-5.1 
2. ワーク項目 建設 
3. 概要 処分場の建設に関する技術的検討と建設方法の例示 
4. 設定パラメータ  
5. データセット  
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件）  
9. 設定条件（水理学的条件）  

10. 設定条件（力学的条件）  
11. 設定条件（化学的条件）  
12. 設定条件（放射線学的条件）  
13. 設定条件（物質移行条件）  
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 

RD-1.2 定置方法選定 
RD-1.3 処分深度設定 
RD-3.1 坑道設計 
RD-3.2 空洞安定性評価 
RD-3.3 坑道耐震安定性 
RD-3.4 坑道配置（熱解析） 
RD-3.5 レイアウト検討 
RD-3.6 プラグ／グラウト／埋戻し材設計 

17. 下流側ワーク項目 RD-1.2 定置方法選定 
RD-1.3 処分深度設定 
RD-3.1 坑道設計 
RD-3.2 空洞安定性評価 
RD-3.3 坑道耐震安定性 
RD-3.4 坑道配置（熱解析） 
RD-3.5 レイアウト検討 
RD-3.6 プラグ／グラウト／埋戻し材設計 
PA-3.1.3 EDZモデル化（亀裂ネットワークモデル） 
PA-3.3.3 EDZモデル化（連続体モデル） 
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付表１－７９ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-5.2 
2. ワーク項目 操業 
3. 概要 処分場の操業に関する技術的検討と操業方法の例示 
4. 設定パラメータ  
5. データセット  
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件）  
9. 設定条件（水理学的条件）  

10. 設定条件（力学的条件）  
11. 設定条件（化学的条件）  
12. 設定条件（放射線学的条件）  
13. 設定条件（物質移行条件）  
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 

RD-1.2 定置方法選定 
RD-1.3 処分深度設定 
RD-2.1 オーバーパック設計 
RD-2.2 緩衝材設計 
RD-3.1 坑道設計 
RD-3.5 レイアウト検討 

17. 下流側ワーク項目 RD-1.2 定置方法選定 
RD-1.3 処分深度設定 
RD-2.1 オーバーパック設計 
RD-2.2 緩衝材設計 
RD-3.1 坑道設計 
RD-3.5 レイアウト検討 
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付表１－８０ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 RD-5.3 
2. ワーク項目 閉鎖 
3. 概要 処分場の閉鎖に関する技術的検討と閉鎖方法の例示 
4. 設定パラメータ  
5. データセット  
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件）  
9. 設定条件（水理学的条件）  

10. 設定条件（力学的条件）  
11. 設定条件（化学的条件）  
12. 設定条件（放射線学的条件）  
13. 設定条件（物質移行条件）  
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 

RD-1.2 定置方法選定 
RD-1.3 処分深度設定 
RD-3.1 坑道設計 
RD-3.5 レイアウト検討 
RD-3.6 プラグ／グラウト／埋戻し材設計 

17. 下流側ワーク項目 RD-1.2 定置方法選定 
RD-1.3 処分深度設定 
RD-3.1 坑道設計 
RD-3.5 レイアウト検討 
RD-3.6 プラグ／グラウト／埋戻し材設計 
PA-3 水理特性評価 
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処分技術（設計）地質環境条件

ワークフロー全体構成：性能・安全評価

性能・安全評価

シナリオ分析 放射線学的特性 水理学的特性 化学的特性 物質移行特性

インベントリ評価 放射線場評価

亀裂ネットワーク 
モデル構築

パイプネットワーク
モデル構築

地下水組成評価 間隙水組成評価 溶解度評価

連続体モデル 
構築

変動シナリオ

移行特性データ取得 
（人工バリア）

移行特性データ取得 
（天然バリア）

人工バリア中 
核種移行評価

天然バリア中 
核種移行評価

生物圏評価

第一階層

第二階層

第三階層

 
付図１－１７ 「性能評価」分野のワークフロー階層構成図
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ＦＥＰリスト作成

ＦＥＰ取捨選択

ＰＩＤ作成

シナリオ作成

・包括的ＦＥＰリスト

・基本シナリオ 
・変動シナリオ 
・接近シナリオ

・人工バリア状態 
・天然バリア状態

シナリオ分析

国際ＦＥＰリスト

・現象理解 
（観測事実） 
・長期安定性 
・地質環境条件

・ＰＩＤ

安全機能

・対象ＦＥＰリスト各種評価

当該フローのワーク項目

他フローのワーク項目

リソース類 
（解析コード等）

制約条件等

入力情報 判断

解析・評価

実験・観測

凡例

 
 

付図１－１８ 「性能評価」シナリオ分析に関するワークフロー 
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付表１－８１ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-1.1 
2. ワーク項目 FEPリスト作成 
3. 概要 わが国の地層処分概念や地層処分システムの構成およ

び期待される安全機能を踏まえ，システムの性能やそれ

に関係する全ての特質（Feature），事象（Event），プ
ロセス（Process）を包括的な FEPリストとして作成。 

4. 設定パラメータ 包括的 FEPリスト 
5. データセット 包括的 FEPリスト：（総論 表 5.4-1参照） 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 国際的な協力により作成されている汎用的な FEPリス

ト（OECD/NEA，1997）や国内外での研究例（電中研・
電事連，1999）を参考に，科学的知見や専門家の判断
を活用しながら，安全評価上重要な現象に関して見落と

しが無いように配慮。 
わが国の地層処分システムと関係のない FEP（使用済
燃料に固有の FEPなど）は含めない。 

8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 地層処分の安全機能とそれらに影響を与える可能性が

ある要因（図-A参照） 
15. 参考文献 OECE/NEA (1997)：Safety Assessment of Radioactive 

Waste Repositories – Systematic Approaches to 
Scenario Development – An International 
Database of Features, Events and Processes, Draft 
Report of NEA Working Group on Development of 
a Database of Features, Events and Processes 
Relevant to the Assessment of Post-Closure Safety 
of Radioactive Waste Repositories. 
電中研・電事連（1999）：高レベル放射性廃棄物地層処
分の事業化技術. 

16. 上流側ワーク項目 － 
17. 下流側ワーク項目 PA-1.2 FEP取捨選択 

PA-1.3 PID作成 
PA-1.4 シナリオ作成 
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図－Ａ 地層処分システムに期待する安全性能と影響要因 
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付表１－８２ ワーク項目に関する技術情報 
No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-1.2 
2. ワーク項目 FEP取捨選択 
3. 概要 各 FEPごとに，科学的な原理・原則や，室内および原

位置における観察や実験から得られる情報と，それらに

基づく専門家の考え方などを整理し，FEPを取捨選択。 
4. 設定パラメータ 対象 FEPリスト（除外 FEP） 
5. データセット 除外 FEPリスト：表-A，表-B参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 ①適切な処分サイト選定，②適切な工学的施策，③発生

確率の視点で処分システムに有意な影響を及ぼさない

と判断される FEP（表-A 参照），④処分システムへの
影響が無視できるほど小さいと判断した FEP（表-B参
照）を包括的 FEPから除外。 

8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 GS-0 地質環境条件 

RD-0 処分技術（設計） 
PA-1.1 FEPリスト作成 

17. 下流側ワーク項目 PA-1.3 PID作成 
PA-1.4 シナリオ作成 
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表－Ａ 適切なサイト選定，工学的対策，発生確率の視点で除外したＦＥＰ 
除外した FEP 
[表 5.4-1に対応する FEP番号] 根拠 

地震・断層活動 
：付録 B参照 
[NP-1] 

第 III章での検討から，十万年程度の将来については，現在までの活動の継続として，
断層活動を評価することが可能と考えられる。したがって，個々の活断層について，

処分施設との間に適切な距離を確保することにより，重大な影響は避け得ると考えら

れる。また，断層が発達しているわが国ではまったく弱面の存在しない岩盤に新たに

断層が発生する可能性は小さい。仮に新たな断層が生じた場合，初期の断層は小規模

な破断の集合帯として徐々に成長するため，これが大きな変位を生じさせる大断層に

急速に成長する可能性はきわめて小さい。仮に断層活動による地層処分システムへの

影響の発生を想定するとしても，その確率はきわめて小さく，リスクの試算から，そ

の影響も諸外国で提案されている上限値を十分下回ると考えられる。 

火山・火成活動 
：付録 B参照 
[NP-2] 

第 III章での検討から，十万年程度の将来については，数十万年～百数十万年程度の
火山活動の時間的・空間的変化に基づき，将来の活動場を評価することが可能と考え

られる。したがって，処分場を現在の火山地域からその範囲を考慮して離すことによ

り，火山活動による重大な影響は避け得ると考えられる。仮に火山活動による地層処

分システムへの影響の発生を想定するとしても，その確率はきわめて小さく，リスク

の試算から，その影響も諸外国で提案されている上限値を十分下回ると考えられる。 

工学的対策に関する 
初期欠陥 *1 
[G-7.1, B-7.1/B-7.2] 

ガラス固化体，緩衝材などの製作・施工については，基本的に現状の手法を適用する

ことにより，それらの品質を管理し，もし不備があったとしてもそれを検出・補修す

ることが可能であると考えられる。そのため，工学的対策に関する初期欠陥が生じる

ことは考えにくい。 

将来の人間活動 *2 
：付録 A参照 
[HA-1（直接的な接触）] 

資源のない場所に適切な深度でサイトを構築することにより処分場への人間の直接

的な接触の可能性は小さくなる。また，専門部会報告書でも述べられているように，

意図的な人間侵入については，そうした活動を起こす責任はその社会に帰属すべきと

の観点から，またはそれに対し防護しようと試みるのは無意味との観点から，評価す

る必要はないと考えられている（たとえば，OECD/NEA，1995）。さらに，意図しな
い人間侵入の発端として，ボーリングを考える場合，侵入者自身に対する危険性や地

表へ運ばれる物質による公衆に対する危険性についてリスクを解析することは，固有

の処分場サイトや設計について有益な情報を与えるとは考え難く，人間侵入に対する

処分場の性能を判断する技術的基礎を与えることとはならない（NAS，1995）。 

隕石の落下 
[NP-5] 

隕石の衝突は，日本においてのみの特徴的な現象ではなく，地球上においてランダム

に発生するものである。これまでに行われた評価例によれば，処分場の深さまで直接

影響を与えるような隕石の衝突頻度は，1.5×10-13 [km-2 y-1]（Goodwin et al.，1994）
から 5×10-10 [km-2 y-1]（Diebold and Mueller, 1984）の範囲にあり，地層処分システ
ムの性能に影響を及ぼす可能性はきわめて小さいと考えられる。 

臨界 
[H-6.4] 

臨界の可能性については，兵器級プルトニウムを地層処分することによる自己触媒的

な臨界到達の可能性が指摘された（Bowman and Venneri，1995）。しかし，このよ
うな臨界が生じるうえで必要となる種々のプロセスに対する発生確率は無視できる

程小さく，仮に臨界が発生しても放出エネルギーがきわめて小さく，地層処分システ

ムの性能に影響を与えることはないと判断されている（Parks et al.，1995: 
Konynenburg, 1995)。また，安ほか（1998）は，ガラス固化体を地層処分する場合
について，臨界が生じる可能性を論じている。その結果として，処分場に埋設された

40,000本のガラス固化体から放出された核種がすべて１点に濃集すると仮定しても，
ウランが媒体中で動きにくい場合，ウランの濃集量は高々数モル程度と無視できるく

らいに小さいことを示し，仮に濃集が起きた場合でも，母岩である花崗岩の間隙率が

30％を超えない場合，臨界事象の可能性は否定できるとした。 
*1 オーバーパック，埋め戻し材，プラグ，立坑／トンネルなどの製作・施工についても，基本的に現状の手法を適用ま
たは準用することにより，それらの品質を管理し，もし不備があったとしてもそれを検出・補修することが可能であ

ると考えられる[OP-7.1,D-7.2,D-7.1]。ただし，安全評価においては，諸外国での検討例（たとえば，AECL，1994；
Nagra，1994a；Vieno and Nordman，1999）を参考にしながら，初期欠陥として，オーバーパックの不完全な密
封，処分坑道などのシーリングミスが発生することをあえて想定した変動シナリオを作成し，評価解析を実施する。 

*2資源のない場所に適切な深度でサイトを構築することにより，地層処分システムに有意な影響を及ぼすような人間活
動が発生することは考えにくい[HA-1，HA-2]。ただし，安全評価においては，将来の意図しない人間活動（ボーリ
ング，井戸の掘削･採水）による影響が発生することをあえて想定した変動シナリオを作成し，評価解析を実施する。 
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表－Ｂ 地層処分システムへの影響が無視できるほど小さいと判断したＦＥＰ 
除外した FEP 
[表 5.4-1に対応する FEP番号] 

根拠 

人工バリア中での地下水流れ 
[B-2.3/B-6.3.1, OP-6.3.1] 

緩衝材は，飽和にともなう膨潤と，施工において生じた隙間や周辺岩盤の亀裂に対する自己シール

により，低透水性の場が実現される。これにより，人工バリア中の地下水流れは非常にゆっくりと

したものとなり，核種の移動の駆動力とはならない。 

塩の蓄積 
[B-4.9] 

埋め戻し後初期の，不飽和で緩衝材中の温度勾配が大きい期間には，塩の蓄積が生じ，局所的な化

学的環境変化が生じることも考えられる（Karnland and Pusch，1995）。しかしながら，温度勾配
が小さくなり，緩衝材が地下水で飽和された後には，蓄積された塩は可溶性不純物として溶解し，

拡散により散逸すると考えることができる。 

母岩中での沈殿／溶解 
[H-6.3.4] 

核種濃度は，基本的にガラス固化体近傍が最も高く，外側に向かって減少する。また，親核種から

の崩壊により娘核種の沈殿が起こるには，親核種に比べて娘核種の溶解度や分配係数が小さいこと

が必要であり，沈殿が生じるとしてもその量は小さいと考えられる。そのため，母岩中での沈澱が

核種移行に大きな影響を及ぼす可能性は低いと考えられる。 

熱膨張 
[G-1.3, OP-1.3, B-1.3, 
D-1.3,H-1.3] 

緩衝材の温度が 100�未満となるよう処分場が設計されるため，緩衝材，ガラス固化体，オーバー
パック，処分施設および母岩の機能に影響を与えるような熱膨張が発生することは考えにくい。 

有機物，微生物 
[G-4.5/G-4.6, 
OP-4.8,B-4.5/B-4.6, 
D-4.5/D-4.6,H-4.5] 

有機物は分子サイズが大きい場合圧縮ベントナイトによりろ過されることが実験により確認されて

いる（金持ほか，1999a）。核種と有機物の錯体形成は，炭酸などのほかの配位子との競合を考慮す
るとその影響は大きくないとの報告がある（金持ほか，1999b，1999c）。また，ベントナイトに含
まれる有機物の影響については，ベントナイトを用いた拡散試験から得られた実測値に含まれてい

る。 
微生物は，分子サイズが大きいため圧縮ベントナイトでろ過されることが実験で確認されている（嶺

ほか，1999a）。微生物の存在は，地下水中の酸化還元反応速度に影響を与えるが，平衡を仮定した
地下水水質形成モデルの中で，その影響を考慮していると考えることができる。また，米国 WIPP
サイトの条件を考慮して破砕した岩石を用いたコロイド移行室内試験においては，微生物の移行は，

岩石によるフィルター効果で著しく遅延されているという報告（Yelton et al.，1996）もある。 
しかしながら，有機物や微生物による影響の詳細な検討は，今後の具体的な地質環境条件での研究

に依存するものと考える。 

緩衝材中でのコロイド移行 
[OP-6.3.5,B-6.3.5] 

実験により金コロイド（15nm）が圧縮ベントナイトによりろ過されることが確認されている
（Kurosawa et al., 1997）ことから，人工バリア中で生成するコロイドは，緩衝材でろ過されると
考えられる。 

ガス生成／移行 
[G-4.4, OP-6.3.6, 
B-4.4/B-6.3.6, 
D-4.4/D-6.3.6,H-4.4/H-6.3.6] 

ガスの発生については，オーバーパック腐食による水素ガスの発生が卓越している。腐食速度が時

間的に減少する（本田ほか，1997）ことから，透気が起こるほどの水素ガスの蓄積はないと考えら
れる（4.4.4 参照）。また，仮に透気が起こったとしても，緩衝材の自己シール性により透気経路は
閉塞されることを示す実験結果も得られている（Tanai et al., 1997）。崩壊により生成される放射性
のガス成分や微生物によるメタンガスの生成が考えられるが，それらの量は水素ガスに比べ有意で

はない。 

放射線分解／放射線損傷 
[G-5.2/G-5.3, OP-5.2/OP-5.3, 
B-5.2/B-5.3, D-5.2/D-5.3, 
H-5.2/H-5.3] 

放射線分解で発生し得る酸化剤（H2O2など）の量に比べて，人工バリア中に十分な量の還元物質（オ

ーバーパックやその腐食生成物，緩衝材中の黄鉄鉱，地下水中の還元物質）が存在することにより

酸化性雰囲気は緩衝されると考えられる（動力炉・核燃料開発事業団，1992; Nagra, 1994a）。放射
線損傷については，ガラス固化体への α線の影響やスメクタイトへの γ線の影響は小さいものと考
えられる（動力炉・核燃料開発事業団，1992）。 

オーバーパックの沈下 
[OP-3.5] 

保守的な仮定に基づいたとしても沈下量は小さく（4.4.1 2）参照），オーバーパックの腐食膨張によ
る比重低下や緩衝材の圧縮は沈下をさらに起こりにくくする。 

緩衝材の化学的変質 
[B-4.8] 

緩衝材の温度が 100℃未満となるよう処分場が設計されるため，緩衝材性能を損なうようなスメク
タイトのイライト化やセメンテーションは起こらない（動力炉・核燃料開発事業団，1992）。また，
セメント材料を用いる際でも，その材料を適切に選定すれば，スメクタイトの顕著な変質は避けら

れると考えられる（久保ほか，1998；黒木ほか，1998）。 

処分施設の変形や流出 
[D-3.4/D-3.5] 

プラグ／グラウト，支保工，埋め戻し材については，環境条件を勘案し，変形や流出のような変化

があっても，それが人工バリアや天然バリアの機能を損なわないように配慮すると考えられる。 

処分施設中での核種移行 
[D-5.1/D-6.1/D-6.2/D-6.3] 

プラグ／グラウト，支保工，埋め戻し材については，それら自身に安全性を高める機能は期待して

いない。 

母岩の化学的変質 
[H-4.8] 

緩衝材の温度を最大でも 100�未満となるように処分場のレイアウトが設計され，母岩の温度は，
埋め戻し後の初期に地温より数十�高い時期があるにすぎず，地下水と鉱物との化学的相互作用に
大きな影響を及ぼすとは考え難い。長期において，母岩が変質を受けたとしても，充填鉱物の生成

や亀裂を移行する物質の岩石基質部への拡散が起こりやすくなるといった好ましい効果が期待でき

る。また，支保工の影響についても，低アルカリ性コンクリートの使用により，母岩の著しい劣化

を避けることができる。 
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付表１－８３ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-1.3 
2. ワーク項目 PID作成 
3. 概要 安全評価のシナリオを記述するにあたり，FEP の主要

な相関関係を示したインフルエンスダイアグラム

（PID）を作成。 
4. 設定パラメータ PID 
5. データセット PID：図-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 GS-0 地質環境条件 

RD-0 処分技術（設計） 
PA-1.1 FEPリスト作成 
PA-1.2 FEP取捨選択 

17. 下流側ワーク項目 PA-1.4 シナリオ作成 
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付表１－８４（１／２） ワーク項目に関する技術情報 
No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-1.4 
2. ワーク項目 シナリオ作成①（基本シナリオ） 
3. 概要 FEP の主要な相関関係を示したインフルエンスダイヤ

グラム（PA-1.3 参照）に基づき，安全性能ごとに関係
する FEP を整理し，個々の FEP に集約された専門家
の知見などの情報と，それらを具体的に関係づけること

によって，地層処分システムにおいて想定される様々な

現象の時間的推移をシナリオとして作成。 
4. 設定パラメータ 基本シナリオ 
5. データセット 基本シナリオ：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 GS-0 地質環境条件 

RD-0 処分技術（設計） 
PA-1.1 FEPリスト作成 
PA-1.2 FEP取捨選択 
PA-1.3 PID作成 

17. 下流側ワーク項目 PA-2 放射線特性評価 
PA-3 水理特性評価 
PA-4 化学特性評価 
PA-5 物質移行特性評価 
PA-6 変動シナリオ評価 
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表－Ａ 基本シナリオの記述 

時期 構成要素 シナリオ 
オーバー

パックが

核種の閉

じ込め機

能を有す

る期間 

人工バリア

および周辺

母岩 

 オーバーパックは，放射能や発熱が高い初期の 1,000 年間は地下水がガ
ラス固化体に接することを防ぐように設計され，この間に Cs-137，Sr-90
など比較的短寿命の核種はガラス固化体中で崩壊し減衰する。 
 
 オーバーパックに封入されたガラス固化体（廃棄体）は，緩衝材の最高

温度が 100℃を超えないように，適切な間隔をもって定置される。人工バリ
アとその周辺の岩盤の温度は，廃棄体定置後上昇し，10～50年後に最大と
なる。その後温度は下降し，1,000年後には，深度 1,000 mの結晶質岩（地
温 45℃）で約 55℃，深度 500 mの堆積岩（地温 30℃）で 40～50℃となる。 
 
 地下水が浸潤することにより，処分場閉鎖後数年で掘削影響領域を含む

処分場周辺の岩盤が再飽和し，緩衝材は埋め戻し後 50年までに飽和する。
飽和にともなう緩衝材の膨潤により，施工上生じたベントナイト内および

ベントナイト／母岩間の隙間などが埋められ，均質な微細間隙構造を有す

るようになる。また，低透水性を有し，緩衝材中での物質の移行は拡散支

配となる。オーバーパックは緩衝材中で定置された位置に保持される。緩

衝材と埋め戻し材の膨潤圧と岩盤の地圧により，処分場内の応力の再配分

が生じる。 
 
 人工バリア中に浸透してきた地下水は，緩衝材やオーバーパックの腐食

生成物との反応によりその化学的性質が変化する。地下水はもともと還元

性であり，緩衝材や腐食生成物との反応は還元性の維持に寄与する。 
 
 埋め戻し後の初期の期間は，緩衝材中や周辺岩盤に酸素が付着・残存す

ると考えられるものの，ベントナイト中の黄鉄鉱，オーバーパックやその

腐食生成物の酸化／還元反応により，溶存酸素はオーバーパック破損時期

までに消費されると考えられるため，間隙水化学への影響は有意とはなら

ない。オーバーパックは，埋め戻し後，操業期間中に持ち込まれた緩衝材

の間隙などに残る酸素を消費して腐食する。そのオーバーパックの腐食は

その後還元条件下で水素発生型に移行する。 
 
 同じく埋め戻し後初期の，不飽和で緩衝材中の温度勾配が大きい期間に

は，塩の蓄積が生じ，局所的な化学的環境変化が生じることが考えられる。

しかしながら，温度勾配が小さくなり，緩衝材が地下水で飽和された後に

は，蓄積された塩は溶解し，拡散により散逸することにより，その影響は

有意とはならない。 
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オーバー

パックが

閉じ込め

機能を喪

失した後

の期間 

人工バリア  オーバーパックは，腐食の進行にともないその強度が周囲からの応力を
下回った段階で機械的に破損する。設計で見込まれるオーバーパックの寿

命は 1,000 年であり，この間にガラス固化体から生じる熱および放射線の
影響は無視できる程度にまで小さくなる。ニアフィールドの温度は 10,000
年以内に処分場周辺岩盤の初期の地温に等しくなる。 
 
 オーバーパック破損後，地下水がガラス固化体に接触し，ガラスマトリ

クスの溶解にともなって放射性核種が地下水中に溶出を開始する。このと

き，ガラス固化体には，製造時の冷却やオーバーパック破損後の応力によ

る割れが生じていると考えられ，これが単位時間あたりのガラスの溶解量

に影響を及ぼす。また，ガラスの溶解が進むことにより体積が減少し，そ

れにともなう表面積の減少が単位時間あたりの溶解量を低下させる。 
 
 主要な放射性元素の多くは還元条件で難溶性であるため，ガラス固化体

からの溶出あるいは親核種からの崩壊により溶解度を超えると沈殿を生じ

る。その際，同位体が存在する場合には，それぞれの核種の濃度は同位体

存在比に応じて，その元素の溶解度よりも小さくなる。難溶性の核種は，

このように溶解度により制限される濃度を上限とした濃度勾配にしたがっ

て緩衝材中を溶質として拡散移行し，その過程で緩衝材の構成鉱物に収着

することにより，移行が遅延される。核種は，人工バリア中を移行する間

にも放射性崩壊により減衰／生成する。緩衝材外側周辺を通過する地下水

の流れは一般的に遅く，緩衝材中の濃度勾配は緩やかなものとなる。 
 
 緩衝材以外に，オーバーパックの腐食生成物層においても，収着などに

より核種移行が遅延される可能性がある。 
 
 ガラス固化体中に存在する放射性核種からの放射線により緩衝材間隙水

の放射線分解が起こり酸化剤（過酸化水素水，溶存酸素など）が生ずるが，

人工バリア内の還元剤（オーバーパックとその腐食生成物，緩衝材中の黄

鉄鉱，地下水中の還元物質など）との反応により，酸化剤が存在し続ける

としてもガラス固化体近傍にとどまる。 
 
 また，緩衝材の微細間隙構造がもたらすフィルトレーション機能により，

コロイド，有機物あるいは高分子量の天然有機物の移行は抑制される。 
 
 プラグ，グラウト，支保工としてセメント系材料を用いる場合には，低

アルカリ性コンクリートを考える。そのため，緩衝材は，長期間にわたっ

て顕著な変質を起こさず，所要の安全機能を発揮する。 
 
 緩衝材の母岩の亀裂への侵入は，緩衝材密度を低下させる可能性がある

ものの，亀裂の開口幅や周辺母岩中の流速が浸食を促進するほど大きくは

ないため制限され，緩衝材密度の顕著な低下を生ずることはないと考えら

れる。また，設計によって最高温度が 100℃未満となるように定置間隔が設
定されるため，長期間にわたって緩衝材の顕著な変質は生じない。還元状

態でのオーバーパックの腐食にともない発生する水素ガスについては，時

間とともに腐食速度が小さくなることなどから緩衝材の膨潤圧程度まで蓄

積することはない。オーバーパックの腐食膨張や沈下については，緩衝材

の厚さや密度を低下させる可能性があるものの，設計において考慮されて

おり人工バリアの機能を損なうことはない。処分施設や母岩についても人

工バリアの性能に影響を与えるような物理的／化学的な変化はない。 
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母岩  母岩中の地下水および物質の移動は，亀裂が卓越する場合，透水性亀裂

の不均質なネットワーク構造中で生じる。緩衝材外側に達した放射性核種

は，その全量が緩衝材に接する母岩中の亀裂に移行する。亀裂に移行した

核種は地下水の流れによりネットワーク構造中を移流・分散により溶質と

して移行する。亀裂中の核種は拡散により岩石基質部に移行（マトリクス

拡散）し，岩石基質部の鉱物表面への収着により遅延される。また，粒子

間隙中の流れが支配的な場合には，母岩に移行した核種は，不均質な地質

構造内のゆっくりした地下水の流れによる移流・分散により溶質として移

行する。核種の移行は，粒子間隙中での鉱物表面への収着により遅延され

る。核種は，母岩中において放射性崩壊により減衰／生成する。 
 
 地下水中のコロイドに核種が収着して疑似コロイドを形成した場合，亀

裂中での核種のマトリクス拡散による遅延効果が減少することにより，核

種の移行挙動に影響を与える可能性がある。一方，コロイドは鉱物の表面

への付着などの相互作用を持つことも確認されており，コロイドの岩石へ

の付着による遅延も期待される。 
 
 処分場内に廃棄体が距離を置いて配置されることにより，核種は処分場

領域内の母岩を移行し，この間にも母岩によって核種が遅延される。核種

移行遅延効果を受ける。また，複数の廃棄体が存在することにより，地下

水の流れの上流側に位置する廃棄体から溶出してきた核種が下流側の廃棄

体周辺に至り，緩衝材外側での核種濃度が上昇することによって，緩衝材

中での濃度勾配がさらに緩やかになる。この結果，下流側の緩衝材からの

核種の放出率が小さくなる。 
 
 母岩として軟岩系岩盤を想定する場合，空洞の力学的安定性を確保する

ために支保工を必要とする。支保材としてコンクリートを用いた場合，支

保工と反応した地下水が緩衝材中に浸透し，緩衝材間隙水を変化させる。

また，支保材自体が化学的に変質する。このため，支保工に期待する性能

が長期的には発揮されなくなる場合，オーバーパック腐食膨張による応力

や岩盤のクリープが，人工バリア周辺岩盤，すなわち掘削影響領域に力学

的影響を及ぼす可能性がある。 
 
 上述した母岩および人工バリアの挙動は，地質環境の特性の違いに応じ

て変化する。 
・想定する地形に起因する地下水流れに関係する特性（動水勾配など）

の違い 
・想定する岩種に起因する物質移行特性の違い 
・想定する地下水組成に起因する物質移行特性の違い 

移行経路にな

ると仮定した

大規模な断層

破砕帯 

 地下水流れに対して処分場の下流側に位置する大規模な断層破砕帯に到

達した核種は，この中を移流・分散により溶質として移行する。この間に

も，核種や拡散や収着により遅延され，放射性崩壊により減衰／生成する。 

生物圏  人工バリアから母岩と断層破砕帯を移行した放射性核種は，母岩上に位

置する最初の帯水層を経て地表の環境に達した後，地表の環境中を移行し

ながら，さまざまな被ばく経路を通じて最終的に人間に放射線影響を及ぼ

す。 
天然現象  広域で緩慢な現象である隆起・侵食や気候・海水準変動については，処

分場の環境を変えるような影響を及ぼさない。 

 

 

 付－１（-342-）



JNC TJ8400 2003-037 

付表１－８４（２／２） ワーク項目に関する技術情報 
No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-1.4 
2. ワーク項目 シナリオ作成②（変動シナリオ） 
3. 概要 天然現象や将来の人間活動，ならびに工学的対策に関わ

る初期欠陥の発生によって処分システムの性能に有意

な影響が及ぶことは考えにくいものの，それらをシナリ

オの不確実性として取り扱うためのシナリオ（変動シナ

リオ）を作成。 
接近シナリオは，適切なサイト選定とそのサイトに応じ

た工学的施策が適切に行われれば，その発生はきわめて

考えにくいが，仮想的な事例検討して評価を行うための

シナリオとして設定。 
4. 設定パラメータ 変動シナリオ（接近シナリオ） 
5. データセット 変動シナリオ（接近シナリオ）：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 GS-0 地質環境条件 

RD-0 処分技術（設計） 
PA-1.1 FEPリスト作成 
PA-1.2 FEP取捨選択 
PA-1.3 PID作成 

17. 下流側ワーク項目 PA-2 放射線特性評価 
PA-3 水理特性評価 
PA-4 化学特性評価 
PA-5 物質移行特性評価 
PA-6 変動シナリオ評価 
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表－Ａ 変動シナリオ／接近シナリオの記述 

分類 事象 シナリオ 
天然現象 隆起・侵食 

 隆起とともに侵食が長期間にわたって継続することにより，時間の経

過とともに処分場の深度が徐々に減少する。ある深度以浅では，処分環

境について，土被りの減少などによる地下水の流動の変化，地表の酸化

環境による地下水組成の変化が生じる。 
気候・海水準変動 
 10 万年周期の氷期－間氷期サイクルが将来的にも継続し，約 10 万年
後の最氷期（最寒冷期）に向けて，気候は寒冷化し海水準は低下してい

く。これにより，沿岸地域においては海水域と淡水域の分布変化が生じ，

沿岸海底に処分場が設置される場合には，地下水の地球化学的環境が変

化する。 

変動シナ

リオ 

初期欠陥 オーバーパックの不完全な密封 
 溶接ミスなどで，オーバーパック密封が不完全なものとなり，それが

検出・補修されないことによって，オーバーパックが設計寿命よりも早

く破損する。 
埋め戻し・プラグの施工不良 
 処分坑道やアクセス坑道などに対するプラグあるいは埋め戻しが不十

分で，それが検出・補修されないことにより，地下水や核種の卓越的な

移行経路が生ずる。 
将来の人間

活動 
 資源のない場所に適切な深度で処分場を構築することにより，処分場へ

の人間の直接的な接近の可能性は小さくなると考えられるが，将来の人間

活動に起因する変動シナリオとして，以下のものを想定する。 
・井戸の掘削と採水 
・ボーリング孔の周りに発生する掘削影響領域を通じて，地表の酸化性地

下水が処分場に侵入 
・ボーリングの周りに発生する掘削影響領域を通じて，処分場からの核種

が地表環境に移行 

接近シナ

リオ 

天然現象  処分システムの性能に突発的な擾乱を招く可能性のある FEP について
は，安全評価の対象から除外しているが，以下の事象は事例検討としての

評価を行う。 
・火山活動による，処分場近傍の地質環境における熱的，力学的，水理学

的，化学的な条件の突発的変化 
・断層活動により，処分場近傍の地質環境における力学的，水理学的，化

学的条件の突発的変化 

 



 

付
－
１
（

-345-）

JN
C

 TJ8400 2003-037 
 

 

対象固化体 ガラス固化体評価 対象核種選定 移行特性データ取得

・燃焼条件 
・再処理条件 
・固化条件 
・貯蔵条件

・ORIGEN２ 
・ライブラリ

毒性指数

放射線場評価

熱評価

核種インベントリ

放射線発生量 
（放射能量）

発熱量

核種量

簡易式

MCNP

人工バリア仕様

人工バリア仕様

人工バリア中核種移行評価

坑道仕様

移行特性データ取得
OP破損時間

ABAQUS

・溶解度 
・拡散係数 
・分配係数

・OP遮へい厚さ

・OP腐食速度

・埋設ピッチ 
・坑道離間距離

・ガラス溶解速度 
・溶解度 
・拡散係数 
・分配係数

地球化学評価 ・地下水組成 
・間隙水組成

温度

放射性元素

吸収線量率

核種量

放射線学的特性評価：インベントリ評価

当該フローのワーク項目

他フローのワーク項目

リソース類 
（解析コード等）

制約条件等

入力情報 判断

解析・評価

実験・観測

凡例

 
 

付図１－１９ 「性能評価」インベントリ評価に関するワークフロー
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付表１－８５ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-2.1.1 
2. ワーク項目 ガラス固化体評価 
3. 概要 わが国で地層処分の対象となるガラス固化体（JNFL，

COGEMA，BNFL，TVF）について，燃焼条件，再処
理条件，固化条件，貯蔵条件に基づき，核種生成・崩壊

コード ORIGENを用いて評価。 
4. 設定パラメータ 発熱量，放射能，核種量，毒性指数 
5. データセット 放射能：図-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） インベントリ計算条件：分冊３ 表 5.3.1-1参照 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 燃料中に含まれる不純物と構造材が照射される発生す

る放射化生成物を考慮。 
15. 参考文献 石原義尚ほか（1999）：高レベル放射性廃棄物ガラス固

化体のインベントリ評価，JNC TN8400 99-085. 
16. 上流側ワーク項目 － 
17. 下流側ワーク項目 RD-1.1 対象固化体選定 

RD-3.4 坑道配置（熱解析） 
RD-4.1 熱・水理特性評価 
PA-2.1.3 対象核種選定 
PA-2.2 放射線場評価 
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図－Ａ 各ガラス固化体の放射能の比較 
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付表１－８６ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-2.1.2 
2. ワーク項目 対象核種選定 
3. 概要 ガラス固化体から溶出した核種が瞬時に母岩上の帯水

層に運ばれると仮定し，帯水層中の核種濃度が「周辺監

視区域外の水中の濃度限度」の 1/1,000を超える核種を
抽出して選定。 

4. 設定パラメータ 移行評価の対象核種（元素） 
5. データセット 対象核種：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 抽出された核種のうち，半減期が 1 年以上の核種を対

象とし，半減期が 1 年未満の崩壊系列核種は親核種と
放射平衡が成り立つと仮定（対象核種から除外）。 
4N+2 系列のブランチ（Am-242m→Pu-238→U-234）
については，人工バリア中核種移行解析の結果により，

影響が小さいことを確認（対象核種から除外。） 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） 帯水層中の地下水流量：1×106 m3/y（井戸の揚水量の

オーダーに相当する値） 
10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） レファレンスケースのガラス溶解速度に対して，保守的

に 10倍の値を設定。 
12. 設定条件（放射線学的条件） オーバーパックの設計耐用年数（1,000年）以降の放射

能量の最大値を使用（崩壊連鎖を考慮）。 
13. 設定条件（物質移行条件） 処分システムのバリア機能（核種移行遅延効果）を無視

した非常に保守的仮定に基づき，次式により帯水層（井

戸水）中の核種濃度を算出。 

Q
T

NA

C








=

•

 

ここで，Ｃ：井戸水中の核種濃度 [Bq/m3]，A：処分後 1,000
年以降の固化体中の各核種の最大放射能 [Bq]，N：固化体
本数（4万本），T：ガラス溶解時間 [y]，Q：帯水層の地下
水流量 [m3/y] 

14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-2.1.1 ガラス固化体評価 
17. 下流側ワーク項目 PA-5.1 人工バリア中核種移行特性データ取得 

PA-5.2 天然バリア中核種移行特性データ取得 
PA-5.3 人工バリア中核種移行評価 
PA-5.4 天然バリア中核種移行評価 
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表－Ａ 核種移行解析において考慮する放射性核種 

放射化生成物／ 
核分裂生成物 

Sm-151，Cs-137，Sn-126，Pd-107，Tc-99，Nb-94， 
Zr-93→Nb-93m，Se-79 

4N系列 Pu-240→U-236→Th-232 
4N+1系列 Cm-245→Pu-241→Am-241→Np-237→U-233→Th-229 
4N+2系列 Cm-246→Pu-242→U-238→U-234→Th-230→Ra-226→Pb-210 
4N+3系列 Am-243→Pu-239→U-235→Pa-231→Ac-227 
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付表１－８７ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-2.1.3 
2. ワーク項目 核種インベントリ 
3. 概要 核種移行評価の初期インベントリの設定 
4. 設定パラメータ 核種量 
5. データセット 核種量：分冊３ 表 5.3.1-2，表 6.1.2.1-2参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 インベントリ評価結果に基づき，OP破損時間に応じて

インベントリを設定。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） 移行評価において溶解度の同位体分割を取り扱うため，

安定同位体のインベントリを合わせて設定。 
14. 設定条件（その他） OP破損時間 

・レファレンスケース：1,000年（設計耐用年数） 
・データ不確実性ケース：10,000年 
・代替設計ケース：1万年，10万年，100万年 
・地質環境変更ケース：1万年，10万年，100万年 

15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-1.1 対象核種選定 

RD-2.1.1 腐食評価 
PA-2.1.1 ガラス固化体評価 

17. 下流側ワーク項目 PA-5.3 人工バリア中核種移行評価 
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ガラス固化体評価 放射線場評価

・ＯＰ仕様 
（材質，厚さ） 
・緩衝材仕様 
（物性，厚さ）

・吸収線量率

・放射線発生量 
・ガラス組成

放射線学的特性評価：放射線場評価

人工バリア設計
・MCNP 

・核定数ライブラリ

地質環境条件 ・岩盤組成

（操業）

人工バリア設計

（放射線分解）

（変質劣化）

・線量当量率

・吸収線量率

・吸収線量率

・OP遮へい厚さ

・分解生成物 地球化学評価

物質移行特性

・遮へい設計

簡易拡散式

・変質生成物

不働態保持電流密度

地下水組成

ラジカル反応定数

緩衝材組成

当該フローのワーク項目

他フローのワーク項目

リソース類 
（解析コード等）

制約条件等

入力情報 判断

解析・評価

実験・観測

凡例

 
付図１－２０ 「性能評価」放射線場評価に関するワークフロー
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付表１－８８ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-2.2 
2. ワーク項目 放射線場評価 
3. 概要 オーバーパック厚さをパラメータとして，MCNP コー

ドを用いて放射線輸送解析を実施。オーバーパック表面

位置での線量等量率，吸収線量率を算出。 
4. 設定パラメータ 線量等量率，吸収線量率 
5. データセット 線量等量率：表－Ａ，表－Ｂ参照 

吸収線量率：図－Ｃ参照（分冊２ 図 4.1.1-20） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） モデルガラス固化体のインベントリ評価条件（基本） 

・燃焼度：45,000 MWD/MTU 
・比出力：38.0 MW/MTU 
・濃縮度：4.5% 
・再処理までの冷却期間：4年 
・ウラン等価量：0.8 MTU/本 
・貯蔵期間：50年 

13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 解析条件 

・OP材質：炭素鋼 
・緩衝材：30%ケイ砂混合，100%飽和 

15. 参考文献 Sawamura et al. (2000)：Evaluation of Long-Term 
Irradiation Field in Geological Disposal of 
High-Level Radioactive Wastes, Journal of Nuclear 
Science and Technology, Supplement 1, p.310-315. 

16. 上流側ワーク項目 PA-2.1 インベントリ評価 
RD-2.1 オーバーパック設計 
RD-2.2 緩衝材設計 

17. 下流側ワーク項目 RD-2.1.3 放射線遮へい性 
RD-5 建設・操業・閉鎖 
PA-4.2 間隙水組成評価 
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表－Ａ オーバーパックの放射線遮へい効果 

・燃焼度：45,000 MWD/MTU 
・濃縮度：4.5% 
・OP厚さ：30 cm（炭素鋼） 
・緩衝材：なし（空気中） 
・評価点：側部 
 
固化後の時間 ガラス固化体表面 OP表面 

30年 9.89×105 mSv/h 2.16 mSv/h 
100年 6.86×104 mSv/h 8.60×10-1 mSv/h 

1,000年 6.05×101 mSv/h 1.89×10-1 mSv/h 
2,000年 5.14×101 mSv/h 1.19×10-1 mSv/h 

 
表－Ｂ オーバーパック厚さと線量当量率 [mSv/h] 

・燃焼度：45,000 MWD/MTU 
・濃縮度：4.5% 
・固化後の貯蔵期間：30年 
・評価点：OP表面，OP表面から 1 m地点 
  オーバーパック厚さ 
表面線量率 10 cm 15 cm 17 cm 20 cm 25cm 
上部 5.81×102 3.96×101 1.47×101 4.25 1.66 
側部 6.54×102 3.94×101 1.55×101 5.90 2.96 
下部 7.95×102 4.74×101 1.84×101 6.34 2.59 
1 m 線量率 10 cm 15 cm 17 cm 20 cm 25cm 
上部 3.74×102 2.29 9.20×10-1 2.76×10-1 1.11×10-1 
側部 9.08×102 5.96 2.32 8.21×10-1 4.01×10-1 
下部 5.32×102 3.71 1.36 4.02×10-1 1.70×10-1 

 

 
図－Ｃ オーバーパック表面での吸収線量率 
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亀裂ネットワーク 
モデル構築

掘削影響領域モデル化
掘削影響領域通過流量

・処分深度 
・坑道仕様 
・パネル配置 
（地下水流動方向）

水理学的特性評価：亀裂ネットワークモデル構築

水理解析

MAFIC

地下水流動特性

地質環境条件

処分施設設計

・トレース長 
・トレースマップ 
・亀裂方向データ 
・透水量係数データ

亀裂パラメータ設定

・亀裂半径分布 
・亀裂中心分布 
・亀裂方向分布 
・透水量係数分布

FracMan

人工バリア中 
核種移行評価

パイプネットワ
ークモデル構築

・動水勾配 
・断層位置 
（境界条件）

リアライゼーション

・坑道仕様

・EDZ範囲 
・EDZ透水性

建設

掘削工法

当該フローのワーク項目

他フローのワーク項目

リソース類 
（解析コード等）

制約条件等

入力情報 判断

解析・評価

実験・観測

凡例

 

 
付図１－２１ 「性能評価」亀裂ネットワークモデル構築に関するワークフロー
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付表１－８９ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-3.1.1 
2. ワーク項目 亀裂パラメータ設定 
3. 概要 3 次元亀裂ネットワークモデルの構築に必要となる亀

裂パラメータの設定。 
4. 設定パラメータ 亀裂方向分布，亀裂形状，亀裂半径分布，亀裂頻度分布，

亀裂空間分布，亀裂内分散長，透水量係数分布，亀裂開

口幅，動水勾配 
5. データセット ・亀裂方向分布：直交 2 組の鉛直亀裂群，各亀裂群の

方向分布は Fisher分布（Fisher定数=10） 
・亀裂形状：円盤（等価面積の 6角形） 
・亀裂半径分布：べき乗分布（べき指数=3），最小・最
大半径は 7～300 m 
・亀裂頻度：約 0.3本/m（3次元亀裂密度 0.8 m2/m3） 
・亀裂空間分布：空間分布はランダム，亀裂中心位置の

分布はポアソン過程に基づく Baecherモデル。 
・亀裂内分散長：縦方向分散長= 2.0 m（横方向分散長
は無視） 
・透水量係数分布：対数正規分布（対数平均= -9.99，
標準偏差= 1.07） 
・亀裂開口幅 (2b)：経験則 T2b2 = （T：透水量係数） 
・動水勾配：0.01 

6. 設定方法 ■文献，□試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 既往の文献や釜石鉱山における原位置調査に基づいて

設定。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） ・亀裂方向分布 

花崗岩はとくに亀裂の方向の規則性が高い。また地

下深部では，地表面近傍の応力解放に伴う水平方向

の亀裂が少なくなり，直交 2 組の鉛直方向の亀裂群
が卓越する。 
・亀裂形状 
均質等方弾性媒体中に発生するせん断クラックは円

盤形状を呈する。 
・亀裂半径分布 
大小様々なスケールで測定されたトレース長がべき

乗分布に従う。 
・亀裂頻度 
菊間地下石油備蓄基地で観察された比較的大きな連

続性の高い亀裂の頻度は 0.25～0.5 本/m であり，ネ
ットワークモデルでも透水に寄与する連続性の高い

亀裂を対象とするため 0.25～0.5本/mを設定。 
・亀裂空間分布 
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亀裂の空間分布は一様ではなく，疎密構造が形成さ

れているが，ネットワークモデルでは，①主要亀裂

から分岐・派生した亀裂を含めて 1 枚の亀裂でモデ
ル化すること，②疎密構造により比較的小さなコン

パートメント構造が形成された場合は水理学的な連

続性が乏しくなること，からランダムな空間分布を

仮定。 
・透水量係数分布 
スウェーデンの 7 つのサイトで測定された透水係数
が深度 300 mから 700 mの間で数倍～1桁以上低下
していることから，釜石鉱山の深度 260 mで観測さ
れた透水量係数分布を 1 桁低減して，深度 1,000 m
の透水量係数分布を設定（図-A参照）。 
・亀裂開口幅 
釜石鉱山で実施された単一亀裂内のトレーサ試験で

得られた経験則を採用。なお，上記の透水量係数分

布を適用して得られる亀裂開口幅の分布は対数平均 
-4.03，対数標準偏差 0.54の対数正規分布（標準平均
2.0×10-4 m）となる（図-B参照）。 
・動水勾配 
地下深部の実測例がほとんどなく，地下水位データ

から算出された地下水面の勾配の最頻値を動水勾配

として設定（図-C参照）。 
10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） ・亀裂内分散長 

不均質岩盤における縦方向分散長は移行距離の 1/10
倍を中心に分布するため，亀裂内の分散長も各亀裂

内の移行距離の 1/10倍とする。ただし，ネットワー
ク内の個々のチャンネル長のばらつきに対して，感

度解析から一律 2.0 mを設定。 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 澤田淳ほか（1999）：亀裂性岩盤を対象とした天然バリ

ア中の核種移行解析，JNC TN8400 99-093. 
井尻裕二ほか（1999）：わが国の岩盤における亀裂特性
について，JNC TN8400 99-091. 

16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 
RD-1.3 処分深度設定 

17. 下流側ワーク項目 PA-3.1.2 ネットワークモデル構築 
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図－Ａ 透水量係数分布 

 

 
図－Ｂ 亀裂の開口幅分布 

 

 

図－Ｃ 地下水面の勾配の分布 
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付表１－９０ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-3.1.2 
2. ワーク項目 亀裂ネットワークモデル構築 
3. 概要 亀裂パラメータ統計量に基づき，FracMan コードによ

り複数の亀裂ネットワークモデルを確率的に作成。 
4. 設定パラメータ 亀裂ネットワークモデル（リアライゼーション） 
5. データセット リアライゼーション（一例）：図-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） ・亀裂方向分布 

亀裂ネットワークモデルで用いた直交 2 組の鉛直亀
裂群のステレオ投影図（図-B参照）。 
・亀裂半径分布 
亀裂ネットワークモデルで作成した亀裂のトレース

長分布（図-C参照）。 
・亀裂頻度 
亀裂ネットワークモデル内の水平断面上のトレース

マップ（図-D参照）。 
10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） モデル化の対象範囲は，最下流側の処分坑道を中央に配

した 200 m×200 m×200 mの領域。 
15. 参考文献 澤田淳ほか（1999）：亀裂性岩盤を対象とした天然バリ

ア中の核種移行解析，JNC TN8400 99-093. 
16. 上流側ワーク項目 PA-3.1.1 亀裂パラメータ設定 
17. 下流側ワーク項目 PA-3.1.4 水理解析 
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図－Ａ ３次元亀裂ネットワークモデル 

 

 
図－Ｂ 亀裂ネットワークモデルに用いた亀裂のステレオ投影図 

 

 
図－Ｃ 亀裂のトレース長分布 
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図－Ｄ 亀裂ネットワークモデル内の水平断面トレースマップ 
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付表１－９１ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-3.1.3 
2. ワーク項目 掘削影響領域モデル化 
3. 概要 掘削影響領域を通過する地下水流量を求めるため，亀裂

ネットワーク内に処分坑道の掘削に伴い坑道周辺に生

じる掘削影響領域をモデル化。 
4. 設定パラメータ 掘削影響領域の特性 
5. データセット 透水量係数：5.0×10-10 m2/s 

幅：0.5 m（矩形：図-A参照） 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 トンネルボーリングマシンによる坑道掘削を想定し，既

往の掘削時データ（表-B参照）に基づいて設定。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） ・透水量係数 

機械掘削による透水性の増加を 1 桁と設定。亀裂ネ
ットワークモデルの透水係数が約 10-10 m/sオーダー
に分布することから，透水量係数は 10-10 m/s×0.5 m
×10となる。 
・幅 
機械掘削による掘削影響領域の幅は数センチメート

ルから 0.5 m以下であり，0.5 mと設定。 
10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 

RD-3.1 処分坑道設計 
RD-5 建設・操業・閉鎖 

17. 下流側ワーク項目 PA-3.1.4 水理解析 
 

 
図－Ａ 掘削影響領域モデル概念図 
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表－Ｂ 掘削影響領域実測データ一覧 

サイト 岩種／坑道径 方法 幅 透水性増加 
HRL，スウェーデン 閃緑岩／5 m TBM 0.03 m （測定値なし） 
URL，カナダ 花崗岩類／3.5 m 機械 0.01 m程度 6～7桁 
グリムゼル，スイス 花崗閃緑岩／3.5 m TBM 1 m 1桁 
各地トンネル，日本 硬岩／5 m 機械 0.5 m以下 （測定値なし） 
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付表１－９２ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-3.1.4 
2. ワーク項目 水理解析 
3. 概要 亀裂パラメータ統計量を用いて確率的に発生させた複

数の亀裂ネットワークモデルのリアライゼーションに

対して，MAFICコードで水理解析を実施。 
4. 設定パラメータ 掘削影響領域を通過する地下水の平均流量 
5. データセット 掘削影響領域通過流量：0.001 m3/y 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 亀裂ネットワークモデルは確率論的手法であり，同じ亀

裂パラメータ統計量に対して複数のネットワークモデ

ル（リアライゼーション）が構築されるため，リアライ

ゼーション毎に得られた結果を統計処理（図-A参照）。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） 掘削影響領域（PA-3.1.3） 

・透水量係数：5.0×10-10 m2/s（母岩の 10倍の透水性） 
・幅：0.5 m（坑道径 2.22 m） 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 処分深度：1,000 m 

解析領域：200 m×200 m×200 m 
処分坑道：3.22 m矩形×長さ 100 m 
境界条件： 
・上流／下流側境界：水頭固定境界 
・それ以外の側方境界：不透水境界 

15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-3.1.2 ネットワークモデル構築 

PA-3.1.3 掘削影響領域モデル化 
17. 下流側ワーク項目 PA-3.1.5 移行経路抽出（PA-3.2 パイプネットワーク

モデル構築） 
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図－Ａ 掘削影響領域を通過する地下水流量の平均値（ガラス固化体１本あたり） 
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付図１－２２ 「性能評価」パイプネットワークモデル構築に関するワークフロー
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付表１－９３ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-3.2.1 
2. ワーク項目 パイプネットワークモデル変換 
3. 概要 核種移行解析のため，構築した亀裂ネットワークモデル

から，PAWorksを用いてパイプネットワークモデル（核
種移行経路のネットワーク）へ変換。 

4. 設定パラメータ パイプネットワークモデル 
5. データセット パイプネットワークモデル：図-A（概念図）参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 亀裂ネットワークモデル内の各亀裂面上の亀裂交差線

中点を平行平板チャンネルで結び，チャンネルネットワ

ークモデルに変換。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） ・透水量係数および亀裂開口幅は変換前と同じ値。 

・チャンネル幅：次式で変換 

2
wwfw 21

w
+

×= （図-B参照） 

w：チャンネル幅 [m]，w1，w2：チャンネルと直交

する方向への亀裂交差部の投影幅 [m]，fw：チャンネ

ルネットワークモデル全体の透水係数が亀裂ネット

ワークモデル全体の透水係数と等しくなるように設

定した係数 [-] 
10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） ・処分坑道横置き方式を対象として評価。 

・処分場の下流端から下流側断層までの 100 mを評価
対象。 
・地下水流れ方向は処分坑道に直交。 

15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-3.1.2 ネットワークモデル構築 
17. 下流側ワーク項目 PA-3.2.2 水理解析 

 

 

 付－１（-366-）



JNC TJ8400 2003-037 

 
図－Ａ ３次元モデルのフロー概念図（チャンネルネットワークモデル） 

 

  

(a) チャンネルの作成 (b) チャンネルの仕様 

図－Ｂ 亀裂ネットワークからチャンネルネットワークへの変換模式図 
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付表１－９４ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-3.2.2 
2. ワーク項目 水理解析 
3. 概要 核種移行解析のため，パイプネットワークモデルを対象

に水理解析を実施し，ネットワーク内の地下水流速を評

価。 
4. 設定パラメータ 流速 
5. データセット （個々の移行経路の平均的な地下水流速は 1～10 m/y

の間に分布） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 処分深度：1,000 m 

解析領域：200 m×200 m×200 m 
処分坑道：3.22 m矩形×長さ 100 m 
境界条件： 
・上流／下流側境界：水頭固定境界 
・それ以外の側方境界：不透水境界 

15. 参考文献 澤田淳ほか（1999）：亀裂性岩盤を対象とした天然バリ
ア中の核種移行解析，JNC TN8400 99-093. 

16. 上流側ワーク項目 PA-3.2.1 パイプネットワークモデル変換 
17. 下流側ワーク項目 PA-5.4.1 亀裂媒体中移行評価 
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付図１－２３ 「性能評価」連続体モデル構築に関するワークフロー
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付表１－９５ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-3.3.1 
2. ワーク項目 水理パラメータ設定 
3. 概要 連続体モデル（不均質透水係数場）構築に必要な水理地

質パラメータの設定。 
4. 設定パラメータ 透水係数セミバリオグラム，透水係数分布，有効間隙率，

動水勾配 
5. データセット ・透水係数セミバリオグラム： 

水平方向；シル 1.27，レンジ 80 m 
垂直方向；シル 0.46，レンジ 16 m 
・透水係数分布：対数正規分布（対数平均= -8.59，対
数標準偏差= 1.21，平均値= 1.26×10-7 m/s，標準偏
差= 6.24×10-6 m/s） 
・有効間隙率：透水係数と相関；log 73.3log54.7K −= θ
（最大値= 0.5，最小値= 0.05） 
・動水勾配：0.01 

6. 設定方法 ■文献，□試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 既往の文献や東濃鉱山における原位置調査に基づいて

設定。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） ・透水係数セミバリオグラム 

比抵抗値から算定された透水係数の水平方向および

鉛直方向のセミバリオグラム（同じ離間距離を有す

る任意の 2点間の比抵抗値の差の分散の 1/2）を球形
モデルでフィッティングして設定。 
・透水係数分布 
新第三紀堆積岩を対象とすることから，砂岩・泥岩

層の比抵抗値と透水係数の関係式から得れる頻度分

布（対数正規分布）を採用。 
・有効間隙率分布 
新第三紀堆積岩の砂岩データから導出した透水係数

と間隙率の関係式を採用。 
・動水勾配 
地下深部の実測例がほとんどなく，地下水位データ

から算出された地下水面の勾配の最頻値を設定。 
10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 井尻裕二ほか（1999）：多孔質岩盤を対象とした天然バ

リア中の核種移行解析，JNC TN8400 99-092. 
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16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 
RD-1.3 処分深度設定 

17. 下流側ワーク項目 PA-3.3.2 連続体モデル構築 
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付表１－９６ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-3.3.2 
2. ワーク項目 連続体モデル構築 
3. 概要 水理地質パラメータに基づき，地質統計学手法を用いて

連続体モデルにより不均質透水係数場を構築（SGSIM
コード使用）。 

4. 設定パラメータ 不均質透水係数場 
5. データセット 不均質透水係数場：－ 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） 水理地質パラメータ（PA-3.3.1） 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） ・モデル化の対象範囲は，最下流側の処分坑道を中央に

配した 200 m×200 m×200 mの領域。 
・連続体モデルの離散化要素（解析メッシュ）の大きさ

は，場の不均質性を十分に反映できるように，レンジ

よりも小さい 5 m立方を設定。 
15. 参考文献 井尻裕二ほか（1999）：多孔質岩盤を対象とした天然バ

リア中の核種移行解析，JNC TN8400 99-092. 
16. 上流側ワーク項目 PA-3.3.1 水理パラメータ設定 
17. 下流側ワーク項目 PA-3.3.4 水理解析 
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付表１－９７ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-3.3.3 
2. ワーク項目 掘削影響領域モデル化 
3. 概要 掘削影響領域を通過する地下水流量を求めるため，亀裂

ネットワーク内に処分坑道の掘削に伴い坑道周辺に生

じる掘削影響領域をモデル化。 
4. 設定パラメータ 掘削影響領域の特性 
5. データセット 透水係数：母岩の透水係数を一律 10倍して設定 

幅：0.5 m 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 トンネルボーリングマシンによる坑道掘削を想定し，既

往の掘削時データに基づいて設定。（PA-3.1.3参照。） 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） ・透水係数 

機械掘削による透水性の増加を 1桁と設定。 
・幅 
機械掘削による掘削影響領域の幅は数センチメート

ルから 0.5 m以下であり，0.5 mと設定。 
10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 直径 2.2 mの処分坑道を一辺 2.2 mの正方形でモデル

化し，坑道外側に幅 0.5 m の矩形の掘削影響領域を設
定。 

15. 参考文献 井尻裕二ほか（1999）：多孔質岩盤を対象とした天然バ
リア中の核種移行解析，JNC TN8400 99-092. 

16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 
RD-3.1 処分坑道設計 
RD-5 建設・操業・閉鎖 

17. 下流側ワーク項目 PA-3.3.4 水理解析 
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付表１－９８ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-3.3.4 
2. ワーク項目 水理解析 
3. 概要 不均質透水係数場（3次元連続体モデル）のリアライゼ

ーションを 30個発生させ，各リアライゼーションに対
して，TAGSACコードで水理解析を実施。 

4. 設定パラメータ 地下水流速場 
掘削影響領域を通過する地下水の平均流量 

5. データセット 地下水流速場：－ 
掘削影響領域通過流量：0.01 m3/y 

6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 ・地下水流速場 

30 個のリアライゼーションに対する透水係数の平均
値は 1.67×10-8 m/s となり，堆積岩の巨視的な透水
係数の分布 10-9～10-8 m/sオーダーにあり，構築した
不均質透水係数場は水理学的に妥当。 
・掘削影響領域通過流量 

30 個のリアライゼーションに対する通過流量の平均
値は 0.03 m3/yとなるが，過度に保守的な核種移行評
価を避けるため，最頻値となる 0.01 m3/yを設定。 

8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） 掘削影響領域（PA-3.3.3） 

・透水量係数：母岩の 10倍の透水性 
・幅：0.5 m（坑道 2.22 mの正方形） 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 処分深度：（記載なし） 

解析領域：200 m×200 m×200 m 
処分坑道：2.22 m正方形×長さ 100 m 
境界条件： 
・上流／下流側境界：水頭固定境界 
・それ以外の側方境界：不透水境界 

15. 参考文献 井尻裕二ほか（1999）：多孔質岩盤を対象とした天然バ
リア中の核種移行解析，JNC TN8400 99-092. 

16. 上流側ワーク項目 PA-3.3.2 連続体モデル構築 
PA-3.3.3 掘削影響領域モデル化 

17. 下流側ワーク項目 PA-3.3.5 移行経路抽出 
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付表１－９９ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-3.3.5 
2. ワーク項目 移行経路抽出 
3. 概要 核種移行解析における移行経路を設定ため，TR3D/Info

コードを用いて，処分坑道から下流側断層まで 40本の
移行経路を流線に沿って抽出。 

4. 設定パラメータ 移行経路長，平均実流速 
5. データセット 移行経路長：（記載なし） 

平均実流速：（記載なし） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 解析領域の側方境界の影響を少なくするため，解析領域

中央の処分坑道 100 m区間における各要素の中心点か
ら 40本の移行経路を設定。 

8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） 各移行経路毎に移行経路長と移行経路時間（トラベルタ

イム）を求めて平均実流速を算出。 
10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献 井尻裕二ほか（1999）：多孔質岩盤を対象とした天然バ

リア中の核種移行解析，JNC TN8400 99-092. 
16. 上流側ワーク項目 PA-3.3.4 水理解析 
17. 下流側ワーク項目 PA-5.4.2 多孔質媒体中移行評価 
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付図１－２４ 「性能評価」地下水組成評価に関するワークフロー
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付表１－１００ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.1.1 
2. ワーク項目 地下水分類 
3. 概要 わが国における幅広い地質環境条件を考慮して，安全評

価で取り扱う地下水組成を設定するため，実測地をもと

にした統計的解析（2変量散布図・多変量解析）により
検討。 

4. 設定パラメータ 地下水分類 
5. データセット 地下水分類：降水系高 pH型地下水（FRPH）， 

      海水系高 pH型地下水（SRHP） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 わが国の多くの地形パターンや岩種にあてはまり，地球

化学的根拠も多く，実測地下水や文献データを含めた多

変量解析からもその妥当性が確認された地下水を設定。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・4種類のモデル地下水のうち，降水系高 pH型，降水

系高 pH型地下水，海水系高 pH型地下水に関しては，
実測地下水をもとにした多変量解析から分類の妥当

性を確認（図-A参照） 
・降水系低 pH型地下水は，深部地下水データが得られ
ていないこと，熱力学的平衡に基づくモデル化の際に

方解石に対して非平衡（未飽和）を仮定する必要があ

るなど，一般的に考えられている地下深部地下水の特

徴と異なり，妥当性を説明することが困難。 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 GS-0 地質環境条件 
17. 下流側ワーク項目 PA-4.1.2 地下水形成反応モデル 
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図－Ａ 実測地下水およびモデル地下水の多変量解析（主成分分析）結果 
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付表１－１０１（１／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.1.2 
2. ワーク項目 地下水形成反応モデル①降水系高 pH地下水 
3. 概要 起源を降水とし，土壌中，岩体中での鉱物－水反応に関

して pH，酸化還元電位，主要元素濃度（Na，Ca，C
など）に影響を及ぼすと考えられる主要なプロセスと反

応の生起順序を考慮して，地下水水質の変遷をモデル

化。 
4. 設定パラメータ 地下水形成反応モデル（化学反応式，プロセス） 
5. データセット 大気中でのガス－水反応式 

・  −+ +=+ 3)(22 HCOHCOOH g

土壌中での有機物から発生する CO2ガス吸収反応式 
・CH  )(22)(22 gg COOHOO +=+
岩盤中での鉱物－水反応のプロセス 
・曹長石－カオリナイト間の化学平衡（pH，Na濃度） 
・黄鉄鉱－磁鉄鉱間の酸化還元平衡（酸化還元電位，

Fe，S濃度） 
・方解石と水溶液間の溶解平衡（Ca，C濃度） 
・玉随と水溶液間の溶解平衡（Si濃度） 
・微斜長石と水溶液間の溶解平衡（K濃度） 

6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） ・大気と平衡になった水の酸素分圧：10-0.7 atm，炭酸
分圧：10-3.5 atm 

・土壌中での炭酸分圧：10-1.0 atm 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 Yui et al. (1999)：Groundwater evolution modeling for 

the 2nd progress report performance assessment 
(PA) report, JNC TN8400 99-030. 

16. 上流側ワーク項目 GS-0 地質環境条件 
PA-4.1.1 地下水分類 

17. 下流側ワーク項目 （PA-4.1.3 熱力学データ整備） 
PA-4.1.4 地下水組成評価 
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付表１－１０１（２／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.1.2 
2. ワーク項目 地下水形成反応モデル②海水系高 pH地下水 
3. 概要 海水系地下水は，主に，岩体中に閉じ込められた海水が

周囲の岩石と反応することにより水質が形成される水

質形成過程を想定してモデル化。 
4. 設定パラメータ 地下水形成反応モデル（化学反応式，プロセス） 
5. データセット 岩盤中での鉱物－水反応のプロセス 

・微斜長石と白雲母の化学平衡（pH，K濃度など） 
・有機物による SO42-の還元反応（酸化還元電位，C，S
濃度） 
・方解石と苦灰石間の化学平衡（Ca，Mg濃度） 
・玉随と水溶液間の溶解平衡（Si濃度） 

6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 海水系地下水は，海水中で認められる SO42-がほとんど

存在しないこと，その多くが有機物を含むと考えられる

堆積岩地域に多いことを考慮して選定。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 Yui et al. (1999)：Groundwater evolution modeling for 

the 2nd progress report performance assessment 
(PA) report, JNC TN8400 99-030. 

16. 上流側ワーク項目 GS-0 地質環境条件 
PA-4.1.1 地下水分類 

17. 下流側ワーク項目 （PA-4.1.3 熱力学データ整備） 
PA-4.1.4 地下水組成評価 
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付表１－１０２ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.1.3 
2. ワーク項目 熱力学データベース整備 
3. 概要 地球化学コードPHREEQEを用いた熱力学平衡計算で

地下水の組成を求める際に必要となる，鉱物の熱力学デ

ータの整備。 
4. 設定パラメータ 熱力学データ 
5. データセット 熱力学データベース：JNC-TDB 
6. 設定方法 ■文献，□試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 PHREEQE のオリジナル版に OECD／NEA の熱力学

データを追加して設定。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 油井三和ほか（1992）：高レベル放射性廃棄物地層 sy

本システムの性能評価における地下水の地球化学的

特性に関するモデル化，PNC TN8410 92-166. 
16. 上流側ワーク項目 （PA-4.1.2 地下水形成反応モデル） 
17. 下流側ワーク項目 PA-4.1.4 地下水組成評価 
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付表１－１０３（１／３） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.1.4 
2. ワーク項目 地下水組成評価①降水系高 pH地下水 
3. 概要 地下水形成反応モデルを考慮して，地球化学コード

PHREEQE を用いた熱力学的平衡計算により，地下水
の組成を算出。 

4. 設定パラメータ 地下水組成 
5. データセット 地下水組成：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 モデル化された地下水水質は，東濃地域および釜石鉱山

の実測地下水の pH，酸化還元電位，および地下水中の
主要な元素濃度を良好に近似できている。 

8. 設定条件（熱的条件） 温度：25℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） （圧力：地圧無視？） 
11. 設定条件（化学的条件） ・地下水形成反応モデル：PA-4.1.2 

・平衡計算による濃度推定が困難な元素（F，B，P，N）
は，実測値より導出した各元素濃度の平均値を設定。 
・Mg濃度は，実測地下水に対する苦灰石の飽和指数計
算結果を参考に，苦灰石に対して未飽和条件で計算。 
・PHREEQE で計算した元素濃度と実測値から導出し
た元素濃度を組み合わせて，Cl濃度で電荷を調整。 

12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 熱力学データ：JNC-TDB 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-4.1.2 地下水形成反応モデル 
17. 下流側ワーク項目 PA-4.2.3 間隙水組成評価 

PA-5.2 天然バリア中移行特性データ取得 
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表－Ａ 降水系高 pH型地下水の組成 
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付表１－１０３（２／３） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.1.4 
2. ワーク項目 地下水組成評価②海水系高 pH地下水 
3. 概要 地下水形成反応モデルを考慮して，地球化学コード

PHREEQE を用いた熱力学的平衡計算により，地下水
の組成を算出。 

4. 設定パラメータ 地下水組成 
5. データセット 地下水組成：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） 温度：25℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・地下水形成反応モデル：PA-4.1.2 

・平衡計算による濃度推定が困難な元素（F，B，P，
Br，I，N）は，実測値より導出した各元素濃度の平
均値を設定。 
・PHREEQE で計算した元素濃度と実測値から導出し
た元素濃度を組み合わせて，Na濃度で電荷を調整。 

12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 熱力学データ：JNC-TDB 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-4.1.2 地下水形成反応モデル 
17. 下流側ワーク項目 PA-4.2.3 間隙水組成評価 

PA-5.2 天然バリア中移行特性データ取得 
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表－Ａ 海水系高 pH型地下水の組成 
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付表１－１０３（３／３） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.1.4 
2. ワーク項目 地下水組成評価③酸化性地下水 
3. 概要 降水系地下水とほぼ同様の地下水モデルを考慮し，自然

界で認められる大気平衡の酸化還元電位を与えて評価。 
4. 設定パラメータ 地下水組成 
5. データセット 地下水組成：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） 温度：25℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） 酸化性 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-4.1.2 地下水形成反応モデル 
17. 下流側ワーク項目 PA-4.2.3 間隙水組成評価 

PA-5.2 天然バリア中移行特性データ取得 
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表－Ａ 酸化性地下水の組成 

 酸化性地下水 酸化性間隙水 
pH 8.5 8.4 

Eh [mV] 472 480 
単位 [mol/l] 

Na (Total) 3.3×10-3 2.8×10-2 
Ca (Total) 1.0×10-4 5.2×10-5 
K (Total) 5.8×10-5 1.2×10-4 

Mg (Total) 6.5×10-5 4.1×10-6 
Fe (Total) 2.1×10-15 1.9×10-15 
Al (Total) 3.6×10-7 3.6×10-7 
C (Total) 3.5×10-3 1.6×10-2 
S (Total) 1.0×10-6 1.0×10-6 
B (Total) 2.9×10-4 2.9×10-4 
P (Total) 2.9×10-6 2.9×10-6 
F (Total) 5.4×10-5 5.4×10-5 
N (Total) 1.5×10-5 1.5×10-5 
Cl (Total) 4.4×10-6 4.4×10-6 
Si (Total) 3.4×10-4 3.4×10-4 
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付表１－１０４ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.2.1 
2. ワーク項目 緩衝材中の地球化学反応モデル 
3. 概要 間隙水組成の評価のため，ベントナイト－地下水相互作

用の中で重要な反応と考えられるスメクタイトのイオ

ン交換反応および表面水酸基の酸・塩基反応，随伴鉱物

の溶解／沈殿反応，ならびに腐食生成物との平衡反応を

設定 
4. 設定パラメータ 地球化学反応モデル 
5. データセット イオン交換反応式 

++ += NaMZnZNa n  
酸・塩基反応式 

+
−

+
−

+−
−−

=+

+=

2OHSurfHsOHSurf

HsOSurfsOHSurf
 

随伴鉱物 
方解石，玉髄，黄鉄鉱，腐食生成物（磁鉄鉱） 

6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
Naに対する Ca，Mg，Kのイオン交換選択係数を決定
するためにGaines and Thomasによるイオン交換の化
学反応モデルを使用。スメクタイトの酸塩基滴定実験よ

り導出された表面サイト密度及び酸・塩基解離定数を設

定するために Dzombak and Morel による固相の表面
サイトでの化学反応モデルを使用。 

11. 設定条件（化学的条件） イオン交換反応 
山形県月布産 Na 型ベントナイトより抽出したスメ
クタイト成分に対する陽イオン吸着等温線から，

Gaines and Thomasによるイオン交換の熱力学的取
扱いに基づき，Naに対する Ca，Mg，Kのイオン交
換選択係数を決定。 
酸・塩基反応 

Dzombak and Moerlによる固相の表面サイトでの化
学反応モデル（The Generalized Two Layer Model）
に基づいて，スメクタイトの酸塩基滴定試験より導

出された表面サイト密度および酸・塩基解離定数を

設定。 
随伴鉱物 
・玉髄は室内試験では溶解平衡を確認できないものの，

ベントナイト中の含有量が多く，また，天然の地下水
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中の溶性ケイ酸濃度が玉髄平衡で説明できることか

ら，玉髄との平衡を考慮。 
・苦灰石およびスメクタイトの平衡反応は，解析結果に

影響を及ぼさないことを確認（計算対象外）。 
・斜長石と方沸石は，処分環境温度ではこれらの鉱物が

生成することは考え難いため，平衡反応から除外。 
腐食生成物 
低酸素濃度条件で熱力学的に安定であり，腐食試験

などで生成が認められた磁鉄鉱を考慮。 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） ・オーバーパック材質：炭素鋼 

・緩衝材組成：Na型ベントナイト（30wt%ケイ砂混合
体），乾燥密度 1.6 Mg/m3 
・評価時期：処分後 1,000年以降を対象 
・計算パラメータ：表-A参照 

15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.1 オーバーパック設計（RD-2.1.1.1 材料選定） 

RD-2.2 緩衝材設計（RD-2.2.1.1 ベントナイト組成） 
17. 下流側ワーク項目 （PA-4.2.2 熱力学データ整備） 

PA-4.2.3 間隙水組成評価 
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表－Ａ 間隙水計算条件 

緩衝材仕様 Na型ベントナイト 70wt％－ケイ砂 30wt％，乾燥密度 1.6 Mg/m3  
（ベントナイト／間隙水比 = 2.78×103 g/l） 

平衡鉱物 方解石，玉髄，黄鉄鉱，腐食生成物（磁鉄鉱） 

ベントナイトの 
スメクタイト含有量 スメクタイト 48wt％ 

陽イオン交換容量               60.1 meq/100g 

初期の交換性陽イオン組成 [meq/100g]      ZNa  51.4 
                        Z2Ca   7.4 
                        ZK   0.6 
                        Z2Mg   0.7 イオン交換反応 

イオン交換反応選択係数（log KG&T）    2ZNa-Z2Ca  0.69 
                       ZNa-ZK  0.42 
                     2ZNa-Z2Mg  0.67 
                       ZNa-ZH  1.88 

酸・塩基反応 

表面サイト酸・塩基解離定数 ：logK(-)= -7.92，logK(+)= 5.67  
表面サイト密度       ：6.5×10-05 mol/g * 
表面サイト有効比表面積   ：29 m2/g * 

（*：スメクタイト単位重量当たり） 
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付表１－１０５ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.2.2 
2. ワーク項目 熱力学データベース整備 
3. 概要 地球化学コードPHREEQCを用いた熱力学平衡計算で

地下水の組成を求める際に必要となる，鉱物の熱力学デ

ータの整備。 
4. 設定パラメータ 熱力学データ 
5. データセット 熱力学データベース：JNCTDB 
6. 設定方法 ■文献，□試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 PHREEQE のオリジナル版に OECD／NEA の熱力学

データを追加して設定（地下水組成評価と同じ）。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 油井三和ほか（1992）：高レベル放射性廃棄物地層 sy

本システムの性能評価における地下水の地球化学的

特性に関するモデル化，PNC TN8410 92-166. 
16. 上流側ワーク項目 （PA-4.2.1 緩衝材中地球化学モデル） 
17. 下流側ワーク項目 PA-4.2.3 間隙水組成評価 
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付表１－１０６（１／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.2.3 
2. ワーク項目 間隙水組成評価①降水系間隙水 
3. 概要 The Generalized Two Layer Modelを取り入れた地球

化学コードPHREEQCを用いた熱力学的平衡計算によ
り，降水系間隙水の組成を算出。 

4. 設定パラメータ 間隙水組成 
5. データセット 間隙水組成：表-A参照（分冊 3表 5.3.1-3） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 計算された間隙水組成が核種移行パラメータの設定に

用いるものとして妥当であることを確認。 
・最新の知見をもとに整備された熱力学データベースを

用いた計算では pHが 0.8程度の違いとなり，熱力学
データベースの影響は小さいことを確認。 
・C や S の酸化還元反応は微生物の触媒作用が満足で
きない場合は非平衡の可能性があるが，これらの酸化

還元反応が間隙水の酸化還元電位に及ぼす影響は無

視できる程度であることを確認。 
・ワイオミグ産のスメクタイト特性を用いた計算では，

pHが 0.5程度の違いとなり，酸・塩基反応の特性に
よる影響が小さいことを確認。 
・Wannerモデル（間隙水をバッチ的に新しい地下水と
入れ替えるモデル）を用いた計算では pH が最大 10
程度まで変動する結果となったが，溶解度設定に及ぼ

す影響は小さいことを確認。 
8. 設定条件（熱的条件） 温度 25℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） （圧力：地圧無視？） 
11. 設定条件（化学的条件） ・地下水組成：降水系高 pH型地下水（PA-4.1.4 地下

水組成評価） 
・化学反応モデル：PA-4.2.1 緩衝材中地球化学モデル 

12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） ・熱力学データ：JNC-TDB 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-4.1.4 地下水組成評価 

PA-4.2.1 緩衝材中地球化学モデル 
PA-4.2.2 熱力学データ整備 

17. 下流側ワーク項目 PA-4.3 溶解度評価 
PA-5.1 人工バリア中移行特性データ取得 
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表－Ａ 降水系間隙水の組成 
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付表１－１０６（２／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.2.3 
2. ワーク項目 間隙水組成評価②海水系間隙水 
3. 概要 The Generalized Two Layer Modelを取り入れた地球

化学コードPHREEQCを用いた熱力学的平衡計算によ
り，海水系間隙水の組成を算出。 

4. 設定パラメータ 間隙水組成 
5. データセット 間隙水組成：表-A参照（分冊 3表 6.1.3.2-3） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） 温度 25℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） （圧力：地圧無視？） 
11. 設定条件（化学的条件） ・地下水組成：海水系高 pH型地下水（PA-4.1.4 地下

水組成評価） 
・化学反応モデル：PA-4.2.1 緩衝材中地球化学モデル 

12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） ・熱力学データ：JNC-TDB 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-4.1.4 地下水組成評価 

PA-4.2.1 緩衝材中地球化学モデル 
PA-4.2.2 熱力学データ整備 

17. 下流側ワーク項目 PA-4.3 溶解度評価 
PA-5.1 人工バリア中移行特性データ取得 

 

 付－１（-395-）



JNC TJ8400 2003-037 

表－Ａ 海水系間隙水の組成 
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付表１－１０６（３／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.2.3 
2. ワーク項目 間隙水組成評価③支保工反応間隙水 
3. 概要 支保工として低アルカリ性コンクリートを用いた場合，

これと反応した地下水が緩衝材に浸透した際の間軽水

組成を評価。 
4. 設定パラメータ 間隙水組成 
5. データセット 間隙水組成：表-A参照（分冊 3表 6.1.3.2-3） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） 温度 25℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） （圧力：地圧無視？） 
11. 設定条件（化学的条件） 地下水組成 

・降水系高 pH型地下水（PA-4.1.4 地下水組成評価） 
コンクリート反応地下水 
・コンクリート中の C-S-H（Calcium Silica Hydrate 

Phase）固相と２次鉱物（方解石）との平衡反応を設
定。 
・C-S-H固相の Ca/Si比（モル比）は 0.78とし，SiO2

とCaH2SiO4の平衡反応定数をBernerモデルに従っ
て修正。 
・コンクリート反応地下水の組成（計算結果）は，

pH=11.2，Eh=-464 mV。 
間隙水 
・化学反応モデル：PA-4.2.1 緩衝材中地球化学モデル 

12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） ・熱力学データ：JNC-TDB 

・コンクリート反応地下水：PHREEQEコード 
・間隙水：PHREEQC 

15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-4.1.4 地下水組成評価 

PA-4.2.1 緩衝材中地球化学モデル 
PA-4.2.2 熱力学データ整備 

17. 下流側ワーク項目 PA-4.3 溶解度評価 
PA-5.1 人工バリア中移行特性データ取得 
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表－Ａ 支保工反応間隙水の組成 
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付表１－１０６（４／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.2.3 
2. ワーク項目 間隙水組成評価④酸化性間隙水 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 間隙水組成 
5. データセット 間隙水組成：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） 温度 25℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） （圧力：地圧無視？） 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-4.1.4 地下水組成評価 

PA-4.2.1 緩衝材中地球化学モデル 
PA-4.2.2 熱力学データ整備 

17. 下流側ワーク項目 PA-4.3 溶解度評価 
PA-5.1 人工バリア中移行特性データ取得 
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表－Ａ 酸化性間隙水の組成 

 酸化性地下水 酸化性間隙水 
pH 8.5 8.4 

Eh [mV] 472 480 
単位 [mol/l] 

Na (Total) 3.3×10-3 2.8×10-2 
Ca (Total) 1.0×10-4 5.2×10-5 
K (Total) 5.8×10-5 1.2×10-4 

Mg (Total) 6.5×10-5 4.1×10-6 
Fe (Total) 2.1×10-15 1.9×10-15 
Al (Total) 3.6×10-7 3.6×10-7 
C (Total) 3.5×10-3 1.6×10-2 
S (Total) 1.0×10-6 1.0×10-6 
B (Total) 2.9×10-4 2.9×10-4 
P (Total) 2.9×10-6 2.9×10-6 
F (Total) 5.4×10-5 5.4×10-5 
N (Total) 1.5×10-5 1.5×10-5 
Cl (Total) 4.4×10-6 4.4×10-6 
Si (Total) 3.4×10-4 3.4×10-4 
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付表１－１０７ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.3.1 
2. ワーク項目 溶解度試験 
3. 概要 放射性元素（評価対象元素）に対する溶解度データの収

集・実測 
4. 設定パラメータ 溶解度，溶解度制限固相 
5. データセット 溶解度：－ 

溶解度制限固相：－ 
6. 設定方法 ■文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） （処分環境温度：RD-3.4.1 熱解析） 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） （地圧：RD-1.3 処分深度） 
11. 設定条件（化学的条件） ・間隙水組成：PA-4.2.3 間隙水組成評価 
12. 設定条件（放射線学的条件） ・対象元素：PA-2.1.2 対象核種選定 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-2.1.2 対象核種選定 

PA-4.2.3 間隙水組成評価 
17. 下流側ワーク項目 PA-4.3.2 熱力学データ整備 

PA-4.3.3 溶解度評価 
PA-4.3.5 溶解度設定 
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付表１－１０８ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.3.2 
2. ワーク項目 熱力学データ整備 
3. 概要 地球化学コードPHREEQEを用いた熱力学平衡計算で

溶解度を求める際に必要となる，放射性元素の熱力学デ

ータの整備。 
4. 設定パラメータ 熱力学データ 
5. データセット 熱力学データベース：JNC-TDB 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 JNC で開発し，国際的専門家によりデータの科学的信

頼性が検討されたデータベース。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） 熱力学データの出典の追跡性，熱力学データの信頼性の

向上に主眼を置き，データを取得したオリジナルの文献

にまで遡り，その実験が平衡定数を得るうえで適切かど

うかを検討し選定。 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 Yui et al (1999)：JNC Thermodynamic Database for 

Performance Assessment of High-level Radioactive 
Waste Disposal System, JNC TN8400 99-070. 

16. 上流側ワーク項目 PA-4.3.1 溶解度試験 
17. 下流側ワーク項目 PA-4.3.3 溶解度評価 
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付表１－１０９（１／３） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.3.3 
2. ワーク項目 溶解度評価①降水系間隙水 
3. 概要 間隙水の環境条件で適切と考えられる溶解度制限固相

を選定し，熱力学データおよび地球化学計算コード

PHREEQEを用いた溶解度計算を実施。 
4. 設定パラメータ 溶解度 
5. データセット 溶解度：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 溶解度設定の考え方：表-A参照 
8. 設定条件（熱的条件） 温度：25℃（熱力学データが充実している温度を採用） 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・間隙水組成：PA-4.2.3 間隙水組成評価 

・イオン活量補正 
水溶性化学種の種別によって影響されないDaviesの
活量係数補正式を採用（イオン強度 0.5 mol/kg程度
まで適用可能であり，イオン強度が 0.02 mol/kgの降
水系間隙水中の溶解度計算にも十分適用可能）。 
・溶解度制限固相 
間隙水組成に対して，熱力学的安定性や溶解度実験

で支持される固相を溶解度制限固相として設定。 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 熱力学データベース：JNC-TDB 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-4.2.3 間隙水評価 

PA-4.3.1 溶解度試験 
PA-4.3.2 熱力学データ整備 

17. 下流側ワーク項目 PA-4.3.5 溶解度設定 
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表－Ａ 放射性元素の溶解度設定の考え方 

元素 溶解度設定の考え方など 

Se 
溶解度制限固相は，熱力学的安定性，鉄共存水溶液中での生成の確認（立川ほ

か,1999），および緩衝材中での平衡が仮定されている黄鉄鉱(FeS2)との化学アナログ
により FeSe2(cr)とした．溶解度は間隙水中の pH，Ehおよび Fe(II) 濃度に依存する． 

Zr 澁谷・油井(1998)のベントナイト共存溶液中での ZrO2(am)の溶解度実験における最大
値を採用した． 

Nb 
溶解度制限固相は，矢島ほか(1992)および矢島(1994)の溶解度実験から，Nb2O５(s)と
した．この溶解度実測値のバラツキから，間隙水の pHを考慮した大きめの値を採用
した．間隙水の pH領域では Nb(OH)6-の存在により，溶解度は pHに依存する． 

Tc 熱力学計算において間隙水条件では固相，溶液中化学種ともに Tc(IV)が安定． Tc(IV)
が安定な Ehの範囲内では，溶解度は pHなどに依存せずほぼ一定となる． 

Pd 

溶解度制限固相は，熱力学的な安定性や脱酸素条件下水溶液中での Pd(cr)の生成の確
認（Oda et al., 1996）から Pd(cr)を溶解度制限固相とした．計算で溶解度はほぼ０と
なるため，Oda et al. (1996)の定量下限値 10-9 mol l-1 を採用した．化学種計算では，

存在は否定されないものの，その熱力学データの信頼性は低いとして推奨されなかっ

た Pd(OH)2(aq)のデータ（Baeyens and McKinley, 1989）を含めて計算を行った． 

Sn 

熱力学計算において間隙水条件では固相，溶液中化学種ともに Sn(IV)が安定．Oda 
and Amaya (1998) のベントナイト共存溶液中での溶解度実測値のバラツキから，大
きめの値を採用した．間隙水の pH領域では Sn(OH)5-の存在により，溶解度は pHに
依存する． 

Cs 可溶性元素 

Sm, Ac, 
Am, Cm 

化学アナログにより，Amの熱力学データを用いて，Sm, Ac, Cmの溶解度および化学
種を推定した．溶解度制限固相は熱力学的安定性および澁谷ほか(1995)の Smの溶解
度実験から水酸化炭酸塩（MOHCO3 (cr)：Ｍは金属元素）とした．間隙水中では炭酸
錯体が支配化学種となるものの，加水分解種の存在により，溶解度は HCO3-濃度に加

えて pHに依存する． 

Pb 
溶解度制限固相は熱力学的安定性から PbCO3(cr)とした．間隙水の pH，HCO3-濃度で

は PbCO3(aq)が支配化学種となる．この場合，溶解度は pH，Ehなどには大きく依存
しない． 

Ra 

RaCO3あるいはRaSO4を溶解度制限固相としてRa単独で溶解度計算を行った場合，
溶解度はそれぞれ 10-4，10-6 mol l-1のオーダーと計算され，天然水中で認められる Ra
濃度と比較して非常に大きな値である．一方，化学的性質が類似している同族元素が

溶液中に多量に存在する場合，共沈現象が起こることが予測されることから，インベ

ントリ中に多く存在する Caとの共沈モデルを仮定した．これは，Nagra（1994a）に
おける溶解度評価（Berner，1995）においても採用されている．共沈モデルでの Ra
の濃度は間隙水中の Ca濃度とインベントリ中の Ra／Caの存在比との積により与え
られる．共沈モデル計算の結果，Raの溶解度は 10-14 mol l-1程度であった．一方，天

然水中の Ra濃度は一般に 10-12 mol l-1 を下回る報告がなされている（Langmuir and 
Melchior, 1985；Bruno et al., 1997）．ラジウムの溶解度データ設定では安全評価上
保守的となる天然水中の Ra濃度のほぼ上限値である 10-12 mol l-1を採用した． 

Th 溶解度制限固相は熱力学的安定性および Ryan and Rai (1987)，Osthols et al.(1994)
などの溶解度実験から ThO2(am)とした．アクニチド IV価については，溶液中の炭酸
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元素 溶解度設定の考え方など 

濃度が高い条件においても，酸化物アモルファス固相が安定であることが，本表中で

引用しているような実験から示されている．間隙水の炭酸濃度が高いため，

Th(OH)3CO3-が支配化学種となり，このときの溶解度は間隙水中の HCO3- 濃度に依

存する． 

Pa 
間隙水条件では固相，溶液中化学種ともに Pa(V)が安定．溶解度制限固相は熱力学的
安定性から Pa2O5(s)とした．間隙水中で電気的に中性な PaO(OH)3(aq)が支配化学種
となり，溶解度は pHなどに依存せずほぼ一定となる． 

U 

溶解度制限固相は，熱力学安定性および Rai et al.(1990)，Yajima et al.(1995)などの
溶解度実験から UO2(am)とした．しかし，JNC-TDBを用いた溶解度計算では，間隙
水が高炭酸濃度（[HCO3-] = 約 10-2 mol l-1 ）であるためにウランが酸化され，ウラン

VI価の炭酸錯体(UO2(CO3)34-)が支配的となり，溶解度は 10-6 mol l-1のオーダーとな

る．一方，Rai et al. (1995) により UO2(am)の溶解度の時間依存性について還元条件
下で実験が行われている．その結果，反応時間が長くなると溶解度が下がる理由とし

て，Rai et al.(1995)は反応時間が短い場合はウラン VI価の水溶性化学種が支配的で
あるが，反応時間が長くなるとウランは IV価が支配的になると考察している．また，
JNC-TDBのウラン IV価のみの熱力学データを用いて Rai et al. (1995)の実験に関し
て溶解度計算を行い，ウラン VI価を含む場合と比較することにより Rai et al. (1995) 
の考察の妥当性を確認している（東ほか,1999）．地層処分環境は還元条件であり，十
分に長い反応時間を対象としているため，Rai et al. (1995)の考察に基づき，ウランは
IV価が支配となっているものと考え，JNC-TDBのウラン IV価のみの熱力学データ
を用い溶解度計算を行った．間隙水での支配化学種は U(OH)2(CO3)22-と U(OH)4(aq)
と計算され，このときの溶解度はHCO3-濃度に依存する． 

Np 

溶解度制限固相は熱力学的安定性および Rai et al.（1999a）などの溶解度実験から
NpO2(am)とした．間隙水中の支配化学種は Np(OH)2(CO3)22-および Np(OH)4(aq)と計
算され，このときの溶解度は HCO3- 濃度に依存する．なお，間隙水中の支配化学種

のうち，Np(OH)2(CO3)22-の存在の可能性については，芦田ほか（1999）においても
示唆されている． 

Pu 

溶解度制限固相は熱力学的安定性および Yamaguchi et al.(1994)，Rai et al. （1999b）
などの溶解度実験から PuO2(am)とした．間隙水中の支配化学種は Pu (OH)2(CO3)22-

および Pu(III)の炭酸錯体であり，III 価および IV 価が共存する．このときの溶解度
は，IV価の錯体はHCO3-濃度に，III価の錯体は pH，Ehおよび HCO3-濃度に依存す

る． 
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付表１－１０９（２／３） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.3.3 
2. ワーク項目 溶解度評価②海水系間隙水 
3. 概要 間隙水の環境条件で適切と考えられる溶解度制限固相

を選定し，熱力学データおよび地球化学計算コード

PHREEQEを用いた溶解度計算を実施。 
4. 設定パラメータ 溶解度 
5. データセット 溶解度：－ 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） 温度：25℃（熱力学データが充実している温度を採用） 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・間隙水組成：PA-4.2.3 間隙水組成評価 

・イオン活量補正 
Davies の活量係数補正式はイオン強度 0.3～0.5 
mol/kg 以上に適用した場合，実際よりも高い活量係
数を計算するため，イオン強度 0.3 mol/kgのときの
活量係数を用いて溶解度を計算（ただし，海水系間

隙水のイオン強度は 0.6 mol/kg）。 
・溶解度制限固相 
海水系間隙水に対する熱力学的安定性などを考慮し

て検討した結果，降水系間隙水の場合と同じ固相を

設定。 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 熱力学データベース：JNC-TDB 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-4.2.3 間隙水評価 

PA-4.3.1 溶解度試験 
PA-4.3.2 熱力学データ整備 

17. 下流側ワーク項目 PA-4.3.5 溶解度設定 
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付表１－１０９（３／３） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.3.3 
2. ワーク項目 溶解度評価③支保反応間隙水 
3. 概要 間隙水の環境条件で適切と考えられる溶解度制限固相

を選定し，熱力学データおよび地球化学計算コード

PHREEQEを用いた溶解度計算を実施。 
4. 設定パラメータ 溶解度 
5. データセット 溶解度：－ 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） 温度：25℃（熱力学データが充実している温度を採用） 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・間隙水組成：PA-4.2.3 間隙水組成評価 

・溶解度制限固相 
降水系間隙水の場合と同じ固相を設定。 

12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 熱力学データベース：JNC-TDB 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-4.2.3 間隙水評価 

PA-4.3.1 溶解度試験 
PA-4.3.2 熱力学データ整備 

17. 下流側ワーク項目 PA-4.3.5 溶解度設定 
 

 付－１（-408-）



JNC TJ8400 2003-037 
 

付表１－１１０ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.3.4 
2. ワーク項目 共沈モデル評価 
3. 概要 化学的性質が類似している同族元素（Ca）が溶液中に

大量に存在するため，共沈モデルにより Raの溶解度を
計算。 

4. 設定パラメータ Ra元素の溶解度 
5. データセット Ra元素の溶解度：10-14 mol/l 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 Ra単独で溶解度計算を行った場合，溶解度は 10-4～10-6 

mol/l のオーダーとなり，天然水中で認められる Ra 濃
度と比較して非常に大きい。一方，化学的性質が類似し

ている同族元素が存在する場合，共沈現象が起こること

が想定される。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） 共沈モデル：Nagra における溶解度評価で採用された

簡易なモデル（Berner, 1995）を採用（Ra濃度は，間
隙水中の Ca 濃度とインベントリ中の Ra/Ca の存在比
との積で与えられる。） 

12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 Bener, U. (1995)：Kristallin-I: Estimates of Solubility 

Limits for Safety Relevant Radionuclides, PSI 
Bericht Nr.95-07. 

16. 上流側ワーク項目 PA-2.1.3 核種インベントリ 
PA-4.2.3 間隙水組成評価 

17. 下流側ワーク項目 PA-4.3.5 溶解度設定 
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付表１－１１１（１／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.3.5 
2. ワーク項目 溶解度設定①降水系間隙水 
3. 概要 PHREEQE コードを用いた溶解度計算による評価，溶

解度実測値，共沈モデルによる評価などから，降水系間

隙水条件での緩衝材中溶解度を設定。 
4. 設定パラメータ 溶解度 
5. データセット 溶解度：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 ・計算値と実測値との比較を行い，保守的となる場合に

は実測値を採用（Zr，Nb，Sn，Pd） 
・Ra は，Ca との共沈モデルと天然水の濃度上限の比
較から大きい値を設定。 

8. 設定条件（熱的条件） 温度：25℃（温度の上昇は溶解度制限固相の変遷を加
速し溶解度を減少させる可能性があり，保守的な評価） 

9. 設定条件（水理学的条件） － 
10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・イオン活量補正 

水溶性化学種の種別によって影響されないDaviesの
活量係数補正式を採用（イオン強度 0.5 mol/kg程度
まで適用可能であり，イオン強度が 0.02 mol/kgの降
水系間隙水中の溶解度計算にも十分適用可能）。 
・溶解度制限固相：表-A参照 

12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-4.3.1 溶解度試験 

PA-4.3.3 溶解度評価 
PA-4.3.4 共沈モデル評価 

17. 下流側ワーク項目 PA-5.3.1 人工バリア中核種移行評価 
 

 付－１（-410-）



JNC TJ8400 2003-037 
 

表－Ａ 放射性元素の溶解度（降水系間隙水） 
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付表１－１１１（２／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.3.5 
2. ワーク項目 溶解度設定②海水系間隙水 
3. 概要 PHREEQE コードを用いた溶解度計算による評価，溶

解度実測値，共沈モデルによる評価などから，海水系間

隙水条件での緩衝材中溶解度を設定。 
4. 設定パラメータ 溶解度 
5. データセット 溶解度：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 ・計算値と実測値との比較を行い，保守的となる場合に

は実測値を採用（Zr，Nb，Sn，Pd） 
・Ra は，Ca との共沈モデルと天然水の濃度上限の比
較から大きい値を設定。 

8. 設定条件（熱的条件） 温度：25℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・イオン活量補正 

Davies の活量係数補正式はイオン強度 0.3～0.5 
mol/kg 以上に適用した場合，実際よりも高い活量係
数を計算するため，イオン強度 0.3 mol/kgのときの
活量係数を用いて溶解度を計算（ただし，海水系間

隙水のイオン強度は 0.6 mol/kg）。 
・溶解度制限固相：表-A参照 

12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-4.3.1 溶解度試験 

PA-4.3.3 溶解度評価 
PA-4.3.4 共沈モデル評価 

17. 下流側ワーク項目 PA-5.3.1 人工バリア中核種移行評価 
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表－Ａ 放射性元素の溶解度（海水系間隙水） 
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付表１－１１１（３／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.3.5 
2. ワーク項目 溶解度設定③支保工反応間隙水 
3. 概要 PHREEQE コードを用いた溶解度計算による評価，溶

解度実測値，共沈モデルによる評価などから，支保工反

応間隙水条件での緩衝材中溶解度を設定。 
4. 設定パラメータ 溶解度 
5. データセット 溶解度：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 ・計算値と実測値との比較を行い，保守的となる場合に

は実測値を採用（Zr，Nb，Sn，Pd） 
・Ra は，Ca との共沈モデルと天然水の濃度上限の比
較から大きい値を設定。 

8. 設定条件（熱的条件） 温度：25℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・溶解度制限固相：表-A参照 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-4.3.1 溶解度試験 

PA-4.3.3 溶解度評価 
PA-4.3.4 共沈モデル評価 

17. 下流側ワーク項目 PA-5.3.1 人工バリア中核種移行評価 
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表－Ａ 放射性元素の溶解度（支保工反応間隙水） 
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付表１－１１１（４／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-4.3.5 
2. ワーク項目 溶解度設定④酸化性間隙水 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 溶解度 
5. データセット 溶解度：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件） 温度：25℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-4.3.1 溶解度試験 

PA-4.3.3 溶解度評価 
PA-4.3.4 共沈モデル評価 

17. 下流側ワーク項目 PA-6 変動シナリオ評価（PA-6.1 隆起／侵食） 
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 付－１（-417-）

表－Ａ 放射性元素の溶解度（酸化性間隙水） 

元素 降水系間隙水 [mol/l] 酸化性間隙水 [mol/l] 
Se 3×10-9 可溶性 
Zr 1×10-6 1×10-6 
Nb 1×10-4 1×10-4 
Tc 4×10-8 可溶性 
Pd 1×10-9 1×10-7 
Sn 5×10-6 5×10-6 
Cs 可溶性 可溶性 
Sm 2×10-7 2×10-7 
Pb 2×10-6 2×10-6 
Ra 1×10-12 1×10-12 
Ac 2×10-7 2×10-7 
Th 5×10-6 5×10-6 
Pa 2×10-8 2×10-8 
U 8×10-9 5×10-3 

Np 2×10-8 4×10-5 
Pu 3×10-8 6×10-9 
Am 2×10-7 2×10-7 
Cm 2×10-7 2×10-7 

 

 



 

付
－
１
（

-418-）

JN
C

 TJ8400 2003-037 
 

 

 

ガラス溶解速度

温度

・ＯＰ腐食生成物 
・緩衝材 
（密度／空隙率）

・間隙水組成 
・溶存化学種

・対象核種 
・ガラス組成

物質移行特性評価：移行特性データ取得（人工バリア）

インベントリ評価

処分施設設計 
（熱評価）

人工バリア設計
・ＯＰ組成 
・緩衝材組成

人工バリア中 
核種移行評価

溶解速度

分配係数

拡散係数

間隙水組成評価

長期健全性評価

ガラス溶解試験

拡散試験

実効拡散 
係数

分配係数

見掛の 
拡散係数

当該フローのワーク項目

他フローのワーク項目

リソース類 
（解析コード等）

制約条件等

入力情報 判断

解析・評価

実験・観測

凡例

 

 

付図１－２７ 「性能評価」移行特性データ取得（人工バリア）に関するワークフロー
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付表１－１１２ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.1.1 
2. ワーク項目 ガラス溶解速度設定 
3. 概要  
4. 設定パラメータ ガラス溶解速度 

ガラス表面積 
5. データセット ガラス溶解速度：1.0×10-3 g/m2/d 

ガラス表面積：17 m2 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 ・ガラス表面積 

固化時の冷却による割れを考慮し，幾何学的表面積

の 10を設定。 
8. 設定条件（熱的条件）  
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目 PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 

 

 
図－Ａ 長期浸出試験における各種ガラス固化体の溶解速度 
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付表１－１１３（１／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.1.2 
2. ワーク項目 分配係数設定①降水系間隙水 
3. 概要 圧縮ベントナイトにおける実測値を重視する観点から，

見かけの拡散係数（Da）と実効拡散係数（De）を用い
て，分配係数を設定。 

4. 設定パラメータ 分配係数（緩衝材） 
5. データセット 分配係数：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 分配係数の算出 







 −= ε

ρ Da
De1Kd  

Kd：分配係数  [m3/kg]，Da：見かけの拡散係数 
[m2/s]，De：実効拡散係数 [m2/s]，ρ：ベントナイト
乾燥密度 [kg/m3]，ε：間隙率 [-] 

8. 設定条件（熱的条件） 25℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） 還元性 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目 PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 
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表－Ａ 放射性元素の緩衝材への分配係数（レファレンスケース） 
元素 分配係数 [m3/kg] 備考（Da値の出典） 
Se 0 Sato（1997a） 
Zr 10 Sato et al.（1995） 
Nb 1 嶺ほか（1999b） 

Tc 0.1 
Kuroda et al.（1997） 
加藤ほか（1999） 

Pd 0.1 Tachi et al.（1999b） 
Sn 1 小田ほか（1999c） 

Cs 0.01 
佐藤・澁谷（1994） 

Idemitsu et al.（1998） 
Sm 1 Sato（1997b） 
Pb 0.1 Ni（Sato，1999b）のアナログ 
Ra 0.01 Tachi et al.（1999a） 
Ac 1 Smのアナログ 
Th 1 U，Npのアナログ 
Pa 1 Snのアナログ 

U 1 
Idemitsu et al.（1994） 
加藤ほか（1999） 

Np 1 加藤ほか（1999） 
Pu 10 舘ほか（1999） 
Am 10 佐藤・澁谷（1994） 
Cm 10 Amのアナログ 
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付表１－１１３（２／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.1.2 
2. ワーク項目 分配係数設定②モデル変更ケース 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 分配係数（緩衝材） 
5. データセット 分配係数：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 ・オーバーパック腐食生成物に対する分配係数は，収着

データベース（澁谷ほか，1999）の鉄酸化物などの
バッチ収着データから設定 
・掘削影響領域中の岩盤に対する分配係数は，天然バリ

アのレファレンスケースの設定値を使用 
8. 設定条件（熱的条件） 25℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） 還元性 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献 澁谷朝紀ほか（1999）：核種のベントナイトおよび岩石

に対する収着データベース，JNC TN8410 99-050. 
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目 PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 
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表－Ａ 放射性元素の緩衝材への分配係数（モデル変更ケース） 

元素 
降水系間隙水 

[m3/kg] 

オーバーパック

腐食生成物に対

する分配係数 
[m3/kg] 

掘削影響領域中

の岩盤に対する

分配係数 
[m3/kg] 

乾 燥 密 度 1.1 
Mg/m3 での緩衝

材に対する分配

係数 [m3/kg] 
Se 0 0.001 0.01 0 
Zr 10 1 0.1 10 
Nb 1 1 0.1 1 
Tc 0.1 1 1 0.1 
Pd 0.1 0.1 0.1 0.1 
Sn 1 10 1 1 
Cs 0.01 0.01 0.05 0.01 
Sm 1 1 5 1 
Pb 0.1 0.1 0.1 0.1 
Ra 0.01 0.01 0.5 0.01 
Ac 1 1 5 1 
Th 1 1 1 1 
Pa 1 1 1 1 
U 1 1 1 1 

Np 1 1 1 1 
Pu 10 1 1 10 
Am 10 1 5 10 
Cm 10 1 5 10 
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付表１－１１３（３／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.1.2 
2. ワーク項目 分配係数設定③地質環境変更ケース 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 分配係数（緩衝材） 
5. データセット 分配係数：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件） 25℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） 還元性 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目 PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 
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表－Ａ 放射性元素の緩衝材への分配係数（地質環境変更ケース） 

元素 
降水系間隙水 

[m3/kg] 

降水系地下水に対して

支保工との反応を考慮 
[m3/kg] 

海水系間隙水 
[m3/kg] 

Se 0 0 0 
Zr 10 10 10 
Nb 1 1 1 
Tc 0.1 0.1 0.1 
Pd 0.1 0.1 0.1 
Sn 1 1 1 
Cs 0.01 0.01 0.001 
Sm 1 1 1 
Pb 0.1 0.1 0.1 
Ra 0.01 0.01 0.01 
Ac 1 1 1 
Th 1 1 1 
Pa 1 1 1 
U 1 1 1 

Np 1 1 1 
Pu 10 10 10 
Am 10 10 10 
Cm 10 10 10 
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付表１－１１３（４／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.1.2 
2. ワーク項目 分配係数設定④変動シナリオ 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 分配係数（緩衝材） 
5. データセット 分配係数：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件） 25℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） 酸化性 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目 PA-6 変動シナリオ評価（PA-6.1 隆起／侵食） 
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表－Ａ 放射性元素の緩衝材への分配係数（変動シナリオ） 

元素 
降水系間隙水 

[m3/kg] 
酸化性間隙水 

[m3/kg] 
Se 0 0 
Zr 10 10 
Nb 1 1 
Tc 0.1 0 
Pd 0.1 0.1 
Sn 1 1 
Cs 0.01 0.01 
Sm 1 1 
Pb 0.1 0.1 
Ra 0.01 0.01 
Ac 1 1 
Th 1 1 
Pa 1 1 
U 1 0.005 

Np 1 0.005 
Pu 10 10 
Am 10 10 
Cm 10 10 

 

 付－１（-427-）



JNC TJ8400 2003-037 

付表１－１１４（１／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.1.3 
2. ワーク項目 拡散係数設定①降水系間隙水 
3. 概要 In-diffusion 法に代表される非定常拡散試験により取

得された見かけの拡散係数と Through-diffusion 法に
よる定常拡散試験によって取得される実効拡散係数か

ら，溶存化学種，ケイ砂混合率および温度の影響を考慮

して実効拡散係数を設定。 
4. 設定パラメータ 実効拡散係数 
5. データセット 実効拡散係数：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件） 60℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件）  
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目 PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 

 
表－Ａ 放射性元素の実効拡散係数（レファレンスケース） 

元素 溶存化学種 
実効拡散係数（25℃） 

[m2/s] 
実効拡散係数（60℃） 

[m2/s] 
Cs Cs+ 2.7×10-10 5.4×10-10（6×10-10） 
Se HSe- 6.0×10-11 1.2×10-10（2×10-10） 

Cs，Se以外の元素  1.2×10-10 2.4×10-10（3×10-10） 
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図－Ａ 実効拡散係数のベントナイト密度依存性 

 

 
図－Ｂ Cs，Se，HTO の見かけの拡散係数のケイ砂混合の影響 

 

 
図－Ｃ HTO，I-，Cl-，CO3

2-の実効拡散係数のケイ砂混合率依存性 
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付表１－１１４（２／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.1.3 
2. ワーク項目 拡散係数設定②モデル変更ケース 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 実効拡散係数 
5. データセット 実効拡散係数：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件） 60℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件）  
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目 PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 

 
表－Ａ 放射性元素の実効拡散係数（モデル変更ケース） 

元素 
降水系間隙水 
（60℃）[m2/s] 

降水系間隙水で緩衝

材乾燥密度 1.1 Mg/m3

の場合（60℃）[m2/s] 
Cs 6×10-10 1×10-9 
Se 2×10-10 2×10-9 

Cs，Se以外の元素 3×10-10 8×10-10 
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付表１－１１４（３／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.1.3 
2. ワーク項目 拡散係数設定③地質環境変更ケース 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 実効拡散係数 
5. データセット 実効拡散係数：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件） 60℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件）  
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目 PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 

 
表－Ａ 放射性元素の実効拡散係数（地質環境変更ケース） 

元素 
降水系間隙水 
（60℃）[m2/s] 

降水系地下水に対し

て支保工との反応を

考慮（60℃）[m2/s] 

海水系間隙水 
（60℃）[m2/s] 

Cs 6×10-10 6×10-10 3×10-10 
Se 2×10-10 2×10-10 3×10-10 

Cs，Se以外の元素 3×10-10 3×10-10 3×10-10 
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 付－１（-432-）

付表１－１１４（４／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.1.3 
2. ワーク項目 拡散係数設定④変動シナリオ 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 実効拡散係数 
5. データセット 実効拡散係数：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件） 60℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件）  
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目 PA-6 変動シナリオ評価（PA-6.1 隆起／侵食） 

 
表－Ａ 放射性元素の実効拡散係数（変動シナリオ） 

元素 
降水系間隙水 
（60℃）[m2/s] 

酸化性間隙水 
（60℃）[m2/s] 

Cs 6×10-10 6×10-10 
Se 2×10-10 5×10-11 
Tc － 5×10-11 
Np － 3×10-11 
U － 2×10-11 

その他の元素 3×10-10 3×10-10 
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温度

・地下水組成 
・溶存化学種

対象核種

物質移行特性評価：移行特性データ取得（天然バリア）

インベントリ評価

処分施設設計 
（熱評価）

地質環境条件
・岩種／物性 
（密度／空隙率）

天然バリア中 
核種移行評価

拡散寄与面積率

拡散係数

地下水組成評価

低融点金属注入試験

拡散試験

バッチ収着試験

分散試験 分散係数

分配係数

拡散深さ

当該フローのワーク項目

他フローのワーク項目

リソース類 
（解析コード等）

制約条件等

入力情報 判断

解析・評価

実験・観測

凡例

 
 

付図１－２８ 「性能評価」移行特性データ取得（天然バリア）に係わるワークフロー
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付表１－１１５ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.2.1 
2. ワーク項目 分散係数設定 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 巨視的分散長 
5. データセット 巨視的分散長：移行距離の 1/10 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 縦方向分散長の回帰曲線（10 cm～3.5 km） 

5.1
L L017.0=α  

αL：縦方向分散長 [m]，L：移行距離 [m] 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目 PA-5.4 天然バリア中核種移行評価 

 

 
図－Ａ 縦方向分散長と移行距離の関係 
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付表１－１１６（１／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.2.2 
2. ワーク項目 分配係数設定①降水系地下水 
3. 概要 公開された文献を中心に構築したバッチ試験のデータ

ベースに基づいて，バッチ収着試験データの原位置条件

への適用に関する検討を踏まえて，分配係数を設定。 
4. 設定パラメータ 分配係数 
5. データセット 分配係数：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） 地下水組成：PA-4.1.4参照 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 花崗岩 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-4.1.4 地下水組成評価 
17. 下流側ワーク項目 PA-5.4 天然バリア中核種移行評価 

 
表－Ａ 降水系地下水／花崗岩に対する放射性元素の分配係数（レファレンスケース） 

元素 分配係数 
[m3/kg] 元素 分配係数 

[m3/kg] 元素 分配係数 
[m3/kg] 

Se 0.01 Cs 0.05 Pa 1 
Zr 0.1 Sm 5 U 1 
Nb 0.1 Pb 0.1 Np 1 
Tc 1 Ra 0.5 Pu 1 
Pd 0.1 Ac 5 Am 5 
Sn 1 Th 1 Cm 5 
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付表１－１１６（２／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.2.2 
2. ワーク項目 分配係数設定②データ不確実性ケース 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 分配係数 
5. データセット 分配係数：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） 降水系地下水 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 花崗岩 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-4.1.4 地下水組成評価 
17. 下流側ワーク項目 PA-5.4 天然バリア中核種移行評価 

 
表－Ａ 降水系地下水／花崗岩に対する放射性元素の分配係数（データ不確実性ケース） 

元素 Kd最小値 
[m3/kg] 

Kd最大値 
[m3/kg] 元素 Kd最小値 

[m3/kg] 
Kd最大値 

[m3/kg] 
Se 0.0 0.1 Ra 0.05 0.5 
Zr 0.01 10 Ac 0.05 50 
Nb 0.01 10 Th 0.1 10 
Tc 0.05 100 Pa 0.1 10 
Pd 0.05 1 U 0.1 10 
Sn 0.1 100 Np 0.1 10 
Cs 0.001 10 Pu 0.1 10 
Sm 0.05 50 Am 0.05 50 
Pb 0.1 10 Cm 0.05 50 
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付表１－１１６（３／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.2.2 
2. ワーク項目 分配係数設定③地質環境変更ケース 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 分配係数 
5. データセット 分配係数：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） 降水系地下水／海水系地下水 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 4岩種（酸性結晶質岩，塩基性結晶質岩，泥質・凝灰質

岩，砂質岩） 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-4.1.4 地下水組成評価 
17. 下流側ワーク項目 PA-5.4 天然バリア中核種移行評価 
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表－Ａ 降水系地下水／花崗岩に対する放射性元素の分配係数（地質環境変更ケース） 
地下水 降水系地下水 海水系地下水 

岩種 酸性 
結晶質岩 

塩基性 
結晶質岩 

泥質・ 
凝灰質岩 

砂質岩 
酸性 
結晶質岩 

塩基性 
結晶質岩 

泥質・ 
凝灰質岩 

砂質岩 

Se 0.01 0.01 0.01 0.001 0.01 0.01 0.01 0.001 
Zr 0.1 1 1 0.1 0.1 0.5 1 0.1 
Nb 0.1 1 1 0.1 0.1 0.5 1 0.1 
Tc 1 1 1 1 1 1 1 1 
Pd 0.1 1 1 0.1 0.1 1 1 0.1 
Sn 1 5 5 1 1 5 5 1 
Cs 0.05 0.1 0.1 0.05 0.005 0.01 0.01 0.005 
Sm 5 5 5 5 5 5 5 5 
Pb 0.1 1 1 0.1 0.1 1 1 0.1 
Ra 0.5 0.5 0.5 0.5 0.05 0.05 0.05 0.05 
Ac 5 5 5 5 5 5 5 5 
Th 1 1 1 1 1 1 1 1 
Pa 1 1 1 1 1 1 1 1 
U 1 1 1 1 1 1 1 1 

Np 1 1 1 1 1 1 1 1 
Pu 1 1 1 1 1 1 1 1 
Am 5 5 5 5 5 5 5 5 
Cm 5 5 5 5 5 5 5 5 
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付表１－１１６（４／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.2.2 
2. ワーク項目 分配係数設定④変動シナリオ 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 分配係数 
5. データセット 分配係数：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） 酸化性地下水 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 花崗岩 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-4.1.4 地下水組成評価 
17. 下流側ワーク項目 PA-6 変動シナリオ評価（PA-6.1 隆起／侵食） 

 
表－Ａ 酸化性地下水／花崗岩に対する放射性元素の分配係数（変動シナリオ） 

元素 降水系地下水 
[m3/kg] 

酸化性地下水 
[m3/kg] 元素 降水系地下水 

[m3/kg] 
酸化性地下水 

[m3/kg] 
Se 0.01 0 Ra 0.5 0.5 
Zr 0.1 0.1 Ac 5 5 
Nb 0.1 0.1 Th 1 1 
Tc 1 0 Pa 1 0.005 
Pd 0.1 0.1 U 1 0.005 
Sn 1 1 Np 1 0.005 
Cs 0.05 0.05 Pu 1 0.05 
Sm 5 5 Am 5 5 
Pb 0.1 0.1 Cm 5 5 
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付表１－１１７ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.2.3 
2. ワーク項目 拡散深さ設定 
3. 概要  
4. 設定パラメータ マトリクス拡散深さ 
5. データセット マトリクス拡散深さ：0.1 m 
6. 設定方法 ■文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 亀裂中の核種は，亀裂周辺の変質部だけでなく未変質部

にも際限なくマトリクス拡散すると考えられるものの，

既往のナチュラルアナログ研究で得られた値が最大で

も 0.1mであるため。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 花崗岩 
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目 PA-5.4.1 亀裂性媒体中移行評価 
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付表１－１１８ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.2.4 
2. ワーク項目 拡散寄与面積率設定 
3. 概要  
4. 設定パラメータ マトリクス拡散寄与面積率 
5. データセット マトリクス拡散寄与面積率：50% 
6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 地下 1,000m の処分場周辺における亀裂面への垂直応

力は，亀裂の成因や亀裂方向に異なるものの，最大土被

り圧 27 MPa 程度と仮定すると，亀裂開口部の面積は
58～70%程度となり，50%を設定。 

8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 花崗岩 
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目 PA-5.4.1 亀裂媒体中移行評価 
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付表１－１１９（１／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.2.5 
2. ワーク項目 拡散係数設定①レファレンスケース 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 実効拡散係数，有効間隙率，乾燥密度 
5. データセット 実効拡散係数：3.0×10-12 m2/s 

有効間隙率：2% 
乾燥密度：2.64 Mg/m3 

6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 ・実効拡散係数 

室内試験（室温 25℃）結果に対して，実効拡散係数
の値を処分場周辺母岩温度 45℃に温度補正を行い，
最小二乗近似線から有効間隙率 2%に対して求めら
れる実効拡散係数を設定。 
・有効間隙率 
変質部と未変質部を含んだマトリクス拡散領域の有

効間隙率として設定。 
・乾燥密度 

)1(7.2 θρ −×=  
ρ：乾燥密度 [Mg/m3]，θ：有効間隙率 [-] 

8. 設定条件（熱的条件） 45℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） 降水系地下水：PA-4.1.4参照 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 岩種 

・花崗岩（酸性結晶質岩） 
・乾燥密度：2.64 Mg/m3（真密度 2.7 Mg/m3で一定） 

15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 － 
17. 下流側ワーク項目 PA-5.4 天然バリア中核種移行評価 

 

 

 付－１（-442-）



JNC TJ8400 2003-037 

 
図－Ａ 花崗岩類における実効拡散係数と有効間隙率の関係 

 

 
図－Ｂ 花崗岩類の有効間隙率分布 
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付表１－１１９（１／２） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.2.5 
2. ワーク項目 拡散係数設定②地質環境変更ケース 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 実効拡散係数，有効間隙率，乾燥密度 
5. データセット 実効拡散係数：表-A参照 

有効間隙率：表-A参照 
乾燥密度：表-A参照 

6. 設定方法 □文献，■試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件） 45℃ 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） 岩種（6岩種） 

・真密度 2.7 Mg/m3で一定 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 － 
17. 下流側ワーク項目 PA-5.4 天然バリア中核種移行評価 

 
表－Ａ 有効間隙率／乾燥密度／実効拡散係数パラメータ一覧 

岩種 
有効間隙率 

[%] 
乾燥密度 
[Mg/m3] 

実効拡散係数 
[m2/s] 

備考 

酸性結晶質岩 2 2.64 3×10-12 レファレンスケース 

塩基性結晶質岩 2 2.64 9×10-14 代表値 
先新第三紀砂質岩 2 2.64 1×10-12  
先新第三紀泥質・凝灰質岩 2 2.64 4×10-13  
新第三紀砂質岩 20 2.16 5×10-11  
新第三紀泥質・凝灰質岩 20 2.16 9×10-12  
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インベントリ評価

移行特性データ取得

人工バリア中核種移行解析溶解度評価

・ガラス溶解速度 
・分配係数 
・拡散係数

・EDZ通過流量 
・EDZ領域幅

MESHNOTE

核種移行率

・対象核種 
・初期インベントリ 
・半減期 
・固化体形状 
・初期Si濃度

物質移行特性評価：人工バリア中核種移行評価

長期健全性評価

水理評価

・溶解度

・ＯＰ腐食生成物層 
・緩衝材特性 
・支保工特性 
（厚さ／密度／空隙率） 
・温度

天然バリア中 
核種移行評価

生物圏評価

ＯＲＩＧＥＮ２

ＰＨＲＥＥＱＥ

ＭＡＦＩＣ

ＡＢＡＱＵＳ

室内試験 
原位置試験

当該フローのワーク項目

他フローのワーク項目

リソース類 
（解析コード等）

制約条件等

入力情報 判断

解析・評価

実験・観測

凡例

 

付図１－２９ 「性能評価」人工バリア中核種移行評価に関するワークフロー
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付表１－１２０（１／５） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.3.1 
2. ワーク項目 人工バリア中核種移行解析①レファレンスケース 
3. 概要 ガラス固化体からの核種溶出，緩衝材中での核種の遅

延・崩壊を伴う移行，および緩衝材外側から周辺母岩へ

移行までの評価をMESHNOTEコードで実施。 
4. 設定パラメータ 核種移行率 
5. データセット 核種移行率：図-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） ・EDZ通過流量：0.001 m3/y（PA-3.1.4 水理解析） 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・溶解度：PA-4.3.5 溶解度設定 

・ガラス溶解速度：0.001 g/m2/d（PA-5.1.1 ガラス溶
解速度設定） 
・分配係数：PA-5.1.2 分配係数設定 

12. 設定条件（放射線学的条件） ・対象核種：PA-2.1.2 対象核種選定 
・初期インベントリ：PA-2.1.3 核種インベントリ 

13. 設定条件（物質移行条件） ・実効拡散係数：PA-5.1.3 拡散係数 
14. 設定条件（その他） ・ガラス固化体表面積：17 m2（幾何形状の 10倍） 

・緩衝材幾何形状： 
内径 0.41 m，外径 1.11 m，高さ 2.14 m（OP領域の
全表面積が側面面積と等しくなるように高さ調整） 
・緩衝材物性：間隙率 0.41，乾燥密度 1.6 Mg/m3 

15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.2 緩衝材仕様設定 

PA-2.1.2 対象核種選定 
PA-2.1.3 核種インベントリ 
PA-3.1.4 水理解析 
PA-4.3.5 溶解度設定 
PA-5.1.1 ガラス溶解速度設定 
PA-5.1.2 分配係数設定 
PA-5.1.3 拡散係数設定 

17. 下流側ワーク項目 PA-5.4 天然バリア中核種移行評価 
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図－Ａ 人工バリア中核種移行解析結果（ガラス固化体１本に対する核種移行率） 
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付表１－１２０（２／５） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.3.1 
2. ワーク項目 人工バリア中核種移行解析②データ不確実性ケース 
3. 概要 ①ガラス溶解速度の不確実性 

②オーバーパック破損時期の不確実性 
③掘削影響領域通過流量の不確実性 

4. 設定パラメータ 核種移行率 
5. データセット 核種移行率：図-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） ・EDZ通過流量：0.001 m3/yの±1桁 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・溶解度：PA-4.3.5 溶解度設定 

・ガラス溶解速度：0.001 g/m2/dの±1桁 
・分配係数：PA-5.1.2 分配係数設定 

12. 設定条件（放射線学的条件） ・対象核種：PA-2.1.2 対象核種選定 
・初期インベントリ：処分後 1万年後のインベントリ 

13. 設定条件（物質移行条件） ・実効拡散係数：PA-5.1.3 拡散係数 
14. 設定条件（その他） ・ガラス固化体表面積：17 m2（幾何形状の 10倍） 

・緩衝材幾何形状： 
内径 0.41 m，外径 1.11 m，高さ 2.14 m（OP領域の
全表面積が側面面積と等しくなるように高さ調整） 
・緩衝材物性：間隙率 0.41，乾燥密度 1.6 Mg/m3 

15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.2 緩衝材仕様設定 

PA-2.1.2 対象核種選定 
PA-2.1.3 核種インベントリ 
PA-3.1.4 水理解析 
PA-4.3.5 溶解度設定 
PA-5.1.1 ガラス溶解速度設定 
PA-5.1.2 分配係数設定 
PA-5.1.3 拡散係数設定 

17. 下流側ワーク項目 PA-5.4 天然バリア中核種移行評価 
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図－Ａ データ不確実性ケースにおける人工バリアからの最大核種移行率 
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付表１－１２０（３／５） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.3.1 
2. ワーク項目 人工バリア中核種移行解析③モデル変更ケース 
3. 概要 ①腐食生成物層での核種移行遅延 

②掘削影響領域での核種移行遅延 
③オーバーパックの腐食膨張と周辺母岩中の亀裂への

緩衝材の侵入 
4. 設定パラメータ 核種移行率 
5. データセット 核種移行率：図-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） ・EDZ通過流量：0.001 m3/y（PA-3.1.4 水理解析） 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・溶解度：PA-4.3.5 溶解度設定 

・ガラス溶解速度：0.001 g/m2/d（PA-5.1.1 ガラス溶
解速度設定） 
・分配係数：PA-5.1.2 分配係数設定 

12. 設定条件（放射線学的条件） ・対象核種：PA-2.1.2 対象核種選定 
・初期インベントリ：PA-2.1.3 核種インベントリ 

13. 設定条件（物質移行条件） ・実効拡散係数：PA-5.1.3 拡散係数 
・腐食生成物層：厚さ 0.19 m，間隙率 0.41，真密度 5.2 

Mg/m3，実効拡散係数 4×10-9 m2/s 
14. 設定条件（その他） ・ガラス固化体表面積：17 m2（幾何形状の 10倍） 

・緩衝材幾何形状： 
内径 0.41 m，外径 1.11 m，高さ 2.14 m（OP領域の
全表面積が側面面積と等しくなるように高さ調整） 
・緩衝材物性：間隙率 0.41，乾燥密度 1.6 Mg/m3 
（ケース③では，内径 0.61 m，乾燥密度 1.1 Mg/m3） 

15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.2 緩衝材仕様設定 

PA-2.1.2 対象核種選定 
PA-2.1.3 核種インベントリ 
PA-3.1.4 水理解析 
PA-4.3.5 溶解度設定 
PA-5.1.1 ガラス溶解速度設定 
PA-5.1.2 分配係数設定 
PA-5.1.3 拡散係数設定 

17. 下流側ワーク項目 PA-5.4 天然バリア中核種移行評価 
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図－Ａ モデル変更ケースにおける人工バリアからの最大核種移行率 
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付表１－１２０（４／５） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.3.1 
2. ワーク項目 人工バリア中核種移行解析④代替設計ケース 
3. 概要 ①オーバーパックの寿命（1万年，10万年，100万年） 

②緩衝材厚さ 
4. 設定パラメータ 核種移行率 
5. データセット 核種移行率：図-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） ・EDZ通過流量：0.001 m3/y（PA-3.1.4 水理解析） 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・溶解度：PA-4.3.5 溶解度設定 

・ガラス溶解速度：0.001 g/m2/d（PA-5.1.1 ガラス溶
解速度設定） 
・分配係数：PA-5.1.2 分配係数設定 

12. 設定条件（放射線学的条件） ・対象核種：PA-2.1.2 対象核種選定 
・初期インベントリ：PA-2.1.3 核種インベントリ 

13. 設定条件（物質移行条件） ・実効拡散係数：PA-5.1.3 拡散係数 
14. 設定条件（その他） ・ガラス固化体表面積：17 m2（幾何形状の 10倍） 

・緩衝材幾何形状： 
内径 0.41 m，外径 0.81 m，高さ 2.14 m（OP領域の
全表面積が側面面積と等しくなるように高さ調整） 
・緩衝材物性：間隙率 0.41，乾燥密度 1.6 Mg/m3 

15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.2 緩衝材仕様設定 

PA-2.1.2 対象核種選定 
PA-2.1.3 核種インベントリ 
PA-3.1.4 水理解析 
PA-4.3.5 溶解度設定 
PA-5.1.1 ガラス溶解速度設定 
PA-5.1.2 分配係数設定 
PA-5.1.3 拡散係数設定 

17. 下流側ワーク項目 PA-5.4 天然バリア中核種移行評価 
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図－Ａ 代替設計ケースにおける人工バリアからの最大核種移行率 
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付表１－１２０（５／５） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.3.1 
2. ワーク項目 人工バリア中核種移行解析⑤地質環境変更ケース 
3. 概要 ①地下水流動の多様性 

②支保工との反応による間隙水の変化 
③応力再配分による掘削影響領域通過流量の変化 
④海水系地下水 
⑤オーバーパック破損時期の不確実性（海水系地下水） 

4. 設定パラメータ 核種移行率 
5. データセット 核種移行率：図-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） ・EDZ通過流量：0.001 m3/yの±1桁 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・溶解度：PA-4.3.5 溶解度設定 

・ガラス溶解速度：0.001 g/m2/d（PA-5.1.1 ガラス溶
解速度設定） 
・分配係数：PA-5.1.2 分配係数設定 

12. 設定条件（放射線学的条件） ・対象核種：PA-2.1.2 対象核種選定 
・初期インベントリ：PA-2.1.3 核種インベントリ 

13. 設定条件（物質移行条件） ・実効拡散係数：PA-5.1.3 拡散係数 
14. 設定条件（その他） ・ガラス固化体表面積：17 m2（幾何形状の 10倍） 

・緩衝材幾何形状： 
内径 0.41 m，外径 1.11 m，高さ 2.14 m（OP領域の
全表面積が側面面積と等しくなるように高さ調整） 
・緩衝材物性：間隙率 0.41，乾燥密度 1.6 Mg/m3 

15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 RD-2.2.2 緩衝材仕様設定 

PA-2.1.2 対象核種選定 
PA-2.1.3 核種インベントリ 
PA-3.1.4 水理解析 
PA-4.3.5 溶解度設定 
PA-5.1.1 ガラス溶解速度設定 
PA-5.1.2 分配係数設定 
PA-5.1.3 拡散係数設定 

17. 下流側ワーク項目 PA-5.4 天然バリア中核種移行評価 
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図－Ａ 地質環境変更ケースにおける人工バリアからの最大核種移行率 
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付表１－１２１（１／５） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.4.1.1 
2. ワーク項目 亀裂媒体中移行評価①パイプネットワークモデル 
3. 概要 人工バリアから放出された核種の亀裂性岩盤内におけ

る挙動を，パイプネットワークモデル（LTG コード）
を用いて評価。 

4. 設定パラメータ 核種移行率 
5. データセット 核種移行率：図-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） PA-3.2.2 水理解析 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・分配係数：PA-5.2.2 分配係数設定 
12. 設定条件（放射線学的条件） ・対象核種：PA-2.1.2 対象核種選定 
13. 設定条件（物質移行条件） ・分散長：2 m（PA-5.2.1 分散係数設定） 

・実効拡散係数：PA-5.2.5 拡散係数設定（間隙率，乾
燥密度の設定も含む） 
・マトリクス拡散深さ：0.1 m（PA-5.2.3 拡散深さ設
定） 
・マトリクス拡散寄与面積率：50%（PA-5.2.4 拡散寄
与面積率設定） 
・人工バリアからの核種移行率：PA-5.3.1 人工バリア
中核種移行解析 

14. 設定条件（その他） ・移行経路：PA-3.2.1 パイプネットワーク変換 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-2.1.2 対象核種選定 

PA-3.2.1 パイプネットワーク変換 
PA-3.2.2 水理解析 
PA-5.2.1 分散係数設定 
PA-5.2.2 分配係数設定 
PA-5.2.3 拡散深さ設定 
PA-5.2.4 拡散寄与面積率設定 
PA-5.2.5 拡散係数設定 
PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 

17. 下流側ワーク項目 PA-5.4.3.1 断層中核種移行解析 
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図－Ａ リアライゼーション 50 個の平均より算定したガラス固化体１本に対する核種移行解析結果 
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付表１－１２１（２／５） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.4.1.1 
2. ワーク項目 亀裂媒体中移行評価②レファレンスケース 
3. 概要 人工バリアから放出された核種の亀裂性岩盤内におけ

る挙動を，１次元平行平板モデルの重ね合わせにより評

価。 
4. 設定パラメータ 母岩からの核種移行率，線量 
5. データセット 核種移行率：図-A参照 

線量：図-B参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） ・透水量係数分布：PA-3.1.1 亀裂パラメータ設定 

・動水勾配：PA-3.1.1 亀裂パラメータ設定 
10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・分配係数：PA-5.2.2 分配係数設定 
12. 設定条件（放射線学的条件） ・対象核種：PA-2.1.2 対象核種選定 
13. 設定条件（物質移行条件） ・分散長：10 m（PA-5.2.1 分散係数設定） 

・実効拡散係数：PA-5.2.5 拡散係数設定（間隙率，乾
燥密度の設定も含む） 
・マトリクス拡散深さ：0.1 m（PA-5.2.3 拡散深さ設
定） 
・マトリクス拡散寄与面積率：50%（PA-5.2.4 拡散寄
与面積率設定） 
・人工バリアからの核種移行率：PA-5.3.1 人工バリア
中核種移行解析 

14. 設定条件（その他） ・移行経路：100 m 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-2.1.2 対象核種選定 

PA-3.1.1 亀裂パラメータ設定 
PA-5.2.1 分散係数設定 
PA-5.2.2 分配係数設定 
PA-5.2.3 拡散深さ設定 
PA-5.2.4 拡散寄与面積率設定 
PA-5.2.5 拡散係数設定 
PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 
PA-5.5.6 移行・線量評価（生物圏） 

17. 下流側ワーク項目 PA-5.4.3.1 断層中核種移行解析 
 

 付－１（-459-）



JNC TJ8400 2003-037 

 
図－Ａ 母岩からの核種移行率（ガラス固化体１本に対する結果） 

 

 

図－Ｂ 母岩からの核種移行率の線量への換算結果（ガラス固化体４万本に対する結果） 
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付表１－１２１（３／５） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.4.1.1 
2. ワーク項目 亀裂媒体中移行評価③データ不確実性ケース 
3. 概要 ①透水量係数分布 

②亀裂開口幅 
③分散長 
④マトリクス拡散面積寄与率 
⑤マトリクス拡散深さ 
⑥実効拡散係数（間隙率，乾燥密度含む） 
⑦分配係数 
⑧断層内動水勾配 

4. 設定パラメータ 母岩からの移行率の線量換算結果 
5. データセット 線量：図-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） ・透水量係数分布：±1桁 

・動水勾配：断層のみ±1桁 
10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・分配係数：PA-5.2.2 分配係数設定 
12. 設定条件（放射線学的条件） ・対象核種：PA-2.1.2 対象核種選定 
13. 設定条件（物質移行条件） ・分散長：1 m（移行距離の 1/100） 

・実効拡散係数：PA-5.2.5 拡散係数設定（間隙率，乾
燥密度の設定も含む） 
・マトリクス拡散深さ：0.03 m，1.0 m 
・マトリクス拡散寄与面積率：10%，100% 
・人工バリアからの核種移行率：PA-5.3.1 人工バリア
中核種移行解析 

14. 設定条件（その他） ・移行経路：100 m 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-2.1.2 対象核種選定 

PA-3.1.1 亀裂パラメータ設定 
PA-5.2.1 分散係数設定 
PA-5.2.2 分配係数設定 
PA-5.2.3 拡散深さ設定 
PA-5.2.4 拡散寄与面積率設定 
PA-5.2.5 拡散係数設定 
PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 
PA-5.5.6 移行・線量評価（生物圏） 

17. 下流側ワーク項目 PA-5.4.3.1 断層中核種移行解析 
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図－Ａ データ不確実性ケースにおける処分場全体からの最大線量一覧 
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付表１－１２１（４／５） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.4.1.1 
2. ワーク項目 亀裂媒体中移行評価④概念モデル変更ケース 
3. 概要 ①コロイド移行 

②処分場スケール効果 
③濃度干渉 
④断層多孔質媒体モデル 

4. 設定パラメータ 母岩からの移行率の線量換算結果 
5. データセット 線量：図-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件）  

10. 設定条件（力学的条件）  
11. 設定条件（化学的条件）  
12. 設定条件（放射線学的条件）  
13. 設定条件（物質移行条件）  
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-2.1.2 対象核種選定 

PA-3.1.1 亀裂パラメータ設定 
PA-5.2.1 分散係数設定 
PA-5.2.2 分配係数設定 
PA-5.2.3 拡散深さ設定 
PA-5.2.4 拡散寄与面積率設定 
PA-5.2.5 拡散係数設定 
PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 
PA-5.5.6 移行・線量評価（生物圏） 

17. 下流側ワーク項目 PA-5.4.3.1 断層中核種移行解析 
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図－Ａ 概念モデル変更ケースにおける処分場全体からの最大線量一覧 
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付表１－１２１（５／５） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.4.1.1 
2. ワーク項目 亀裂媒体中移行評価⑤地質環境変更ケース 
3. 概要 ①動水勾配 

②降水系地下水・岩種変更 
③海水系地下水・岩種変更 

4. 設定パラメータ 母岩からの移行率の線量換算結果 
5. データセット 線量：図-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） ・透水量係数分布：PA-3.1.1 亀裂パラメータ設定 

・動水勾配：PA-3.1.1 亀裂パラメータ設定 
10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・分配係数：PA-5.2.2 分配係数設定 
12. 設定条件（放射線学的条件） ・対象核種：PA-2.1.2 対象核種選定 
13. 設定条件（物質移行条件） ・分散長：10 m（PA-5.2.1 分散係数設定） 

・実効拡散係数：PA-5.2.5 拡散係数設定（間隙率，乾
燥密度の設定も含む） 
・マトリクス拡散深さ：0.1 m（PA-5.2.3 拡散深さ設
定） 
・マトリクス拡散寄与面積率：50%（PA-5.2.4 拡散寄
与面積率設定） 
・人工バリアからの核種移行率：PA-5.3.1 人工バリア
中核種移行解析 

14. 設定条件（その他） ・移行経路：100 m 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-2.1.2 対象核種選定 

PA-3.1.1 亀裂パラメータ設定 
PA-5.2.1 分散係数設定 
PA-5.2.2 分配係数設定 
PA-5.2.3 拡散深さ設定 
PA-5.2.4 拡散寄与面積率設定 
PA-5.2.5 拡散係数設定 
PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 
PA-5.5.6 移行・線量評価（生物圏） 

17. 下流側ワーク項目 PA-5.4.3.1 断層中核種移行解析 
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図－Ａ 地質環境変更ケースにおける処分場全体からの最大線量一覧 
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付図１－３１ 「性能評価」天然バリア中核種移行評価（多孔質媒体）に関するワークフロー
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付表１－１２２ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.4.2.1 
2. ワーク項目 多孔質媒体中核種移行解析 
3. 概要 人工バリアから放出された核種の多孔質岩盤内におけ

る挙動を，流線に沿った１次元移流分散モデルの重ね合

わせにより評価。 
4. 設定パラメータ 母岩からの核種移行率 
5. データセット 核種移行率：井尻ほか（1999） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） ・透水係数分布：PA-3.3.1 水理パラメータ設定 

・動水勾配：PA-3.3.1 水理パラメータ設定 
・流速：PA-3.3.5 移行経路抽出 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・分配係数：PA-5.2.2 分配係数設定 
12. 設定条件（放射線学的条件） ・対象核種：PA-2.1.2 対象核種選定 
13. 設定条件（物質移行条件） ・分散長：移行距離の 1/10（PA-5.2.1 分散係数設定） 

・実効拡散係数：PA-5.2.5 拡散係数設定（間隙率，乾
燥密度の設定も含む） 
・人工バリアからの核種移行率：PA-5.3.1 人工バリア
中核種移行解析 

14. 設定条件（その他） ・移行経路：PA-3.3.5 移行経路抽出 
15. 参考文献 井尻裕二ほか（1999）：多孔質岩盤を対象とした天然バ

リア中の核種移行解析，JNC TN8400 99-092. 
16. 上流側ワーク項目 PA-2.1.2 対象核種選定 

PA-3.3.1 水理パラメータ設定 
PA-3.3.5 移行経路抽出 
PA-5.2.1 分散係数設定 
PA-5.2.2 分配係数設定 
PA-5.2.5 拡散係数設定 
PA-5.3.1 人工バリア中核種移行解析 

17. 下流側ワーク項目 PA-5.4.3.1 断層中核種移行解析 
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付図１－３２ 「性能評価」天然バリア中核種移行評価（断層）に関するワークフロー
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付表１－１２３（１／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.4.3.1 
2. ワーク項目 断層中核種移行解析①レファレンスケース 
3. 概要  処分場下流側 100 mに位置する大規模破砕帯（断層）

中の核種の移行挙動を，1次元平行平板モデルで評価。 
4. 設定パラメータ 断層からの核種移行率，線量 
5. データセット 核種移行率：図-A参照 

線量：図-B参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） ・透水量係数：10-7 m2/s 

・動水勾配：0.01（PA-3.1.1 亀裂パラメータ設定） 
（実流速：50 m/y） 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・分配係数：PA-5.2.2 分配係数設定 
12. 設定条件（放射線学的条件） ・対象核種：PA-2.1.2 対象核種選定 
13. 設定条件（物質移行条件） ・分散長：80 m（PA-5.2.1 分散係数設定） 

・実効拡散係数：PA-5.2.5 拡散係数設定（間隙率，乾
燥密度の設定も含む） 
・マトリクス拡散深さ：0.1 m（PA-5.2.3 拡散深さ設
定） 
・マトリクス拡散寄与面積率：50%（PA-5.2.4 拡散寄
与面積率設定） 
・母岩からの核種移行率：PA-5.4.1.1 亀裂媒体中核種
移行解析 

14. 設定条件（その他） ・移行経路：800 m 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-2.1.2 対象核種選定 

PA-3.1.1 亀裂パラメータ設定 
PA-5.2.1 分散係数設定 
PA-5.2.2 分配係数設定 
PA-5.2.3 拡散深さ設定 
PA-5.2.4 拡散寄与面積率設定 
PA-5.2.5 拡散係数設定 
PA-5.4.1.1 亀裂媒体中核種移行解析 
PA-5.5.6 移行・線量評価（生物圏） 

17. 下流側ワーク項目 － 
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図－Ａ 断層からの核種移行率（ガラス固化体１本に対する結果） 

 

 

図－Ｂ 断層からの核種移行率の線量への換算結果（ガラス固化体４万本に対する結果） 
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付表１－１２３（２／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.4.3.1 
2. ワーク項目 断層中核種移行解析②データ不確実性ケース 
3. 概要  ①透水量係数分布 

②亀裂開口幅 
③分散長 
④マトリクス拡散面積寄与率 
⑤マトリクス拡散深さ 
⑥実効拡散係数（間隙率，乾燥密度含む） 
⑦分配係数 
⑧断層内動水勾配 

4. 設定パラメータ 断層からの移行率の線量換算結果 
5. データセット 線量：分冊３ 図 6.1.2.3-1参照 

（PA-5.4.1.1のデータ不確実性ケース参照） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） ・透水量係数：10-7 m2/s 

・動水勾配：0.01の±1桁 
（実流速：50 m/yの±1桁） 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・分配係数：PA-5.2.2 分配係数設定 
12. 設定条件（放射線学的条件） ・対象核種：PA-2.1.2 対象核種選定 
13. 設定条件（物質移行条件） ・分散長：80 m（PA-5.2.1 分散係数設定） 

・実効拡散係数：PA-5.2.5 拡散係数設定（間隙率，乾
燥密度の設定も含む） 
・マトリクス拡散深さ：0.1 m（PA-5.2.3 拡散深さ設
定） 
・マトリクス拡散寄与面積率：50%（PA-5.2.4 拡散寄
与面積率設定） 
・母岩からの核種移行率：PA-5.4.1.1 亀裂媒体中核種
移行解析 

14. 設定条件（その他） ・移行経路：800 m 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-2.1.2 対象核種選定 

PA-3.1.1 亀裂パラメータ設定 
PA-5.2.1 分散係数設定 
PA-5.2.2 分配係数設定 
PA-5.2.3 拡散深さ設定 
PA-5.2.4 拡散寄与面積率設定 
PA-5.2.5 拡散係数設定 
PA-5.4.1.1 亀裂媒体中核種移行解析 
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PA-5.5.6 移行・線量評価（生物圏） 
17. 下流側ワーク項目 － 
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付表１－１２３（３／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.4.3.1 
2. ワーク項目 断層中核種移行解析③モデル変更ケース 
3. 概要  ①コロイド移行 

②処分場スケール効果 
③濃度干渉 
④断層多孔質媒体モデル（1次元多孔質媒体モデル） 

4. 設定パラメータ 断層からの移行率の線量換算結果 
5. データセット 線量：分冊３ 図 6.1.2.4-1参照 

（PA-5.4.1.1のモデル変更ケース参照） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） ・透水量係数：10-7 m2/s 

・動水勾配：0.01（PA-3.1.1 亀裂パラメータ設定） 
（実流速：50 m/y） 
・1次元多孔質媒体モデル：実流速 32 m/y 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・分配係数：PA-5.2.2 分配係数設定 
12. 設定条件（放射線学的条件） ・対象核種：PA-2.1.2 対象核種選定 
13. 設定条件（物質移行条件） ・分散長：80 m（PA-5.2.1 分散係数設定） 

・実効拡散係数：PA-5.2.5 拡散係数設定（間隙率，乾
燥密度の設定も含む） 
・マトリクス拡散深さ：0.1 m（PA-5.2.3 拡散深さ設
定） 
・マトリクス拡散寄与面積率：50%（PA-5.2.4 拡散寄
与面積率設定） 
・母岩からの核種移行率：PA-5.4.1.1 亀裂媒体中核種
移行解析 
・1次元多孔質媒体モデル：間隙率 10% 

14. 設定条件（その他） ・移行経路：800 m 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-2.1.2 対象核種選定 

PA-3.1.1 亀裂パラメータ設定 
PA-5.2.1 分散係数設定 
PA-5.2.2 分配係数設定 
PA-5.2.3 拡散深さ設定 
PA-5.2.4 拡散寄与面積率設定 
PA-5.2.5 拡散係数設定 
PA-5.4.1.1 亀裂媒体中核種移行解析 
PA-5.5.6 移行・線量評価（生物圏） 

17. 下流側ワーク項目 － 
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付表１－１２３（４／４） ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.4.3.1 
2. ワーク項目 断層中核種移行解析④地質環境変更ケース 
3. 概要  ①動水勾配 

②降水系地下水・岩種変更 
③海水系地下水・岩種変更 

4. 設定パラメータ 断層からの移行率の線量換算結果 
5. データセット 線量：分冊３ 図 6.1.3.3-2参照 

（PA-5.4.1.1の地質環境変更ケース参照） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） ・透水量係数：10-7 m2/s 

・動水勾配：0.01の±1桁 
（実流速：50 m/yの±1桁） 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・分配係数：PA-5.2.2 分配係数設定 
12. 設定条件（放射線学的条件） ・対象核種：PA-2.1.2 対象核種選定 
13. 設定条件（物質移行条件） ・分散長：80 m（PA-5.2.1 分散係数設定） 

・実効拡散係数：PA-5.2.5 拡散係数設定（間隙率，乾
燥密度の設定も含む） 
・マトリクス拡散深さ：0.1 m（PA-5.2.3 拡散深さ設
定） 
・マトリクス拡散寄与面積率：50%（PA-5.2.4 拡散寄
与面積率設定） 
・母岩からの核種移行率：PA-5.4.1.1 亀裂媒体中核種
移行解析 

14. 設定条件（その他） ・移行経路：800 m 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-2.1.2 対象核種選定 

PA-3.1.1 亀裂パラメータ設定 
PA-5.2.1 分散係数設定 
PA-5.2.2 分配係数設定 
PA-5.2.3 拡散深さ設定 
PA-5.2.4 拡散寄与面積率設定 
PA-5.2.5 拡散係数設定 
PA-5.4.1.1 亀裂媒体中核種移行解析 
PA-5.5.6 移行・線量評価（生物圏） 

17. 下流側ワーク項目 － 
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移行プロセス設定

被ばくプロセス設定

評価モデル構築

データ設定

移行・線量評価

生活様式

ＦＥＰリスト

AMBER

地表構成要素 
（地表環境データ）

統計データ等

核種 
移行率

移行経路（GBI含む）

ＩＣＲＰ勧告

・線量への換算係数 
・線量当量率

地下水涵養点

物質移行特性評価：生物圏評価

地質環境条件

水理特性評価

ＦＥＰリスト

天然バリア中 
核種移行評価

対象核種選定

被ばく経路

ＡＬＩ 
濃度上限値

当該フローのワーク項目

他フローのワーク項目

リソース類 
（解析コード等）

制約条件等

入力情報 判断

解析・評価

実験・観測

凡例

 
付図１－３３ 「性能評価」生物圏評価に関するワークフロー
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付表１－１２４ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.5.1 
2. ワーク項目 移行プロセス設定 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 生物圏での核種移行プロセス 
5. データセット 生物圏での核種移行プロセス：図-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献 馬場智子ほか（1999）：高レベル放射性廃棄物の地層処

分安全評価における生物圏のモデル化の検討，JNC 
TN8400 99-084. 

16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 
（PA-5.4 天然バリア中核種移行評価） 

17. 下流側ワーク項目 PA-5.5.4 モデル構築 
PA-5.5.5 データ設定 
（PA-5.4 天然バリア中核種移行評価） 
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図－Ａ 相互作用マトリクスを用いた生物圏での核種移行プロセスの特定 
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付表１－１２５ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.5.2 
2. ワーク項目 被ばくプロセス設定 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 被ばく経路 
5. データセット 被ばく経路：馬場ほか（1999） 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献 馬場智子ほか（1999）：高レベル放射性廃棄物の地層処

分安全評価における生物圏のモデル化の検討，JNC 
TN8400 99-084. 

16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 
（PA-5.4 天然バリア中核種移行評価） 

17. 下流側ワーク項目 PA-5.5.4 モデル構築 
PA-5.5.5 データ設定 
（PA-5.4 天然バリア中核種移行評価） 
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付表１－１２６ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.5.3 
2. ワーク項目 対象核種選定 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 対象核種 
5. データセット 対象核種：分冊 3 表 5.3.3-2参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠 核種が地表に流入してから人間に到達するまでの時間

が天然バリアでの移行時間に比べ短いことから，地下水

によって流入する天然バリア核種移行評価の対象核種

に加え，生物圏において放射性崩壊で生じる半減期 25
日以上の娘核種を核種移行評価の対象核種として選定。 

8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献 馬場智子ほか（1999）：高レベル放射性廃棄物の地層処

分安全評価における生物圏のモデル化の検討，JNC 
TN8400 99-084. 

16. 上流側ワーク項目 （PA-5.4 天然バリア中核種移行評価） 
17. 下流側ワーク項目 PA-5.5.4 モデル構築 

PA-5.5.5 データ設定 
（PA-5.4 天然バリア中核種移行評価） 
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付表１－１２７ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.5.4 
2. ワーク項目 評価モデル構築 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 生物圏評価モデル（概念モデル，数学モデル） 
5. データセット 概念モデル：図-A参照 

数学モデル：分冊３ 付録 F，付録 E参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，□解析，■判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） コンパートメントモデル（AMBERコード）採用。 
15. 参考文献 馬場智子ほか（1999）：高レベル放射性廃棄物の地層処

分安全評価における生物圏のモデル化の検討，JNC 
TN8400 99-084. 

16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 
（PA-5.4 天然バリア中核種移行評価） 
PA-5.5.1 移行プロセス設定 
PA-5.5.2 被ばくプロセス設定 

17. 下流側ワーク項目 PA-5.5.5 データ設定 
PA-5.5.6 移行・線量評価 
（PA-5.4 天然バリア中核種移行評価） 

 

  
(a) 核種移行プロセス (b) 被ばくプロセス 

図－Ａ 生物圏の概念モデル 
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付表１－１２８ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.5.5 
2. ワーク項目 データ設定 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 生物圏評価データ 
5. データセット 生物圏評価データ：分冊３ 付録 F参照 
6. 設定方法 ■文献，□試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 馬場智子ほか（1999）：高レベル放射性廃棄物の地層処

分安全評価における生物圏のモデル化の検討，JNC 
TN8400 99-084. 

16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 
（PA-5.4 天然バリア中核種移行評価） 
PA-5.5.1 移行プロセス設定 
PA-5.5.2 被ばくプロセス設定 
PA-5.5.3 対象核種選定 
PA-5.5.4 評価モデル構築 

17. 下流側ワーク項目 PA-5.5.6 移行・線量評価 
（PA-5.4 天然バリア中核種移行評価） 
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付表１－１２９ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.5.6 
2. ワーク項目 移行・線量評価 
3. 概要 構築した生物圏評価モデルに対して，AMBER コード

を用いて線量への換算係数を算出。 
4. 設定パラメータ 線量への換算係数 
5. データセット 線量への換算係数：表-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 天然バリアからの核種移行率のピーク到達時間が数万

年よりも遅いため，生物圏モデルのステップ応答の定常

値を用いて，移行率から線量への換算が可能。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 馬場智子ほか（1999）：高レベル放射性廃棄物の地層処

分安全評価における生物圏のモデル化の検討，JNC 
TN8400 99-084. 

16. 上流側ワーク項目 （GS-0 地質環境条件） 
（PA-5.4 天然バリア中核種移行評価） 
PA-5.5.3 対象核種選定 
PA-5.5.4 評価モデル構築 
PA-5.5.5 データ設定 

17. 下流側ワーク項目 （PA-5.4 天然バリア中核種移行評価） 
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表－Ａ 種々の生物圏評価モデルの決定グループに対する線量への換算係数 
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付表１－１３０ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.6.1 
2. ワーク項目 総合安全性評価 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 線量 
5. データセット 線量：図-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 PA-2.1.2 対象核種選定 

PA-2.1.3 核種インベントリ 
PA-3.1.1 亀裂パラメータ設定 
PA-4.3.5 溶解度設定 
PA-5.1 人工バリア中移行特性データ取得 
PA-5.2 天然バリア中移行特性データ取得 
PA-5.3 人工バリア中核種移行評価 
PA-5.4 天然バリア中核種移行評価 
PA-5.5 生物圏評価 

17. 下流側ワーク項目 － 
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図－Ａ システム性能解析結果における最大線量とその時間（ガラス固化体４万本に対する結果） 
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付表１－１３１ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-5.6.2 
2. ワーク項目 不確実性解析 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 線量 
5. データセット 線量：サイクル機構（2002） 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠 － 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 核燃料サイクル開発機構（2002）：高レベル放射性廃棄

物の地層処分技術に関する研究開発－平成 13年度報
告－，JNC TN1400 2002-003. 

16. 上流側ワーク項目 PA-2.1.2 対象核種選定 
PA-2.1.3 核種インベントリ 
PA-3.1.1 亀裂パラメータ設定 
PA-4.3.5 溶解度設定 
PA-5.1 人工バリア中移行特性データ取得 
PA-5.2 天然バリア中移行特性データ取得 
PA-5.5 生物圏評価 

17. 下流側ワーク項目 － 
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解析・評価

実験・観測

凡例

 
 

付図１－３４ 「性能評価」変動シナリオ（隆起・侵食）評価に関するワークフロー
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付表１－１３２ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-6.1 
2. ワーク項目 隆起／侵食 
3. 概要 処分場の深度が処分直後から継続的に減少することを

想定。地表付近（100 m以浅）で酸化性地下水の侵入，
および土被りの減少による透水性の増加を仮定。 

4. 設定パラメータ 線量 
5. データセット 線量：図-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・溶解度：PA-4.3.5 溶解度設定 

・分配係数：PA-5.1.2，PA-5.2.2参照 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） ・実効拡散係数：PA-5.1.3，PA-5.2.5参照 
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目  

 

 

図－Ａ 変動シナリオについての解析結果（ガラス固化体４万本の結果） 
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付図１－３５ 「性能評価」変動シナリオ（気候・海水準変動）評価に関するワークフロー
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付表１－１３３ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-6.2 
2. ワーク項目 気候海水準変動 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 線量 
5. データセット 線量：図-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） ・溶解度：PA-4.3.5 溶解度設定 

・分配係数：PA-5.1.2，PA-5.2.2参照 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） ・実効拡散係数：PA-5.1.3，PA-5.2.5参照 
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目  

 

 

図－Ａ 変動シナリオについての解析結果（ガラス固化体４万本の結果） 
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付表１－１３４ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-6.3 
2. ワーク項目 火山／火成活動 
3. 概要  
4. 設定パラメータ  
5. データセット  
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件）  
9. 設定条件（水理学的条件）  

10. 設定条件（力学的条件）  
11. 設定条件（化学的条件）  
12. 設定条件（放射線学的条件）  
13. 設定条件（物質移行条件）  
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目  
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付表１－１３５ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-6.4 
2. ワーク項目 地震／断層活動 
3. 概要  
4. 設定パラメータ  
5. データセット  
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件）  
9. 設定条件（水理学的条件）  

10. 設定条件（力学的条件）  
11. 設定条件（化学的条件）  
12. 設定条件（放射線学的条件）  
13. 設定条件（物質移行条件）  
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目  
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付表１－１３６ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-6.5 
2. ワーク項目 工学的欠陥 
3. 概要  
4. 設定パラメータ  
5. データセット  
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件）  
9. 設定条件（水理学的条件）  

10. 設定条件（力学的条件）  
11. 設定条件（化学的条件）  
12. 設定条件（放射線学的条件）  
13. 設定条件（物質移行条件）  
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目  
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付表１－１３７ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 PA-6.6 
2. ワーク項目 人間活動（侵入） 
3. 概要  
4. 設定パラメータ 線量 
5. データセット 線量：図-A参照 
6. 設定方法 □文献，□試験，■解析，□判断 
7. 設定根拠  
8. 設定条件（熱的条件）  
9. 設定条件（水理学的条件）  

10. 設定条件（力学的条件）  
11. 設定条件（化学的条件）  
12. 設定条件（放射線学的条件）  
13. 設定条件（物質移行条件）  
14. 設定条件（その他）  
15. 参考文献  
16. 上流側ワーク項目  
17. 下流側ワーク項目  

 

 
図－Ａ 偶発的な人間侵入が生じた場合の被ばく線量 
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付表１－１３８ ワーク項目に関する技術情報 

No. 項目 内容 
1. 識別番号 GS-0 
2. ワーク項目 地質環境条件 
3. 概要 人工バリアおよび処分施設の設計，製作・施工技術の検

討に必要な岩盤物性値の設定 
4. 設定パラメータ 設計用岩盤物性値 
5. データセット 設計用岩盤物性値：表-A参照 

パラメータスタディ用物性値（軟岩系）：表-B参照 
6. 設定方法 ■文献，□試験，□解析，□判断 
7. 設定根拠 ・設計用岩盤物性値 

データ数が豊富で信頼性が高いと考えられるデータ

（硬岩系岩盤グループは結晶質の酸性岩，軟岩系岩

盤グループでは新第三紀堆積岩の泥質・凝灰質岩）

を設計用の特性値として設定。 
・パラメータスタディ用物性値 
設計感度解析のため，軟岩系岩盤データセットの一

軸圧縮強度の平均値と中央値が包含される範囲にお

いて，一軸圧縮強度を 5 MPaきざみで 5通り設定。 
8. 設定条件（熱的条件） － 
9. 設定条件（水理学的条件） － 

10. 設定条件（力学的条件） － 
11. 設定条件（化学的条件） － 
12. 設定条件（放射線学的条件） － 
13. 設定条件（物質移行条件） － 
14. 設定条件（その他） － 
15. 参考文献 － 
16. 上流側ワーク項目 － 
17. 下流側ワーク項目 RD-0 処分技術（設計） 
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表－Ａ 設計用岩盤特性データセット 

 岩盤名称 硬岩系岩盤データセット 
（HR） 

軟岩系岩盤データセット 
（SR-C） 

飽和密度 [Mg/m³] 2.67 2.20 
真密度 [Mg/m³] 2.7 2.7 

物理

特性 
有効間隙率 [%] 2 30 
一軸圧縮強度 [MPa] 115 15 
弾性係数 [MPa] 37,000 3,500 
ポアソン比 [-] 0.25 0.30 
動ポアソン比 [-] 0.315 0.369 
粘着力 [MPa] 15 3.0 
内部摩擦角 [deg] 45 28 
引張強度 [MPa] 8 2.1 
側圧係数 [-] 74.0h/164 + （h：深度 [m]） 

初期鉛直応力 [MPa] ( )1000/hg100/h ρρ ≈ （ρ：飽和密度） 

初期水平応力 [MPa] voK σ• （ ：側圧係数，0K vσ ：初期鉛直応力） 
弾性波（P波）速度 [km/s] ( )[ ]h00792.0e19.21.2 ρ−−+  ( )[ ]h00057.0e14.18.1 ρ−−+  

力
学
特
性 

弾性波（S波）速度 [km/s] ( )[ ]h00788.0e14.22.0 ρ−−+  ( )[ ]h00066.0e10.16.0 ρ−−+  

熱伝導率 [W/m/K] 2.8 2.2 
比熱 [kJ/kg/K] 1.0 1.4 
地温勾配 [℃/100m] 3 

熱
特
性 

地表面温度 [℃] 15 
透水係数 [m/s] 健岩部：10-18～10-8，割れ目帯：10-6～10-5 水理

特性 動水勾配 [-] 0.008～0.067 
 

表－Ｂ パラメータスタディ用物性値 
区分 SR-A SR-B SR-C SR-D SR-E 

飽和密度 [Mg/m³] 2.45 2.35 2.20 1.95 1.70 
真密度 [Mg/m³] 2.7 
有効間隙率 [%] 15 20 30 45 60 
一軸圧縮強度 [MPa] 25 20 15 10 5 
弾性係数 [MPa] 5,000 4,000 3,500 2,500 1,500 
ポアソン比 [-] 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 
動ポアソン比 [-] － － 0.369 － － 
粘着力 [MPa] 5.0 4.0 3.0 2.0 1.0 
内部摩擦角 [deg] 30 29 28 27 25 
引張強度 [MPa] 3.5 2.8 2.1 1.4 0.7 
熱伝導率 [W/m/K] 2.5 2.4 2.2 1.9 1.5 
比熱 [kJ/kg/K] 1.2 1.3 1.4 1.7 2.1 
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